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■ 各局区等改革の取組評価シート 評価結果一覧

Do Check Action Do Check Action

1 (1) 1
今後のコミュニティ施策の基本的考え方の
検討 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

1 (1) 2 スポーツ大会を通じた多様な主体の連携 2 Ｂ Ⅱ 4 Ｂ Ⅲ

1 (1) 3 「「音楽のまち・かわさき」推進協議会」及び「「映像のま
ち・かわさき」推進フォーラム」の機能強化に向けた取組 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

1 (1) 4 文化イベントを通じた地域人材の育成 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

1 (1) 5
国際交流センターを活用したグローバル人
材の育成支援 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

1 (1) 6 川崎駅周辺の魅力あるまちづくりの推進に向けた 経済労働局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

1 (1) 7
動物愛護センターにおける多様な主体と連
携した効果的な取組の推進

健康福祉局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

1 (1) 8
体の設立・活動支援

建設緑政局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

1 (1) 9
夢見ヶ崎動物公園の効率的・効果的な管理
運営体制の構築

建設緑政局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅱ

1 (1) 10
キングスカイフロントにおける立地企業等
による拠点マネジメント機能の構築

臨海部国際
戦略本部 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

1 (1) 11
多様な主体の参加と協働による地域課題の
解決や地域の活性化に向けた取組

川崎区役所 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

1 (1) 12 区内在住外国人の防災意識の向上 川崎区役所 4 Ｃ Ⅲ 2 Ｂ Ⅱ

1 (1) 13 「御幸公園梅香事業」の推進 幸区役所 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

1 (1) 14 幸区ご近所支え愛事業の実施 幸区役所 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

1 (1) 15
避難所における訓練の充実による地域防災
力の強化

幸区役所 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

1 (1) 16
多様な主体の参加と協働による地域課題の
解決や地域の活性化に向けた取組の推進

中原区役所 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

1 (1) 17 総合的な地域防災力の向上 中原区役所 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

1 (1) 18
多様な主体による地域コミュニティ活性化
の推進

高津区役所 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

1 (1) 19 地域防災力向上に向けた取組の推進 高津区役所 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

1 (1) 20
多様な主体の参加と協働による地域課題の
解決や地域の活性化に向けた取組の推進

多摩区役所 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

1 (1) 21 総合的な地域防災力の向上 多摩区役所 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

1 (1) 22
多様な主体の参加と協働による地域課題の
解決や地域の活性化に向けた取組の推進

麻生区役所 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

1 (1) 23
消防団を中核とした地域防災力の充実・強
化

消防局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

1 (1) 24 地域の寺子屋事業を担う人材の確保
教育委員会
事務局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

1 (2) 1
「めざすべき区役所像」の実現に向けた区
役所機能の強化 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

平成30年度 平成30・令和元年度
評価結果

取組
№

項目
№

項目名
課題
№

局名課題名

評価結果

区役所改
革の推進

参加と協
働・連携
による多
様な主体
が共に担
うまちづく
りの推進

参加と協働・
連携による多
様な主体が共
に担うまちづ
くりの推進
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Do Check Action Do Check Action

平成30年度 平成30・令和元年度
評価結果

取組
№

項目
№

項目名
課題
№

局名課題名

評価結果

1 (2) 2
中原区役所窓口混雑緩和・サービス環境改
善の推進

中原区役所 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

1 (2) 3 区役所サービスの向上に向けた取組の推進 高津区役所 1 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

1 (2) 4 宮前区役所 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

1 (2) 5
より利用しやすい区役所に向けた取組の推
進

多摩区役所 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

1 (3) 1 効果的な情報発信の取組推進 総務企画局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

1 (3) 2 広聴機能の強化に向けた取組の推進 総務企画局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

1 (3) 3 財政状況の見える化に向けた取組の推進 財政局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

2 (1) 1 守衛業務の見直し 総務企画局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 (1) 2 危機管理体制の強化 総務企画局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

2 (1) 3 内部統制に関する体制整備 総務企画局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅰ

2 (1) 4 苦情・不服申立制度の検証 総務企画局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 (1) 5 安定的かつ効率的な廃棄物処理体制の構築 環境局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅲ

2 (1) 6
循環型社会に対応した効率的・効果的な廃
棄物収集体制の構築

環境局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 (1) 7 生活環境事業所の再編 環境局 2 Ｂ Ⅰ 2 Ｂ Ⅰ

2 (1) 8
地域包括ケアシステムの構築に向けた執行
体制の整備

健康福祉局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

2 (1) 9
地域包括ケアシステムの構築に向けた執行
体制の整備

こども未来局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

2 (1) 10
待機児童対策の推進に向けた効果的・効率
的な執行体制の検討

こども未来局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

2 (1) 11
の見直し

まちづくり局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (1) 12
救急隊の適正配置や救急車の適正利用に向
けた取組の推進

消防局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

2 (1) 13
消防音楽隊及びカラーガード隊のあり方の
検討

消防局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (1) 14
見直し

教育委員会
事務局 2 Ｙ Ⅲ 2 Ｙ Ⅱ

2 (1) 15 図書館等の管理運営体制の見直し
教育委員会
事務局 2 Ｙ Ⅲ 2 Ｙ Ⅱ

2 (1) 16 学校運営・指導業務執行体制の見直し
教育委員会
事務局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

2 (1) 17 学校用務業務執行体制の見直し
教育委員会
事務局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (1) 18 学校給食調理業務の委託化
教育委員会
事務局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (2) 1
けた取組

総務企画局 1 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

ズへの的
確な対応
に向けた
組織の最
適化

積極的な
情報共有
の推進

ズへの的
確な対応
に向けた
組織の最
適化

ビス向上
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Do Check Action Do Check Action

平成30年度 平成30・令和元年度
評価結果

取組
№

項目
№

項目名
課題
№

局名課題名

評価結果

2 (2) 2
地域リハビリテーションセンターの管理運
営体制の構築

健康福祉局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 (2) 3
公設福祉施設の管理運営手法のあり方の検
討

健康福祉局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (2) 4 こども未来局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (2) 5 こども未来局 2 Ｂ Ⅰ 2 Ｂ Ⅰ

2 (2) 6
間活用手法の検討

まちづくり局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 (2) 7
に向けた取組の推進

建設緑政局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 (2) 8
活力の導入

建設緑政局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 (2) 9 等々力緑地の管理運営体制の再構築 建設緑政局 2 Ｙ Ⅲ 2 Ｙ Ⅱ

2 (2) 10
多摩川の利活用によるにぎわいの創出と地
域活性化策の検討

建設緑政局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

2 (2) 11
生田緑地ばら苑の魅力の向上と管理運営手
法のあり方の検討

建設緑政局 2 Ｙ Ⅱ 3 Ｙ Ⅲ

2 (2) 12
川崎港コンテナターミナルの管理運営体制
の見直し

港湾局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (2) 13 港湾緑地等の管理運営体制の見直し 港湾局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

2 (3)
給与制度・福利
厚生事業の見直
し

1 給与制度・福利厚生事業の見直し 総務企画局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

2 (4) 1 ＩＣＴを活用した取組の推進 総務企画局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

2 (4) 2
社会保障・税番号制度の適正かつ効果的な
運用に向けた取組の推進

総務企画局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (4) 3 電子申請システム等の利用促進 総務企画局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (5)
債権確保
策の強化

1 一層の市税収入確保に向けた取組強化 財政局 1 Ａ Ⅱ 1 Ａ Ⅱ

2 (5) 2 市税以外の滞納債権徴収に向けた取組強化 財政局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｂ Ⅱ

2 (5) 3 介護保険料の収入確保に向けた取組強化 健康福祉局 2 Ａ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

2 (5) 4 一層の保育料収入確保に向けた取組強化 こども未来局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

2 (5) 5
市営住宅使用料の収入率向上と効率的・効
果的な執行体制の検討

まちづくり局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (6) 1
富士見周辺地区における公共施設再編の再
検討

総務企画局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 (6) 2 総務企画局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (6) 3 資産保有の最適化 総務企画局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (6) 4 財産の有効活用 財政局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (6) 5
いこいの家における多世代交流の推進に向
けた取組の検討

健康福祉局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

戦略的な
資産マネ
ジメント

ＩＣＴの
更なる活
用

債権確保
策の強化

に向けた

の活用
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Do Check Action Do Check Action

平成30年度 平成30・令和元年度
評価結果

取組
№

項目
№

項目名
課題
№

局名課題名

評価結果

2 (6) 6
こども文化センターにおける多世代交流の
推進に向けた取組の検討

こども未来局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

2 (6) 7
広域拠点（都市拠点）における公共空間の
総合的な有効活用

まちづくり局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (6) 8 まちづくり局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (6) 9 道路・公園等を活用したにぎわいの創出 建設緑政局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (6) 10
教育委員会
事務局 2 Ｙ Ⅱ 4 Ｙ Ⅲ

2 (7) 1 入札契約制度・発注等の課題への対応 財政局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (7) 2 公契約制度の的確な運用 財政局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (8) 1 戦略的な資金調達と資金運用の推進 財政局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (8) 2 歳計現金等の効果的な運用の推進 会計室 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (9) 1
競輪事業特別会計の健全化に向けた取組の
推進

経済労働局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (9) 2
卸売市場事業特別会計の健全化に向けた取
組の推進

経済労働局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

2 (9) 3 港湾整備事業特別会計における東扇島堀込部土地
造成事業の財政負担の軽減に向けた取組 港湾局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 （10） 1 給・配水工事部門の現場作業の請負化 上下水道局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

2 （10） 2
工業用水道専用施設における効率的・効果
的な運転管理体制の整備

上下水道局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 （10） 3
持続可能な下水道に向けた執行体制の再構
築

上下水道局 2 Ｂ Ⅰ 2 Ｂ Ⅰ

2 （10） 4
水道事業、工業用水道事業及び下水道事業
用地の有効活用

上下水道局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 （10） 5 市バス営業所業務の管理委託の活用 交通局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

2 （10） 6
市バス事業における労働の生産性向上に向
けた取組の強化

交通局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

2 （10） 7
市バスの安定的な事業運営に向けた人材の
確保と育成

交通局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

2 （10） 8
「川崎市立病院中期経営計画2016-2020」
に基づく経営健全化の推進

病院局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

2 （10） 9 多摩病院の効率的な運営 病院局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

2 （10） 10
入院・外来自己負担金に関する債権対策の
推進

病院局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｂ Ⅱ

2 （10） 11 川崎病院におけるスマート化の推進 病院局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

2 （11）
出資法人の経
営改善・活用 1 主要出資法人の経営改善・活用の推進 総務企画局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

2 （12）
地方分権
改革の推

1 地方分権改革の更なる推進 総務企画局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 （13） 1 庁用自動車運転業務執行体制の見直し 総務企画局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

入札・契
約制度改
革

資金の調
達と運用
の安定
化・効率
特別会計
の健全化

公営企業
の経営改
善

公営企業
の経営改
善

内部の業
務改善に
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Do Check Action Do Check Action

平成30年度 平成30・令和元年度
評価結果

取組
№

項目
№

項目名
課題
№

局名課題名

評価結果

2 （13） 2 総務事務執行体制の見直し 総務企画局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 （13） 3 庁内会議の見直し 総務企画局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

2 （13） 4 業務プロセス改革の推進 総務企画局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 （13） 5 市税システム更改に伴う業務改善の推進 財政局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 （13） 6
窓口サービスの更なる向上に向けた取組の
推進 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

2 （13） 7
都市景観審議会と屋外広告物審議会の統合
等による事務の効率化に向けた取組

まちづくり局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 （13） 8 区役所の有効活用に向けた取組の推進 中原区役所 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 (13) 9 就学援助事務の見直し
教育委員会
事務局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 （13） 10 事務執行の改善に向けた取組の強化 監査事務局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 （13） 11
地方自治法の改正を踏まえた監査制度の見
直し

監査事務局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 （14）
将来を見据えた

の再構築
1 全庁的な使用料・手数料の見直し 財政局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 （14） 2 全庁的な補助・助成金の見直し 財政局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 （14） 3
区役所と支所・出張所等の機能再編に向け
た取組の推進 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 （14） 4
マイナンバーカードの利用動向を踏まえた
証明書発行体制のあり方の検討 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 （14） 5 経済労働局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 （14） 6
環境配慮機器導入促進補助金のあり方の検
討

環境局 2 Ｂ Ⅲ 2 Ｂ Ⅲ

2 （14） 7
高齢者外出支援乗車事業制度のあり方の検
討

健康福祉局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 （14） 8 高齢者に対する市単独事業のあり方の検討 健康福祉局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 （14） 9 障害者施設運営費補助のあり方の検討 健康福祉局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 （14） 10 重度障害者医療費助成制度のあり方の検討 健康福祉局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 （14） 11 市立葬祭場使用料の見直し 健康福祉局 2 Ｙ Ⅱ 3 Ｙ Ⅲ

2 （14） 12
成人ぜん息患者医療費助成制度のあり方の
検討

健康福祉局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 （14） 13
見直しの検討

健康福祉局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 （14） 14 看護人材確保策の再構築 健康福祉局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 （14） 15
地域子育て支援センター事業のあり方の検
討

こども未来局 3 Ｙ Ⅲ 3 Ｃ Ⅲ

2 （14） 16
わくわくプラザ事業の充実に向けた取組の
検討

こども未来局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

よる事務
執行の効
率化

将来を見
据えた市

ス等の再
構築
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Do Check Action Do Check Action

平成30年度 平成30・令和元年度
評価結果

取組
№

項目
№

項目名
課題
№

局名課題名

評価結果

2 （14） 17
ひとり親家庭支援の効果的な推進に向けた
施策全体の再構築

こども未来局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅰ

2 （14） 18 都市計画道路網の見直し まちづくり局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

2 （14） 19 市内駐輪場施設の見直し 建設緑政局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｙ Ⅱ

2 （14） 20 市営霊園における有縁合葬型墓所等を活用した循
環利用の仕組みづくりに向けた取組の推進 建設緑政局 2 Ｙ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

3 (1) 1 効率的・効果的なＯＪＴの推進や研修の実施等に
よる計画的な人材育成の推進 総務企画局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

3 (1) 2 技術職員等の専門職種の人材育成の推進 総務企画局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

3 (1) 3
職員の専門的知識や能力の活用及び向上を
図る人事管理の推進

総務企画局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

3 (1) 4 不祥事防止の取組推進 総務企画局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

3 (1) 5
区役所における行政のプロフェッショナル
の育成 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

3 (1) 6 農業職職員の計画的な人材育成の推進 経済労働局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

3 (1) 7
地域包括ケアシステムの推進及び区役所
サービス向上に向けた人材育成の取組

川崎区役所 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

3 (1) 8
地域防災力の強化に向けた区役所職員の育
成

川崎区役所 4 Ｃ Ⅲ 2 Ｂ Ⅱ

3 (1) 9
更なる区役所サービス向上に向けた人材育
成の推進

幸区役所 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

3 (1) 10
更なる区役所サービス向上に向けた人材育
成の推進

中原区役所 2 Ｂ Ⅱ 4 Ｂ Ⅲ

3 (1) 11
区役所サービスを支える人材の計画的な育
成

高津区役所 2 Ｂ Ⅱ 4 Ｂ Ⅲ

3 (1) 12
多様な主体の参加と協働によるまちづくり
の推進に向けた人材育成

宮前区役所 2 Ｂ Ⅱ 4 Ｂ Ⅲ

3 (1) 13
災害対応力の向上に向けた区役所職員の人
材育成

宮前区役所 3 Ｃ Ⅲ 3 Ｂ Ⅲ

3 (1) 14
更なる区役所サービス向上に向けた人材育
成の推進

多摩区役所 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

3 (1) 15
ワーキンググループを活用した課題解決の
取組と人材育成

麻生区役所 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｂ Ⅱ

3 (1) 16
災害対応力強化のための区災害対策本部職
員の人材育成

麻生区役所 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

3 (1) 17 適正な会計事務の執行に向けた人材育成 会計室 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

3 (1) 18 多様な有為の人材の確保
人事委員会
事務局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

3 (2) 1 メンタルヘルス対策の充実 総務企画局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

3 (2) 2 職員個々の状況に応じた働く環境の整備 総務企画局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

3 (2) 3 ワーク・ライフ・バランスの推進 総務企画局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｃ Ⅲ

3 (2) 4 学校教職員の働き方改革に向けた取組
教育委員会
事務局 2 Ｂ Ⅱ 2 Ｂ Ⅱ

職員の能
力が十分
に発揮で
きる環境
づくり

計画的な
人材育
成・有為
な人材確
保

計画的な
人材育
成・有為
な人材確
保
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Do Check Action Do Check Action

平成30年度 平成30・令和元年度
評価結果

取組
№

項目
№

項目名
課題
№

局名課題名

評価結果

3 (3) 1
職員の改善意識・意欲の向上と職場改善運
動の推進

総務企画局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

3 (3) 2
人事評価制度の適正な運用に向けた取組の
推進

総務企画局 2 Ｃ Ⅲ 2 Ｃ Ⅲ

職場起点の業
務改善の推進
に向けた職員
の改革意識・
意欲の向上
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■ 活動目標に対する達成度の状況（「実施結果（Do）の結果」）

平成30年度 平成30年度・令和元年度
区分（※） 区分（※）

取組 取組

取組１ 1 件 30 件 0 件 1 件 32 件 取組１ 0 件 31 件 0 件 1 件 32 件

共に支える (3.13%) (93.74%) (0%) (3.13%) (100%) 共に支える (0.00%) (96.87%) (0%) (3.13%) (100%)

取組２ 2 件 98 件 1 件 0 件 101 件 取組２ 1 件 96 件 3 件 1 件 101 件

再構築する (1.98%) (97.03%) (0.99%) (0%) (100%) 再構築する (0.99%) (95.05%) (2.97%) (1%) (100%)

取組３ 0 件 22 件 1 件 1 件 24 件 取組３ 0 件 20 件 1 件 3 件 24 件

育て、チャレンジする (0%) (91.66%) (4.17%) (4.17%) (100%) 育て、チャレンジする (0%) (83.32%) (4.17%) (12.50%) (100%)

3 件 150 件 2 件 2 件 157 件 1 件 147 件 4 件 5 件 157 件

(1.91%) (95.55%) (1.27%) (1.27%) (100%) (0.64%) (93.64%) (2.55%) (3.18%) (100%)

【図表３】 【図表４】 【図表５】 【図表３】 【図表４】 【図表５】

計

全体

計1 2 3 4

全体

1 2 3 4

※区分の内容
１．目標を上回った ２．ほぼ目標どおり ３．目標を下回った
４．状況の変化により目標を達成できなかった
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■ 事務事業等への貢献度の状況（「評価（Check）」の結果）

平成30年度 平成30年度・令和元年度
区分（※） 区分（※）

取組 取組

取組１ 0 件 24 件 7 件 0 件 0 件 1 件 32 件 取組１ 0 件 15 件 17 件 0 件 0 件 0 件 32 件

共に支える (0%) (75%) (21.88%) (0%) (0%) (3.12%) (100%) 共に支える (0%) (47%) (53.13%) (0%) (0%) (0%) (100%)

取組２ 2 件 45 件 14 件 0 件 0 件 40 件 101 件 取組２ 1 件 46 件 27 件 0 件 0 件 27 件 101 件

再構築する (1.98%) (44.55%) (13.86%) (0%) (0%) (39.61%) (100%) 再構築する (0.99%) (45.54%) (26.73%) (0%) (0%) (26.74%) (100%)

取組３ 0 件 11 件 13 件 0 件 0 件 0 件 24 件 取組３ 0 件 13 件 11 件 0 件 0 件 0 件 24 件

育て、チャレンジする (0%) (45.83%) (54.17%) (0%) (0%) (0.00%) (100%) 育て、チャレンジする (0%) (54.17%) (45.83%) (0%) (0%) (0%) (100%)

2 件 80 件 34 件 0 件 0 件 41 件 157 件 1 件 74 件 55 件 0 件 0 件 27 件 157 件

(1.27%) (50.96%) (21.66%) (0%) (0%) (26.11%) (100%) (0.64%) (47.13%) (35.03%) (0%) (0%) (17.20%) (100%)

【図表７】 【図表７】

計Ｃ Ｄ

全体

Ａ Ｂ Ｘ ＹＹ 計

全体

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｘ

※区分の内容
Ａ．大きく貢献した Β．貢献した Ｃ．貢献できたが課題もあった
Ｄ．課題があった Ｘ．測定できない Ｙ．その他（未だ効果は発現していない）
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■ 今後の取組の方向性の状況（「改善（Action）」の結果）

平成30年度 平成30年度・令和元年度
区分（※） 区分（※）

取組 取組

取組１ 0 件 25 件 7 件 0 件 32 件 取組１ 0 件 15 件 17 件 0 件 32 件

共に支える (0%) (78.12%) (21.88%) (0%) (100%) 共に支える (0%) (46.87%) (53.13%) (0%) (100%)

取組２ 3 件 79 件 19 件 0 件 101 件 取組２ 5 件 64 件 32 件 0 件 101 件

再構築する (2.97%) (78.22%) (18.81%) (0%) (100%) 再構築する (4.95%) (63.37%) (31.68%) (0%) (100%)

取組３ 0 件 11 件 13 件 0 件 24 件 取組３ 0 件 9 件 15 件 0 件 24 件

育て、チャレンジする (0%) (45.83%) (54.17%) (0%) (100%) 育て、チャレンジする (0%) (37.50%) (62.50%) (0%) (100%)

3 件 115 件 39 件 0 件 157 件 5 件 88 件 64 件 0 件 157 件

(1.91%) (73.25%) (24.84%) (0%) (100%) (3.18%) (56.05%) (40.76%) (0%) (100%)

【図表９】 【図表９】

全体

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 計

全体

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

※区分の内容
Ⅰ．計画期間中の目標を達成 Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善を行い、取組を継続 Ⅳ．状況の変化により取組を中止
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

その他の活動実績

【H30】
・「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」の策定に向け、6回の有識者会議を実施するとともに、各区市民検
討会議ワークショップ（のべ210名参加）を開催しました。また、平成30（2018）年11月の素案公表後は、パブリックコ
メントの実施に合わせて全市シンポジウム（91名参加）を開催するとともに、32か所に出向いた団体説明会などにお
いて寄せられた市民意見を反映し、平成31（2019）年3月に「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」を策定し
ました。
【R01】
・「まちのひろば」プロジェクトとして、「まちのひろば」創出職員プロジェクトチームによる8件のモデル事業を実施し
たほか、「まちのひろば」づくり相談窓口による21件の相談を受けるなど、「まちのひろば」創出に向けた取組を進め
ました。また、3回の「まちのひろばフェス」の開催及びまちのひろばWAプロジェクト等による普及啓発により、「まち
のひろば」の見える化と機運醸成を推進しました。
・「ソーシャルデザインセンター」の創出に向けた市民参加の取組を各区で進め、令和2(2020)年3月に多摩区のソー
シャルデザインセンターがプレオープンしました。
・「区における行政への参加」の考え方検討については、令和元(2019)年11月に骨子を取りまとめるとともに、今後
の方向性や論点を整理するなどの取組を各区と進めました。
・「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」に基づく取組の更なる推進や課題解決のために4回の有識者会議
を実施するとともに、周知活動として、庁内外100か所以上に出向いて説明会等を実施しました。
・町内会・自治体等に関する取組として、企業を入口とした呼びかけや、「成人の日を祝うつどい」での啓発活動を
行うなど、町内会・自治会への加入に向けた新たな取組を実施しました。
・公共施設の地域化について、ガイドライン策定に向けた「基本的視点」を令和２(2020)年3月に取りまとめました。
・地区カルテを活用した組織間連携の強化について、地域包括ケア推進室と合同で令和２(2020)年3月に考え方を
まとめました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

市民文化局

No.・課題名

目標・実績

目標

現状

・本市では、市民活動やコミュニティに関するさまざまな仕組みや制度を設け、多様な主体による活動を支援しています。
・都市化、テクノロジーの進化、情報化、グローバル化などを背景として、市民一人ひとりの価値観、家族観、ライフスタイル等が多様
化するなど、コミュニティを取り巻く環境が変化する中、互助の土壌づくり、気軽な参加のきっかけづくりが求められており、さまざまな
地域活動に関する相談対応や、地縁団体と市民活動団体の連携支援の充実など、区における中間支援機能の強化が必要となって
います。
・地域課題の解決の新たなしくみの構築に向けて、区民会議委員を対象としたアンケートや意見交換会、まちづくり推進組織の関係
者を対象としたワークショップなどを通じて、これまでの取組に対する検証を進めています。

1 今後のコミュニティ施策の基本的考え方の検討

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性
　平成29（2017）年３月の「川崎市共に支え合う地域づくり検討委員会」の報告書により検討を提言された「参加と協働による地域課題
の解決の新たなしくみ」の構築等に向けて、平成30（2018）年度に「（仮称）今後のコミュニティ施策の基本的考え方」を策定し、これに
基づく施策を推進します。

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

多様な主体による協働・連携推進事業
地域振興事業
市民活動支援事業
区役所改革推進事業

事務事業コード

50101010
50101030
50101040
50103010

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・平成31（2019）年3月の「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」の策定に向けて、有識者会議による意見聴取や、各区単位の
市民ワークショップ及び全市シンポジウムの開催を通じた市民との意見交換、庁内検討会議等による関係局区との調整などを行い
ながら、検討を進めていきます。
【R01】
平成31（2019）年3月に策定された「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」に基づく次の取組を推進
・「まちのひろば」プロジェクトとして、モデル事業の試行実施、「まちのひろばフェス」の開催、公共施設の地域化等による取組の見え
る化を推進
・「ソーシャルデザインセンター」の創出に向けた検討及びスモールスタートによるモデル実施
・まちづくり推進組織のあり方整理、「区における行政への参加」の考え方検討
・負担軽減の取組に向けた「町内会・自治会への依頼ガイドライン」の活用、個々の町内会・自治会に対する個別支援の強化等の検
討
・区役所体制・機能強化、推進体制の構築及び職員の意識醸成

説明 実績

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

％

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

23以上

実績

R03年度

1

目標

市民アンケート（無作為抽出3,000人）で「地域貢献活動を知っており､活
動にかかわったことがある」と答えた人の割合

R03年度

目標
地域貢献活動に関する取組にかかわったことのある人の割
合（市民アンケート）

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

カネ － 情報

単位

説明

説明

ヒト

22.0

15.7

単位

14.7

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ

「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」に基づき次の取組を推進します。
・「ソーシャルデザインセンター」創出に向けた検討又はモデル実施の展開
・「まちのひろば」のモデル事業、普及啓発及びしくみづくりの展開
・「区における行政への参加」の考え方の策定に向けた検討
・公共施設の地域化ガイドライン策定に向けた取組の推進
・「地区カルテ」を活用した組織間連携の強化に向けた取組の推進
・地域コミュニティ力向上に向けた町内会・自治会への加入促進

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30・R01）
・成果指標である「地域貢献活動に関する取組にかかわったことのある人の割合（市民アンケート）」は、目標に到達していませんが、
令和元年度に実施した「まちのひろば」創出職員プロジェクトチームにおける「まちのひろば」のモデル実施（8件）や「まちのひろば」づ
くり相談窓口における「まちのひろば」づくりの支援（21件）等の取組により、既存の地域活動の更なる発展や、これまで地域活動に参
加したことがなかった新たな担い手の掘り起こしに繋がりました。

・「ソーシャルデザインセンター」の創出に向けた市民参加の取組を各区で実施することにより、市民の地域参加への機運が醸成され
ました。
・庁内外で「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」の説明会やイベントを100回以上開催して、市民への普及啓発と職員の人材
育成を行いました。

【モノの効果】
（R01）
・「まちのひろば」創出職員プロジェクトチームや「まちのひろば」づくり相談窓口において、市民活動団体、企業、町内会・自治体などと
連携した「市民創発」による取組を支援し、効果的に地域の課題解決に向けた取組を進めることができました。
・「ソーシャルデザインセンター」の創出に向けた市民参加の取組を各区で進め、令和2(2020)年3月に多摩区のソーシャルデザインセ
ンターがプレオープンしました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C
・成果指標である「地域貢献活動に関する取組にかかわったことのある人の
割合」は、目標に到達することはできませんでしたが、市民創発による多摩区
ソーシャルデザインセンターの運用が開始されたほか、まちのひろばフェスに
延べ326人の市民が参加するなど、地域活動の活性化に向けた基盤整備や
担い手の掘り起こしが着実に進んでいるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト △ モノ ○
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

現状

単位

単位

・「川崎国際多摩川マラソン」、「多摩川リバーサイド駅伝」は、多様な人々が混ざり合い、にぎわいのあるダイバーシ
ティ（多様性）のまちづくりを推進するため、市職員やさまざまな団体、障害のある方々などがボランティアスタッフと
して参加し、運営されています。
・スポーツを「支える人」の重要な要素であるスポーツボランティアは、地域スポーツクラブ等のスポーツ団体におい
て、日常的に運営やスポーツ指導を支えたり、地域スポーツ大会等の運営を支えるなどしており、スポーツ推進の
ために一層の活躍が期待されていることから、その育成が必要な状況となっています。

実績

その他の活動実績

【H30】
・マニュアルの見直しを行い、ボランティアにわかりやすい内容に修正して活用しました。
・大会当日の運営を円滑に行うにあたり、各ボランティアグループの統率を図るため、企業・地域・障害者ボランティ
アやボランティアサークルの担当責任者との事前説明会や事前打合せを６回実施しました。また必要に応じて、直
接連絡・調整を行いました。
【R01】
・ボランティアリーダーとして活躍する人材を育成するため、継続して活動している企業ボランティアと２回打ち合わ
せを実施しました。また、ボランティア人材を確保する新たな取組として、市内障害者スポーツ団体や市職員にボラ
ンティアスタッフとしての参加を呼びかけました。
・なお、令和元年東日本台風による多摩川河川敷の被害を受け、「川崎国際多摩川マラソン」、「多摩川リバーサイ
ド駅伝」を中止としたため、事前打ち合わせや当日の取組を行うことができませんでした。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 4

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

2 スポーツ大会を通じた多様な主体の連携

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

・障害者の方々のスポーツ参加を更に推進するため、障害者団体等と連携を図りながら、大会を支えるボランティア
スタッフとしての参加を推進し、「さまざまな人が混ざり合ってスポーツを支える」取組を推進します。
・各種スポーツ大会の効果的な推進に向けて、ボランティアリーダーへの事前研修やマニュアル等の整備を実施
し、運営者側の質的向上を図ることにより、安全で、安心してスポーツを行うことができる環境をめざすとともに、そ
れぞれの大会が地域主体のものとなるよう、取組を進めます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

所管

市民文化局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

競技スポーツ大会開催・支援事業

事務事業コード

40801030

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・「川崎国際多摩川マラソン」、「多摩川リバーサイド駅伝in川崎」において、障害のある方のボランティアスタッフとし
ての交流を実施します。
・障害のある方々もボランティアスタッフとして大会を「支える」取組を推進するため、所管部局とかわさきスポーツ
パートナーとの橋渡しをします。
・平成29（2017）年度に内容の見直しを行ったボランティアマニュアルに基づき、企業ボランティア等との連携を継続
するとともに、ボランティアリーダーの割合の増加に向けて、神奈川県立中原養護学校や健康福祉局障害保健福
祉部障害者雇用・就労推進課との連携を進めます。
・個人ボランティアや学生サークルボランティアの中から、ボランティアリーダーとして活動できる人材を発掘します。
【R01】
・中原養護学校や健康福祉局障害保健福祉部障害者雇用・就労推進課と連携・調整を行い、大会を支えるボラン
ティアスタッフとして障害者の方々の参加を推進します。さらに、障害のある人もない人も一緒に業務にあたってい
ただくことで、「さまざまな人が混ざり合ってスポーツを支える」取組を促進します。
・ボランティアリーダー育成に向けて、これまで継続してボランティアとして活動している企業・地域・ボランティア
サークル等との連携を継続し、ボランティアマニュアルに基づく事前研修を実施することで、ボランティアリーダーと
して主体的に活躍する人材を育成します。また、個人ボランティアの方々とコミュニケーションを図りながら、ボラン
ティアリーダーを担うことができる人材を発掘していきます。

説明

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進

取組の方向性

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

R03年度

目標

ボランティア全体に占めるボランティアリーダーの割合

市民スポーツ室で主催している大規模スポーツ大会（マラソン大会な
ど）で、一般募集しているボランティアの人数に対するボランティアリー
ダーの人数

ボランティア全体に占める障害のある方の割合

実績

カネ － 情報

単位

1 ％

％

説明

説明

2

10以上

ヒト

R01年度区分

実績 9.3 10.0

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
・令和元（2019）年度は、令和元年東日本台風による多摩川河川敷の被害を受け、
中止となりましたが、令和２（2020）年度の実施にあたり、改めて企業ボランティア
や、市内障害者スポーツ団体に参加を促すとともに、改善すべき点等を伺い、ボラ
ンティアとしてより参加しやすい運営体制を整えていきます。

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30・R01）
・取組の結果、平成30（2018）年度は新規の障害者ボランティアの発掘につながるとともに、企業ボランティアの代表や障害者ボラン
ティアの支援スタッフ等にグループ内でのリーダー役になってもらいました。また、こうしたことで、両指標の目標値も達成でき、障害の
有無に関わらず、多様な人々が大会運営に携わり、スポーツを「支える」取組が推進されました。なお、令和元（2019）年度につきまし
ては、ボランティアリーダーとして活躍する人材を育成するため、継続して活動している企業ボランティアと２回打ち合わせを実施した
ほか、ボランティア人材を確保する新たな取組として、市内障害者スポーツ団体や市職員にボランティアスタッフとしての参加を呼びか
けましたが、令和元年東日本台風の影響により事業が中止となったため、効果の測定を行うことができませんでした。
※令和元（2018）年度が測定できないため、平成30（2018）年度の取組をもって評価することといたします。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・令和元（2019）年度は、令和元年東日本台風による多摩川河川敷の被害を
受け、「川崎国際多摩川マラソン」、「多摩川リバーサイド駅伝」を中止としまし
たが、平成30（2018）年度は目標値を達成しており、「さまざまな人が混ざり
合ってスポーツを支える」取組に貢献しているため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ －

R03年度 単位

―

6.0以上

－

R01年度 R02年度

―

R02年度

6.4

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

ヒト

7.7

目標

市民スポーツ室で主催している大規模スポーツ大会（マラソン大会な
ど）で、一般募集しているボランティアの人数に占める障害のある方の
人数
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進

取組の方向性

所管

市民文化局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

音楽のまちづくり推進事業
映像のまち・かわさき推進事業

事務事業コード

40803010
40803030

具体的な取組内容
（活動目標）

　協議会やフォーラムが実施する事業の内容やその執行手法等について、時宜にかなった改善案の提示や助言、働きかけを行うなど機能強化に向けた
支援を実施します。
●「音楽のまち・かわさき」推進協議会
【H30】
・協議会による音楽のまちづくりをより一層推進するため、協議会事務局を川崎市文化財団に統合します。
【R01】
・文化財団と統合した効果を検証し、業務効率化の取組を強化します。
・協議会と文化財団の双方の強みを活かした、音楽のまち・かわさきの担い手育成や情報発信の取組を強化します。

●「映像のまち・かわさき」推進フォーラム
【H30・R01】
・多様な主体とのより一層の協働・連携による取組に向けてフォーラムの事務局機能を強化します。
【H30】
・市内商店街が登場するアニメの実写版の上映にあわせ、当該商店街と連携したパネル展を実施します。

説明

単位

　「「音楽のまち・かわさき｣推進協議会」及び「「映像のまち・かわさき」推進フォーラム」は、企業、大学、各種団体等と連携し、市内の音楽・映像にかかわる
資源を活用することにより、音楽・映像によるまちづくりの推進に関連したさまざまな取組の支援を行っています。

実績

3 「「音楽のまち・かわさき」推進協議会」及び「「映像のまち・かわさき」推進フォーラム」の機能強化に向けた取組

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　地域の多様な主体が持つ資源やポテンシャルを活かして、川崎のまちに新たな価値を生み出していくため、「「音楽のまち・かわさき｣推進協議会」及び
「「映像のまち・かわさき」推進フォーラム」が、これまで蓄積したノウハウを活かし、より効果的に取組を推進できるよう、執行体制等の強化を進めます。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

　協議会やフォーラムが実施する各事業について改善案の助言や提示、働きかけ等を行い、機能強化に向けた支
援を実施しました。
●「音楽のまち・かわさき」推進協議会
【H30】
・川崎市文化財団へ事務局機能を統合しました。
・文化財団のボランティア育成の豊富な経験を活かし、約30人のボランティアにイベント当日の運営だけでなく企画
段階から参画していただき、企画力・運営力を高める取り組みを行いました。
【R01】
・川崎市文化財団との事務局機能統合により、管理系業務の効率化が図られました。また、お互いが持つ情報媒
体で相互に事業紹介を行うことにより、情報発信の取組を強化しました。
・:ボランティア募集・育成の強化に向け、SNSサイトを新たに立ち上げました。「かわさきジャズ」と連携した取組では
52人に登録いただき、延べ104名のボランティアが計13回のイベント運営支援に携わり、主体的に活躍できる人材
の育成を行いました。
●「映像のまち・かわさき」推進フォーラム
【H30】
・フォーラム設立10周年記念全体交流会では、100人を超える参加者とともにこれまでの歩みを振り返り、連携を深
めることができました。
・市内商店街が登場するアニメの実写版の上映にあわせ、当該商店街と連携してパネル展を実施しました。
・「映像のまち・かわさき」フェスティバル in しんゆりにおいて、日本映画大学の創始者でカンヌ国際映画祭パルム
ドール受賞監督をテーマとした上映会、トークショーを実施しました。（参加者200名）。
【R01】
・「映像のまち・かわさき」フェスティバル inアゼリアにおいて、市内外の関連企業等3団体の出展によるVRを活用し
た超人スポーツなどの先進的な映像技術に関する体験型イベントを開催し、映像団体や地域団体とのネットワーク
づくりにつながりました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

2,300 2,300以上

○

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・これまでも多様な主体との連携強化や事業内容の見直しを図ってきたところであ
り、引き続き「音楽のまち・かわさき」推進協議会・「映像のまち・かわさき」推進
フォーラム、両団体の強みを活かした人材育成や情報発信等事業の充実に向け
て、適時的確な支援を行っていきます。

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
●「音楽のまち・かわさき」推進協議会
（H30・R01）
・「かわさきジャズ」と連携したボランティア育成として、平成30（2018）年度に延べ102人、令和元（2019）年度に延べ104人が活動するとともに、「おんまちみ
ぞのくちライブ」及び「フレルさぎ沼おんまちライブ」では平成30（2018）年度に延べ22人、令和元（2019）年度に11人の学生ボランティアが活動しました。学
生ボランティア数は、運営方法の効率化により活動人員を減らしましたが、引き続き音楽のまちづくりを支える担い手を育成することができました。
●「映像のまち・かわさき」推進フォーラム
（H30・R01）
・フォーラムの人材育成事業として、小学校等での映像制作授業を行うことにより、映像制作を通じたコミュニケーション能力の向上や映像制作に携わる人
材の育成につながっています。子どもたちが映像制作を身近に学ぶ機会を得られ、かつて映像制作授業を受けた小学生が成人して再び映画の自主制作
に取り組み、地元商店街や小学校等と連携して上映会を実施するなど、人づくり、まちづくりの効果が表れてきました。
【情報の効果】
●「音楽のまち・かわさき」推進協議会
（H30）
・平成30（2018）年度にホームページに掲載された市内で行われる音楽イベント・コンサートの年間件数は、ミューザ川崎シンフォニーホールの休館の影響
が大きく2,132件となりました。イベント数が減少した分、音楽情報誌やテレビ・ラジオ番組、ホームページ等の様々な媒体を活用して、音楽イベントだけでな
く音楽人材や音楽施設・サークル活動等の情報提供を充実させることで、メールマガジンの登録者数が昨年度1,249人から今年度1,382人へ１割増加し、よ
り多くの方に情報を提供することができました。
（R01）
・令和元（2019）年度にホームページに掲載された市内で行われる音楽イベント・コンサートの年間件数は、ミューザ川崎シンフォニーホールの休館や新型
コロナウイルス感染拡大防止のためのイベント開催自粛の影響を受け1,915件となりました。一方、メールマガジンの登録者数については、テレビ・ラジオ等
での広報やイベント参加者への周知等に努め、昨年度1,382人から今年度1,515人へ約１割増加させることができました。
●「映像のまち・かわさき」推進フォーラム
（H30・R01）
・ホームページやメールニュース、「映像のまち・かわさき」フェスティバル期間等を活用し、市内の上映会や映像を活用したイベント情報を市民に提供する
とともに、かわさきロケアワードや、ロケ地巡りツアー等の実施を通じ、「映像のまち・かわさき」の取組を多くの市民に発信することができました。
・フォーラムの主催するフェスティバルイベントでは、H30年度に麻生区で日本映画大学創始者である映画監督のパルムドール受賞作をテーマとしたイベン
トで約200名の来場者、令和元年度は川崎アゼリア地下街で、地域企業等と連携して先進的な映像技術を体験するコーナーや小学生が制作した映画の上
映会を実施して、約500名の来場者を得るなど、映像のまちづくりの取組をPRすることにより、ブランドイメージの向上に繋げることができました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・成果指標であるホームページに掲載された市内で行われる音楽イベント・コ
ンサートの年間件数は、ミューザ川崎シンフォニーホール休館等のため、目
標に至りませんでしたが、「音楽のまち・かわさき」「映像のまち・かわさき」の
各取組において、多様な主体との協働・連携が着実に進み、音楽イベントで
は、ボランティア育成・支援の強化が図られたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ －

単位

1 件

説明

説明

情報

2,250 2,250

R01年度区分

実績

カネ － 情報

2,132 1915

R02年度

目標

「「音楽のまち・かわさき」推進協議会」のＷＥＢサイトに掲載された、市
内でのイベント・コンサートの年間件数

R03年度

目標
「「音楽のまち・かわさき」推進協議会」のＷＥＢサイトに掲載された、市内で行われ
る音楽イベント・コンサートの年間件数

実績 2,262
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート 

関連する
事務事業

事務事業名

市民文化活動支援事業

事務事業コード

40802010

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・「川崎・しんゆり芸術祭」における新たな担い手の発掘にもつながる「アート講座」の開催やボランティアの活動領
域の拡大に向けた研修の実施及び活動の場の提供
・しんゆり映画祭におけるジュニアワークショップの実施及びバリアフリー上映支援等ボランティアの育成
・アートセンターでの子ども向け映像及び舞台ワークショップの実施
・「映像のまち・かわさき」推進フォーラムによる映像制作授業等ボランティアの育成
・「音楽のまち・かわさき」推進協議会の人材育成事業と連携した「かわさきジャズ」ボランティアの育成
【R01】
・各事業における協賛金の確保及び地域連携に向けた取組の推進

説明 実績

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進

現状
　「川崎・しんゆり芸術祭」、「かわさきジャズ」、「アジア交流音楽祭」などの文化イベントについては、大学、公共施
設、市民、各種団体、企業、行政等のさまざまな主体が連携して実施していますが、市から補助金支出や人的支援
を行っている状況にあります。

4 文化イベントを通じた地域人材の育成

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性
　魅力あるまちづくり等を目的としたイベントについては、大学や各種団体、企業等との連携のほか、市民ボランティ
アなどの協力も得ながら、新たな人材発掘・育成等やイベント独自の財源確保に向けた取組を行うことにより、地域
における主体的なイベントとして開催されるよう取り組みます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

市民文化局

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績

【H30・R01】
・川崎・しんゆり芸術祭において、それぞれ約200人の登録ボランティアが活動しました。
・「アート講座」を開催しました（参加者　H30：のべ1,697人、R01：のべ2,150人）。
・アート講座の際に募集したアートボランティアに新規申し込みがありました（H30：約20名、R01：約50名）。
・芸術祭での即戦力となる知識を習得するため、アートボランティアのための研修を実施しました（H30：2回、R01：コ
ロナウイルス対策のため中止）。
・しんゆり映画祭においてジュニアワークショップを開催し、中学生が映画制作を学びました（H30：21人、R01：9人）。
また、映画祭ボランティア（H30：59人、R01：66人）を対象に研修を実施しました。
・川崎市アートセンターで子ども向け映像及び舞台芸術のワークショップを実施しました（H30：16回、R01：夏休み5
回、春休みは新型コロナウイルスの影響で中止）。
・「映像のまち・かわさき」推進フォーラムによる子ども向け映像制作授業及びワークショップを開催しました（H30：10
回、R01：８回）。また、市内の映像活動の市民団体が主催する大人向け映像ワークショップの開催（R01年度はコロ
ナ対策による中止）や、麻生区主催の地域上映会支援人材育成講座の支援を行いました。
・「音楽のまち・かわさき」推進協議会の人材育成事業と連携した「かわさきジャズ」ボランティアの取組では、イベン
ト運営支援に従事するボランティア人数が平成30（2018）年度の29人から令和元（2019）年度は52人に増加し、音楽
のまちづくりを支える人材育成を図りました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

○

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ 引き続き、ボランティア活動者の増加を図るとともに、経験を重ねたボランティア活
動者が事業運営の中心を担えるような仕組み作りを検討していきます。

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30・R01）
・川崎・しんゆり芸術祭では各年度とも、約200人のボランティアが会場や新百合ヶ丘周辺での案内、広報に取り組むなど、人材発掘・
育成が進み、ボランティアとともに作る芸術祭として定着しています。また、アート講座は、芸術祭をより楽しむ講座を連続で実施する
中でボランティア募集の告知を行うなど、新たな人材発掘・育成の場として効果的な役割を担いました。
・しんゆり映画祭では中学生に映画制作体験の機会を創出するとともに映画祭では多くのボランティアが活動し、地域主体の映画祭と
して運営されています。また、ボランティアの研修を川崎市アートセンターにて行うなど、地域団体との連携を図って人材の育成を図る
ことができました。
・「映像のまち・かわさき」推進フォーラムでは、映像制作授業を実施しており、過去に授業を受けた小学生達が成人して再び地元で自
主映画を制作、上映するなど、映像を通じた人づくり、まちづくりの成果が表れてきました。また、市民活動団体による映像ワークショッ
プや麻生区での上映支援講座などの広報協力をすることにより、様々な団体が行う人材育成の取組を支援しました。
・「音楽のまち・かわさき」推進協議会の人材育成事業と連携した「かわさきジャズ」ボランティアの取組を平成30（2018）年度からスター
トさせ、平成30（2018）年度29人、令和元（2019）年度52人が参加しました。音楽公演での受付、案内業務やイベント準備などの活動を
通じ、「音楽のまち・かわさき」を支える地域人材の育成を図りました。また、「アジア交流音楽祭」では、学生を中心としたボランティア
が平成30（2018）年度43人、令和元（2019）年度41人が参加し、イベントステージをボランティアが主体となり運営することで、若い世代
の育成も強化することができました。

【カネの効果】
（H30・R01）
・「川崎・しんゆり芸術祭」では、広告料・協賛金収入を予算額を超えて確保（H30：●●●千円、R01：6,739千円）することができ、総事
業費の1割以上を占め、収入の安定化に寄与することができました。
・「かわさきジャズ」では、協賛金が前年度より若干の減額（H30：●●●千円、R01：24件・2,680千円）となりましたが、協賛金を広報宣
伝費に充当し、広報強化も一因となり市民公募型ライブでは応募組数が35%増加するなど市民参加に寄与しました。
・「アジア交流音楽祭」では、協賛金を前年度と同額（H30・R01：168千円）確保でき、広報費に充当しました。事前告知チラシやweb制
作更新、CM制作・放映、映像記録を行い、様々なツールを用いて広報を実施することができました。

【情報の効果】
（H30・R01）
・アートセンターでは夏休み、春休みにワークショップを開催することで映像、舞台芸術に子どものころから親しむ機会を創出するととも
に保護者にもアートセンターの取組を周知することができました。（令和元（2019）年度は、コロナウィルス対策のため、春休みのワーク
ショップは中止）

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・文化事業におけるボランティアの活動の場づくりや研修の実施により、事業
に携わるボランティア活動者の増加がみられます。また、子どもを対象とした
映像制作授業やワークショップなどを実施することで、文化に親しむ人材の育
成に貢献しています。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ －

説明

説明

ヒト

250 275

272 293

単位

241

カネ ○ 情報

単位

各種イベント（川崎・しんゆり芸術祭、かわさきジャズ、音楽のまち・かわさき　アジア交
流音楽祭等）に参加・従事するボランティアの合計人数

R03年度

目標各種イベントに参加・従事するボランティアの人数

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

人

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

300 300以上

実績

R03年度

1

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進

取組の方向性

所管

市民文化局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

国際交流センター管理運営事業

事務事業コード

40901050

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・「地域での国際交流・多文化共生の促進」や「誰もが暮らしやすい環境づくり」「グローバル都市・川崎を担う人材
の育成・活用等」をすすめるため、多文化共生・国際交流分野をはじめ、広くボランティア活動に関心のある市民を
対象とした講座及び研修を開催します。
・講座・研修受講者及び登録ボランティアへの国際交流センターにおける活動事例紹介・ＰＲ及び活動支援を実施し
ます。
【R01】
・2020東京オリンピック・パラリンピックの開催を契機に、平成28年度から実施してきた観光ボランティア通訳セミ
ナーの受講者について、自主活動グループの活動を支援し、国際交流センターで実施する事業との連携を図りま
す。
・国際交流協会登録ボランティアによる活動のほか、日本語講座に定期的に通えない外国人市民を対象としたボラ
ンティアとのマンツーマンレッスン「生活にほんごサロン」や、市教育委員会の地域の寺子屋事業を活用した寺子屋
先生及び民間団体と連携した学習サポーターによる外国につながる子どもの学習支援など、国際交流センターに
おける多文化共生の取組を進めます。
・外国人市民の増加に伴う通訳、日本語学習等のニーズに対応するため、引き続きボランティア研修、講座を開催
し、登録、育成を図るとともに、国際交流センターでの日常的なボランティア活動を支援します。
・国際交流センターの大規模なイベント、インターナショナル・フェスティバルにおいて、広くボランティアを募集し、従
事後、国際交流センター及び地域での活動を支援します。

説明

単位

　国際交流センターは、平成６（1994）年に本市の国際交流拠点施設として、中原区に設立されました。設立から20
年以上が経過する中、本市の外国人住民人口は２倍の約３万８千人まで増加し、130を超える国・地域の方が暮ら
しています。
　今後も外国人市民の増加が見込まれることなどから、グローバル社会への対応を踏まえ地域の活性化を図るな
ど、社会状況の変化に的確に対応していくことが必要となっています。

実績

5 国際交流センターを活用したグローバル人材の育成支援

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　平成27（2015）年10月に策定した「川崎市国際施策推進プラン」を踏まえ、市内在住及び訪日外国人の増加等の
変化に対応するため、国際交流センターの更なる利活用を図り、国際交流拠点としての機能の強化に取り組みま
す。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30】
・国際交流センターですでに活動しているボランティア及び活動に関心のある市民向けに、多文化共生分野（学習
支援14回・171人、日本語講座11回・78人、コミュニティ通訳4回・29人、やさしい日本語2回・22人）、国際交流分野
（観光ボランティア通訳5回・175人、ホームステイ2回・19人）、施設でのイベント運営（6回・36人）の研修・講座を実
施したほか、ボランティア同士のつながりを深める機会として、ボランティア交流会（1回・86人）を開催しました。
【R1】
・国際交流センターですでに活動しているボランティア及び活動に関心のある市民向けに、多文化共生分野（学習
支援14回・170人、日本語講座11回・75人、やさしい日本語4回・38人）、国際交流分野（観光ボランティア通訳3回・
110人）、施設でのイベント運営（7回・28人）の研修・講座を実施しました。ただし、ボランティア交流会は、新型コロ
ナウイルス感染拡大防止のため中止しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

1,155以上

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
定住外国人市民が増加し、さらに出入国管理法改正による外国人材の受入拡大
が進められる中、地域の多文化共生・国際交流分野で活動するボランティアの必
要性の高まりに応えるべく、引き続きボランティアの育成に向けた取組を進めま
す。また、登録後の活動について、市の新たな施策との連携を図る等、活動の活
発化を図ります。

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30）
・国際交流センター指定管理者である（公財）川崎市国際交流協会と民間交流団体、外部関係機関が連携してボランティアの育成に
取り組み、受講後の活動、実践につなげたことにより、ボランティア登録者数が1,248個人・家庭に増加し、特に多文化共生分野の活
動が活発化しました。具体的には、外国につながる子どもの学習支援では、年間48回の学習支援を実施、延べ236人の児童・生徒が
参加しました。また、日本語講座に通えない外国人市民を対象とした「生活にほんごサロン」では、延べ304名に日本語学習機会を提
供するとともに、日本語サロンサポーターとのマンツーマンの日常的な交流が、外国人市民の日常生活の一助となりました。
(R1)
・外国につながる子どもの学習支援、外国人市民向け日本語講座、観光通訳等、各種のボランティア養成のセミナーの開催を通じ、ボ
ランティアの育成に取り組み、受講後の活動実践につなげたことにより、ボランティア登録者数が、1,274個人・家庭に増加しました。具
体的には、外国につながる子どもの学習支援では、年間47回の学習支援を実施、延べ178人の児童生徒が参加しました。また、日本
語講座に通えない外国人市民を対象とした「生活にほんごサロン」では、利用者が延べ568名に増加するなど、日本語学習機会と生活
支援の充実につながりました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

・多文化共生・国際交流を推進するため、担い手となるボランティアを育成す
る多様な講座、研修を企画し、多くの市民の参加を得て、結果、成果指標で
ある「ボランティア登録総数」を、前年度に続き増加させることができたため。
・一方で学習支援、日本語講座等ボランティアは、登録後すぐに活動の場が
あるのに対し、通訳等ボランティアは定期的に活動できる場・機会が少なく、
外国人市民の増加に伴う多言語対応への需要に比して活動が活発化するに
は至っていないことが課題であるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ －

単位

1
個人・
家庭

説明

説明

ヒト

R01年度区分

実績

カネ － 情報

1,248 1,274

R02年度

目標

毎年度末（３月31日）時点での川崎市国際交流協会におけるボランティ
アの登録総数

R03年度

目標ボランティア登録総数（川崎市国際交流協会事業報告）

実績 1,158
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進

取組の方向性

所管

経済労働局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート 

関連する
事務事業

事務事業名

まちづくり連動事業

事務事業コード

40102040

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・かわさきＴＭＯについて、新構成員の配置による体制強化を図ります。
・勉強会等を通じて、かわさきＴＭＯや川崎駅周辺広域商店街連合会等と情報共有を図るとともに、まちづくりにか
かわる新たな人材・団体の発掘・育成支援に取り組みます。
・カワサキハロウィンなどの川崎駅周辺イベント開催における協力団体の募集に取り組みます。
・川崎駅周辺課題検討会議において、商業活性化に関する課題解決に向けた検討を行います。
【R01】
・川崎駅周辺課題検討会議において、商業活性化、交通環境、公共施設の環境改善及び利活用などの各課題解
決に向けた検討を行います。
・かわさきＴＭＯ（かわさきタウンマネジメント機関）について、勉強会等を開催し、川崎駅周辺の発展に寄与するま
ちづくりにかかわる人材の育成支援に向けた取組を推進します。
・川崎駅周辺の魅力のＰＲについては、勉強会等での意見を踏まえ、地元住民や学生等と連携しながら、ＳＮＳ等を
活用し、市内外へ広く発信していきます。

説明

単位

　多数の大型商業施設や商店街が集積する川崎駅周辺地区においては、多様な主体と連携を図りながら、多くの
人が集う商業集積地の形成に向けた取組を行い、その魅力を市内外に広くＰＲすることで、集客とにぎわいの創出
を図っています。
　このような中で、これまで商業まちづくりを担ってきた商業者の高齢化が進んできていることなどから、新たな人材
の発掘・育成支援が必要となっています。

実績

6 川崎駅周辺の魅力あるまちづくりの推進に向けたかわさきＴＭＯ等の民間団体との協力・連携

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

・これまでのイベント開催、商店街パトロール等の事業の実施に加え、市役所において川崎駅周辺再編整備を担当
する部門との連携の強化を図ります。
・かわさきＴＭＯ（かわさきタウンマネジメント機関）や川崎駅周辺広域商店街連合会等と川崎駅周辺の動向や市外
の動向について情報共有しながら、これまで以上に関係者が集うことで、まちづくりにかかわる新たな人材を発掘・
育成支援できるよう連携していきます。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30・R01】
（かわさきTMOの取組）
・かわさきＴＭＯの今後の活動の活性化に向けて、新たにサブタウンマネージャーを配置し体制強化を図りました。
・平成30年度に実施した「かわさき未来づくりワークショップ」において、地域で活躍する若手事業者などから数多く
の提案をいただきました。また、令和元年度に実施した「かわさき未来づくりワークショップ」では、川崎を対外的に
紹介し、来街の動機づけになるような「かわさきコンテンツ」を徹底的に洗い出しました。
・かわさきTMOが主体となり、かわさきコンテンツの結集・発信による川崎駅周辺回遊創出事業（（仮称）かわさき宿
手形）の実施に向けた検討を進めました。
上記について、かわさきTMOと連携し、事業の促進を図りました。
・カワサキハロウィンなどの川崎駅周辺イベント開催に当たり、新たな団体に協力いただけるよう、各イベントの魅力
を発信するため、様々なメディア等を通じた広報を積極的に行いました。
・川崎駅周辺課題検討会議商業活性化部会において、アゼリアへの誘客をはじめ川崎駅東口全体の回遊性の向
上等の観点も踏まえながら、地下街アゼリア内のエスカレーターの維持管理の一元化に向けて、関係局間の役割
分担等について、協議を進めました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

延べ131以上

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・川崎駅周辺イベント等における協力団体数の増加に向けて、各イベントの魅力を
発信するため、様々なメディア等を通じた積極的な広報に取り組みます。
・かわさきTMOや学生、事業者、市民活動団体などの関係者と連携しながら、川崎
駅周辺の活性化に向けた取組を推進することにより、まちづくりにかかわる新たな
人材の発掘や育成支援に取り組みます。
・かわさきTMOの更なる機能強化に向けた事務局運営体制・事業推進体制の見直
しに向けて課題を整理し、関係機関等と協議・調整を実施します。
・川崎駅周辺課題検討会議商業活性化部会において、地下街アゼリア内のエスカ
レーターの維持管理の一元化に向けて、関係局と調整を進めます。

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30・R01）
・成果指標である「川崎駅周辺イベント等における協力団体数」について、「カワサキハロウィン」では、平成30（2018）年度には、富士
通株式会社、富士ゼロックス株式会社等が、令和元（2019）年度には、株式会社ドコモ・バイクシェアや株式会社GA Technologies等の
新たな民間事業者がそれぞれ協賛・協力団体に加わり、「商店街パトロール」では、特定非営利活動法人姿勢教育の孝心会に新たに
協力をいただくことができ、全体としては平成29（2017）年度の123団体から平成30（2018）年度は124団体、令和元（2019）年度は132
団体となりました。
・かわさきＴＭＯと連携したアイデア募集やワークショップの実施により、学生や民間事業者（観光、建築・不動産等）、市民活動団体な
ど、新たに川崎駅周辺の活性化に向けた取組の検討・実施に加わっていただくことができました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・成果指標である「川崎駅周辺イベント等における協力団体数」が継続して増
加したとともに、かわさきTMOと連携したワークショップを継続的に実施するこ
となどにより、川崎駅周辺回遊創出事業など、川崎駅周辺の活性化に向けた
取組の検討を推進したため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ －

単位

1 団体

説明

説明

ヒト

R01年度区分

実績

カネ － 情報

124 132

R02年度

目標

「ＴＭＯの加盟団体数」、「カワサキハロウィンの主催・協賛・協力団体
数」、「アジアンフェスタの主催・協賛・協力団体数」、「商店街パトロール
の協力団体数」の合計

R03年度

目標川崎駅周辺イベント等における協力団体数

実績 123
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

その他の活動実績

【H30・R01】
・動物愛護関連分野における、外部講師を招いた市民向け講座について、平成30（2018）年度は３回（約300人参
加）、令和元（2019）年度は１回（54人参加）実施し、交流施設機能を活用した動物愛護の普及啓発を行いました。
・動物愛護普及啓発活動方法に係る、外部有識者を交えた意見交換会及び作業部会について、平成30（2018）年
度は３回、令和元（2019）年度は４回（メール会議を含む。）開催しました。
【H30】
・ボランティア等との連携強化に向けた庁内調整を実施し、業務支援ボランティアに対する研修会を開始するなど、
平成30（2018）年度は、多様な主体との連携による動物愛護等の普及啓発を61回実施しました。
・平成31（2019）年2月12日の動物愛護センターの移転後、日曜開館することに合わせて、獣医師等の4週8休制度
の導入等執行体制の見直しを行いました。
・平成31（2019）年2月12日の動物愛護センターの移転に際し、動物の保護、収容、返還、譲渡業務の新センターへ
の円滑な移行を行いました。
【R01】
・ボランティア新規募集の年度ということもあり、ボランティア等との連携を強化するため、業務支援ボランティアに対
する研修会を例年以上に実施するなど、多様な主体との連携による動物愛護等の普及啓発を89回実施しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

56 61 89

所管

健康福祉局

No.・課題名

目標・実績

目標

現状

　動物愛護センターは、動物行政の具体的な取組を実践する中核施設として、多様な主体と連携し、動物の保護、
収容、返還、譲渡等を行いながら、動物愛護や適正飼養の普及啓発などに取り組んでいます。
　今後も、動物愛護施策をより効果的に推進するため、動物愛護団体やボランティア、獣医師会等の多様な主体と
連携した取組を推進する必要があります。

7 動物愛護センターにおける多様な主体と連携した効果的な取組の推進

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性

・動物の適正管理とともに、動物愛護の普及啓発を図り、人と動物が共生する地域社会の実現を図るため、個人・
団体等と連携・協働しながら取組を実践する拠点として、平成31（2019）年２月に、新たな動物愛護センターの供用
を開始します。
・動物愛護団体やボランティア、獣医師会等の多様な主体と連携し、動物愛護や適正飼養の普及啓発に取り組み
ます。あわせて、情報提供や活動拠点の提供など、ボランティア等の活動支援を推進します。

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

動物愛護管理事業

事務事業コード

10603050

多様な主体との連携による動物愛護等の普及啓発等の実施回数 55 60 60 66以上

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・ボランティア等との連携強化を図り、多様な主体との連携による動物愛護等の普及啓発を実施します。
【H30】
・動物の保護、収容、返還、譲渡業務の新センターへの円滑な移行に向けた取組を推進します。
・新センターの交流施設機能を活用した動物愛護の効果的な普及啓発の推進に向けた検討を行います。
・土日開館に伴う休日勤務体制等を整えるなど、適切な業務執行に向けた取組を引き続き行います。
【R01】
・動物の譲渡事業や適正飼養促進の取組を実施します。
・動物愛護センターの交流施設機能を活用した動物愛護の効果的な普及啓発を推進します。

回

説明
多様な主体との連携による動物愛護等の普及啓発等の実施
回数

1

実績

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

人

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

178 198以上

実績

R03年度

1

目標

イベントや研修、動物愛護センターの業務支援などの活動に参加した
ボランティア等の人数

R03年度

目標動物愛護活動等へ参加したボランティア等の人数

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

カネ － 情報

単位

説明

説明

ヒト

138 158

328 488

単位

119

○

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・動物愛護団体やボランティア、獣医師会等の多様な主体と連携し、動物愛護適正
飼養の普及啓発を推進
・情報提供や活動の場の提供等、ボランティア等の活動支援を推進
・増加した業務支援ボランティアをセンターの運営に活用する方法の検討

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（Ｈ30・R01）
・多様な主体との連携による動物愛護等の普及啓発の取組（平成30（2018）年度：61回、令和元（2019）年度：89回）や外部講師を招い
た市民向け講座（平成30（2018）年度：３回、令和元（2019）年度：１回）などの取組を行うことで、動物愛護活動などに参加したボラン
ティア等の人数が、平成29（2017）年度の119人から平成30（2018）年度は328人、令和元（2019）年度は488人へと大幅に増加しまし
た。

【情報の効果】
（H30・R01）
・動物愛護センターの交流施設機能を活用した交流事業や動物愛護活動等に参加したボランティア活動を通じて、飼い主やボランティ
アに対する動物愛護や適正飼養に係る効果的な情報提供や課題の共有に寄与したものと考えられます。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・動物愛護活動等へ参加したボランティア等の人数が大幅に増えるとともに、
動物愛護や適正飼養に係る効果的な情報提供や課題の共有ができ、市と多
様な主体との連携による動物愛護や適正飼育の推進が着実に進んでいるた
め。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ －
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進

取組の方向性

所管

建設緑政局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

身近な公園緑地等の管理運営事業
緑のボランティアセンター事業

事務事業コード

30301060
30301070

具体的な取組内容
（活動目標）

【身近な公園緑地等の管理運営事業】
【H30】
・各区における設立促進の成功事例などの情報共有等を行い、連携強化を図ります。
・管理運営協議会等の未設立公園において設立促進ポスターを掲示します。
・管理運営協議会等の若い世代への参加促進に関する取組を検討します。
【R01】
・各区における管理運営協議会等の設立の働きかけに関する成功事例などの情報共有を行います。
・管理運営協議会等の未設立公園に対する設立促進ポスター掲示の継続実施及び内容の適宜見直します。
・管理運営協議会等の若い世代への参加促進や多様な主体による連携に関する団体間の情報交換の実施及び取
組支援を行います。
【緑のボランティアセンター事業】
【H30】
・（公財）川崎市公園緑地協会が実施している緑のボランティアの人材育成や活動支援等の取組について、市民や
活動団体のニーズにあった内容となっているか検証を行います。
【R01】
・（公財）川崎市公園緑地協会が実施する活動支援等の内容を適宜見直します。
・人材バンク登録者の幅広い人材の活用や柔軟な活用方法を検討します。

説明

単位

　地域の課題が多様化・複雑化し、多様な主体との協働・連携の必要性が増す中、身近な公園の地域による管理
に向けて、各公園について管理運営協議会の設立・運営を働きかけていますが、町内会構成員等の高齢化によ
り、活動の次世代への継承が課題となっています。

実績

8 緑のまちづくりの推進に向けた市民活動団体の設立・活動支援

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　公園緑地等の維持管理活動を行う市民ボランティア団体である管理運営協議会等の設立を促進するとともに、若
い世代の管理運営協議会等への参加促進や、幅広い世代の公園利用に向けた団体の活動などの支援に取り組
みます。
　また、公益財団法人川崎市公園緑地協会と連携し、緑のボランティアの人材育成や、活用・活動支援、交流の場
の提供等を推進し、緑のボランティアが公園緑地等の維持管理の担い手として活躍できる仕組みを充実させます。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30・R01】
・町内会や自治会への設立の働きかけのほか、公園内に設立促進ポスターの掲示を継続することで管理運営協議
会等の制度周知を図りました。
・管理運営協議会等の合同連絡会を７区で開催し、管理運営協議会等への若い世代等の参画等に関する活性化
事例の紹介や団体間の情報交換などを行いました。
・子どもたちが緑を守り育てるきっかけづくりへの関心が高まっていることから、（公財）川崎市公園緑地協会が実施
している緑のボランティアの人材育成等の取組として、こども自然体験教室（こども黄緑クラブ）を拡充（平成30
（2018）年度から開催数を４回から９回に変更）するとともに、小中学校向け生涯学習に関する小冊子に協会の活動
内容をPRし、人材バンク登録者の柔軟活用により、環境学習の支援を拡充しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

2,410
2,420
以上

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
・合同連絡会等での街路樹等愛護会の制度周知
・各区における設立促進の成功事例などの情報交換等
・管理運営協議会等の未設立公園に対する設立促進ポスター掲示の継続実施
・（公財）川崎市公園緑地協会が実施している緑のボランティアの人材育成、活動
支援等の内容の適宜見直し

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（Ｈ30・R01）
・町内会や自治会への設立の働きかけのほか、公園内に設立促進ポスターの掲示など「管理運営協議会」等の制度周知を強化し、継
続的に取り組むことで、「公園緑地愛護会」が、平成30（2018）年度に９公園、令和令和元（2019）年度に３公園、「管理運営協議会」
が、平成30（2018）年度に17公園、新規設立・活動開始になった一方で、高齢化等を理由とした「街路樹等愛護会」の廃止が多かった
ことから、目標達成には至りませんでした。今後も、「管理運営協議会」等の合同連絡会の場などを活用し、「街路樹等愛護会」の制度
周知を図り、設立促進を図りながら、全体の数の底上げを図る必要があります。
①公園緑地愛護会設立公園数
　→平成29（2017）年度末　326　→　平成30（2018）年度末　329　→　令和元（2019）年度末　332
②管理運営協議会設立公園数
　→平成29（2017）年度末　549　→　平成30（2018）年度末　562　→　令和元（2019）年度末　562
③街路樹等愛護会ブロック数
　→平成29（2017）年度末　1,209　　→　平成30（2018）年度末　1,190　→　令和元（2019）年度末　1,190
・こども自然体験教室（こども黄緑クラブ）の拡充により、参加数（保護者、子どもの合計）は平成29（2017）年度の146人から、平成30
（2018）年度は301人、令和元（2019）年度：218人となりました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C
・公園内に設立促進ポスターの掲示を行うなど制度周知の継続などにより、
「公園緑地愛護会」や「管理運営協議会」が新規設立となり、一定の効果があ
りましたが、高齢化等を理由とした「街路樹等愛護会」の廃止が多かったこと
から、成果指標の目標を達成できなかったことなど、課題もあるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト △ モノ －

単位

1 箇所

説明

説明

ヒト

2,390 2,400

R01年度区分

実績

カネ － 情報

2,334 2,337

R02年度

目標

管理運営協議会又は公園緑地愛護会が設立されている「公園緑地等
の数」、街路樹愛護会が設立され活動が行われている「街路樹ブロック
数」及び川崎市公園緑地協会の「緑の活動団体の登録団体数」の合計

R03年度

目標緑のボランティア活動の累計箇所数

実績 2,341
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

夢見ヶ崎動物公園にぎわい創出事業

事務事業コード

30302090

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・多様な主体との協働・連携を推進するため、サポーター会議やイベントの開催を通じて、サポーター制度の充実を
図ります。
・体験やふれあいプログラムの活性化や、多様な主体との連携による情報発信の取組を推進します。
・持続可能なマネジメントの仕組みの構築に向けて、民間活力の導入も含め、管理運営手法を検討します。
【H30】
・収益性確保に向け、飲食提供の試行の可能性について調査検討を行います。
【R01】
・収益性確保に向け、飲食提供の試行及び駐車場有料化の可能性について調査検討を行います。

説明 実績

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進

現状

　夢見ヶ崎動物公園は、市内唯一の動物園として約60種、300点の動物を飼育展示し、動物飼育業務を365日行っ
ています。こうした中、動物公園本来の機能をより高めるため、地域商店街連合会や動物専門学校との協働や、多
様な主体との更なる協働・連携を推進するためのサポーター制度の活用などに取り組んでいます。
　また、安定した飼育業務の継続に向けて、人材の確保・育成にも取り組んでいます。

9 夢見ヶ崎動物公園の効率的・効果的な管理運営体制の構築

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性

　施設の老朽化対策についても検討を進めつつ、動物園としての魅力と質の向上を図り、市民に親しまれる施設と
するため、多様な主体との協働・連携による管理運営やにぎわいの創出に向けた取組を更に推進します。
　また、持続可能なマネジメントの仕組みの構築に向けて、人材の確保・育成を進めるとともに、民間活力の導入を
含め、飼育業務執行体制の見直しの検討を行います。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

建設緑政局

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績

【H30・Ｒ01】
・サポーターミーティングを開催し、活動内容や今後の取組について情報共有を図るなどサポーター制度の充実を
推進しました。
・ゆめみ“車”マルシェを実施し、来園者への飲食提供のサービスを実施しました。
・動物観察イベントの実施をコトニアガーデンやCCさいわいと連携して実施しました。
【Ｈ30】
・動物ふれあいモデル事業を実施しました。
・今後の民間活力導入を含めた効果的・効率的な整備及び管理運営の検討に向けて、企業ヒアリングやサウンディ
ング調査を行い民間事業者のアイデアやノウハウを把握しました。
【R01】
・公民連携可能性調査を行うとともに、動物種数の適正化を踏まえ、公園全体のコンセプト及び民間活力導入を見
据えた再整備・管理運営について検討を行いました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

○

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・施設の老朽化対策についても検討を進めつつ、動物園としての魅力と質の向上
を図り、市民に親しまれる施設とするため、多様な主体との協働・連携による管理
運営やにぎわいの創出に向けた取組を更に推進します。
・また、持続可能なマネジメントの仕組みの構築に向けて、人材の確保・育成を進
めるとともに、民間活力を含め、飼育業務執行体制の見直しの検討を行います。

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30・Ｒ0１）
・平成29（2017）年度から開始したサポーター制度について、平成30（2018）年度に新たに12人、3団体、令和元（2019)年度に15人、5
団体にサポーターとして登録いただくことで、計69人、16団体になりました。また、登録いただいた方々に、動物園まつりでの支援等に
おいて活躍していただきました。

【カネの効果】
（H30）
・サポーター制度における寄附については、22件（個人17件、企業・団体5件）で、合計金額については、昨年度を上回る5,768,060円
（平成31（2019）年3月末現在）となり、寄附金を活用しながら園内の環境整備等に活用することができました。
（R01）
・サポーター制度における寄附については、20件（個人13件、企業・団体7件）で、合計金額については、432,000円（令和２（2020）年3
月13日現在）となり、寄附金を活用しながら園内の環境整備等に活用することができました。

【情報の効果】
（H30）
・幸区役所との連携による「ゆめみらい交流会」において、公園のわくわくする新たな空間づくりについてワークショップを開催し、サ
ポーターをはじめ地域活動団体、自治会、商店会、企業など（14団体　合計35名）の参加をいただき、動物公園の将来像について広く
意見交換の場を設けることができました。
（R01)
・幸区役所との連携による「ゆめみらい交流会」において、夢見ヶ崎動物公園「いってみよう化計画」についてワークショップを開催し、
サポーターをはじめ地域活動団体、自治会、商店会、企業など（16団体　合計30名）の参加をいただき、動物公園の閑散期に人が訪
れたくなるアイデアについて広く意見交換の場を設けることができました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C
・幸区役所と連携して、地域活動団体や動物公園サポーター等と地域活動の
実施状況などについて情報交換を行い、にぎわいの創出に貢献しました。ま
た、サポータ会議を定期的に開催しサポータ制度の充実を図ることで協働の
取組が向上しました。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ －

説明

説明

ヒト

20以上 20以上

22 20

単位

20

カネ ○ 情報

単位

年度内に市民や企業等から寄せられた寄附の件数

R03年度

目標サポーター制度に基づき受け入れる寄附の件数

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

件

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

20以上 20以上

実績

R03年度

1

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

国際戦略拠点活性化推進事業

事務事業コード

40401010

具体的な取組内容
（活動目標）

次の取組を進めながら、拠点マネジメント機能の整理や試行、公民役割分担の検討・課題整理・実施等を行います。
【H30】
①キングスカイフロントネットワーク協議会の事務局運営
　・各種事務手続に関する規約・ルール等の作成
　・運営事務の体系構築、人員・体制の検討
　・事務局機能のあり方と、それに伴う体系構築のための予算化の検討　等
②クラスター推進機能の検討
　・クラスター推進機能の担い手の検討・整理及び内容の検討・整理・試行実施
　・市の役割の整理
③立地機関等が自主的に開催する事業者間の交流・連携を深めるための小規模イベントやセミナー等の開催及びそれについての
情報収集
④国制度等の情報収集
⑤マッチング事業や研究会等の実施
【R01】
①キングスカイフロントネットワーク協議会の事務局運営
　・前年度に検討した、運営事務の体系構築や人員・体制、事務局機能に基づく事務局運営体制の試行
②クラスター推進体制の構築
　・クラスター推進機能の内容の試行・実施・検証
　・市の役割の整理
③国制度等の情報収集
④マッチング事業や研究会等の実施

説明 実績

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進

現状

　キングスカイフロントにおいては、平成23（2011）年７月の「実験動物中央研究所」をはじめ、「川崎生命科学・環境研究センター
（LiSE）」（平成25（2013）年３月）、「ナノ医療イノベーションセンター」（平成27（2015）年４月）などが運営を開始しているところです。ま
た、平成28（2016）年度には、慶應義塾大学殿町タウンキャンパスの設置をはじめ、ＪＳＲ株式会社や川澄化学工業株式会社、平成
30（2018）年度には株式会社島津製作所の進出が決定するなど、世界的な成長が見込まれるライフサイエンス分野を中心に多数の
企業・研究機関等の集積が図られています。
　今後は、キングスカイフロントの持続的な発展に向けて、異分野融合研究によるイノベーション創出、次世代を担う人材の育成、進
出した企業・研究機関等による連携・マッチングを図る仕組みづくり、市内企業・国内外の企業との連携などを促進する仕組みづくり
などにより、集積効果を一層発揮する機能を確立する必要があります。

10 キングスカイフロントにおける立地企業等による拠点マネジメント機能の構築

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性
　キングスカイフロントが世界最高水準の魅力ある研究開発拠点として持続的に発展するためには、拠点の研究開発活動を活発化
させ、その成果が生まれるように交流や事業化支援などを行うマネジメント機能が必要となることから、公民の役割分担を精査しな
がら、効率的・効果的な拠点マネジメント機能の構築に向けた取組を進めます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

臨海部国際戦略本部

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績

【H30・R01】
・キングスカイフロントネットワーク協議会について、総会を２回、部会を26回開催し、各種事務手続に関する規約・ルール等の改正
を行い実態に即した運用に見直しを行いながら、立地機関から意見聴取等を実施することにより、まちづくり・操業環境の向上や、研
究・ 事業活動の活性化を図るなど、適切に事務局運営を行いました。
・国の支援プログラムである「リサーチコンプレックス推進プログラム」を活用し、キングスカイフロントにおけるクラスター化推進機能
の担い手として、川崎市産業振興財団を中心としたマネジメント体制の構築について検討するとともに、担うべき具体的な機能の検
討・整理を行い、今後のキングスカイフロントの拠点運営について、川崎市と川崎市産業振興財団との間で覚書、協定を締結しまし
た。
・立地機関等が主催する、科学や健康に関する市民向けの啓発イベント・公開講座等の開催に向けて、立地機関等への働きかけや
支援を行いました。また、これらの開催等を通じて、市民にキングスカイフロント域内の諸活動の広報を行い、シビックプライドの醸成
を図りました。
・キングスカイフロントに集積する企業や研究機関、大学等の多様な主体の連携・協力によるイノベーション創出に向けて、マッチン
グ事業等を実施しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ

・キングスカイフロントに、各々の立地機関が相互に関与してイノベーションを創出
するエコシステムを形成し、世界最高水準のクラスターとなるために、川崎市産業
振興財団を中心とした拠点運営の体制の下、川崎市や慶應義塾大学をはじめとし
た立地機関等と連携・協働し、国支援プログラムの採択を目指しながら、研究・事
業活動を推進するとともに、産学・産産連携など地域産業への波及促進、国内外ク
ラスターとの拠点間連携に取り組みます。
・キングスカイフロントマネジメントセンターの交流ラウンジ等を活用し、各種団体へ
の視察対応や立地機関等で構成する協議会の諸活動を通じて、域内外の交流・連
携を促進し、キングスカイフロントのエリアマネジメントの推進と、認知度向上を図り
ます。
・産学公民のネットワークを活用した地域の企業と連携した取組や、臨海部の認知
度・理解度の向上に向けた国内外へのＰＲ・ブランディング戦略の取組を着実に推
進するとともに、市域全体の市民が臨海部に対して誇りや期待感を醸成できる取
組を進めていきます。

その他 △

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30・R01）
・立地機関等主催の啓発イベント・公開講座等の開催に向けて、立地機関等への働きかけや支援を行った結果、成果指標である「立地機関等によるマネ
ジメント組織などが主催する研究者、技術者等の交流会、セミナーなどの開催回数」が、平成29（2017）年度の18回から、平成30（2018）年度は39回へ、令
和元（2019）年度は50回へと増加しました。
・キングスカイフロント域内外の企業等のマッチング事業を推進した結果、マッチング件数が、平成30（2018）年度は、新たに10件のマッチングにつながり、
累計19件となり、令和元（2019）年度は、さらに39件の新たなマッチングにつながり、累計58件まで増加しました。
・キングスカイフロントにおいて、ライフサイエンス分野の最先端技術を有する企業や研究機関、大学等の誘致を推進した結果、進出が決定した企業・研
究機関数は、平成29（2017）年度の45機関から、平成30（2018）年度には66機関、令和元（2019）年度には69機関へと大幅に増加し、イノベーションを創出
する人材の更なる集積が図られました。

【その他の効果】
（H30・R01）
・キングスカイフロント「夏の科学イベント」の開催（平成30（2018）、令和元（2019）年度ともに2,500名の来場者）や、見学会の実施（平成30(2018)年度：約30
件・約720名、令和元(2019)年度：約100件、約1,500名）、高津区民祭への出展を通じた市民への説明、ニュースレターの発行、パンフレット・ホームページ
等を通じた情報発信などにより、「キングスカイフロントにおける取組を知っていて、評価できると回答した人の割合」が10.5%に上昇しましたが、目標値であ
る12％には達しておらず、市民の認知度向上に向けた取組を今後も強化していく必要があります。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

・ライフサイエンス分野の最先端技術を有する企業や研究機関等への誘致活動により、
立地機関の集積が順調に進むとともに、立地機関等のイベント開催に対する支援や、立
地機関同士あるいは立地機関と市内企業とのマッチング事業を推進した結果、キングス
カイフロント域内外の連携やイノベーションが次々と創出される世界最高水準のクラス
ター形成が進展しており、エリアの持続的発展に貢献した一方で、キングスカイフロント
の取組に対する市民認知度の目標値を達成できなかったため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ －

％

説明

説明

3

14以上

ヒト

16以上 16以上

その他

39 50

単位

18

カネ － 情報

単位

主催者からの開催の報告に基づき集計する開催回数

R03年度

目標

キングスカイフロントにおける取組を知っていて、評価できると回答し
た人の割合（市民アンケート）

市民アンケート（無作為抽出3,000人）において、「取組を知っており、取
組を評価できる」と回答した人の割合

立地機関等によるマネジメント組織などが主催する研究者、技術者等の交流会、
セミナーなどの開催回数（本市が主催するものは除く。）

目標・実績 R01年度区分

実績 9.6 － 10.5

R02年度H29年度 H30年度

－

回

成
果
指
標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

16以上 16以上

実績

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

1

目標 12以上

2

キングスカイフロント域内外の企業等マッチング件数

ヒト

目標 15 21 28 35

件

説明 キングスカイフロント域内外の企業等のマッチングの累計件数 実績 9 19 58
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

地域課題対応事業（川崎区）

事務事業コード

50103040

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・地域包括ケアシステムに関する情報をコンパクトにまとめたカードやリーフレットを飲食店等の営業施設に配架し
てもらい、情報を発信するとともに、利用状況を確認します。
【H30】
・平成29（2017）年度末時点で５施設である協力営業施設を、平成30（2018）年度末までに７施設まで拡大すること
を目指し、区内の営業施設に対する協力要請等に取り組みます。
【R01】
・平成30（2018）年度末時点で７施設である協力営業施設を、令和元（2019）年度末までに９施設まで拡大すること
を目指し、区内の営業施設に対する協力要請等に取り組みます。

説明 実績

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進

現状

・地域では、町内会・自治会をはじめとした、さまざまな団体が、分野別に地域の課題解決に向けた取組を推進して
いますが、高齢化の進展や、社会状況の変化に伴い、市民ニーズや地域の課題が複雑化しています。
・一方で、近年、地域住民同士の関係が希薄化してきている中、東日本大震災の発生後、地域社会の結びつきや
交流などが大切であるとの認識が社会で芽生えてきています。

11 多様な主体の参加と協働による地域課題の解決や地域の活性化に向けた取組

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性
　食品・環境衛生の普及啓発業務等を通じて、飲食店、理美容所、動物病院等の住民に密着した営業施設を情報
発信の場として活用し、地域での「顔の見える関係づくり」や地域コミュニティ形成に資する取組を推進します。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

川崎区役所

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績

【H30・R01】
・情報発信拠点にコンパクトでわかりやすい資料を配置し、引き続き情報提供を行うとともに、定期的に資料の状況
を確認し、減少していた場合は補充しました。
・協力営業施設の増加に向けて、関係団体に対する協力要請を実施しました。
・令和元（2019）年度は、街頭啓発の機会にも資料を配布しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

○

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・引き続き、地域包括ケアシステムに関する情報をコンパクトにまとめたカードや
リーフレットを協力営業所に配架してもらうことで、市民が地域包括ケアシステムに
関する情報を取得できる機会を増やしていくとともに、適宜、その利用状況を確認
していきます。
・令和元（2019）年度末で９施設ある協力営業施設について、更なる協力施設の増
に向け、区内の営業施設に対する積極的な協力要請等に取り組みます。
・「これからのコミュニティ施策の基本的な考え方」に基づく、地域コミュニティの形
成に資する各種の情報についても、協力営業所を活用した情報発信に取り組んで
いきます。

その他 －

区分選択の理由

【情報の効果】
（H30・R01）
・地域包括ケアシステムに関する情報を発信する協力営業施設数が、平成30（2018）年度は前年度から２施設増加して７施設、令和元
（2019）年度は前年度から２施設増加して９施設となり、成果指標の目標値を上回りました。
・協力営業施設の増加や街頭啓発での配布により、区民が地域包括ケアシステムに関する情報に接する機会が増えました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・地域包括ケアシステムに関する情報発信への協力営業施設数が令和元
（2019）年度の成果指標を超え９施設となり、区民が地域包括ケアシステムに
関する情報に触れることができる機会が増えたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

説明

説明

情報

6 7

7 9

単位

5

カネ － 情報

単位

地域包括ケアシステムに関する情報をコンパクトにまとめたカードを配
架する協力営業施設数

R03年度

目標
地域包括ケアシステムに関する情報発信への協力営業施設
数

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

店舗

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

8 9以上

実績

R03年度

1

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

現状

単位

単位

　川崎区は市内で最も外国人市民が多く在住しており、日本語に不慣れなため、災害弱者になりやすい方も多数生
活しています。
　このため、地域の総合的な防災力の向上を図るためには、外国人市民の防災意識の向上に向けた取組が必要
です。

実績

その他の活動実績

【H30】
・外国人市民を対象とした防災講座等の開催について、今年度は３回の実施を予定していましたが、最も開催規模
が大きく、多くの外国人参加者が見込まれる１回（例年100人程度の参加）について、開催日当日に台風接近による
大雨・暴風警報が発令されたため、参加者の安全確保の観点及び担当の危機管理担当職員の災害対応動員によ
りやむなく中止としました。そのため見込んでいた参加者数には至りませんでしたが、このほか開催した２回の講座
等については多くの参加者を得て実施することができました。
【R01】
・外国人市民を対象とした防災講座等の開催について、より多くの参加者を得られるようチラシを配布し、計画どお
り３回実施しました。
・９月、１０月の台風被害を踏まえ、講座の中で、これまでの地震への備えに加え、風水害時からの避難等に関する
講話を行いました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

12 区内在住外国人の防災意識の向上

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　「わたしの防災手帳」の多言語版を活用した防災意識向上の取組を引き続き進めるとともに、外国人市民向けの
防災講座や防災訓練等の充実を図ります。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

所管

川崎区役所

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

地域課題対応事業（川崎区）

事務事業コード

50103040

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・平成31（2019）年２月に実施予定の区総合防災訓練や、外国人市民を対象とした防災フォーラム等への外国人市
民の参加を促進します。
・上記の訓練等において、６ヶ国語の「わたしの防災手帳」の配布等により、自助、共助の大切さを知っていただき
日頃から災害に対する備えをしていただくよう啓発するとともに、消火訓練や三角巾などによる応急処置訓練等を
実施することにより、災害弱者となりやすい外国人市民の防災意識や災害対応能力の向上を図ります。
【R01】
・令和元（2019）年９月及び11月実施予定の区総合防災訓練や、外国人市民を対象とした防災フォーラム等への外
国人市民の参加を促進します。
・上記の訓練等において、「私の防災手帳」の配布等により、自助、共助の大切さを知っていただき日頃から災害に
対する備えをしていただくよう啓発するとともに、消火訓練や三角巾などによる応急処置訓練等を実施することによ
り、災害弱者となりやすい外国人市民の防災意識や災害対応能力の向上を図ります。

説明

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進

取組の方向性

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

R03年度

目標外国人市民を対象とした防災講座・訓練への参加者数

実績

カネ － 情報

単位

1 人

説明

説明

情報

160以上 160以上

R01年度区分

実績

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・より多くの外国人の方に区総合防災訓練や防災講座等へ参加いただけるよう、
地域の外国人コミュニティなどに積極的な働きかけ等を行いながら、更なる外国人
の参加促進や防災意識の向上に取り組んでいきます。

その他 －

区分選択の理由

【ヒト・情報の効果】
（H30・R01）
・外国人市民を対象とした防災講座等の開催について、平成30(2018)年度は３回の実施を予定していましたが、そのうち、最も開催規
模が大きく、例年、多くの外国人に参加いただける１回について、開催日当日に台風接近による大雨・暴風警報が発令されたため、参
加者の安全確保の観点及び担当の危機管理担当職員の災害対応動員によりやむなく中止となりましたが、開催した２回で、69人の方
に参加いただくことができました。令和元(2019)年度は、計画どおり３回実施し、ほぼ、目標の参加者数である162人の参加者を得るこ
とができました。
（H30）
・平成30(2018)年度は防災講座等に参加した外国人の方々へ地震・津波の恐ろしさを十分に伝え、災害に対する知識・日頃からの備
え、地域コミュニティーとのかかわりの重要性を知っていただきました。また、６ヶ国語の「わたしの防災手帳」をその場で作成していた
だき、災害が発生した際の避難行動、避難所の場所の確認などをしていただいたほか、避難訓練を行うことにより、外国人の方々が
地震・津波の時に適切な避難行動ができるよう意識の向上を図ることができました。
（R01）
・令和元（2019）年９月、10月の台風時において、川崎区内の外国人市民については、死者やけが人を１人も出さずに済んだこと、ま
た、適切に災害情報を入手し、避難所や同一言語圏の友人や知人宅へ避難することができた方も複数いたことから、外国人に対する
これまでの防災訓練や防災啓発活動が、災害時に活かされたもの考えられます。
・また、令和元(2019)年度は、９月、１０月の台風被害を踏まえ、これまでの取組に加えて、被害状況等の写真などを活用しながら、風
水害時の避難等に関する講話を行い、外国人の方々が風水害時に適切な避難行動ができるよう意識の向上を図ることができました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B

・平成30(2018)年度は、予定していた３回のうち１回が中止となり、成果目標
である参加人数を達成できなかったものの、令和元(2019)年度は目標を達成
したため。
・また、これまでの訓練や啓発活動により、令和元（2019）年９月、10月の台
風時において、川崎区内の外国人市民に人的被害もなく、適切な情報収集
や避難行動につながっていたため。
・台風被害を踏まえ、講座の中で、これまでの地震・津波への備えに加え、風
水害時の避難等に関する講話を行うことで、外国人の方々が風水害時に適
切な避難行動ができるよう、さらなる意識の向上を図ることができたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ －

R03年度 単位

160以上 160以上

○

R01年度 R02年度

162

R02年度

160

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

69

目標

外国人市民を対象とした防災啓発講座や各種防災訓練への参加者数
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進

取組の方向性

所管

幸区役所

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

地域課題対応事業（幸区）

事務事業コード

50103050

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・御幸公園梅香事業推進会議の開催
・「うめかおる寄附・募金」制度等を活用した梅の植樹
・「うめかおる写真展」や、御幸公園梅香事業講演会、観梅会の開催

説明

単位

　かつて観梅名所として栄え、明治天皇の行幸もあった御幸の梅林が往年の面影を残していない状態であり、区内
の地域資源を活かした魅力づくりによる地域の活性化に向けて、市民協働による、その再生が求められています。

実績

13 「御幸公園梅香事業」の推進

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　御幸公園を後世に残す観梅名所として、また老若男女が楽しめる貴重な地域資源として発展させるため、「御幸
公園梅香事業」に取り組んでおり、市制100周年に向けて公園の魅力向上を図るとともに、地域団体・企業との協働
による地域資源を活かしたまちづくりを進めていきます。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30・R01】
・御幸公園梅香事業推進会議を６回開催するとともに、市政だよりや様々な媒体を活用して梅香事業を広報し、より
多くの寄附・募金を得ることができるよう、取り組みました。
・「うめかおる寄附・募金」制度等を活用して104本の梅を植樹しました。また、「うめかおる写真展」や御幸公園梅香
事業講演会を開催するとともに、学校や地域団体等の参加・協力を得て観梅会の開催を行いました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

2,500以上

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・御幸公園梅香事業推進会議の開催
・「うめかおる寄附・募金」制度等を活用した梅の植樹及び市民や企業等への寄
付・募金制度のＰＲと浸透へ向けた取組の推進
・「うめかおる写真展」、「川柳コンクール」や観梅会の開催、開催時の協力企業や
団体の拡大及び参加者増に向けた取組の推進

その他 －

区分選択の理由

【ヒト・カネの効果】
（H30・R01）
・「「うめかおる寄附・募金」で受け付けた寄附」について、平成30（2018）年度については17件、令和元（2019）年度については15件の
寄附をいただき、成果指標である累計金額は、3,637千円（確定）となりました。
・御幸公園観梅会では、「日本梅の会」による梅観賞会の開催や地域の学校による学習発表会など、平成30（2018）年度については７
つの関係団体の協力により、また、令和元（2019）年度は８つの関係団体の協力により、2年続けて約1,200人に来場いただき、より多く
の市民や企業の方々との協働を深めながら、いただいた寄附金を活用し、効果的に事業を推進することができました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B

・成果指標としての「うめかおる寄附・募金」で受け付けた寄附の累計金額目
標の2,500千円について、計画の初年度で達成することができ、この寄付金を
活用して104本の梅の植樹が行われるなど、御幸公園梅香事業推進計画で
定める「梅林の復活」を着実に実行し、より多くの市民や企業と連携・協働し
ながら、貴重な地域資源である御幸公園の再生と魅力向上につなげることが
できたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ －

単位

1 千円

説明

説明

ヒト
カネ

R01年度区分

実績

カネ ○ 情報

3,016 3,637

R02年度

目標

「うめかおる寄附・募金」で受け付けた寄附の累計金額

R03年度

目標「うめかおる寄附・募金」で受け付けた寄附の累計金額

実績 1,965

40



改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

その他の活動実績

【H30・R01】
・推進会議について、平成30（2018）年度については３回、令和元（2019）年度については２回開催し、各部会での活動を互いに情報提供することで、住民
主体の新たな活動を共有しました（令和元（2019）年度から住民の会議参加負担の軽減を図るため、会議開催回数を年３回から２回へ変更し、より効率
的・効果的に実施することとしました。）。
・実施地区を平成29（2017）年度の16地区から、平成30（2018）年度については24地区に拡大して年３～４回、年令和元（2019）年度は28地区に拡大して年
１～12回、部会運営のコーディネートを行い、部会員と地域課題及び各部会の実情に応じた見守り、支え合いの手法について検討しました。
・各地区の部会と、年度ごとに、課題や今後の取組の方向性等について協議を行いました。
【H30】
・幸区ご近所支え愛事業講演会を１回開催し、94名の参加者に取組の周知及び自助互助の啓発を行うとともに、実践講座を２回開催し、計85名に見守り
方法及び自助互助の啓発を行いました。
・各部会との十分な協議を行い、次年度の事業の効果的かつ効率的な推進に向け推進会議の開催回数・参加者を見直すとともに部会独自の主体的な取
組を様々な形で展開できるよう要綱を修正しました。
・住民から聴取した地域課題について、関係課にフィードバックしその結果について区役所内で共有しました。
・区社会福祉協議会との連携のあり方を検討し次年度以降、区社協が中心となって各地区社会福祉協議会を活用した地域課題の検討機能の強化と各部
会の取組の充実に向けて支援を担うことを確認しました。
【R01】
・幸区ご近所支え愛事業講演会を１回開催し、住民が地域とのつながりを増やす方法論である「社会的処方」をテーマとして、51名に参加いただくとともに、
実践講座２回開催し、地域での見守り活動の事例検討とVR技術を活用した認知症体験をテーマとして、67名に参加いただきました。
・事業開始から５年が経過するにあたり、部会運営に長年かかわってきた方にインタビュー等を行い、その活動の成功の秘訣を言語としてまとめ、住民間
のより良い対話や活動の活性化、また新たな部会の発足につなげていくことを目指したパターン・ランゲージの作成を行いました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

地区

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

1

ご近所支え愛事業部会実施数

4．状況の変化により目標を達成できなかった

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

幸区役所

No.・課題名

目標・実績

目標

現状

・進行する高齢化に伴い、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯、さらには認知症高齢者の増加が見込まれる中、地域包括ケアシステムの構築に向け
て、自助・互助の醸成を図り、誰もがいつまでも住み慣れた地域で暮らし続けられるために、地域全体で見守り、支え合う体制づくりを進めていくことが重要
となっています。
・「幸区ご近所支え愛モデル事業」は、町内会・自治会等の地域住民が主体となって見守りを行うことで、「自助」、「互助」の意識や地域活動をより活性化
する取組であり、平成27（2015）年度に３地区でスタートし、平成28（2016）年度には８地区、平成29（2017）年度には16地区で実施しています。
・今後は、「幸区ご近所支え愛事業」の全区域への拡大に向け、段階的に取組を進めていく必要があります。

14 幸区ご近所支え愛事業の実施

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

16 24 28

説明 ご近所支え愛事業での部会実施した地区の総数

実績

取組の方向性 「ご近所支え愛事業」実施地区における課題の把握、整理、対応策の検討等を行いながら、同事業の幸区全域での実施をめざし、取組を進めます。

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート 

関連する
事務事業

事務事業名

地域課題対応事業（幸区）

事務事業コード

50103050

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・幸区の地域包括ケアシステムの構築に向け、地域全体で見守り、支え合う仕組みづくりとしての「幸区ご近所支え愛事業」を実施します。
・事業実施地区の拡大に取り組みます。
【H30】
・幸区ご近所支え愛事業推進会議を３回開催し、実践活動の共有を図り、住民主体の見守り、支え合いの効果的な活動を広げていきます。
・幸区ご近所支え愛事業講演会を１回、実践講座を２回開催し、住民の事業実施への関心を高め実施部会の拡大に取り組みます。
・24の実施地区に設置した部会（平成30（2018）年度現在）で、各部会に応じて年３～４回程度各地区での地域住民のみまもり手法を検討し、効果的な実
施に向けて部会をコーディネートします。
・推進会議及び部会の効果的な運営方法や、地域課題の取り扱いについて検討します。
・事業における区社会福祉協議会との連携のあり方について検討します。
・各部会との十分な協議に基づきへ取組の評価・検証を行います。
【R01】
・幸区ご近所支え愛事業推進会議を２回開催し、実践活動の共有を図り、住民主体の見守り、支え合いの効果的な活動を広げていきます。
・幸区ご近所支え愛事業講演会を１回、実践講座を２回開催し、住民の事業実施への関心を高め実施部会の拡大に取り組みます。
・28の実施地区に設置した部会（令和元（2019）年度現在）で、各部会に応じて年１～６回程度各地区での地域住民のみまもり手法を検討し、効果的な実
施に向けて部会をコーディネートします。
・部会活動について、新規部会（１年目）、継続部会（２年目）、発展部会Ⅰ（３年目）、発展部会Ⅱ（４年目以降）と分類し、各部会での意見を踏まえながら連
携するとともに、発展部会以降は地域住民主体の部会運営とするなど、区役所の活動支援のあり方について整理していきます。

説明 実績

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

人

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

1,000以上

実績

R03年度

1

目標

幸区ご近所支え愛事業の町内会ごとに設置する部会の会員等の人数

R03年度

目標
幸区ご近所支え愛事業の町内会ごとに設置する部会の会員
等の人数

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

カネ － 情報

単位

説明

説明

ヒト

612 687

単位

341

○

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・幸区ご近所支え愛事業の町内会・自治会単位での実施地区拡大とそれに伴う部
会員の人数拡大に引き続き取り組みます。
・住民主体による地域独自の新たな活動も生まれてきていることから、それらの活
動状況を他の実施地域に共有します。
・継続して実施を希望する部会が多いことから、令和元（2019）年度に作成したパ
ターン・ランゲージなどを用いて、住民間の対話を促し、住民主体による活動につ
なげていきます。

その他 ○

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30・R01）
・実施地域を平成29（2017）年度の16地区から、平成30（2018）年度については24地区に、令和元（2019）年度については28地区に増やし、各地区に設置した部会にて、地域課題の
共有及び見守り手法の検討を行ったことで、より広範な地域にて、地域が自ら対応する自助・互助の仕組みづくりが進みました。
・自助・互助の意識をもち取組を推進する部会員等について、平成29（2017）年度の341名から、平成30（2018）年度については612人に、令和元（2019）年度については687名とな
り、幸区内における自助・互助の担い手が順調に増えました。
・部会活動によって、新たな担い手の参加や災害時を視野に入れた見守り手法の検討、近隣の自治会との意見交換等各地域で特性・実情に応じた見守り体制の構築に向けて活
動が展開されました。
（H30）
・地域課題を庁内で共有し、区役所職員の意識の醸成を図る等人材育成に寄与しました。
（R01）
・住民主体の独自な活動として、個人情報に配慮した活動を展開するため、アンケートを利用して見守り希望者の抽出を行った事例や、認知症の方への対応法を身につけるために
「認知症サポーター養成講座」を開催するなど、見守り主体の活動から様々な新しい取組へ発展しました。
・部会において町内会・自治会主体の地域活動への参加意向を調査し、潜在的に参加意欲がある方々の把握を行い、地域活動につなげていくための議論や具体的な活動への企
画検討などにつながりました。
・部会構成メンバー以外にも参加しやすい仕組みとして、自由に部会活動に参加できるような対話の場の設定を行うなど、住民の広い参加につなげる工夫が進みました。
・部会実施地区の部会メンバーからは、「当初は実施が難しいと思ったが、とても大切な取り組みのため継続して取り組んでいきたい」といった声が寄せられており、地域住民の意
識の変化が見られました。

【情報の効果】
（H30）
・部会にて身近な地域課題を検討し、関係課と内容を共有したことで、市民ニーズの把握につながりました。
（R01）
・部会参加者から「部会があるからこそ普段は会話しにくい話題についても地域で議論ができるようになっている」との声が寄せられており、各地区での住民主体による地域課題の
共有につながっているものと考えられます。
・部会について、町内会・自治会単位で実施していることから、地域への見守り活動の情報周知が行いやすくなっており、何かあった時の相談先である地域包括支援センターの認
知度の向上にもつながっています。

【その他の効果】
（H30・R01）
・地域包括支援センターとの連携により、集合住宅における住民主体の居場所づくり等のみまもり活動の展開にもつながりました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・超高齢社会に突入している地域において、民生委員や老人クラブ、地域包
括支援センターなどの介護や福祉分野の方々だけに偏ることなく、幸区の特
性を活かした町内会・自治会を中心とした、多様な住民参加が促進され、地
域課題の共有や独自の取組の展開による協働・連携が進み、地域主体での
見守り、支えあいのまちづくりが推進されているため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ －
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

現状

単位

単位

　平成26（2014）～28（2016）年度に、区内全避難所で避難所開設訓練又は避難所運営訓練を実施し、その３か年
の訓練成果を活かし、平成28（2016）年度に、実践的な訓練方法を具体的に記した「幸区避難所〈開設〉〈運営〉訓
練マニュアル」を作成しました。

実績

その他の活動実績

【H30】
・区内の避難所22箇所で、「避難所開設訓練」や「避難所運営訓練」の実施を支援しました（残り１箇所の南河原中
学校については、荒天により訓練が中止となりました。）。
・市の「避難所運営マニュアル（震災対策編）」の修正にあわせて、「幸区避難所〈開設〉〈運営〉訓練マニュアル」の
修正を行いました。
【R01】
・区内全避難所23箇所で、「避難所開設訓練」の実施を支援しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

15 避難所における訓練の充実による地域防災力の強化

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　区内全避難所において、災害発生時に、より迅速かつ円滑に避難所の開設、運営が行えるよう、避難所運営会議
や自主防災組織など地域と連携しながら、平成28（2016）年度作成の「訓練マニュアル」を用いた避難所運営訓練
の全避難所での実施に向けた取組を推進します。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

所管

幸区役所

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

地域課題対応事業（幸区）

事務事業コード

50103050

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・市の「避難所運営マニュアル（震災対策編）」の修正にあわせて、「幸区避難所〈開設〉〈運営〉訓練マニュアル」の
修正を行います。
【H30・R01】
・区内全避難所23か所での避難所運営訓練等の実施に向けて、避難所運営会議や自主防災組織等と連携しなが
ら取組を推進します。

説明

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進

取組の方向性

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

R03年度

目標
区内全避難所（23箇所）のうち、避難所運営訓練を実施した
避難所数（累計）

実績

カネ － 情報

単位

1 箇所

1

説明

箇所

説明

ヒト

R01年度

区内全避難所（23か所）のうち、当該年度に避難所開設訓練又は、避
難所運営訓練のいずれかを実施した避難所の数

区分

実績

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ

・訓練参加者アンケートの中で、「１回の訓練で、避難所の開設・運営について理解
するのは難しい。」といった意見もあるため、継続的に、区内全避難所23箇所で、
「避難所開設訓練」や「避難所運営訓練」が実施されるよう、引き続き、取り組んで
いきます。
・「避難所運営訓練」が未実施の避難所において、当該訓練が実施されるよう、支
援していきます。
・地域住民と幸区本部の被災者支援班員や避難所運営要員等の職員や施設管理
者等の更なる連携強化に向けた訓練等の取組を推進していきます。

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30）
・区役所の支援のもと、区内の避難所23箇所のうち、荒天で実施できなかった１避難所を除き、22箇所で「避難所開設訓練」や「避難
所運営訓練」の実施に至り、自主防災組織等で構成される各避難所運営会議との連携強化が図られ、区の地域防災力の強化に寄与
しました。また、訓練参加者に対して実施したアンケートでは、「避難所開設・運営の要領は理解できましたか」という質問に対し、「よく
理解できた」「理解できた」という回答が約80％あり、個々人の災害対応能力の向上にも寄与したと考えられます。
・長期化する避難所生活を見据えた訓練である「避難所運営訓練」の平成29（2017）年度からの開催累計数についても、平成30
（2018）年度に、新たに10の避難所が実施に至ったことで、累計数が21避難所になり、令和3（2021）年度の目標達成に向け、大きく進
捗しました。
・「避難所訓練マニュアル」に基づく訓練を行うことで、各避難所運営会議の構成員（参加者総計：約800人）が、避難所の開設・運営時
の取組内容を具体的に習得でき、発災時に自立的な避難所運営をすることが期待できるようになりました。
（R01）
・川崎市総合防災訓練の中で、「幸区内避難所一斉開設訓練（中原区に所在する下河原小学校を除いた22箇所）」を実施し、避難所
運営会議の構成員（参加者総計：約1,500人）が中心となって訓練を進めることで、発災時に地域住民による自立的な避難所開設がで
きる目途が立った一方で、訓練後のアンケートにおいて、「避難所運営会議の構成員（地域住民）、幸区本部被災者支援班員（幸区役
所勤務の職員・81人訓練参加）、避難所運営要員（近隣在住職員・135人訓練参加）、施設管理者が、互いの役割について理解が不
足していると思われるため、連携強化と情報共有の機会が必要」、「避難所運営会議の方々は防災ベストを着ており、すぐにわかった
が、被災者支援班以外の市職員は職員証しかつけておらず、わかりにくかった」といった意見があり、避難所の開設・運営時における
各主体間の連携に課題が残り、更なる訓練内容の見直しや充実を図っていくことが必要であることが分かりました。
・下河原小学校についても、別日に避難所開設訓練が実施され、避難所運営会議の構成員（参加者総計：約100人）が中心となって訓
練を進めることで、他の避難所と同様、地域住民による自立的な避難所開設ができる目途が立ちました。
・令和元（2019）年10月の「令和元年東日本台風」に伴う避難所開設時には、「幸区内避難所一斉開設訓練」に参加した職員を、最低
１名は、訓練時と同じ避難所に派遣できるようチーム編成をしたため、備蓄倉庫等の位置関係がしっかりと把握できていたことや、施
設管理者と顔の見える関係が築けていた分、比較的円滑に避難所を開設することができました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

・各避難所における避難所開設訓練について、避難所運営会議の構成員が
中心となって行うことで、地域住民による自立的な避難所運営の目途が立っ
たこと、また、訓練時の経験を「令和元年度東日本台風」に伴う避難所開設
時に活かすことができた一方で、避難所運営会議を構成する各主体（地域住
民、区本部を構成する職員、避難所運営要員（近隣在住職員）、施設管理者
等）間の連携を一層強化していく必要があるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ －

R03年度 単位

23

－

R01年度 R02年度

23

21

R02年度

11

ヒト

目標・実績 H29年度 H30年度

区内全避難所（23箇所）のうち、避難所開設訓練又は、避難
所運営訓練を実施した避難所数（単年度計）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

実績 23 22

説明

21

目標

区内全避難所（23か所）のうち、避難所運営訓練を実施した避難所の
平成29（2017）年度からの累計数

44



改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

現状

単位

単位

　地域包括ケアシステムの着実な推進に向けて、町内会・自治会、商店街連合会、地域団体、ＮＰＯ法人等、地域住民が主役となった地域での自助・互助
の取組を促進するため、地域住民や団体同士のつながりをコーディネートする役割がこれまで以上に求められています。このため、地域マネジメント推進
ワークショップの開催等により、地域住民との意見交換や地域課題の共有を進めています。

実績

その他の活動実績

【H30】
・話し合いの場（玉川地区３回、丸子地区２回、その他７回）及び自助・互助の取組を支援しました。
・閉じこもりがちな高齢者への情報提供のため「中原区シニアのためのおでかけマップ」を作成しました。
・中原区子育てガイドブックや隔月発行の「子ネット通信」、地域ＳＮＳ等で子育て情報を発信しました。
・地域における顔の見える関係づくりを推進するため、商店街と連携し、商店街の店舗を活用した各種教室や地域交流イベントを年１０回実施しました。
【R1】
・話し合いの場（住吉地区４回、丸子地区１回、玉川地区３回）及び自助・互助の取組を支援しました。また普段地域活動へ参加しない方へのアプローチの
一環として地域住民へ直接ポスティングを行う募集手法を試行した「つながる読書会」を実施しました（３回のうち２回は中止）
・閉じこもりがちな高齢者への情報提供のため「中原区シニアのためのおでかけマップ」を作成しました。
・中原区子育てガイドブックや隔月発行の「子ネット通信」、地域ＳＮＳ等で子育て情報を発信しました。
・コミュニティ施策との連携した地域包括ケアシステムの推進のため、統一した庁内の本部会議（令和元年度中原区地域包括ケアシステム・コミュニティ施
策推進本部会議）を２回開催し、区での取組を進めました。
・地域における顔の見える関係づくりを推進するため、商店街と連携し、商店街の店舗を活用した各種教室や地域交流イベントを年８回実施しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

16 多様な主体の参加と協働による地域課題の解決や地域の活性化に向けた取組の推進

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

・地域包括ケアシステムを着実に推進するため、地区カルテを活用し、区における地域包括ケアシステムの地区割りとした５エリアごとに、それぞれのエリア
の実情にあわせて、多様な主体との連携や主体同士の活動を通じた自助・互助の取組を促進するとともに、地域をコーディネートできるよう、引き続き地域
課題を的確に把握し、顔の見える関係づくりを強化します。
・地域住民による地域課題の解決に向け、地域で活動する団体間の連携の強化を図ることにより、地域の活性化を図ります。
・区内各所の商店街を地域の情報交換や交流の場として活用し、地域交流の促進を図ります。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

所管

中原区役所

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

地域課題対応事業（中原区）

事務事業コード

50103060

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・東京大学高齢社会総合研究機構との共同研究により玉川地区におけるワークショップを実施します。
・丸子地区社会福祉協議会主催のワークショップを支援します。
・みやうち地域包括支援センター主催のワークショップを支援します。
・ワークショップ等を契機とした地域における自助・互助の取組を支援します。
・商店街の店舗を活用した各種教室や地域交流イベントを実施します。
【R01】
・東京大学高齢社会総合研究機構との共同研究による地域における自助・互助の取組の支援として、昨年度までに支援した取組や地域ですでに行われて
いる取組に対し、地域包括ケアシステムの目的に沿った充実を図るため、更なる話し合いの場の支援や活動の支援を行います。また日常的な地域住民と
の関わりの中で自助・互助の自主的な取組を支援します。
・コミュニティ施策との連携した地域包括ケアシステムの推進のため、統一した庁内の本部会議を設置し、区での取組を検討します。
・商店街の店舗を活用した各種教室や地域交流イベントを実施します。

説明

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進

取組の方向性

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

R03年度

目標
地域マネジメント推進ワークショップ等の５地区での合計実施
回数

実績

カネ － 情報

単位

1 回

説明

説明

ヒト

7 8

R01年度区分

実績

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ

・地域包括ケアシステム推進に向け、庁内プロジェクトチームによるワークショップ
等で活用する地区カルテ等のツールの改定
・庁内連携を強化することによる地域マネジメント（地域における更なる話し合いの
場の支援と自助・互助の取組の支援）の体制や仕組みの改善
・子育て情報ガイドブック、子ネット通信、シニアのためのおでかけマップ発行
・区地域福祉計画の推進
・商店街の店舗を活用した各種教室や地域交流イベントの実施

その他

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30）
・中原区役所が支援し地域で開催される地域マネジメント推進ワークショップを平成30（2018）年度は東大との共同により玉川地区で３
回、丸子地区社会福祉協議会主催で２回、みやうち地域包括支援センター主催で６回、すみよし地域包括支援センター主催で１回実施
され地域での話し合いの場ができ、この取組によりレコード鑑賞会や人生１００年時代を考える集まりなど、検討中のものも含め、５つ
の自主的な取組の支援ができました。また、商店街と連携した年10回のイベントを通じて地域課題の解決を見据えた顔の見える関係
へとつながりました。
（R01）
・市民文化局主催のﾜｰｸｼｮｯﾌﾟとして住吉地区４回、丸子地区社会福祉協議会主催で１回、昨年度玉川地区で開催されたワークショッ
プから取組まれた具体的な取組（人生１００年を考える集まり、歴史探訪の会、町内会ＩＴ化を検討する会）の検討会を計３回支援がで
き、この取組により昨年から自主的な取組の検討を行っていた５つの自主的な取組の実施に繋げることができました。また「繋がる読
書会」では９名の参加者があり、少数ですが普段地域活動へ関わることのない住民へのアプローチができました。また、商店街と連携
した年８回のイベントを通じて地域課題の解決を見据えた顔の見える関係へとつながりました。

【情報の効果】
（H30）
・子育て情報は子育てガイドブック（9,000部）や子ネット通信（隔月発行各号9,400部）の発行、地域ＳＮＳとの連携による情報発信を実
施することで効果的に情報を発信し、子育て世代の多い中原区において子育て支援のニーズに応えました。また、「中原区シニアのた
めのおでかけマップ」は平成29（2017）年度91件から平成30（2018）年度は94件の活動を掲載しより多くの情報を提供することで地域の
中に高齢者のつながりの場を創出しました。
（R01）
・引き続き子育て情報は子育てガイドブック（9,000部）や子ネット通信（隔月発行各号9,400部）の発行、地域ＳＮＳとの連携による情報
発信により効果的に情報を発信し、子育て世代の多い中原区において子育て支援のニーズに応えました。また「中原区シニアのため
のおでかけマップ」は令和元（2019）年度は96件の活動を情報提供することで地域の中に高齢者のつながりの場を創出しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

   ワークショップ等の支援により目指すべき目標の姿を共有し、行動を促すこ
とで自主的な取組へとつながる支援ができたものの、地域での話し合いの場
の設定は参加者へ負担をかけることにもつながる場合もあることや、話し合い
の結果自主的な取組へ繋げることができていないケースもあること、さらにこ
れまで地域活動へ関わっていない方へのアプローチも必要であることが課題
として明らかになり、ただ回数を重ねるのではなく、手法を慎重に検討し、自
助・互助の取組を支援する必要があることが判明したため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ －

R03年度 単位

9 10以上

○

R01年度 R02年度

8

R02年度

3

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

12

目標

各年度ごとの、中原区役所が支援し地域で開催される地域マネジメント
推進ワークショップ等の５地区での合計実施回数
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

地域課題対応事業（中原区）

事務事業コード

50103060

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・避難所運営会議や自主防災組織の活動支援に取り組みます。
・中原区防災連携協議会における各分野の課題検討や情報共有を通じて、地域連携の強化を図ります。
・中原区防災連携協議会の構成団体の増加に向けて、防災に関係する団体・機関等へ加入の働きかけを行いま
す。

説明 実績

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進

現状

　近年、各地で発生する台風や豪雨に伴う河川氾濫被害、熊本地震、今後想定される首都直下地震などを踏まえ、
市民一人ひとりの防災意識の向上や、近くの人たちが助け合う関係づくり、地域の各種関係団体、関係機関、民間
企業、学校などの連携協力体制づくり、これらを支える行政機関の活動の強化などにより、自助、共助（互助）、公
助による地域の総合的な防災力向上を図る必要があります。

17 総合的な地域防災力の向上

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性
・地域防災活動の担い手を育成するため、避難所運営会議や自主防災組織などの会議や訓練を支援します。
・地域のさまざまな関係者の連携を強化するため、地域団体、関係機関、民間企業等で構成する中原区防災連携
協議会を開催し、各分野の課題検討や情報共有を図ります。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

中原区役所

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績

【H30】
・区内全28避難所で運営会議や訓練を実施したほか、10月に避難所代表者会議を開催しました。
・自主防災組織による防災訓練や防災知識の啓発活動及び防災資器材の購入に対して助成金等を交付しました。
・２月に自主防災組織のリーダーを対象とした指導者育成研修会を開催しました。
・中原区防災連携協議会の各部会で会議や訓練を実施したほか、３月に全体会議を開催しました。
・中原区防災連携協議会の構成団体として新たに３団体を追加しました。
【R01】
・区内29避難所全てで運営会議、24避難所で訓練を実施したほか、10月に避難所代表者会議を開催しました。
・自主防災組織による防災訓練や防災知識の啓発活動及び防災資器材の購入に対して助成金等を交付しました。
・中原区防災連携協議会の各部会で会議や訓練を実施したほか、３月に全体会議を開催しました。
・中原区防災連携協議会の構成団体として新たに６団体を追加しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ

　これまで大規模地震を想定して自主防災組織の活動や避難所運営会議を支援
してきましたが、今後は、令和元年東日本台風を踏まえ、大規模洪水を想定した避
難・運営訓練を実施するなど、あらゆる危機事象に対応できる体制整備に向けた
取組を推進していきます。
　また、避難所については、検証を踏まえ整備された運営マニュアルに基づき、円
滑な避難所運営向けた取組を推進していきます。

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30）
・避難所訓練の実施により、各避難所運営者が発災時の具体的な開設方法、各班の業務内容等を学ぶことができました。また、避難
所代表者会議の実施により、訓練の具体例やペットの同行避難などの課題対応等について学習や意見交換ができ、地域住民による
「自助」「共助」の意識が高まり、避難所開設・運営の強化が図られました。
・自主防災組織の訓練により、反省点や教訓を得られることや助成金等の交付による防災体制の充実など、防災に関する地域住民
の連帯感を高めること、平常時における組織活動の促進、組織の育成につながりました。
・指導者育成研修会の実施により、各組織の指導者が発災時の具体的な動きについて、学習や意見交換ができ、各地域における初
動対応の強化につながりました。
・防災連携協議会の各部会での活動や全体会の開催、さらに新たに3団体が追加されたことにより、区内における情報の共有化が一
層図られ、地域連携の強化につながりました。
（R01）
・避難所運営会議や訓練に参加した地域の自主防災組織の方から、「避難所運営上の課題を共有できた」等の感想をいただくなど、
地域防災力の向上につながりました。
・令和元年東日本台風では、町内会や自主防災組織の方々が日頃の訓練等の経験を生かし、避難所運営の協力を自主的に行うな
ど、災害時の共助・互助の取組につながりました。
・自主防災組織への活動助成金や資器材購入補助金の交付等を通じて、組織の育成や防災体制の充実が図られました。
・指導者育成研修会で避難所運営ゲーム（ＨＵＧ）に参加した自主防災組織リーダーから、「自分の地域でも実施したい」といった意見
などが寄せられ、地域防災活動が広がるきっかけとなりました。
・防災連携協議会の各部会での活動や全体会の開催、さらに新たに6団体が追加されたことにより、区内における情報の共有化が一
層図られ、地域連携の強化につながりました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C
　令和元年東日本台風では、自主防災組織で活動されている方々において
は、これまでの研修や訓練等の成果が表れていた一方で、開設した避難所
での大勢の避難者の受付や統制の手法については課題が浮き彫りとなり、
今後の改善が必要となっています。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト △ モノ －

説明

説明

ヒト

107 108

108 116

単位

105

カネ － 情報

単位

毎年度末３月31日時点での中原区防災連携協議会の構成団体数（中
原区役所を除く。）

R03年度

目標中原区防災連携協議会の構成団体数

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

団体

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

109 110以上

実績

R03年度

1

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進

取組の方向性

所管

高津区役所

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

地域課題対応事業（高津区）

事務事業コード

50103070

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・団体相互の情報共有や意見交換を行うため、講演会や研修会等を実施します。
・地域イベント等へ参加し、地域における交流を支援します。
・パネルやリーフレット等を活用し、町内会・自治会の活動の周知を行います。

説明

単位

・町内会・自治会、自主防災組織、市民活動団体、商工農業者団体など、地域で活動を行う各種団体では、社会状
況の変化等により、活動の担い手の固定化や不足などが見られ、地域コミュニティの希薄化が課題となっていま
す。
・地域の課題を住民自ら解決していくため、地域活動の担い手となる人材の発掘・支援が求められている中で、とり
わけ町内会・自治会については、加入率が低下しているとともに、活動内容があまり知られていない状況にありま
す。
・また、各種団体の活動を維持・活性化させるとともに、団体相互の連携・協力を促進するため、区役所には、地域
人材の発掘・支援に向けた取組や各種団体同士のつながりをコーディネートする役割が求められています。

実績

18 多様な主体による地域コミュニティ活性化の推進

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　区民が身近で関心のある地域活動に参加し活躍する場を創出するため、町内会・自治会の活動について広く周
知を行います。
　町内会・自治会等の各種団体の活動内容や抱える課題が異なる状況も踏まえながら、団体相互の情報共有や意
見交換ができるよう講演会、研修会等を実施するとともに、団体の自主性・自立性を尊重しながら、団体相互の連
携・協力を促進するため、行政として必要なコーディネートを行い、地域コミュニティ活性化を推進します。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30・R01】
・町会長研修会を実施し、町会運営や町会加入促進の先進事例、市の新たな取組等に関する情報を共有しなが
ら、各町会間の連携を深める機会を提供しました。
・地域社会や地域活動への理解を深めながら、地域への愛着や関心を高めるため、町内会、青少年指導員会、ス
ポーツ推進委員会、子ども会等の団体が協働で実施する親子運動会の開催準備を通して、地域住民や地域活動
団体の交流がより一層図られるよう、区として運営支援を行いました。
・町内会相談会の開催、町内会活動を紹介するリーフレットの配布やパネルの展示など、町内会活動の周知や加
入促進に向けた取り組みを行いました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

80以上

△

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
・町内会、自治会を紹介するリーフレット配布やパネル展示
・団体相互の情報共有や意見交換を図る研修会等の実施
・地域住民や地域団体の交流支援等による地域コミュニティ活性化推進

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30・Ｒ01）
・町内会、青少年指導員会、スポーツ推進委員会、子ども会等の団体が協働で実施する親子運動会など、区が運営を支援しながら、
地域主体で行われるイベント開催に向けた準備等を通じ、各団体と参加者である地域住民との交流、意見交換、相互理解がなされ、
多様な主体による地域コミュニティのさらなる活性化に向け、一定程度の効果がありました。

【情報の効果】
（H30・R01）
・区役所内や各種イベント等において、町内会・自治会の活動に関するリーフレット配布やパネル展示など、団体や活動内容について
周知を行い、町内会・自治会等をはじめとした地域社会への理解や関心の向上が一定程度図られましたが、町内会・自治会等の存在
や活動内容についての認知度の向上には至りませんでした。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C
・さまざまな地域活動団体が協働して開催するイベントの運営支援や、町内
会・自治会活動に関するリーフレット配布、パネル展示等の広報活動により、
地域コミュニティ活性化に一定の効果があったものの、各活動への認知度は
伸び悩んでいるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ －

単位

1 ％

説明

説明

情報

R01年度区分

実績

カネ － 情報

44 34

R02年度

目標

イベント開催時に実施する区民に対する町内会等に関する
アンケートで、町内会・自治会等の存在及び活動内容を知っ
ていると答えた人の割合

R03年度

目標町内会・自治会等の存在や活動内容についての認知度

実績 ―
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

50103070 地域課題対応事業（高津区）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

改革項目 No.・課題名 所管

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進 19 地域防災力向上に向けた取組の推進 高津区役所

関連する
事務事業

事務事業コード 事務事業名

現状

・多くの区民が大規模地震など災害への不安を感じる反面、家庭での食料等の備蓄率や防災訓練への参加率が低い
ことなどが、アンケート調査等に現れており、自助・共助（互助）の強化に向けた取組が必要となっています。
・また、台風などによる区役所職員の動員機会が増える中、避難所開設や区災害対策本部各班の災害対応業務に円
滑に取り組めるよう、区役所職員の更なるスキル向上が必要です。

取組の方向性
　家庭や、地域、区役所での災害対応力強化に向けた取組により、自助、共助（互助）、公助それぞれの面から地域防
災力向上をめざすとともに、防災をテーマとした地域での顔の見える関係づくりを推進します。

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・避難所開設支援事業として、各避難所における開設運営マニュアルの更新を支援します。
・職員全体のスキル向上に向けて役割等を明確化し、職員がそれぞれの役割を認識できるよう研修・訓練（風水害発
生時の対応研修や、震災等大災害発生時の本部設置及び運用訓練、新任職員向け危機管理研修など）を実施しま
す。
・社会福祉協議会と連携し、災害ボランティアの受け入れ訓練を実施します。
【H30】
・自助・共助（互助）等の防災意識の向上に向けて、属性別訓練（研修）を継続して実施するとともに、平成29（2017）年
度に実施した保育園・幼稚園向けメニューや小学生向けメニューを継続します。
【R01】
・避難所運営会議の開催及び運用充実に向けて、会議ごとに工夫した支援を実施します。
・自助・共助（互助）等の防災意識の向上に向けて、中学生向けのメニューを実施するなど属性別訓練（研修）を継続し
て実施します。

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

1

職員向け研修・訓練の年間参加率 目標 50以上

％

説明 高津区役所職員のうち、研修や訓練に参加した職員の割合 実績 39 44 46

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

1

減災マップ作り

実績 - 2 3

説明 市民及び一般市民向けの防災意識の啓発（実施回数）

その他の活動実績

【H30・R01】
・実際に開設した場合の実効性を担保するため、避難所を実寸してマニュアルにある配置図を再作成しました。
【H30】
・属性別研修として、住まいの周辺など身近な災害リスクを学ぶため、小学校のほか一般向けの減災マップ作りワーク
ショップを開催しました。
・各避難所運営会議について、会議での協議内容や訓練内容について、自主防災組織と調整のうえ実施しました。
【R01】
･来年度以降の事業への反映を目的に、減災マップづくりに参加した小中学校へのアンケートの実施及びその検証を
行いました。
・災害ボランティアの受け入れ訓練については、東日本台風の影響で災害ボランティアセンターが開設されたこと等に
より実施できませんでしたが、代替策として地区防災訓練（11月7日）の際に社会福祉協議会による災害ボランティアに
係る啓発を行いました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 区分 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

1

各種防災訓練に参加した区内中学校数

ヒト

目標 5

校

説明 各種防災訓練に参加した区内中学校数 実績 1 2 2

目標

単位

説明 実績

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

説明

取組の
総体的
効果

区分

ヒト △ モノ － カネ － 情報 ○ その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30・R0１）
・職員の職場経験により防災に関しての認識に差があることから、職員向け防災研修では、災害に関する知識、公務員の役割を再認識い
ただくことで、職員の意識の平準化が図られました。
（R0１）
・職員向け研修の効果として、東日本台風の初動時においては、すべての避難所で避難所マニュアルに基づく開設等をスムーズに行うこ
とができた一方で、今回の災害の規模等が大きく、想定外の対応を求められたことから、多数の避難者への対応やペット対応などについ
て現場での混乱が生じたため、今後、対応方法等の見直しを検討し、マニュアル等に反映していく必要があります。
・また、東日本台風の際、災害ボランティアセンター（令和元（2019）年10月15 日から11月24日まで）が開設され、ボランティア（市内在住・
在勤・在学者に限定）による被災者のニーズへの対応等を行いました（ニーズ390件、活動従事1,340人（延べ））。

【情報の効果】
（H30）
・開設運営マニュアルについて、避難所施設を再度採寸し、現状に合わせた配置図を再作成（全21避難所）したほか、役割分担等も精度
を上げるよう避難所毎に見直しを行い、平時の開設訓練時や発災時の避難所開設時に、より活用しやすいマニュアルとすることができま
した。
（H30・R１）
・中学生が地域の自主防災訓練に参加することで、地域の方と顔の見える関係をつくることができたと共に、授業で学ぶ以上に臨場感を
感じながら、災害用トイレの組み立て、消火体験、ＡＥＤを使用した人命救助など、防災時に必要な知識や技能の向上を図ることができま
した。
・自宅周辺の自然災害の危険性を学ぶマイ減災マップワークショップを、参加しやすいよう土日に開催し、小学生から大人までの幅広い世
代に参加していただき、防災を意識してもらったほか、保育園・幼稚園での避難に関しての啓発メニューを実施し（H30のみ）自らの命を守
る行動等について、改めて知っていただく機会となりました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

・職員向けの年度初めの研修については、新人職員、避難所派遣職員等という
基準で参加しており、着実に防災への基礎知識及び避難所での活動内容等に
ついて理解が高まり、結果として、災害時での避難所開設への対応を円滑にで
きました。
・一方で、東日本台風では、想定以上の避難者数であったことなどから、避難
所での運用での対応に混乱をきたした面があるなど、今後の検証等が必要な
課題も生じたため。

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ

・地域防災力の向上を図るため、引き続き、職員向けの研修・訓練（本部設置訓練・
風水害発生時の対応訓練、新任訓練ほか）及び属性別訓練（中学生、小学生向けの
減災マップ作り等の研修）を実施していくと共に、地域の方などの関係者と避難所運
営会議（研修・訓練）の充実を図っていきます。特に、台風第１９号の検証で得たもの
をマニュアル等に反映することにより、より適切・円滑な災害対応が行えるよう取り組
んでいきます。
・災害ボランティアの受け入れ訓練については、東日本台風時の災害ボランティアセ
ンターでの実績等を踏まえ、引き続き社会福祉協議会と連携して取り組んでいきま
す。

52



改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

その他の活動実績

【H30・R01】
・大学・地域連携事業の実施
・町内会等の活動への参加促進に向けた啓発活動の実施
・磨けば光る多摩事業（多摩区市民提案型協働事業）の募集・実施
・地域包括ケアシステムの構築に向けた、地域づくり推進のための町会ヒアリングなどの実施
・認知症サポーター養成講座、認知症講演会の実施
・「多摩区地域人材育成基本方針」に基づく地域人材育成に向けた取組の実施
・公募区民による検討会及びフォーラムの実施、「多摩区におけるソーシャルデザインセンター開設案」策定

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

4．状況の変化により目標を達成できなかった

4

・小学生に対する認知症サポーター養成講座や、中学生に対する認知
症講演会の実施

実績 18 18 19 校

説明 認知症サポーター養成講座又は認知症後援会を実施した小中学校数

3

・町内会等の活動への参加促進に向けた啓発活動の実施
（町内会・自治会の取組紹介欄を設けたリーフレットの作成・配布）

実績 4 4 4 団体

説明
町内会等の活動への参加促進に向けた啓発活動として、リーフレットの作成・配布
を行った町内会等の団体数

2

・大学・地域連携事業の実施

実績 3 2 2 件

説明
区内３大学（専修大学、明治大学、日本女子大学）の知的資源、人材を活用して実
施した連携事業の件数（令和元年（2019）年度は専修大学、明治大学各1件）

単位

1

・磨けば光る多摩事業（多摩区市民提案型協働事業）の募集・実施

実績 3 3 2 件

説明
磨けば光る多摩事業として区と市民活動団体が協働して実施した事業の件数
（令和元年（2019）年度は提案：3事業、採用：2事業）

説明 実績

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

現状

　多摩区役所では、これまでも町内会・自治会を中心とした地域住民組織、大学、ＮＰＯ等と協働・連携し、地域の課題解決、地域の活性化に向けてさまざま
な分野で取組を進めてきました。
　今後、高齢化の更なる進展や将来の人口減少への転換が見込まれるなど、社会状況が激しく変化していく中、より多様化する地域課題を解決していくた
めには、地域人材の育成や多様な主体同士の連携が求められています。

取組の方向性

　町内会・自治会をはじめする地域住民組織等と引き続き連携しながら地域課題解決に向けた取組を進めるとともに、自助・互助の理念の浸透や地域人材
育成の推進を通じて、区民の地域活動への参加促進を図ります。
　また、３大学（専修大学、明治大学、日本女子大学）が立地する地域特性を活かし、大学生の地域参加を促進する取組を実施することにより、地域の活性
化を推進します。

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・大学・地域連携事業の実施及び学生の地域参加促進に向けた新たな事業の実施
・転入者・未加入者の町内会・自治会加入に向けた啓発活動の実施
・多摩区市民提案型協働事業の募集・実施、事業継続発展のための報告会などの場を活用した助言
・地域包括ケアシステムの推進に向けた地域資源調査及びモデル事業を踏まえた各地域における取組の実施
・小・中学生に対する認知症サポーター養成講座等の実施
・「多摩区地域人材育成基本方針」に基づく市民活動の新たな担い手の発掘・育成に向けた事業の実施
・これからのコミュニティ施策の基本的考え方における区域レベルの取組である「多摩区ソーシャルデザインセンター」について、区民、地域活動団体、企業
等の多様な主体と連携した取組を実施し、令和元（2019）年度中に開設

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

改革項目 No.・課題名 所管

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進 20 多様な主体の参加と協働による地域課題の解決や地域の活性化に向けた取組の推進 多摩区役所

関連する
事務事業

事務事業コード 事務事業名

50103090 地域課題対応事業（多摩区）
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

　これまでに「磨けば光る多摩事業」に採用した事業のうち、15事業が継続的に
実施されていることで、地域団体が主体となった地域課題の解決が図られてお
り、あわせて、行政負担の軽減にもつながっていますが、継続した事業の実施
には団体構成員の高齢化などの課題もあるとのことから、新規事業の事業の
実施や振り返りなどにおいて、「磨けば光る多摩事業」終了後も地域で自立した
取組が継続的に行われるよう事業手法に関する助言等を行っていく必要がある
ため。

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ

　町内会・自治会をはじめとする地域住民等と引き続き連携しながら地域課題解決に
向けた取組を進めるとともに、自助・互助の理念の浸透や地域人材育成の推進を通
じて、区民の地域活動への参加促進を図ります。
　また、３大学（専修大学、明治大学、日本女子大学）が立地する地域特性を活かし、
大学生の地域参加を促進する取組を実施することにより、地域の活性化を推進しま
す。
　さらに、地域で活動する団体を支援する多摩区ソーシャルデザインセンターの取組
と、中間支援的機能を有する既存の区役所事業との連携を図ります。

説明

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ ○ カネ ○ 情報 － その他 －

区分選択の理由

【ヒト・カネの効果】
（H30・R01）
・「磨けば光る多摩事業」について、平成18（2006）年度の事業開始以降、採用し立上げを支援した事業のうち、成果指標の目標値には届
きませんでしたが、平成29（2017）年度に引き続き、15事業が令和元（2019）年度においても、継続的に実施されていることで、地域団体
が主体となった地域課題の解決が図られており、あわせて、行政負担の軽減にもつながっています。

【ヒトの効果】
（R01）
・大学生の地域参加を促進する大学・地域連携事業の実施に際し、地域で行われているイベントに大学生が関わることで、地域と大学生
との新たな交流が生まれています。また、同事業へ参加した大学生による区役所主催の別事業への参加や、継続して地域活動に取り組
みたいという意向を持つ学生も確認されるなど、地域活動の担い手となる大学生の発掘が図られています。
・町内会等の活動への参加促進に向けた啓発活動として作成した町内会紹介パンフレットについては、町内会による加入促進活動で活
用されるなど、町内会活動の支援につながっています。
・小学生に対する認知症サポーター養成講座や、中学生に対する認知症講演会では、事後アンケートの中で「認知症の人をサポートした
い。助けたい。」などといった声があがるなど、認知症の方へのサポートについて理解が広がっています。

【ヒト・モノの効果】
（R01）
・「多摩区ソーシャルデザインセンター」を令和2（2020）年3月にプレオープンし、地域情報の収集や相談対応などの取組を開始したことに
より、地域で活動する人材の発掘及び地域で活動する団体の支援につながっています。

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

説明 実績

目標

19以上

団体

説明
これまでの多摩区市民提案型協働事業の選定事業者に対するアン
ケート調査等において、「継続して取組を行っている」と回答した団体数

実績 15 15 15

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 区分 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

1

多摩区市民提案型協働事業の取組継続団体数

ヒト

目標 16 17 18
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

50103090 地域課題対応事業（多摩区）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

改革項目 No.・課題名 所管

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進 21 総合的な地域防災力の向上 多摩区役所

関連する
事務事業

事務事業コード 事務事業名

現状

　多摩区は、洪水・土砂災害等に対する脆弱性が高く、また、近隣自治体と隣接している地域であることから、広域的
被害も想定されるため、防災意識の向上や地域防災力の強化に加えて、隣接自治体や関係機関と連携した対応も必
要です。また、平成28（2016）年４月に発生した熊本地震への職員派遣等により、発災後の災害対応業務と通常業務
における課題が明らかになり、区役所職員の災害対応力の更なる向上が必要となっています。

取組の方向性

・避難所運営会議による訓練の実施や、地域の新たな人材、組織等の地域防災活動への参加等を促進することで、自
助・共助（互助）による地域防災力の向上を図ります。
・災害時に円滑に連携して対応することができるよう、隣接自治体や関係機関との調整を図ります。
・区役所職員がより主体的に災害対応業務を担うことができるよう、職員の災害対応力の向上を図ります。

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・避難所運営会議が主体となった、より充実した訓練実施の促進
・従来の防災訓練等に参加していない区民や組織も参加しやすい内容での訓練実施などによる地域の新たな人材の
地域防災活動への参加の促進
・地域特性に応じた訓練及び防災意識を醸成するための啓発活動の実施
・隣接自治体等との連携による検討会議の開催や訓練実施などに向けた調整
・災害時の実例の検証等を踏まえた区役所職員の意識向上及び災害対応力向上のための研修、訓練等の実施

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

目標

説明 実績

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

1

避難所運営会議を開催した箇所数

実績 21 21 21

説明
当該年度に多摩区内の避難所において、避難所運営会議を実施した避難所の箇
所数

その他の活動実績

・避難所運営会議が主体となった訓練等の実施
      自主防災組織の訓練　（H30） 79回、（R01） 63回実施
     避難所運営会議の会議や訓練　　（H30） 49回、（R01）90回実施
・区民や組織も参加しやすい内容による訓練の実施
　　多摩区総合防災訓練参加者数　(H30)  ９月菅中学校約1,000人     （R01）９月下布田小学校1,000人
                                                       (H30) 11月三田小学校約800人    （R01) 11月東生田小学校約600人
・地域特性に応じた訓練及び防災意識を醸成するための啓発活動の実施
　　防災フェア来場者数　　（H30） 約500人、（R01） 約400人参加
　　防災出前講座　　　　　　（H30）20回、（R01） 50回実施
・災害時の実例等を踏まえた区役所職員の意識向上及び災害対応力向上のための研修、訓練等の実施
　多摩区役所の災害対応体制の概況研修　（R01）計４回（５月１５日に１回、１月２８日に３回）　参加者６３人

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 区分 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

1

区内全指定避難所（21か所）のうち、訓練を実施した避難所数

ヒト

目標 21 21 21 21

箇所

説明 区内全指定避難所（21か所）のうち、訓練を実施した避難所数 実績 13 17 10

目標

単位

説明 実績

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

説明

取組の
総体的
効果

区分

ヒト △ モノ － カネ － 情報 － その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30）
・令和３（2021）年度末までに、区内の全指定避難所（21箇所）で避難所開設（運営訓練）を実施することとしておりましたが、昨今の災害
状況等も踏まえ、目標を前倒し、平成30（2018）年度に目標達成することを目指して取り組むことで、18箇所の指定避難所での訓練実施
に至りました。
・多摩区総合防災訓練では、地域特性に応じた防災訓練を実施し、誰でも参加できる体験型訓練を導入するなど、区民の防災意識の向
上を図りながら実施したことにより、９月に菅中学校で約1,000人　11月に三田小学校で約800人の区民参加を得ることとともに、地域の福
祉施設(4施設）や商店（2店舗）等の参加を得て、防災訓練を通じた地域のつながりの輪が広がりました。
・多摩区役所の災害対応体制の概況研修後に実施した受講者アンケートにおいて、「講座の成果を今後の業務に活かしていけるか」との
問いに「思う」「少し思う」の割合が95.0％、「講座に期待していたものは得られましたか」との問いに「十分得られた」「ある程度得られた」の
割合が96.0％であったことから、研修の実施による一定の効果があったものと考えます。
（R01）
・避難所運営会議では、地域の繋がりや各自の備えの重要性を、東日本台風（台風１９号）での避難所開設で経験したことにより、実践的
な訓練の実施やそれぞれの役割を確認するための会議を行うことができました。
・多摩区総合防災訓練では、９月に下布田小学校（参加者約1,000人）で地域の商店街や地域活動団体が参加し、１１月に東生田小学校
（参加者約600人）で４年生を対象に防災授業の発表・啓発ブースを実施して児童・ＰＴＡが参加することで、防災訓練を通じた地域のつな
がりの輪が広がりました。
・訓練実績数が目標値を下回っていますが、区内の避難所運営会議では、各々が主体的に訓練や会議を行っており、自主性に任せてい
るところです。目標値として訓練実施件数を掲載しておりますが、避難所によっては、年度により訓練の代わりに防災講話等を実施してい
るところもあります。
・職員研修では、東日本台風での区役所の対応について、各職員と情報共有を図るとともに、実際に避難所で運営に当たった職員からの
体験談の報告により、災害対応を自分事として考えることに効果があったものと考えます。
・一部の避難所では、日々の訓練、研修等の実施により、東日本台風発生時には、自主防災組織（町会、PTA）のメンバーが中心となり、
積極的に避難所運営に協力いただきました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

　防災訓練や防災啓発の実施により、区民の防災意識の向上や地域防災力の
強化にもつながり、一方では、東日本台風において、一部の避難所で避難者が
1,000人を超え、数名の区職員と学校関係者だけによる対応だと困難を極める
ような明らかになった課題があったものの、これを踏まえて今後の取組に活か
すとともに、災害対応業務を経験した職員による研修を開催したことで、区役所
職員の災害対応力の更なる向上に寄与することができたため。

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
　区民意識アンケートにおいて災害時の対応等の危機管理が47.1％と高いことや、
東日本台風における課題や経験を踏まえ、地域防災計画の見直し、区民の防災意
識の向上と区役所職員の防災対応力の向上などを図ることによって、更なる多摩区
の自助・共助・互助による地域防災力の向上に結びつける取組を進めていきます。
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

その他の活動実績

【H30】
・麻生区市民活動団体検索システムの運用（341団体登録）
・「麻生市民交流館やまゆり」との連携により、市民活動団体の紹介冊子を作成し、次年度から行う配布やＨＰ掲載の準備を行いました（1,000部）。
・市民活動団体の交流イベント「ビバ！あさおの子どもたち2018」「やまゆり登録利用団体活動発表会」、市民活動への参加促進のための講座「目指せ！ア
クティブシニア講座」を開催しました。
・「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」に係るワークショップの中で、中間支援を担う区民同士の意見交換を通じて、今後の市民活動、地域活動支
援のあり方を検討しました。
・地域住民のつながり等を目的とした町内会事業提案制度事業を実施しました（2町内会・自治会）。
・町内会・自治会への加入促進等のために、「町会・自治会ガイドブック」を改訂しました（5,000部）。
【R01】
・麻生区市民活動団体検索システムの運用（376団体登録）
・「麻生区における地域人材コーディネート機能の解説書」を作成し、区内の生涯学習、市民活動支援に係る施設に配布しました。また、ホームページ上にも
掲載し、公開しました。
・「ビバ！あさおの子どもたち2019」では、新たに子ども向けの企画を取入れ、入場者数を大幅に増加させました(推定入場者数500名　昨年150名)。
・「これからのコミュニティ施策」に係る「まちのひろば」プロジェクトを立上げ、区内のまちのひろばやまちのひろばを象徴するロゴなどを募集し、次年度の冊
子発行に向けて情報を収集・編集しました。
・地域活動を始める際の市民活動相談窓口をPRするため、新たに「しんゆりフェスティバル・マルシェ」にブースを出展し、来場者へ市民活動相談窓口をPR
しました。さらに、実際の市民活動団体と協力しステージ上で活動内容を見せることで、来場者に対して市民活動を認知させることができました。
・地域住民のつながり等を目的とした町内会事業提案制度事業を実施しました（2町内会・自治会）。
・町内会・自治会への加入促進等のために、「町会・自治会ガイドブック」を改訂しました（5,000部）。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

4．状況の変化により目標を達成できなかった

単位

説明

説明 実績

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

現状

　地域を取り巻く状況の変化による地域内での関係性の希薄化や、町内会・自治会への加入率の低下、担い手の高齢化等の課題が顕在化するなど、地域
の課題は複雑多岐にわたっています。
　このような状況から、町内会・自治会等を中心とした地域の課題解決に向けた取組の支援や、市民組織が運営する区の市民活動支援拠点「麻生市民交
流館やまゆり」と連携した区における市民活動支援施策の展開など、区民参加と協働による地域課題の解決及び市民協働のまちづくりの推進を図る必要
があります。
　あわせて、地域の特性を活かした区づくりを推進するため、地域人材の発掘・支援による市民活動・地域活動の更なる活性化に向けた取組を進めていく
必要があります。

取組の方向性

・地域の担い手である町内会・自治会が行う事業を支援することにより、地域住民のつながりや地域の課題解決力の強化を図ります。
・地域が主体となった地域課題の解決に向けた取組が広がるよう、住民への自助・互助の理念の浸透に向けた取組を進めます。
・「麻生市民交流館やまゆり」との連携により、市民活動の一層の推進を図ります。
・地域人材を発掘・支援するとともに、市民活動・地域活動へつなげていく仕組みとして平成29（2017）年度に運用を開始した「麻生区市民活動団体検索サ
イト」を活用し、市民館や区内関係機関の相談体制とも連携しながら取組を推進します。

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・地域住民のつながりや地域の課題解決力の強化を目的とした町内会事業提案制度事業を実施します。
【H30】
・区民の市民活動や地域活動への参加の促進に向けて、「麻生区市民活動団体検索サイト」の登録団体数の増加や、より分かりやすい情報提供に取り組
み、効果的な運用を図ります。
・町内会・自治会への加入促進や、地域コミュニティの活性化に向けて、「町会・自治会ガイドブック」を改訂します。
・市民活動団体の交流を目的としたイベントや、市民活動への参加促進のためのアクティブシニア講座などを開催します。
・今後の市民活動、地域活動支援のあり方について検討します。
【R01】
・町内会・自治会の負担軽減策として、単会への支援のあり方や一括配送方式について検討します。
・「町会・自治会ガイドブック」改訂版を活用し、町内会・自治会への加入促進や地域コミュニティの活性化を図ります。
・市民活動団体の連携、交流、支援及びシニア世代を対象とした地域活動促進に向けた講座を開催します。
・「麻生市民交流館やまゆり」の事業の中で、地域コミュニティの形成に向けた新たな交流のきっかけづくりや、講座の企画を検討、実施します。
・地域人材の発掘・育成のためのコーディネート機能の確立に向けた解説書を作成します。

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

改革項目 No.・課題名 所管

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進 22 多様な主体の参加と協働による地域課題の解決や地域の活性化に向けた取組の推進 麻生区役所

関連する
事務事業

事務事業コード 事務事業名

50103100 地域課題対応事業（麻生区）
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・市民活動団体検索サイトの掲載を376団体に広げ、「麻生区における地域人
材コーディネート機能の解説書」作成や、「まちのひろば」プロジェクトによる応
募活動、また、町内会・自治会への加入に向けた新たな手法を取り入れること
で、多様な主体の参加と協働による地域課題の解決や地域の活性化に向けた
取組の推進に寄与することができました。

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・市民活動検索サイトや解説書を用いて、実際に相談窓口や団体支援の際に活用す
ることで、地域活動を促進させます。
・市民活動の一層の推進を図るための「麻生市民交流館やまゆり」における市民活
動団体や多世代間交流、市民活動団体の情報発信、市民活動相談窓口の開設等を
推進します。
・地域コミュニティの形成を推進するための「あさお希望のシナリオプロジェクト」との
連携による、地域活動の促進を検討します。
・町内会・自治会への加入促進や協働による町内会事業提案制度の実施など、町内
会・自治会の活動の支援・負担を軽減します。

説明

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ ○ カネ － 情報 ○ その他 －

区分選択の理由

【ヒト・モノ・情報の効果】
（H30）
・麻生区市民活動団体検索システムの構築により区役所、区社会福祉協議会、ＮＰＯ法人あさお市民活動サポートセンターに登録してい
る団体（341団体）の団体データを取りまとめることにより、市民活動等に参加したい区民が自己の希望に合った市民活動団体を検索する
ことができる環境が整備されました。
・市民活動の情報発信に当たり、区民の視点で市民活動団体を取材し、約150団体を紹介冊子「あさおナビ2019」にまとめたことにより、区
民に対し、多種多様な市民活動について、より身近な情報を提供することが可能となりました。更に、地域デビューに係る相談窓口や講座
等での活用につながりました。
・「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」に係るワークショップの開催により、市民活動や地域活動を支える中間支援組織の現状
や課題について、中間支援を担う区民同士が話し合う機会を提供でき、次年度につながる関連施策の議論の契機となりました。
（R01）
・麻生区市民活動団体検索システムで、区役所、区社会福祉協議会、ＮＰＯ法人あさお市民活動サポートセンターに登録している団体
（376団体）の団体データを統一的に扱うことにより、市民活動等に参加したい区民が自己の希望に合った市民活動団体を検索することが
できる環境を提供しました。
・生涯学習、市民活動支援施設等へのヒアリング調査をもとに「麻生区における地域人材コーディネート機能の解説書」をまとめ、地域人
材の発掘・育成のためのコーディネート機能の確立に向けて、効果的なノウハウを提供することが可能となりました。
・市民活動団体の連携、交流、支援及びシニア世代を対象とした地域活動促進に向けた講座として市民活動団体発表会、アクティブシニ
ア講座を開催し、講座終了後には、受講者が新しい活動団体を立ち上げました。また、「ビバ！あさおの子どもたち」では、新たに子ども向
けの企画を取入れることで来場者を500名（昨年比350名増）へと増加させ、多世代間交流等の促進につなげました。
・「まちのひろば」プロジェクトを立上げ、誰もがつながり、交流し、次の活動のきっかけをつくる場となる麻生区内のまちのひろばやロゴな
どを募集し、まちのひろば（100件程度）情報の収集やロゴマークの応募（10件）を得て、次年度の冊子発行に向けて編集作業を行い、地
域コミュニティの形成を目的とした新たな交流のきっかけづくりに資する取組となりました。
・地域の担い手である町内会・自治会の提案に基づく「麻生区町内会事業提案制度」を実施し、委託契約を行うことで、委託を受けた町内
会・自治会では、高齢者が気軽に外出できる環境が整い、多世代との交流及び健康づくりに寄与し、地域の課題解決につながる事業を行
うことができました。
・「町会・自治会ガイドブック」改訂版を発行し、町内会・自治会の運営や活動等の情報発信を行うことによって、麻生区に転入された方
や、まだ町内会・自治会に加入されていない方に対して加入促進を図ることができました。また、ホームページから加入申込ができるよう
に新たに専用フォームを作成し、4件の加入につなげることができました。

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

説明 実績

目標

350以上

団体

説明 麻生区市民活動団体検索サイトの掲載団体数 実績 298 341 376

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 区分 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

1

麻生区市民活動団体検索サイトの掲載団体数

ヒト

目標 350以上 350以上 350以上
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進

取組の方向性

所管

消防局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

消防団関係事業

事務事業コード

10104060

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・消防団員の確保（広報活動を通じた、女性消防団員の入団促進、学生消防団員活動認証制度の周知による大学
生等の入団促進など、幅広い層への積極的な加入促進の実施）
・各種イベント、消防フェア、区民祭、町内会・自治会の会合等での消防団活動の広報の実施
・消防団応援事業所登録事業所数の拡大
・消防団員の処遇改善に向けた取組の実施（資器材の計画的な配備、他都市の状況を踏まえたより適正な年額報
酬及びその支給方法の検討など）
【H30】
・自主防災組織への訓練指導の実施
・他都市における機能別消防団員等の活用状況の調査による、その有用性の検討
【R01】
・消防隊と連携した各種訓練や自主防災組織への訓練指導の実施
・機能別団員の他都市における活用状況の調査及び導入に向けた検討 （大規模災害活動や広報活動に特化した
機能別団員の活動範囲や入団要件等の検討）

説明

単位

　地域防災力の充実・強化が課題となっている一方で、高齢化の進展等の社会情勢を取り巻く環境の変化により、
地域防災力の中核を担う消防団員の確保が困難になっており、女性や学生等を含めた幅広い層への積極的な加
入促進に一層取り組む必要があります。

実績

23 消防団を中核とした地域防災力の充実・強化

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　平成27（2015）年度に創設した「消防団応援事業所制度」や平成28（2016）年度に創設した「学生消防団員活動認
証制度」の活用、消防団員の活動環境の整備等による消防団員確保への取組や、消防団員を中心として行う自主
防災組織への訓練指導など、消防団を中核とした更なる地域防災力の充実・強化に向けた取組を進めます。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30・R01】
・消防団員の確保に向けて、消防団員募集のポスターやパンフレット等により、自主防災訓練や小学生、中高生を
対象とした防火・防災教育の場等、さまざまな機会を捉えて広報を実施するなど、消防団活動の広報、イメージアッ
プに取り組み、幅広い層を対象に消防団への加入促進を図りました。
・消防団応援事業所登録事業所数の拡大に向けて、事業所に対し協力依頼を行うなど、制度の周知に取り組みま
した。
・平成30(2018)年度に、個人装備品として救命胴衣600着を調達・貸与し、全消防団員への個人貸与が完了し、さら
にチェーンソー22台を調達し、各消防団へ配置しました。また、令和元(2019)年度に、チェーンソー16台、エンジン
カッター36台を調達し、全器具置場へ配置が完了しました。
・消防団強化対策検討委員会において、機能別団員制度の導入や消防団員の処遇改善のための被服や装備品
等の改善及び充実強化について検討しました。
・消防団員の処遇改善として、他都市の状況や消防庁長官の助言を踏まえ、本市としての支給する年額報酬の適
正額の検討を行い、増額に向け関係局と協議しました。
【H30】
・自主防災組織への訓練指導については、消火ホースキットや水消火器取扱訓練などを57回実施しました。
・消防団員の身分を保持したまま一定期間活動を休止できる休団制度の創設に向け、条例改正等の所要の整備を
行い、平成31（2019）年４月に休団制度を創設しました。
【R01】
・消防隊と連携した各種訓練を32回、自主防災組織への訓練指導を45回実施しました。
・令和２（2020）年度から機能別団員制度の創設に向け、条例改正等の所要の整備を行いました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

ヒト

目標・実績 H29年度 H30年度

消防団応援事業所登録事業所数

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

実績 56 95

説明

R03年度 単位

90.8以上

－

R01年度 R02年度

98

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ

・消防団員の確保に向けた取組の更なる推進（女性消防団員の入団促進、学生消
防団員活動認証制度の周知による大学生等の入団促進など）
・消防団活動の広報の実施
・消防団応援事業所登録事業所数の拡大
・自主防災組織への訓練指導の実施
・消防団員の処遇改善に向けた取組の実施（個人装備品の改善及び計画的な配
備など）
・機能別団員の入団促進

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30・R01）
・成果指標である「消防団員数の充足率」は、平成31（2019）年４月１日時点で84.3％、令和２（2020）年４月１日時点で82.2％となり、平
成30（2018）年４月１日時点の87.0％から低下しました。
・消防団員に福利厚生面で支援する消防団応援事業所の登録事業所数について、平成29（2017）年度の56事業所から、平成30
（2018）年度は39事業所増加し95事業所となり、令和元（2019）年度には３事業所増加し98事業所となりました。
・平成30（2018）年４月に多摩及び麻生消防団において、初めて女性が入団し、これにより全ての消防団に女性団員が参加することと
なり、平成31（2019）年４月１日時点で市内全体で女性団員が125名、令和２（2020）年４月１日時点で123名となりました。
・学生消防団員活動認証制度について、平成29（2018）年度に２件、平成30（2018）年度に１件、令和元(2019)年度に２件の申請があり
ました。
・全消防団員への救命胴衣の個人貸与の完了や、チェーンソー及びエンジンカッターの全器具置場への配置の完了など、安全装備品
等の充実により、活動の安全性を向上させることができました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

　全消防団員への救命胴衣の個人貸与の完了等により、活動の安全性が向
上、災害対応能力を向上させることができた。また、消防団員の確保に向け
た取組の結果、消防団応援事業所登録事業所数の増加や、学生消防団員
活動認証制度の新規申請などにつながったものの、成果指標である「消防団
員数の充足率」は減少している状況であり、消防団員の確保及び消防団活
動の充実に向けた取組の更なる推進が必要であるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト △ モノ －

単位

1 ％

1

説明

事業所

説明

ヒト

R01年度

消防団応援事業所として登録されている事業所の数

区分

実績

カネ － 情報

84.3 82.2

R02年度

目標

取組年度の翌年度４月１日時点の消防団員数／条例定数（1,345人）×
100（％）

R03年度

目標消防団員数の充足率

実績 87.0
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

地域の寺子屋事業

事務事業コード

20301030

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・ＨＰや市政だよりなどによる周知・募集活動（随時）
・地域の寺子屋推進フォーラムの開催による周知・募集活動
・新規実施校校区における町内会や保護者への協力者募集（随時）
・各地区における民生委員児童委員協議会や町内会などでの周知活動（随時）
【H30】
・寺子屋先生養成講座の実施（１箇所４回で年９か所開催）
・寺子屋コーディネーター養成講座の実施（１箇所５回で南・中・北部３箇所開催）
【R01】
・寺子屋先生養成講座の実施（１箇所４回で各区（７箇所）及び中学校への展開を視野に入れたコース（１箇所）の
計８箇所で開催）
・寺子屋コーディネーター養成講座の実施（１箇所５回で南・中・北部３箇所開催）

説明 実績

改革項目

取組1-(1)参加と協働・連携による多様な主体が共に担うまちづくりの推進

現状

　地域の寺子屋事業については、地域ぐるみで子ども達の学習や体験をサポートする仕組みづくりや、シニア世代
をはじめとする地域のさまざまな方の知識と経験を活かした多世代で学ぶ生涯学習の拠点づくり、子ども達に豊か
な学びや体験の機会を提供することによる学ぶ意欲の向上や豊かな人間性の形成を目的として、平成26（2014）年
度に事業をスタートし、その後、地域の実情にあわせて拡充をしてきました。今後、全小・中学校での実施をめざし、
事業を担う人材の確保等に更に取り組んでいく必要があります。

24 地域の寺子屋事業を担う人材の確保

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

38 47 55

説明 翌年度４月１日において寺子屋を開設している箇所数

実績

取組の方向性
　より多くの人に寺子屋事業について知ってもらうための広報活動の強化とあわせ、全小・中学校での事業展開を
めざし、実施団体や人材の確保等に取り組みます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

教育委員会事務局

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績

【H30・Ｒ0１】
・ＨＰ、市政だより、かわさきＦＭで事業の周知や、寺子屋先生の募集を行いました。
・毎年、地域の寺子屋推進フォーラムを開催し、多くの市民に事業を周知しました。
・その他、町内会や保護者への協力者募集、民生委員児童委員への周知活動などを実施しました。
【H30】
・川崎市生涯学習財団と連携して、寺子屋先生養成講座を１箇所４回で年９箇所開催しました。
・教育文化会館、各市民館と連携して、コーディネーター養成講座を１箇所５回で年３箇所開催しました。
【R01】
・川崎市生涯学習財団と連携して、寺子屋先生養成講座を１か所４回として年８箇所開催し、うち１箇所は中学校へ
の展開を見据えた養成講座を行いました。
・教育文化会館、各市民館と連携して、コーディネーター養成講座を、１箇所５回として市内２箇所で開催するととも
に、特に外国につながる子どものサポートを行う寺子屋を拡充するための人材育成の講座を１箇所で実施しまし
た。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

箇所

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

1

寺子屋の開設箇所数

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

○

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ

寺子屋の更なる拡充に向けて、必要な取組の見直しや改善を行いながら、引き続
き各取組を進めていきます。
・寺子屋先生養成講座、寺子屋コーディネーター養成講座の実施
・ＨＰや市政だよりなどによる周知・募集活動
・地域の寺子屋推進フォーラムの開催による周知・募集活動
・新規実施校校区における町内会や保護者への協力者募集の呼びかけ
・民生委員児童委員や町内会等への周知活動

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30・R01）
・地域の協力を得ながら実施する本事業については、地域や学校の実情に応じて新規開設を進める仕組みであることから、平成30
（2018）・令和元（2019）年度に見込んでいた新規開設数に及ばなかったため、成果指標については目標を達成しませんでしたが、本
取組を通して、寺子屋先生として本事業に参画する人材や、寺子屋事業運営を担うコーディネーターなどの確保が進みました。
・また、寺子屋先生養成講座やコーディネーター養成講座、フォーラムの開催などを、市民館等の社会教育施設と連携して行うことに
より、所管課職員、各施設職員の事業への理解と、市民との協働の姿勢が育まれました。

【モノの効果】
（H30・R01）
・本取組を通して地域の寺子屋事業を担う地域人材の確保が進んだことで、子どもの育ちを支える地域の大人が増え、より多様な大
人と子ども達が出会うことができました。
・人材の確保により寺子屋の新規開設が進み、より多くの子ども達に寺子屋に参加する機会を提供できました。
・参加した子ども達からは「宿題を教えてもらえて嬉しかった」「担任の先生とは違う先生と勉強できて、色んな話を聞いてもらった」「来
年も来たい」という声が得られています。

【情報の効果】
（H30・R01）
・講座やフォーラムの開催、各種広報活動を通じて、地域の寺子屋事業の趣旨である「地域の大人が地域の子どもの成長を支えるこ
とや、多世代交流の大切さ」を、市民と共有することが出来ました。
・参加した市民からは、「（寺子屋の取組は）とても素晴らしい」「もっと広めてほしい」という声があり、より多くの地域に寺子屋が広がっ
てほしいという機運の醸成につながりました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C
・地域の寺子屋事業の拡充にあたっては、寺子屋事業を担う人材の確保が
必須であり、各取組を進めることで、新たな人材の確保につながっている一
方で、成果指標に掲げる目標達成に向けては、課題もあるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ ○

説明

説明

ヒト

1,000 1,500

850 1,003

単位

578

カネ － 情報

単位

寺子屋先生や寺子屋コーディネーターとして地域の寺子屋の運営に参
加した市民の数

R03年度

目標地域の寺子屋の運営への参加人数

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

人

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

2,000 2,500以上

実績

R03年度

1

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

その他の活動実績

【Ｈ30】
・各区で外部評価及び聞き取り調査を実施し、その結果を踏まえたサービス向上研修を４回行いました。
・平成31（2019）年3月にコミュニティの将来を見据え、今後のコミュニティ施策を進める上での羅針盤となる「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」を
策定し、区予算のあり方等の今後の基本的な方向性を確認しました。
・説明会や通知等を通じて、平成29（2017）年度から明確化した区役所各課と業務所管課との関係に基づく適切な運用を関係課へ周知しました。
・川崎らしい地域包括ケアシステムの構築に向けて、各区役所保健福祉センター職員や関係局との協議を踏まえ、現行の保健福祉センターを地域みまも
り支援センター（福祉事務所・保健所支所）に改称し、併せて、現行の地域ケア推進担当、地域支援担当を地域ケア推進課、地域支援課として令和元
（2019）年度から設置する執行体制の整備を行いました。
【R01】
・各区で外部評価及び聞き取り調査を実施し、その結果を踏まえたサービス向上研修を４回行いました。
・区と意見交換を行い、課題を整理し、区予算の一つである「区の新たな課題即応事業」について、運用面の改善を行いました。
・説明会や通知等を通じて、平成29（2017）年度から明確化した区役所各課と業務所管課との関係に基づく適切な運用を関係課へ周知しました。
・「区における行政への参加」について、令和元(2019)年11月に考え方の骨子を取りまとめるとともに、今後の方向性や論点を整理するなどの取組を各区
と進めました。
・地区カルテを活用した組織間連携の強化について、地域包括ケア推進室と合同で令和2(2020)年3月に考え方をまとめました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

市民文化局

No.・課題名

目標・実績

目標

現状

・これまで、区行政改革としてさまざまな区役所機能の強化に取り組んできましたが、地方自治法の改正や、地域包括ケアシステムの構築、マイナンバー
制度の導入など区役所を取り巻く社会環境が変化してきていることから、平成27（2015）年度に策定した「区役所改革の基本方針」に基づき、共に支え合う
地域づくりに向けて、区役所機能の更なる強化を図る必要があります。
・これまでの取組により、まちづくり推進部、保健福祉センター、道路公園センターなどの組織整備を行ってきましたが、今後、10年後を見据えた「めざすべ
き区役所像」を実現するためには、地域づくりや、継続的なサービス向上、地域包括ケアシステムの構築などに向けた執行体制の整備を行っていく必要が
あります。

1 「めざすべき区役所像」の実現に向けた区役所機能の強化

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性

・「区役所改革の基本方針」に掲げる10年後を見据えた「めざすべき区役所像」としての「市民目線に立った行政サービスを総合的に提供する区役所」、
「共に支え合う地域づくりを推進する区役所」、「多様な主体の参加と協働により地域の課題解決を図る区役所」の実現に向け、区役所機能の段階的な強
化を図りながら、取組を進めます。
・地域づくりに向けた執行体制の整備や、継続的なサービス向上に向けた執行体制の整備、地域包括ケアシステムの構築に向けた執行体制の検証を進
めます。

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

区役所改革推進事業

事務事業コード

50103010

具体的な取組内容
（活動目標）

■市民感覚・現場起点による継続的な区役所サービス向上の推進
（H30・R01）
・区役所サービスに係る外部評価及び聞き取り調査、職員研修を実施します。
■「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」に基づく区役所機能の検討
（H30）
・これからのコミュニティ施策の基本的考え方」を平成30（2018）年度中に策定し、区予算のあり方、区における広報・広聴機能、区における地域づくりに向
けた執行体制等の基本的な方向性を確認します。
（R01）
・平成31（2019）年3月に策定した、今後のコミュニティ施策を進める上での方向性を示す「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」に基づき、区予算の
あり方、区における広報・広聴機能の検討を進めます。
■区役所と事業局との役割分担のあり方の見直し
（H30・R01）
・区役所と事業局との間の調整を円滑に進めるため、平成29（2017）年度から明確化した区役所各課と業務所管課との関係を関係課へ周知し、適切な運
用を図ります。
■区における執行体制の整備
（H30・R01）
・これからのコミュニティ施策の基本的考え方に基づく施策の推進、地域包括ケアシステムの構築、区における地域づくりに向けた執行体制を検証します。

説明 実績

改革項目

取組1-(2)区役所改革の推進
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

％

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

98.0以上 98.0以上

実績

R03年度

1

目標

各区役所利用者への聞き取り調査（年１回実施、１回に各区300人程
度）の質問（「本日は気持ちよく利用できましたか。」）に対して「はい」と
答えた人の割合

R03年度

目標区役所利用者のサービス満足度

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

カネ － 情報

単位

説明

説明

モノ

98.0以上 98.0以上

98.2 99.0

単位

98.7

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・「地区カルテ」を活用した組織間連携の強化に向けた取組を進めるとともに、区に
おける地域づくりに向けた執行体制の検討など、共に支え合う地域づくりを推進し
ていきます。
・市民との信頼関係を構築し、市民目線に立った、現場起点の継続なサービス向
上を図るため、区役所サービス向上指針評価・研修を実施するなど、引き続き「め
ざすべき区役所像」の実現に向けた取組を推進していきます。

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30・R01）
・成果指標である「区役所利用者のサービス満足度」について、平成30（2018）年度、令和元（2019）年度ともに、98.0％以上の水準を
維持することができました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B ・成果指標である「区役所利用者のサービス満足度」は、目標を達成すること
ができたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ －
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組1-(2)区役所改革の推進

取組の方向性

所管

中原区役所

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

地域課題対応事業（中原区）

事務事業コード

50103060

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・混雑期における窓口の増設
・大型マンション事業者や入居者への混雑状況の説明や申請書等の事前配布
・寮や社宅を所有する企業・大学等への混雑状況の説明や混雑日を避けた来庁への協力依頼
・メール配信サービスの活用による待ち時間の快適化
・「中原区なう」による待ち人数の情報発信と待ち時間の可視化
・業務の分業化とフロア案内の強化
・係、課を超えた協力体制の構築

説明

単位

　中原区は都心へのアクセスが大変便利になったことから、武蔵小杉駅周辺の再開発が進み、「住みたい街」として
も人気を集めており、平成47（2035）年度までに3,300戸分の大規模集合住宅の建設が予定されるなど、今後も中原
区の人口は増え続け、これに伴い転入届や出生届、婚姻届等の受付業務が増え続ける状況が見込まれます。
　また、中原区内には、企業の単身世帯用住宅も多く存在しており、人事異動等により毎年度末多くの社員の方が
転入届等の手続に来庁されるため、窓口混雑につながっている状況です。

実績

2 中原区役所窓口混雑緩和・サービス環境改善の推進

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

・「区役所サービス向上指針」に基づき、窓口サービスにおける更なる改善に向けた取組として、①業務の定期的な
見直しや工夫による改善、②混雑期における来庁者の分散化、③待合環境の快適化に向けた改善の３点について
実施し、窓口における待ち時間を現状値以下とするとともに、待ち時間を有効に活用していただけるよう取組を進め
ます。
・混雑期における区役所庁舎の既存スペースの有効活用についても検討を進めます。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30・R01】
・混雑期における窓口の増設
・大型マンション事業者や入居者への混雑状況の説明や申請書等の事前配布
・寮や社宅を所有する企業・大学等への混雑状況の説明や混雑日を避けた来庁への協力依頼
・メール配信サービスの活用による待ち時間の快適化
・「中原区なう」による待ち人数の情報発信と待ち時間の可視化
・業務の分業化とフロア案内の強化
・係、課を超えた協力体制の構築
・区役所4階旧食堂スペースを待合スペースとして活用

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

目標

実績

R03年度 単位

１・55以下 １・55以下

○

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・混雑期の受付窓口の増設
・マンション事業者や入居者への混雑状況の説明や申請書等の事前配布
・寮や社宅を所有する企業・大学等への混雑状況の説明や混雑日や混雑時間帯
を避けた来庁への協力依頼
・混雑状況や待ち時間のホームページへの掲載
・お呼び出しメール配信サービスの実施
・混雑期の庁内職員応援体制の確保とフロア案内の強化

その他 －

区分選択の理由

【モノ・情報の効果】
（H30・R1）
・成果指標である「混雑期における区役所窓口の最長待ち時間」について、平成29（2017）年度は1時間45分まで短縮し、引き続き業
務改善により短縮に向けて取り組み、平成30（2018）年度は45分まで短縮することができました。令和元(2019)年度は、新型コロナウイ
ルス感染症拡大に伴い外出自粛令が出ていた影響を受けて、3月28日(土）の来庁者が少なくなり、その反動で3月30日（月）に過去最
高の届出件数となったものの、待ち時間を1時間13分に抑えることができました。
・混雑情報サイト「中原区なう」において、「混雑予想カレンダー」や現在の混雑状況、「お呼び出しメールサービス」、手続き・窓口・処
理時間等の案内ちらしを配布するなど来庁者の待ち時間の有効活用に寄与することができました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B

平成31（2019）年3月下旬にタワーマンション竣工による大量転入があり、令
和元（2019）年11月からマイナンバーカードの電子証明書の更新手続きが開
始しましたが、部内協力を中心に区を挙げた取組と業務改善により、成果指
標である「混雑期における区役所窓口の最長待ち時間」を目標値以内とする
ことができました。また、来庁者が求める情報を適切に提供することで、来庁
者の待ち時間の有効活用にも寄与することができました。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ ○

単位

1
時間
・分

3

説明

説明

2

モノ

１・55以下 １・55以下

R01年度区分

実績

カネ 情報

0・45 1・13

R02年度

目標

年間を通じ区役所窓口が最も混雑する３月末において、受付番号札を
取ってから窓口に呼ばれるまでの時間のうち、最長のもの

R03年度

目標混雑期における区役所窓口の最長待ち時間

実績 １・45
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

50103070 地域課題対応事業（高津区）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

改革項目 No.・課題名 所管

取組1-(2)区役所改革の推進 3 区役所サービスの向上に向けた取組の推進 高津区役所

関連する
事務事業

事務事業コード 事務事業名

現状
　高津区役所では、「高津区役所サービス向上指針」に基づき、区役所全体でサービス向上に取り組んでいます。
　引き続き、多様化・増大化する市民ニーズを的確に把握しながら、信頼される区役所をめざして、区役所サービスの
更なる向上に取り組む必要があります。

取組の方向性

　「たかつ一言ポスト」など市民意見を区役所サービス向上につなげる仕組みを活用して、利用しやすい庁舎の環境整
備や区役所サービスの工夫・改善を継続的に行います。
　また、「庁内報」などを通じて、庁内の改善活動や市民サービス向上の取組成果を周知し、職員の情報共有や意識改
革につなげます。

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・来庁者アンケート「たかつ一言ポスト」を実施し、寄せられた意見をもとに窓口サービスの改善等に取り組みます。
・区民の視点にたった満足度の高いサービスを推進するため、区役所職員の窓口サービスや応接能力の向上等をめ
ざした研修を実施します。
・来庁者の視点に立った庁舎環境の整備を行います。
・区の事業や各部・課の取組など、区役所職員として知っておくべき事項の職員間における情報共有を図るため、庁内
報を定期的に発行します。

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

目標

説明 実績

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

説明

その他の活動実績

【H30・R01】
・平成30（2018）年度は、長年の懸案事項であったが手つかずのままだった庁舎1階ロビーを市の川崎Wood-
Education推進事業と連携を模索し、調整を行うことで、予定していなかった市政資料コーナー及びキッズスペースの
木質化による再整備を実施することができました。また、令和元（2019）年度は｢たかつ一言ポスト｣等で要望の多かっ
たトイレ環境の改善を行いました。消臭効果を期待して、市民団体から提供を受けた竹炭を各階トイレの洗面スペース
に設置したり、幼児用便座を設置しました。また、オストメイトに対応した前広便座を１階誰でもトイレに設置し、1、２階
の女性用トイレにLED灯具を増設しました。
・平成30（2018）年度・令和元（2019）年度とも　来庁者アンケート「たかつ一言ポスト」を実施し、寄せられた意見につい
ては、庁舎環境改善の取組に活かし、接遇等の苦言等については、該当課に知らせるだけでなく、対応内容も含めて
全課に情報提供して、改善に繋げました。
・平成30（2018）年度は、接遇能力向上研修を2回、外部講師による宮前区との合同研修を1回、救急救命AED研修を1
回実施、令和元年度は、接遇能力向上研修を2回、外部講師による宮前区との合同研修を1回、ハードクレーム対応研
修を１回実施し、市民対応能力の向上に取組みました。
・庁内報の発行を平成30（2018）年度は10回、令和元（2019）年度は８回行い、サービス向上・改善の取組活動や区の
行事等の職員間の情報共有を行いました。
・平成30（2018）年度・令和元（2019）年度とも当該事業予算に加えて、電力入札によるコスト削減予算等を活用し、庁
舎環境整備や障害者差別解消法の趣旨に沿った杖置き、筆談用ツール、車いす用記載台及びオストメイトに対応した
前広便座を設置する等改善を実施しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 区分 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

1

高津区役所利用者のサービス満足度

モノ

目標 98.0以上 98.0以上 98.0以上 98.0以上

％

説明
高津区役所利用者への聞き取り調査（年１回実施、１回に300人程度）
の質問（「本日は気持ちよく利用できましたか。」）に対して「はい」と答え
た人の割合

実績 99.7 99.0 98.3

目標

単位

説明 実績

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

説明

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ ○ カネ － 情報 － その他 －

区分選択の理由

【ヒト・モノの効果】
（H30・R01）
・高津区役所利用者サービス満足度(高津区役所利用者への聞取り調査（年1回実施、1回に300人程度)の質問「本日は気持ちよく利用出
来ましたか。」に対して「はい」と答えた人の割合）は、平成28(2016)年度96.9パーセント、平成29(2017)年度99.7％、平成30（2018）年度
は、99.0％（市全体98.2％）、令和元（2019）年度は、98.3％（市全体98.2％）と推移し、２年連続で目標水準をクリアしており、これまでの取
組により職員の接遇向上に一定の効果がありました。
・庁内報で各部署の取組等を共有することにより、職員から今まで見えていなかった他課が行っている事業や行事について見えるように
なってきたとの声が上がっており、職員の資質向上やサービスの向上に一定の効果があったと考えられます。

【モノの効果】
（H30・R01）
●以下の取組により、庁舎環境の改善・向上を果たすことができ、区民サービスの向上に寄与しました。
・「たかつ一言ポスト」で寄せられた意見により、区役所及び市民館の施設の不具合箇所の改善や更新の実施
・障害者差別解消法の趣旨に沿った杖置き、筆談用ツール、車いす用記載台、およびオストメイトに対応した前広便座等の設備・備品の
整備の実施
・Wood-Education推進事業と連携した1階市民ロビー市政資料コーナー及びキッズスペースの木質化による再整備の実施

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
高津区役所サービス向上計画に基づき、「たかつ一言ポスト」、職員研修、庁内
報発行、アメニティ向上の各事業にかかるワーキングチームの取組や各課の
改善取組により、庁舎環境の改善や職員の接遇能力の向上・改善を進め、市
民サービスの向上に繋げることができたため。

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
引き続き、「たかつ一言ポスト」の活用など、若手職員を中心とする区役所サービス
推進ワーキングチームや各課の改善取組を継続し、情報共有を充実させ、更なる市
民サービスの向上を進めていきます。
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

その他の活動実績

【H30】
・「みやまえ☆ご意見ＢＯＸ」に寄せられた意見を参考に、トイレに手すり(計20箇所)を設置しました。
・区接遇研修指導者等による接遇研修等を実施しました。また、指導者を継続的に確保するとともに職員の意識を
高めるため、接遇研修指導者を１名養成しました。
・庁舎案内板の更新を行い、レイアウトの変更を行いました。
・区民課の窓口混雑緩和に向け、臨時的な記載エリアと待合エリアの拡大を検討しました。
【R01】
・「みやまえ☆ご意見ＢＯＸ」に寄せられた意見を参考に、消毒液を各階のトイレ（計8箇所）に設置しました。
・向丘出張所の会議室の設備(椅子、机、ブラインド、ホワイトボード)を更新することで、イメージアップと利便性の向
上を図りました。
・庁舎内施設の環境整備推進のため、トイレに「前広便座、簡易洗浄器」（計４箇所）を設置しました。
・接遇研修指導者（６名）による接遇研修を年２回実施しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

宮前区役所

No.・課題名

目標・実績

目標

現状

・市民満足度の高い区役所サービスの提供に向け、サービス向上の取組の基本的な方向性を示した「宮前区役所
サービス向上アクションプラン」を取りまとめ、親切・丁寧な窓口応対や分かりやすい案内掲示等による快適な庁舎
環境の整備などに取り組んでいます。
・区役所で提供するサービスの質に対する区民の期待は一層高まっており、今まで以上に、市民の立場に立った行
政サービスを提供する区役所づくりを推進することが求められています。

4 市民目線に立った区役所サービスの推進

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性

・市民ニーズを的確に把握し、効果的な人材の育成を図り、区役所組織の活性化を推進するとともに、便利で快適
な区役所環境の構築に向けた取組を推進します。
・区役所利用者が手軽に意見を言える「みやまえ☆ご意見ＢＯＸ」を引き続き設置し、その意見等を参考に市民目線
に立ったサービス向上を推進します。

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

地域課題対応事業（宮前区）

事務事業コード

50103080

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・区役所トイレの手すり未設置箇所における手すり新設
・市民意見を反映させた、更なるサービス向上に向けた研修の実施
・区役所窓口で質の高い応対を提供するための指導員の育成
・市民への行政情報の効果的な提供に向けた検討・取組の推進
・新たな番号発券機を導入し、機器の機能を最大限活用した窓口混雑緩和に向けた検討・取組の推進
【R01】
・庁舎内施設の環境整備を推進します。
・「みやまえ☆ご意見ボックス」を庁舎内に設置します。
・若手職員で構成するワーキングチームにより分かりやすい窓口案内や快適なサービスの提供について市民目線
で検討を行い、改善に取り組みます。また、これまでに実施したワーキングによる取組について実効性の検証を行
います。
・接遇研修指導者等による接遇研修を実施します。

説明 実績

改革項目

取組1-(2)区役所改革の推進
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

％

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

98.0以上 98.0以上

実績

R03年度

1

目標

宮前区役所利用者への聞き取り調査（年１回実施、１回に300人程度）
の質問（「本日は気持ちよく利用できましたか。」）に対して「はい」と答え
た人の割合

R03年度

目標宮前区役所利用者のサービス満足度

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

カネ ○ 情報

単位

説明

説明

モノ

98.0以上 98.0以上

99.0 98.3

単位

98.3

○

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・「みやまえ☆ご意見ＢＯＸ」等の市民意見を各職場で共有するとともに、庁舎内施
設の環境整備の改善を行います。
・接遇研修指導者等による接遇研修の実施によりサービス向上を推進します。
・分かりやすい窓口案内の実施に向け庁内ワーキングチームによる検討及び取組
を実施します。
・より良いサービスの提供に向けワーキングによる検証結果を踏まえ、見直しや改
善の実施します。

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30）
・人材育成研修の接遇研修指導者を新たに１名養成し、継続的に区役所職員の意識やサービスの向上を図るための指導者の確保に
つなげました。

【モノの効果】
（H30）
・宮前区役所利用者のサービス満足度（宮前区役所利用者への聞き取り調査（年１回実施、１回に300人程度）の質問（「本日は気持
ちよく利用できましたか。」）に対して「はい」と答えた人の割合）が、平成30（2018）年度は99％となり、平成29（2017）年度の98.3％から
向上し、目標値を達成することができました。
・「みやまえ☆ご意見ＢＯＸ」に寄せられた意見を参考に、区役所すべてのトイレに手すりを設けることで、利用者の方が、以前よりも快
適にトイレを利用できるような環境となりました。
（R01）
・「みやまえ☆ご意見ＢＯＸ」に寄せられた意見を参考に、消毒液を各階のトイレ（計８箇所）に設置することで、利用者の方が、以前より
も快適にトイレを利用できるような環境となりました。
・向丘出張所の会議室の設備(椅子、机、ブラインド、ホワイトボード)を更新することで、イメージアップと利便性の向上を図りました。
・庁舎内施設の環境整備推進のため、「前広便座、簡易洗浄器」（計4箇所）を設置し、オストメイトの方がトイレを快適に使用できるよう
な環境となりました。
・年度末から年度始めの繁忙期において、記載エリアと待合エリアの拡大を行ったことにより、申請書等の記載及びお待ちいただく時
間等快適性の向上に繋がる環境作りを行いました。

【カネ・情報の効果】
（H30）
・番号発券機の更新に当たり、新たに民間事業者による広告掲出を行い、900千円の財政効果を令和元（2019）年度予算に反映する
とともに、新たに行政情報モニターを１台設置したことにより、窓口に手続に来られた方が、自身が呼ばれるまでの番号待ちの状況や
区政情報等を目で見て確認することができるようになりました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
「みやまえ☆ご意見ＢＯＸ」で日々寄せられる区民からの意見に基づき、区役
所設備の改善を行うことができた。また宮前区役所利用者への聞き取り調査
における区民サービスの満足度が平成30（2018）年度、令和元（2019）年度と
もに目標値を達成することができたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ ○
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

50103090 地域課題対応事業（多摩区）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

改革項目 No.・課題名 所管

取組1-(2)区役所改革の推進 5 より利用しやすい区役所に向けた取組の推進 多摩区役所

関連する
事務事業

事務事業コード 事務事業名

現状

　多摩区役所では、従来から安全で快適な庁舎環境の整備や職員の窓口対応力の向上など、より利用しやすい区役
所をめざし、利用者の意見をもとにさまざまな取組を行ってきました。しかしながら、市民ニーズはより多様化し、サービ
スの質についても高い水準が求められている中、市民サービスの向上に向けより一層の取組を進めていく必要があり
ます。

取組の方向性

　来庁された方の意見や窓口アンケート結果の分析などにより、庁舎環境に対する市民ニーズを的確に把握するとと
もに、区役所サービス向上委員会を中心としてより利用しやすい区役所に向けた取組を推進します。さらに、区役所内
全課の職員が参加するワーキンググループを編成し、さまざまな立場から区役所サービスの向上について検討を行
い、改善を進めます。

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・窓口アンケート等による市民ニーズの把握と寄せられた意見を踏まえた改善の検討・実施
・ワーキンググループによる区役所サービス向上に向けた取組の検討、改善の実施
・より利用しやすい庁舎環境の整備
・効果的な情報発信の推進
・サービス向上のための外部講師、接遇指導者による研修の実施
【R01】
・他の区役所等における業務改善事例についての検証

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

目標

説明 実績

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

説明

その他の活動実績

【H30・R01】
●窓口アンケートの実施により寄せられた意見及びその対応・改善について、区役所サービス向上委員会と連携して
情報共有・課題分析を行いました。
・庁舎設備等の不具合に関する意見が寄せられたため、時計の修理、トイレの温水便座対応、エレベーター絨毯対応
を実施しました。
●区役所サービスにおける課題と改善策について、各課から推薦された若手職員を中心としたワーキンググループで
討議・視察・聞き取り調査を行い、その結果等を踏まえ、各階窓口カウンターや申請書等記載台等に杖ホルダーや傘
立て等の設置を開始しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 区分 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

1

多摩区役所利用者のサービス満足度

モノ

目標 98.0以上 98.0以上 98.0以上 98.0以上

％

説明
多摩区役所利用者への聞き取り調査（年１回実施、１回に300人程度）
の質問（「本日は気持ちよく利用できましたか。」）に対して「はい」と答え
た人の割合

実績 100.0 98.0 100.0

目標

単位

説明 実績

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

説明

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ ○ カネ － 情報 － その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30・R01）
・サービス向上に対するワーキングチームに平成30（2018）年度は17人、令和元（2019）年度は17人の職員が参加しました。来庁者アン
ケートの意見を踏まえ、平成30（2018）年度は庁内イベント案内板及び喫煙所移設場所の検討、令和元（2019）年度は窓口案内データ
ベースの更新及びタブレット端末利用周知についての検討、各階窓口カウンターや申請書等記載台等に杖ホルダーや傘立て等の設置を
開始しました。現場視察や対応方法の検討などのグループワークを通じてサービス向上への意識改革が図られ、若手職員の人材育成に
つながりました。

【モノの効果】
（H30・R01）
・多摩区役所利用者のサービス満足度（多摩区役所利用者への聞き取り調査（年１回実施、１回に300人程度）の質問（「本日は気持ちよ
く利用できましたか。」）に対して「はい」と答えた人の割合）は、平成28（2016）年度96.6％、平成29（2017）年度100％、平成30（2018）年度
98.0％、令和元（2019）年度100％と高水準を維持しており、窓口アンケートの実施により寄せられた意見を踏まえた対応・改善や、若手職
員を中心としたワーキンググループでの討議結果を踏まえた見直しの実施などに一定の効果があったものと考えます。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C
　窓口アンケートの実施により寄せられた意見を踏まえた対応・改善の取組に
より、区役所利用者のサービス満足度の向上に一定の寄与をしていますが、依
然として市民対応や庁舎環境等に関する苦情もあり、こうした課題の解消に向
けて更なる取組を進めていく必要があるため。

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ

　来庁された方の意見や窓口アンケート結果の分析などにより、市民対応や庁舎環
境等に関する課題や市民ニーズを的確に把握して、これらへの対応・改善を図って
いきます。また、区役所サービス向上委員会を中心としてより利用しやすい区役所に
向けた取組を実施し、更に、区役所内全課の職員が参加するワーキンググループを
編成し、さまざまな立場から区役所サービスの向上に関する検討を行って改善を進
めていきます。
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）
R02年度 R03年度

取組の方向性 　職員の広報に対する意識の更なる醸成や広報媒体・手法の強化・充実、川崎市の都市ブランド（川崎市の良好なイメージ）の強化など、「伝える広報」か
ら「伝わる広報」への取組を推進します。

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・広報研修及びＣＭＳ操作研修、ウェブアクセシビリティ研修等を開催し、各局の広報スキルのアップやより効果的な情報発信につながる取組を推進しま
す。
・「シティプロモーション戦略プラン第２次推進実施計画」や「広報の基本方針」等に基づき、多様な媒体や手法を効果的に活用しながら戦略的な情報発信
を行います。
・ブランドメッセージ等を活用し、市民や民間企業と連携したプロモーションを実施しながら、シビックプライド指標の向上を目指します。
・メディアコーディネーターの活用等による広報マインドやスキルの向上を目的とした研修及び広報ＰＲ関係研修の充実を図ります。
・市政だよりや市ホームページといった媒体を活用し、関係者と連携しつつ市政情報や市の魅力を発信します。
・テレビ、ラジオによる広報番組や大型映像ビジョン等を活用し、それぞれの特徴を生かした本市の魅力や施策をPRするとともに、イベント情報や地域情報
等を発信します。

単位

目標

活
動
指
標

2
Twitter投稿件数

実績 561 895

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

改革項目 No.・課題名 所管

取組1-(3)市民との積極的な情報共有の推進 1 効果的な情報発信の取組推進 総務企画局

現状 　市の施策や取組等の情報発信とともに、「川崎市シティプロモーション戦略プラン」に基づいた、市民の川崎への愛着・誇りの醸成や対外的な認知度・イ
メージの向上のための施策・事業を推進していますが、市の魅力や施策・取組等についての情報が市民等に十分届いていない状況にあります。

40901010
50102040
50102050

シティプロモーション推進事業
広報事業
放送事業

関連する
事務事業

事務事業コード 事務事業名

説明 実績

H30年度 R01年度行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標 目標・実績 H29年度

回
説明 メディアコーディネーター及びシティプロモーション推進室職員が実施した研修の回数

その他の活動実績

【H30・R01】
・職員の広報スキルアップに向け、主に職員を対象とする研修を当室主催で平成30（2018）年度、令和元（2019）年度に各21回実施しました。
・シティプロモーション戦略プラン第２次推進実施計画に基づく取組を着実に進めるとともに、市の施策や取組、魅力等を市内外に発信するため、PR委託
事業者との連携により、様々な広報媒体を活用してリリース資料の作成・配信を行うなど、市内外に情報発信を強化し、効果的・効率的な広報活動を展開
しました。
・ブランドメッセージについて、民間事業者等との協働により、市内ヒップホップダンスチームやナノ医療イノベーションセンターとの連携によるポスターや動
画の制作・掲出、スポーツパートナーや都市ブランド推進事業者と連携したブランドメッセージフォトブースの展示やＳＮＳでの発信、市内各イベント出展に
よるＰＲを行いました。
・各局の広報スキルのアップや適切かつ効果的な情報発信に向け、メディアコーディネーターや室職員による各局事業の相談を年間30回以上受け、研修
講師の派遣を年間10回程度実施しました。
・市政だよりのほか、テレビ、ラジオ等の広報番組を制作・放送し、本市の魅力情報をはじめ、イベント情報や地域情報等を発信することで、都市イメージの
向上に取り組みました。
・市ホームページについて、トップページの軽量化や負荷分散に取り組みました。
【H30】
・都市イメージ調査の結果から、北部エリア（宮前、多摩、麻生）におけるブランドメッセージの認知度が他区と比較し低かったことから、小田急線沿線の４
駅（登戸、向ヶ丘遊園、生田、新百合ヶ丘）に８種類のブランドメッセージポスターを掲出（34枚、14日間）し、ブランドメッセージや川崎の多彩な魅力の周知・
浸透を図りました。
・市ホームページにレスポンシブウェブデザインを導入しました。
【R01】
・都市イメージ調査の結果から、北部エリアエリアにおけるブランドメッセージの認知度が他区と比較し低かったことから、PRチラシを作成し、麻生区で開催
されるアルテリッカしんゆり２０１９のパンフレット（2万枚）に挟み込み、周知・浸透を図りました。
・ご近所ＳＮＳ「マチマチ」や市LINE公式アカウントから市政だよりの提供を開始しました。
・市政だよりの発行にあわせ、特集内容について、Twitterを活用し、発信しました。
・TwitterやInstagramなどのSNS、Yahoo!ニュースを活用し、本市の魅力発信を行いました。
・市民文化大使であるSHISHAMOや市内高校等と連携した等々力陸上競技場でのCM撮影の実施、富士通と連携しAIを活用した来訪者参加型プロモー
ション動画の実証実験、カルビーと連携しご当地ポテトチップスによる企画実施等を行い、民間事業者と連携したPR事業を推進しました。

R01年度 R02年度 R03年度 単位

1
メディアコーディネーターや室職員による各事業の相談及び研修実施回数

実績 24 30 30

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度

件
説明 シティプロモーションTwitterで情報発信を実施した件数

900

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 区分 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

1

シビックプライド指標（市民の川崎への「愛着」）

情報

目標 6.2 6.3 6.4 6.5以上

点

説明
都市イメージ調査（地域別インターネット調査4,000人）において、「愛
着」に関して３つの質問項目を設け、その評価を１点（最低点）～10点
（最高点）とし、各項目の平均値を「愛着」の得点として算出

実績 5.5 5.4 5.4

2

シビックプライド指標（市民の川崎への「誇り」）

情報

目標 5.2 5.3 5.4 5.5以上

R02年度 R03年度 単位

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度

点

説明
都市イメージ調査（地域別インターネット調査4,000人）において、「誇り」
に関して３つの質問項目を設け、その評価を１点（最低点）～10点（最
高点）とし、各項目の平均値を「誇り」の得点として算出

実績 4.9 4.8 4.7

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ

・川崎は「多様な主体がつながりあい、新しい価値や魅力を生み出すまち」であるというブランド
メッセージがあらわす意味を、あらゆる施策や事業を通じて発信することで、市民のシビックプラ
イドの醸成と都市イメージの向上を図ります。
・全庁的な情報発信力を高めるため、メディアコーディネーターの活用や研修実施により職員の
広報マインドの更なる醸成や広報媒体・手法の強化・充実を図るとともに、川崎市の都市ブラン
ド（川崎市の良好なイメージ）の強化などの取組を推進します。
・市の取組や魅力をより多くの市民に届けるために、市政だよりの発行方法の見直し等に向け
た取組を進めます。
・川崎の多彩な魅力や施策等を本市オウンドメディア等の複数の広報媒体を活用したメディア
ミックスにより、様々な切り口で発信することで広報効果の最大化を図ります。
・都市イメージ調査の結果等から「世代」、「性別」、「居住区」別の特性を把握し、ターゲットを意
識した効果的・効率的な手法等を検討し、引き続きプロモーション活動を推進します。

－

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30・R01）
・メディアコーディネーターや室職員による各局事業の相談業務や研修講師の派遣を通じ、受講者アンケートの集計からも各講習の満足度が高く、広報マ
インドや広報スキルが醸成されたことにより、徐々に職員の広報･PRに対する意識の改善効果が現れているものと考えられます。
・広報スキルアップを目的とした研修において、「広報紙づくりの基礎が学べた」、「カメラ撮影など実践的な内容で役立つ」、などの受講者からの感想が寄
せられ、研修実施により研修受講職員の作成するチラシのレベルアップ、広報物の変化、SNSの情報掲載依頼件数の増加などの効果がありました。

【情報の効果】
（H30・R01）
・本市記者クラブへの働きかけ強化や、PR会社を通じたメディアリレーションの強化により、テレビメディアを中心としたパブリシティが獲得できました。
・市ホームページにレスポンシブウェブデザインを導入したことにより、特殊なソフトウェアを利用しなくても、スマートフォンやタブレット等の閲覧者の端末に
最適化されたデザインが表示されるようになり、端末の種別に依存することなく、必要な情報を分かりやすく市民に伝えることができるホームページとなりま
した。
・ブランドメッセージのロゴについて、様々な媒体や取組を通じて認知度の向上に努めた結果、都市イメージ調査では、平成30（2018）年度は66.1%、令和元
（2019）年度は72.1％と認知度が上昇し、市民の目に触れるなどのPR効果が確認できました。
・シビックプライド指標について、平成30（2018）年度と比較して、令和元（2019）年度の市民による「愛着」の数値は同値、「誇り」の数値は0.1ポイント低下し
ており、令和３（2021）年度中の目標達成に向け、課題が残りました。
（R01）
・市のホームページについて、平時から取り組んできた負荷分散の仕組みや軽量版トップページの効力もあり、令和元（2019）年10月の東日本台風接近に
伴うアクセス集中の際も、ダウンすることなく、必要な災害情報を適切に発信することができました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

・職員の広報に対するマインドやスキルの向上により、広報・PRの改善効果が徐々に現
れたことにより、効果的な情報発信につながったため。
・メディアリレーションの強化により、市の魅力情報等のメディア露出獲得につなげられた
ため。
・さまざまなメディアを活用し、本市の多様な魅力を市内外に情報発信するなどの取組を
進めてきましたが、人々の印象に残りやすい大きな事件・事故等に影響を受ける指標で
あることから、事業の効果が成果指標に現れず、「愛着」や「誇り」の上昇に至らなかっ
た。今後も引き続き、都市イメージの向上やシビックプライドの醸成に向けた積極的なプ
ロモーション活動を行うとともに、中長期的な視点に立ち、年齢層や性別、居住区等に応
じ、更なる戦略的なアプローチを行っていく必要があるため。

－ カネ － 情報 △ その他
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組1-(3)市民との積極的な情報共有の推進

取組の方向性

所管

総務企画局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

広聴等事務

事務事業コード

50102010

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・市民ニーズの的確な把握に向けた職員の意識や能力の向上のための研修の実施
・「市長への手紙」や「サンキューコールかわさき」に寄せられた市民意見を収集・分析し、その結果を政策立案に活
かす取組の推進
・広聴業務に携わる職員のスキルアップや全庁的な人材育成に向けたサポート体制の検討、及び検討結果を踏ま
えた手引きの作成や庁内周知

説明

単位

　地域や社会における課題が複雑化し、市民ニーズも多様化している中で、市民の市政に対する意識等を的確に
把握し、市政運営や政策立案の参考にする必要があります。
　これまで「市長への手紙」や「市民アンケート」、「車座集会」を適切に実施・運用することで、市民の声を効果的に
収集し、施策や取組の参考にしてきたところです。
　引き続き、市民ニーズの効果的な把握の手法を検討しつつ、職員の広聴に対する知識・意識の向上に取り組む
必要があります。

実績

2 広聴機能の強化に向けた取組の推進

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　市民意見の効果的な収集による市民ニーズの的確な把握や、人材育成等による広聴業務に携わる職員のスキ
ルアップ等に取り組むことなどにより、広聴機能の強化に向けた取組を推進します。
　さまざまな市民意見を政策立案に活用する仕組みの構築や広聴業務に関する全庁的な人材育成に向けたサ
ポート体制の検討を進めます。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30・R01】
・平成30（2018）年度は庁内アンケート調査担当者のスキルアップを目的に、アンケートに関する研修を行い、令和
元（2019）年度は同研修を内容等拡充して行いました。また、調査業務に係る手引きを作成し、庁内に周知しまし
た。
・広聴事業に携わる研修については、両年度とも年度初めに行うとともに、令和元（2019）年度は10月にも実施し、
職員のスキルアップ等を図りました。
・平成30（2018）年度は庁内アンケートの課題抽出、他都市手引書の検証を行い、それらを踏まえ、先進他都市へ
の視察のほか、一般社団法人社会調査協会へのヒアリングを実施し、9月に社会調査協会から講師を招き、部職員
を対象としたアンケート研修を実施しました。また、令和元（2019）年度には「かわさき市民アンケート」とその他のア
ンケート１件について、調査の専門家からのアドバイス支援を試行的に実施し、市民アンケート結果の効果的な活
用に向け、調査目的の明確化と共有化を図るなどアンケート設計時から所管との調整を密に行い、分析に資する
設問設定を行いました。
・「市長への手紙」に寄せられた市民意見を収集・分析し、政策立案に活かす取組手法を検討し、実施しました。ま
た、令和元（2019）年度には検討結果を反映させ、システム改修及び手引き改正を行い、庁内に周知しました。
・市民アンケート結果は庁内共有するとともに、オープンデータ化し、庁内だけでなく広く市民の方々にも情報提供し
ました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

80以上 80以上

○

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・市民意見を施策に活かしていくために、継続して、意見の収集や分析を行うととも
に、所管局に対して、必要な情報提供や施策等への反映に係る勧奨を行うなど、
市政運営や政策立案に活用する取組を実施していきます。
・広聴に携わる職員のスキルアップや人材育成に向けて、研修等を通じた職員の
サポート体制を整えていきます。

その他 ○

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30・R01）
・成果指標である「研修達成度（研修参加者アンケート）」について、目標の80％を上回り、90％以上を維持するとともに、研修参加者
から「グループワークで意見交換ができて役立った。」や「業務にすぐに活かせる内容でした。」などの声が聞かれたことから、広聴業
務に携わる職員のスキルアップに一定の効果がありました。

【モノの効果】
（H30・R01）
・「市長への手紙」に寄せられた「川崎病院で診断書を交付する際に２回窓口に出向く必要がないように、郵送対応してほしい」という
意見に基づき、所管局における検討のもと、平成30（2018）年度から改善するなど、寄せられた意見を具体的な市民サービスの向上に
寄与しました。また、「死亡にともなう手続きが必要な窓口がわかりにくい」という意見に基づき、関係部署で検討し、令和元（2019）年
度に「おくやみガイドブック」を作成し、各区役所の窓口等で活用しています。

【情報の効果】
（H30・R01）
・「市長への手紙」や「サンキューコールかわさき」に寄せられた市民意見をより綿密に分析するとともに、関係各局の施策への活用が
期待できる市民ニーズや課題等の情報を抽出し、提供することができました。
・「市民アンケート」の調査結果について、庁内で情報共有を行うことで、所管局以外でも、市政運営や政策立案に活かせるようにしま
した。
・「車座集会」では、各区の特色や市政の課題を踏まえたテーマを設定し、関連する市民と深い議論を行うことで、施策に活かすことが
できる意見の聴取や市民間での情報の共有を行うことができました。
・「サンキューコールかわさき」に寄せられた問合せ内容のうち、問合せ件数が多いものについては市ホームページに情報を掲載する
ことで、市民が問合せすることなく、情報を得られるになりました。

【その他の効果】
（H30）
・「市長への手紙」に寄せられた「GW中の市民利用施設の開館希望」といった意見に対して、所管局における検討のもと、次年度から
複数の博物館等施設を開放することとするなど、試行的ではありますが、寄せられた意見を具体的に活かすことができました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B

・「車座集会」や「市長への手紙」の実施等により、幅広い市民の声を聴取す
ることができたため。
・「かわさき市民アンケート」では、各調査の特性を活かす設問設定や実施手
法の工夫により、より的確な市民ニーズの把握に寄与しました。
・「市長への手紙」で寄せられた市民意見について、事業に活かすことで、市
民サービスの向上に寄与したため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ ○

単位

1 ％

説明

説明

ヒト

80以上 80以上

R01年度区分

実績

カネ － 情報

95.7 93.1

R02年度

目標

研修参加者へのアンケートにおいて「意識が深まった」又は「スキル
アップに役立った」と答えた職員の割合

R03年度

目標研修達成度（研修参加者アンケート）

実績 ―
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

予算・決算関係事務

事務事業コード

81104010

具体的な取組内容
（活動目標）

説明 実績

改革項目

取組1-(3)市民との積極的な情報共有の推進

現状

・これまで、「川崎市財政読本」や「川崎市予算案について」等により、市民生活に身近な施策の予算や、将来の負
担などについて、市民に分かりやすい形での公表に努めてきました。
・また、平成10（1998）年度決算からは、企業会計的手法による財務書類の公表を行ってきましたが、平成28
（2016）年度決算から、全ての自治体において、地方公会計制度の統一的な基準による財務書類を作成することと
なっており、市民により分かりやすい資料の公表や財務書類の活用が求められています。

3 財政状況の見える化に向けた取組の推進

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性

・市民により分かりやすい資料を公表することで、これまで以上に市の財政に関心をもっていただけるよう、引き続
き資料内容等の継続的な見直しを進めます。
・また、財務会計システムによる地方公会計制度に対応した財務書類の作成も見据えながら、より財政状況を分か
りやすく市民に説明できる資料の作成・公表に向けて、具体的な取組の検討を進めます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

【H30・R01】
・市民目線でより分かりやすい資料の公表に向けた、公表手法や資料内容の必要な見直しを実施します。
・また、統一的な基準による財務書類等について、国や他都市の公表資料を参考とした、行政コストに関する各種
分析資料作成等の取組を推進します。

所管

財政局

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績

【H30・R01】
・平成30（2018）年度及び令和元（2019）年度の予算の内容について、市政だよりの４月１日号の特集記事として、
大きく紙面を割き、各事業に係る予算規模や写真、市民一人当たりに置き換えた予算の使い道などを掲載すること
で、一人でも多くの市民に知っていただく機会を設けました。
・セグメント（施設、事業等のより細かい単位）別の行政コストについて、セグメントの設定やデータの取得について
の検証及び試行作成を行いました。
【H30】
・令和元（2019）年度予算に係る「予算案について」においては、新たにふるさと納税の影響を分かりやすく記載する
とともに、都市計画税、森林環境譲与税の使途や基金の状況について、説明を加えました。
【R01】
・令和２（2020）年度予算に係る「予算案について」においては、令和元（2019）年度の台風被害を踏まえた取組につ
いて、説明を加えました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

△

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
・より分かりやすい財政資料とすることで、市民に市の財政について、より理解を深
めていただくことができるよう、市民等からの多様な意見を踏まえ、公表資料等の
改善を行います。
・セグメント別の行政コスト計算書の作成に向けた取組を進めます。

その他 －

区分選択の理由

【情報の効果】
（H30・R01）
・平成30（2018）年度予算の内容について、市政だよりの４月１日号の特集記事として、各事業に係る予算規模や写真、市民一人当た
りに置き換えた予算の使い道などを掲載することで、読者の方から、「私たちの暮らしの中でどのような形で予算がどのくらい使われて
いるか、とてもよく分かった。」、「川崎市の予算と取組が分かりやすかった。」、「カラーの円グラフを使ったり、市民一人当たりの金額
がはっきり表示して見やすくて分かりやすかった。」等の御意見をいただき、また、令和元（2019）年度予算の内容について、市政だよ
りの４月１日号の特集記事として、さらに、各事業のポイントについてのコメントなどを掲載することで、読者の方から、「一人当たりに換
算していた点が分かりやすくてよい。」、「活字と数字だけではなく、写真やコメントなどで分かりやすく見やすかった。」等の御意見をい
ただき、市の予算について、一定程度、市民にわかりやすく伝えることができました。
・各公表資料等について、詳細に記載しながら、より分かりやすくなるよう、取り組んでいますが、「公表資料について、より理解が進む
ような記載が必要である。」等の意見もあることから、今後も、より一層、市民に伝わるような資料等にしていくことが求められていま
す。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C
・市政だよりで予算特集を組むことで、予算について市民に分かりやすく知っ
ていただくことができ、他の公表資料についても分かりやすい資料の公表に
向けて内容の見直しなどを行ってきましたが、より一層、市民の理解が深まる
ような工夫が求められていることもあり、今後も、引き続き、市民目線でよりわ
かりやすい手法や内容としていく必要があるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

説明

説明

単位

カネ － 情報

単位R03年度

目標

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

実績

R03年度

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

その他の活動実績

【H30】
・新本庁舎完成後の各庁舎における警備体制について、課題の洗い出しを進めました。
・新本庁舎設計図面を基にした警備業者からのヒアリング結果等を踏まえ、機械警備や防犯カメラの導入を含めた
新本庁舎における警備のあり方について、本庁舎等整備推進室と対応を協議・検討しました。
・要人警護のあり方について、関係部署（秘書課及び議会局）と調整を進めました。
【R01】
・新本庁舎建築工事のリスケジュールを受けて改めてスケジューリングし、また、現在の設計をベースに民間事業
者からのヒアリング（機械警備の導入是非、体制等）等を行い、課題整理を行いました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

総務企画局

No.・課題名

目標・実績

目標

現状
　本庁舎等の守衛業務については、第２庁舎及び第３庁舎を職員が行い（夜間・閉庁日は委託）、第４庁舎は委託
により行っていますが、更なる民間活用に向け、守衛職が担っている要人警護、議場警備等の特殊性、専門性な
ど、民間部門を活用する際の諸課題について、検討を行っています。

1 守衛業務の見直し

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性
　他都市の庁舎警備業務委託化の状況や本庁舎等建替事業の進捗状況等を踏まえて、本庁舎等における守衛と
警備員の役割分担について整理を行い、民間部門の活用に向けた取組を進めます。

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

庁舎維持管理事務

事務事業コード

81107010

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・新本庁舎完成後の警備体制について、設計を踏まえた課題の洗い出し
・要人警護のあり方について、関係部署（秘書課及び議会局）との調整
【R01】
・新本庁舎完成後の各庁舎の警備体制に関する課題精査、対応検討
・新本庁舎建築スケジュール再検討に対する調整
・新本庁舎における警備に係る設備（防犯カメラ、赤外線センサー、バリカー等）について、新本庁舎等整備推進室
等と調整（前年度から継続審議）
・要人警護について、関係部署（秘書課及び議会局）と調整
・要人警護に係る調整結果、新本庁舎の設備等を踏まえて、民間部門の活用範囲等を検討

説明 実績

改革項目

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

実績

R03年度

目標

R03年度

目標

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

カネ － 情報

単位

説明

説明

単位

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ ・新本庁舎供用開始後の警備体制及び要人警護のあり方について、関係課と協議
し、引続き検討していきます。

その他 －

区分選択の理由

（H30）
・新本庁舎完成後の各庁舎における警備体制について、課題の洗い出しを進めました。
・新本庁舎設計図面を基にした警備業者からのヒアリング結果等を踏まえ、機械警備や防犯カメラの導入を含めた新本庁舎における
警備のあり方について、本庁舎等整備推進室と対応を協議・検討しました。
・要人警護のあり方について、関係部署（秘書課及び議会局）と調整を進めました。
（Ｒ01）
・新本庁舎建築工事のリスケジュールを受けて改めてスケジューリングし、また、現在の設計をベースに民間事業者からのヒアリング
（機械警備の導入是非、体制等）等を行い、課題整理を行いました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

Y ・新本庁舎の供用開始（令和４（2022）年度末見込み）に併せた見直しを予定
しており、課題の整理等を進めている段階であるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化

取組の方向性

所管

総務企画局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

防災対策管理運営事業

事務事業コード

10101010

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・災害対策本部訓練及び各局における訓練の実施による課題抽出や検討を行うとともに、新たな動員計画の実施に
伴う業務継続計画の検証を行うなど、実効的な災害対応力の充実・強化に向けた取組を進めます。
・各区本部体制における各班の体制の統一化や役割を整理するとともに、保健医療調整本部との連携や、災害時
の情報収集体制を整理すること等により、機能を強化します。また、７区の総合防災訓練及び地域における防災訓
練の充実・強化や、消防署との連携強化等により、各局区等が主体となって防災施策を推進できるよう支援します。
・避難所運営要員を対象とした研修や全庁職員を対象とした危機管理研修など人材育成に向けた取組を実施しま
す。

説明

単位

　近年、各地で大規模自然災害が発生する中、首都圏においても災害リスクが高まっています。防災、減災対策は、
平時から全庁一丸となって取り組む必要があるため、これまで、東日本大震災以降の各種防災計画等の策定、見直
しを通じ、各局区等の役割分担の整理・明確化を図るとともに、平成28（2016）年の熊本地震での教訓等を踏まえ、
各局区等の防災施策の主体的な実施と、その取組の有機的な連携により、全庁横断的な対応ができるよう、平成30
（2018）年度に危機管理監を設置するなど組織整備を行ってきました。今後も、新たな課題把握に努めながら、より
効果的・効率的な危機管理体制の構築を進めていく必要があります。

実績

2 危機管理体制の強化

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

・災害時において、迅速かつ的確に対応するため、引き続き、実際の災害対応や各種訓練、他都市の危機事象から
の教訓などを踏まえ、危機管理体制の検証や見直しを行います。また、平時から各局区等がそれぞれの役割のも
と、主体的に防災、減災対策に取り組むとともに、連携して取組を推進することができるよう役割分担の整理・明確化
を進めます。
・防災対策及び災害、危機事象への対応は市の責務であり、職員一人ひとりがその一員であるという意識の醸成と
効果的な人材育成の取組を進めます。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30・R01】
・各区２回の総合防災訓練を実施し、市民との関係強化を図り、各区における自主防災組織と顔の見える関係を構
築しました。
・消防局担当者との連携会議及び各区危機管理担当者との会議の開催を通じて、情報共有を図るとともに、課題を
把握し、全市として目指すべき方向性などについて認識を共有しました。
・各区における区本部体制の統一化と保健医療調整本部との連携を図るべく協議、調整を重ね、新たな体制案の策
定に向け、検討を進めました。
【H30】
・東扇島において九都県市合同防災訓練を実施するとともに、例年実施している「こども防災塾」及び「備える。フェス
タ」を同訓練と同日にマリエン会場において開催し、多様な来場者が参加する市民協働型、体験型フェスタとして実
施したことで、多くの市民が交流し防災意識の向上に寄与する一大イベントとなりました。
・平成30（2018）年７月豪雨に伴う広島県坂町への職員の応援派遣に伴い、市長を交えたオフサイトミーティングを実
施し、現地で得た経験、実感したことなどを共有し、支援に従事する職員の心構え、本市の避難所運営のあり方等に
ついて議論しました。
・局長級を対象としたトップマネジメント研修の実施や、階層別研修の充実に向けた行財政改革マネジメント推進室
との調整を進めるとともに、避難所運営要員を対象とした研修を実施し、欠席者のためにｅラーニングによるフォロー
アップ研修を併せて実施することや、全庁職員を対象とした危機管理研修を実施するなど、全庁的な職員の防災意
識や人材育成に向けた取組を進めました。
【R01】
・実際の災害発生を想定したより実践的な訓練を行うため、幸区において本市では初めての区内の避難所一斉開
設訓練を実施しました。
・令和元年東日本台風では、気象情報を分析し、台風が最接近する二日前から災害警戒態勢をとり、「最悪のケー
スを考え、やれるべきことは、すべてやる。」という姿勢で準備し、対応しましたが、多くの課題が顕在化したことから、
専門家の指導・助言をいただきながら、各局区からのヒアリングなどを含め、検証作業を進めました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

△

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
引き続き、市として必要な防災対策を行うとともに、令和元年東日本台風の検証結
果を踏まえ、情報収集インフラの整備、情報収集の目的の明確化、避難所のあり方
の検討、災害イマジネーションが豊かな職員の養成に向けた人材育成等の取組を
短期・中期・長期に分けて、推進していきます。

その他 －

区分選択の理由

【ヒト・情報の効果】
（H30）
・各種防災訓練や全庁職員向けに実施している危機管理研修等の取組等を通じ、職員の意識の向上や人材育成が図られ、平成30
（2018）年7月豪雨による大雨被害時に、広島県坂町に本市職員を派遣（述べ104名）した際、現地での実際の対応に活かされました。
・広島県坂町へ本市職員を派遣し、実際に災害対応に当たったことで、肌身をもって実際の災害対応を経験することができたとともに、
これにより、「避難所運営においては、物資輸送・配布のマネジメントが重要である。」、「避難所運営においては、日頃のコミュニティの
自治力が反映されると実感した。」、「防災力は自治体の総合力と感じる。」、「組織を跨いだ円滑な連携が最重要と考える。」、「発災時
のリアルな状況をイメージして、備えておくことが重要である。」等の新たな気付きや、本市の防災体制を強化する上での新たな課題を
得ることができました。
・広島県坂町へ職員派遣を行ったことで、訓練やぼうさい出前講座を通じ、「被災地で聞いた「生」の声」や「現地で得られた現場経験」、
「災害時には、市民一人ひとりが自ら情報を取得し、必要な行動を取る必要があること」など、具体的なイメージを伝えることができるよ
うになり、市民に対する防災啓発をより効果的に行うことができました。

【ヒト・モノの効果】
（R01）
・幸区における全避難所開設訓練や避難所運営職員研修等の取組で得た知識について、令和元年東日本台風時に避難者の受け入
れスペースを適切に割り振ることができたというアンケート結果があるなど、避難所の開設や運営に生かすことができた一方で、業務内
容を把握しないまま従事する職員もいたことなど職員の経験値によって対応に差が見られました。
・避難所の状況から市バスを利用し別の避難所へ輸送するなど状況に臨機応変に対応した区があった一方、避難者があふれ混乱した
避難所もありました。

【情報の効果】
（R01）
・令和元年 度（トル）東日本台風においては、情報が本部に集まらず、現場と本部事務局との間で把握する情報に差が生じたほか、情
報の受伝達がうまくいかなかったことで災害対策本部の業務に支障が生じる等の課題が顕在化しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

・被災地への職員派遣や訓練・研修等の取組により、職員の意識や対応力の
向上を図るとともに、実効的な災害対応力の強化につながる防災施策を推進
してきたことで、令和元年東日本台風の必要な対応ができた避難所があった
ため
・一方で、令和元年東日本台風の対応において、情報の共有がなされたな
かったことや混乱した避難所もあったことなど、多くの課題が明らかになったこ
とから、より一層の危機管理体制の強化を図る必要があるため

取組の
総体的
効果

区分

ヒト △ モノ △

単位

説明

説明

R01年度区分

実績

カネ － 情報

R02年度

目標

R03年度

目標

実績
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

現状

単位

単位

　地方公共団体等における適正な事務処理などの確保等を図るため、平成29（2017）年に地方自治法が改正され、
内部統制に関する方針の策定と、これに基づく体制の整備が義務付けられました。
　あわせて、市民から信頼される行政を実現するため、職員の法令順守、倫理保持による公正な職務の執行と適
正な行政運営の確保に向けた取組を強化していく必要があります。

実績

その他の活動実績

【H30】
■平成30（2018）年８月～平成31（2019）年３月
・各課における事務ミス等の状況を踏まえたリスクチェックリスト等の検討及び当該検討結果に基づくとりまとめ資料の作成
■その他（通年）
・令和元（2019）年度における全庁的な試行実施に向けた、各事務制度所管課ほか公営企業３局及び学校を所管する教育委員会事
務局関係課との調整
【R01】
■H31年4月～
・川崎市内部統制委員会の設置（4月1日）・開催（２回）
・令和元（2019）年度における内部統制の試行実施
・本格導入準備（組織整備の検討、対象事務の選定、公営企業局との調整等）
■R2年2・3月
・「川崎市内部統制基本方針（案）」についての総務委員会報告及び同方針の制定
■R2年1～3月
・試行結果のとりまとめ　　・内部統制評価報告書（試行版）の作成
■その他（通年）
・事務制度所管課と連携した事務ミス等防止の注意喚起のための全庁に向けた通知の発信
・具体的事務事故案件の発生に際しての以後の再発防止に向けた積極的介入
・内部統制研修（出前研修）の実施（７回）　など

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

3 内部統制に関する体制整備

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

・平成32（2020）年４月に施行される地方自治法の改正に伴う内部統制に関する方針の策定及び同方針に基づく体
制整備を図ります。
・職員の法令順守、倫理保持による公正な職務の執行と適正な行政運営の確保に向けた取組の強化を図ります。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

所管

総務企画局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

人事管理事務

事務事業コード

81108010

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
■平成30（2018）年８月～平成31（2019）年３月
・各課における事務ミス等の状況を踏まえたリスクチェックリスト等の検討及び当該検討を踏まえたとりまとめ資料の作成
■その他（通年）
・全庁的な取組推進に向けた事務制度所管課ほか関係部署との調整
【R01】
■平成31（2019）年４月１日
・川崎市内部統制委員会の設置
■平成31（2019）年４月～
・令和元（2019）年度における内部統制制度の試行導入
■令和２（2020）年２月
・「内部統制に関する方針」についての総務委員会報告
■令和２（2020）年１～３月
・試行結果のとりまとめ　　・内部統制報告書（試行版）の作成
・本格導入準備（対象事務の選定、公営企業局との調整等）

説明

改革項目

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化

取組の方向性

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

R03年度

目標

実績

カネ － 情報

単位

説明

説明

R01年度区分

実績

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅰ
・内部統制の推進と評価を実施するためのコンプライアンス推進室の設置
（令和２（2020）年４月）
・改正地方自治法の施行による内部統制の推進・評価の実施
・事務制度所管課と連携した事務ミス等の防止に向けた各種の取組や、内部統制
研修などの継続した実施

その他 －

区分選択の理由

（H30）
・令和２（2020）年度からの内部統制制度の導入に向け、そのツールの１つとなる「リスクチェックリスト」の検討や事務制度所管課等の
関係課との調整などを実施しました。
（R01）
・内部統制の試行とその結果のとりまとめを行ったほか、内部統制制度を円滑に運用していくための体制整備や令和２（2020）年度か
らの内部統制の本格導入に向けた準備を計画どおり行いました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

Y ・令和２（2020）年度の本格導入に向けた準備等を進めたところであり、貢献
度を測定できる段階には未だ至っていないため

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

R03年度 単位

－

R01年度 R02年度

R02年度目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化

取組の方向性

所管

総務企画局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成30・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

行政管理事務

事務事業コード

81103030

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・他都市の状況調査
・本市における苦情・不服申立制度の目的、対象とする行為、役割等の分析と課題の整理
・制度のより効果的な運用手法の検討

説明

単位

　権利利益の救済手段の充実・拡大等を図るため、行政手続法や行政不服審査法が平成26（2014）年に改正さ
れ、また、地方公共団体等における適正な事務処理等の確保等を図るため、地方自治法が平成29（2017）年に改
正されるなど、時代の要請に応じた制度の見直しが進められています。

実績

4 苦情・不服申立制度の検証

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　社会状況の変化を踏まえ、本市が実施している法的な救済制度以外の苦情・不服申立制度について、制度の目
的や役割等の検証を進めるとともに、制度のより効果的な運用手法の検討を行います。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30】
・行政不服審査法や地方自治法の改正など、法的な救済制度を取り巻く状況の変化を踏まえ、他都市の関係する
制度の状況調査を行いました。
・庁内関係課で、本市における苦情・不服申立制度の目的、対象とする行為、役割等の分析と課題の整理を行うと
ともに、制度のより効果的な運用手法の検討を行いました。
【R01】
・苦情・不服申立制度について、他都市の運用状況や本市における各制度の目的や役割などの検証結果を踏ま
え、各制度の特徴を活かしつつ、各制度をより効果的に運用するとともに、市民が目的に沿った申請や相談を適切
に行うことができるようにすることとし、令和２（2020）年度以降、ホームページ上の案内等を改善することとしまし
た。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ ・ホームページ上の各案内の見直しを実施した上での各制度の運用状況の検証
・職員の各制度に対する基礎知識の醸成に向けた取組の実施

その他 －

区分選択の理由

（H30）
・行政不服審査法や地方自治法の改正など、法的な救済制度を取り巻く状況の変化を踏まえ、他都市の関係する制度の状況調査を
行いました。
・庁内関係課で、本市における苦情・不服申立制度の目的、対象とする行為、役割等の分析と課題の整理を行うとともに、制度のより
効果的な運用手法の検討を行いました。
（R01）
・苦情・不服申立制度について、他都市の運用状況や本市における各制度の目的や役割などの検証結果を踏まえ、各制度の特徴を
活かしつつ、各制度をより効果的に運用するとともに、市民が目的に沿った申請や相談を適切に行うことができるようにすることとし、
令和２（2020）年度以降、ホームページ上の案内等を改善することとしました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

Y
・各制度の目的や対象とする行為・役割等について分析した上で、課題を整
理するとともに、他都市の各制度の運用状況等を調査し、その結果等を踏ま
え、令和２（2020）年度以降、ホームページ上の各制度の案内等を改善するこ
とで、より市民にとって分かりやすくし、適切な申請や相談ができるようにする
こととした段階であるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

単位

説明

説明

R01年度区分

実績

カネ － 情報

R02年度

目標

R03年度

目標

実績
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

4．状況の変化により目標を達成できなかった

説明

その他の活動実績

【H30】
・本市の廃棄物処理事業における執行体制のあり方について、検討を進めました。
・浮島処理センターの運転操作業務の一部委託化について、業務内容の精査と執行体制を検討しました。
【R01】
・平成30（2018）年度に行った本市の廃棄物処理事業における執行体制のあり方の検討結果を踏まえ、局内関係
各課で構成する検討委員会や他都市調査等を通じ、安定的かつ効率的な事業運営体制の検討を進めました。
・浮島処理センターの運転操作業務の一部委託化について、令和２（2020）年度からの実施に向け、令和元（2019）
年度に委託契約を締結しました。

R01年度 R02年度 R03年度 単位

活
動
指
標
その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度

R02年度 R03年度 単位

目標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明 実績

取組の方向性

・３処理センター体制移行後の処理体制の検証を行うとともに、他都市の状況について調査等を行い、資源化処理
施設等も含めた本市の廃棄物処理体制のあり方について検討を行います。
・安定的な市民サービスの提供を確保した上で、より効率的・効果的な処理体制の構築に向け、人材育成及び技術
継承を行いながら、処理センターの運転操作業務の一部委託化に向けた検討を進めます。

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・本市の廃棄物処理事業における執行体制のあり方の検討
・浮島処理センターの運転操作業務の一部委託化に向けた検討
【R01】
・本市の廃棄物処理事業における安定的かつ効率的な事業運営体制の検討
・浮島処理センターの運転操作業務の一部委託契約の締結

30202040 資源物・ごみ処理事業

関連する
事務事業

事務事業コード 事務事業名

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

改革項目 No.・課題名 所管

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化 5 安定的かつ効率的な廃棄物処理体制の構築 環境局

現状

　ごみの減量化に伴い、平成27（2015）年４月に１つの処理センターを休止・建設中とし、３つの処理センターを稼働
する「３処理センター体制」に移行しました。
　こうした中、一部の処理センターにおける夜間運転操作業務の委託化や資源化処理施設における運営・処理業
務の委託化を進めるとともに、焼却灰運搬業務等について、職員の退職動向にあわせて非常勤化を進めてきまし
た。
　今後も、適正かつ安定的な処理の実施を前提に、民間部門の活用も含めた効率的・効果的な処理体制の構築を
進めていく必要があります。
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
・これまでの本市の廃棄物処理体制のあり方やそれを踏まえた安定的かつ効率的
な事業運営体制の検討結果を踏まえ、今後の処理センター運転操作業務等の具
体的な執行体制について検討するとともに、令和５（2024）年度から稼働予定の新
橘処理センターにおける執行体制の検討を行います。

－

区分選択の理由

（H30）
・本市の廃棄物処理事業における執行体制のあり方について、検討を進めました。
・浮島処理センターの運転操作業務の一部委託化について、業務内容の精査と執行体制を検討しました。
（R01）
・平成30（2018）年度に行った本市の廃棄物処理事業における執行体制のあり方の検討結果を踏まえ、局内関係各課で構成する検
討委員会や他都市調査等を通じ、安定的かつ効率的な事業運営体制の検討を進めました。
・浮島処理センターの運転操作業務の一部委託化について、令和２（2020）年度からの実施に向け、令和元（2019）年度に委託契約を
締結し、安定的かつ効率的な事業運営体制を構築しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

Y
・本市の廃棄物処理事業における執行体制のあり方やそれを踏まえた安定
的かつ効率的な事業運営体制を構築し、引き続き検討しているため。また、
浮島処理センターの運転操作業務の一部委託化についても、令和２（2020）
年度からの実施に向けて委託契約を締結した段階であるため。

－ カネ － 情報

R02年度 R03年度 単位その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

－ その他

説明 実績

説明 実績

目標
成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 区分 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

改革項目 No.・課題名 所管

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化 6 循環型社会に対応した効率的・効果的な廃棄物収集体制の構築 環境局

現状

　これまで本市の廃棄物処理事業は、家庭系ごみの分別収集の拡大、普通ごみ収集の回数の変更等、３Ｒ（リ
デュース（Reduce：発生抑制）、リユース（Reuse：再使用）、リサイクル（Recycle：再生利用 ））を基調とした循環型社
会の構築に向けた取組を推進するとともに、事業系ごみ収集運搬業務の許可制導入、家庭系の資源物等収集運
搬業務の委託化など執行体制の見直しを進めてきました。
　また、今後の執行体制の構築に向けて、資源物等収集業務のモニタリングを行うとともに、資源物等収集業務の
受託事業者全社へ業務遂行上の課題等についてヒアリングを実施するなど、担い手となる市内事業者の実態の把
握等を行った結果、事業運営の安定性、継続性などの面で課題があることが明らかになったことから、その対応に
ついてもあわせて検討を進めてきました。
　今後も廃棄物処理事業における公共と民間の役割を整理しながら、新たな執行体制を構築し、安定的かつ継続
的に事業を実施する必要があります。

取組の方向性

・家庭系ごみの分別収集の拡大及び普通ごみ収集回数の変更後におけるごみの排出状況や、３処理センター体制
移行に伴うごみ搬入ルートの変更後の収集体制の検証、資源物等収集業務の委託化の効果検証、職員の退職動
向などを踏まえ、本市のごみ収集業務のあり方について検討を進めます。
・普通ごみ収集運搬業務は、生活環境の保全と公衆衛生の向上のため、特に重要なライフラインとして最も適正か
つ迅速に処理することが必要であることから、民間活力の導入については、安定的な市民サービスの提供の確保と
ともに、非常時に備え、通常時から市内全地域のごみ排出状況を把握するための体制の維持を前提に、担い手と
なる民間部門の育成を図りながら検討を進めます。

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・本市のごみ収集業務のあり方の検討を進めます。
・普通ごみ収集運搬業務における民間事業者の育成手法や、本市の地域特性を踏まえた収集方法、民間活力の
導入の規模や時期などの検討を進めます。
【R01】
・３処理センター体制等に伴う収集体制の検証、職員の退職動向などを踏まえた本市のごみ収集業務のあり方に
ついて検討を行います。
・普通ごみ収集運搬業務における民間事業者の育成方法、民間活力の導入規模や時期などの検討を行います。

30202030 資源物・ごみ収集事業

関連する
事務事業

事務事業コード 事務事業名

R03年度 単位

目標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明 実績

説明

その他の活動実績

【H30・R01】
・本市のごみ収集業務のあり方の検討を進めるとともに、普通ごみ収集運搬業務における民間事業者の育成手法
や本市の地域特性を踏まえた収集方法、民間活力の導入の規模や時期などの検討を重ね、令和３（2021）年度か
らのごみ収集運搬業務の委託化に向けた取組を着実に進めました。

R01年度 R02年度 R03年度 単位

活
動
指
標
その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度

R02年度

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

２ほぼ目標のとおり達成した。
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 区分 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

目標

説明 実績

目標

説明 実績

－ 情報

R02年度 R03年度 単位その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

－ その他

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・引き続き、本市のごみ収集業務の全体のあり方について検討を進めるとともに、
令和３（2021）年度からの普通ごみ収集運搬業務委託の安定的な実施に向けて、
必要に応じた対応を行っていきます。

－

区分選択の理由

（H30・R01）
・本市のごみ収集業務のあり方の検討を進めるとともに、普通ごみ収集運搬業務における民間事業者の育成手法や本市の地域特性
を踏まえた収集方法、民間活力の導入の規模や時期などの検討を重ね、令和３（2021）年度からのごみ収集運搬業務の委託化に向
けた取組を着実に進めました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

Y
・普通ごみ収集運搬業務における民間活力の導入規模や時期等の検討を進
め、令和３（2021）年度からの委託化に向けた準備を行っている段階であるた
め。

－ カネ
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

改革項目 No.・課題名 所管

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化 7 生活環境事業所の再編 環境局

現状
　市内に５か所ある生活環境事業所のうち、堤根処理センターに併設されている川崎生活環境事業所は、３処理セ
ンター体制における堤根処理センターの解体・建替工事により使用不能となります。
　今後は、川崎生活環境事業所の機能移転等を含めた、生活環境事業所の再編等の検討を行う必要があります。

取組の方向性

・生活環境事業所の再編については、市民生活への影響を極力少なくすることを前提に、効率的・効果的な執行体
制の構築に向けた検討を進めます。
・ごみ減量化・資源化の推進や社会状況の変化を踏まえた市民サービスの提供に向けて、事業所再編にあわせ、
生活環境事業所の機能強化に向けた検討を行います。

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・現在の川崎生活環境事業所を廃止し、南部生活環境事業所と中原生活環境事業所に機能を統合する４生活環
境事業所体制への移行に向けた検討
・普通ごみ・資源物の収集ルートの変更に伴う最適な収集体制の構築
・普通ごみ・資源物の収集曜日変更等に伴う市民に対する効果的な広報の実施
・再編にあわせた生活環境事業所の機能強化に向けた検討
【R01】
・再編後の課題の検証及び課題解決に向けた取組の検討
・生活環境事業所の機能強化に向けた検討
・効果的、効率的な生活環境事業所の運営

30202030 資源物・ごみ収集事業

関連する
事務事業

事務事業コード 事務事業名

R03年度 単位

目標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明 実績

説明

その他の活動実績

【H30】
・４生活環境事業所体制への移行に向けた組織体制の整備と最適な収集体制の構築を行い、平成31（2019）年４
月に５生活環境事業所を４生活環境事業所に再編しました。
・再編にあわせて、３Ｒの推進に向けたごみ収集業務と普及啓発業務の連携や、安全かつ着実な収集運搬業務の
実施に向けた安全衛生業務と委託管理業務の連携の強化等を図るため、生活環境推進係、収集係、安全衛生担
当の執行体制の見直しを行いました。
・４生活環境事業所体制への移行に向け、収集曜日変更等に関する市民への広報を実施するとともに、円滑な業
務履行に向けた職員研修や係間の業務整理等を行いました。
【R01】
・４生活環境事業所体制後の業務執行体制等について、各係の業務実施状況などを確認しながら、課題整理を行
いました。
・生活環境事業所の機能強化について、ごみ収集業務等を活用したみまもり体制の検討を行いました。

R01年度 R02年度 R03年度 単位

活
動
指
標
その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度

R02年度

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 区分 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

目標

説明 実績

目標

説明 実績

○ 情報

R02年度 R03年度 単位その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

－ その他

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅰ
・再編した４生活環境事業所体制により、引き続き効率的・効果的に収集運搬業務
を実施します。
・また、適宜、４生活環境事業所体制における課題の検証やごみ収集業務等を活
用したみまもり体制などの機能強化に向けた検討などを進めます。

－

区分選択の理由

【カネの効果】
（H30）
・職員人件費や警備委託費等の削減額と新たに発生する車両増にかかる経費との差による12,605千円の財政効果を令和元（2019）
年度予算に反映しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B ・４生活環境事業所への再編に伴い、機能強化を図りながら、12,605千円の
財政効果を令和元（2019）年度予算に反映したため。

－ カネ
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

現状

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

単位

　地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築に向け、平成28（2016）年４月に各区地域みまもり支援センターを設置し、地域における多様な主体と
連携しながら、生活課題への対応や地域ネットワークの構築など、｢個別支援の強化｣や｢地域力の向上｣を図る体制を整備するとともに、１保健所・７支所
体制に移行させることにより、健康危機管理対策の強化を図りました。
また、これまでの地域みまもり支援センターの体制に関する検討を踏まえ、市民サービス向上の観点から、母子生活支援施設や入院助産制度に関する申
請受付から入所決定までの業務及び障害児計画相談支援に関する申請受付から福祉サービスの支給決定までの業務について、それぞれ一つの部署で
対応できるよう、平成30（2018）年４月に執行体制の見直しを行いました。

実績

　今後も、地域包括ケアシステムの構築に向けて、保健医療福祉施策等の総合的な検討・調整を行うとともに、地域みまもり支援センターの体制や取組の
更なる検証を行いながら、より効果的・効率的に施策を推進できる執行体制の整備を進めます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30・R01】
・地域における多様な主体が「自助・互助・共助・公助」の役割分担を図り、地域課題の解決に向けて、適時・適切な取組が推進でき
るよう、地域みまもり支援センターに求められる「総合調整機能」、「専門的支援機能」、「地域支援機能」の３つの機能を果たすため、
主に下記のような取組を実施しました。
（総合調整機能関係）
①「区地域包括ケアシステム推進本部会議」を通じて、区役所内の取組に関する情報共有・連携を図るとともに、「区地域包括ケアシ
ステムネットワーク会議」を通じて、「地域づくり」を進めるための区役所内外の関係機関・部署との顔の見える関係の構築を進めま
した。
②各区在宅療養推進協議会への参画などを通じて、専門多職種による「個別支援」が円滑に行われるための環境調整を行いまし
た。
（専門的支援機能関係）
①高齢者や障害者、児童、ひとり親、生活困窮者・生活保護受給者など、保健・医療・福祉の専門的な支援を必要とする個別ニーズ
に対する、適切な支援を行いました。
②個別支援を行う中で、医療機関や介護事業者等との連携、課題の共有等を行うことで、個別ニーズを持つ方を地域全体で支える
取組を推進しました。
（地域支援機能関係）
①窓口相談や地域での健康づくり活動、健康教育、健康に関する学習会、地区サロン、出前講座等の機会を捉え、パンフレットや
DVD等を活用しながら、セルフケア意識の醸成に向けた取組を推進しました。
②地域資源や課題をまとめた「地区カルテ」を活用し、住民ワークショップ等を通じて、住民との課題共有や、地域住民が自発的に地
域づくりや地域課題の解決に取り組めるよう、包括的な地域マネジメントに取り組みました。
【H30】
・「地域みまもり支援センターのこれまでの取組状況と今後の方向性」を取りまとめました。
・保健福祉センター内の専門的支援機能と更なる連携の推進を目指し、保健福祉センターの名称を「地域みまもり支援センター（福
祉事務所・保健所支所）」に改めるとともに、効率的・効果的な執行体制として地域みまもり支援センター担当部長を廃止し、地域ケ
ア推進課長を配置するなどの体制整備を行いました。
【R01】
・平成31（2019）年４月に体制整備を図った地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）の執行体制や業務の執行状況に
ついて、庁内ヒアリング等により確認しました。また、令和元年（2019）９月開所の川崎区保育・子育て総合支援センター設置に伴う
執行体制変更や、児童家庭相談支援体制の強化に向けた職員配置のほか、令和４（2022）年設置予定の子ども家庭総合支援拠点
における執行体制の検討を進めました。
・「地区カルテ」等を活用した地域マネジメントの推進に向けて、組織間連携の強化による区総合行政の推進の課題整理等を行いま
した。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

R02年度 R03年度

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

地域包括ケアシステム推進事業

事務事業コード

10401010

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・地域みまもり支援センターの平成28（2016）、29（2017）年度の取組状況を整理し、設置による効果を振り返るとともに、保健医療福祉分野における各種
計画・事業の進捗を踏まえ、組織の今後の方向性について検討を行います。
【R01】
・平成31（2019）年４月に実施した地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）の組織改正の効果について、庁内のヒアリング等により状況を把
握し、執行体制を検討します。また、子ども家庭総合支援拠点の設置にあたり、執行体制を検討します。

説明

8 地域包括ケアシステムの構築に向けた執行体制の整備

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度

改革項目

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化

取組の方向性

所管

健康福祉局

No.・課題名

目標・実績

目標

R01年度

説明

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

R02年度 単位

1 %

説明

R01年度

市民アンケート（無作為抽出3,000人）において、「「地域包括ケアシステ
ム」やそのために自分が何をすればよいかを知っている」と回答した人
の割合

区分

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
・地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）の取組状況を注視し、地域
の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築に向け、必要な取組の見直しや充実
を図るとともに、より効率的かつ効果的な執行体制の検討・整備を進めていきま
す。

その他 ○

区分選択の理由

【ヒト・モノ・情報の効果】
（H30・R01）
・地域包括ケアシステムの構築に向け、効率・効果的な執行体制とし、日頃から市民と接する地域みまもり支援センターとして、市民の
セルフケアに対する意識醸成につなげ、各地域活動の支援やコーディネートを行う中で、相談支援機関と地域との関係が強化され、住
民主体のサロンや子育てサークルが立ち上がるなど、地域力の向上に向けた取組の効果が一定程度表れているものと考えられま
す。
・また、平成30(2018)年度組織改正により高齢、障害、児童などの対象分野別の相談支援機能を担う部署・関係機関等との連携が強
化されたことにより、個別支援の強化につながりました。
・一方で、市民の意識については、令和元（2019）年度に実施した総合計画に関する市民アンケートにおいて、「「地域包括ケアシステ
ム」のことや、そのために自分が何をすればよいかを知っている人の割合」は9.9%と前回調査時（平成29（2017）年度）の10.4％からほ
ぼ横ばいの状態が続いており、今後も執行体制の見直しを含めて取組の更なる充実が必要です。
※なお、「地域包括ケアシステムの構築に向けて自分が何をすればよいか分からない」と回答された方々に対しては、理解度に続け
て、地域での活動状況を問う項目を設けていますが、ここで「活動している」と回答した割合は17.9%と、既に何らか活動している方々が
一定数いることから、こうした取組が地域包括ケアシステムの構築につながることについて理解が得られるよう、啓発していく必要があ
ることがわかりました。

【その他の効果】
（R01）
・「地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）」が個別支援、地域支援の取組を進めたことで、初期相談窓口としての役割を
持つ同センターの認知度が、前回調査時の平成28（2016）年度と比べて14ポイント上昇しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

・地域みまもり支援センターの効率・効果的な執行体制の整備も含め、地域
包括ケアシステム構築に向けて、様々な分野の相談や個別支援とともに、地
区カルテ等を活用した地域マネジメントに基づく地域支援を進めることで、「個
別支援の強化」「地域力の向上」等の推進に一定の効果がみられる一方で、
地域包括ケアシステムに対する認知度がほぼ横ばいで推移している状況等
もあり、市・区が連携した効果的な意識づくりの取組とともに、必要な体制の
見直しを含めた取組の充実、関係機関等との連携強化や役割分担を進めて
いく必要があるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト △ モノ △ カネ －

成
果
指
標

R03年度 単位

△

R01年度 R02年度

9.9

%

%

情報

R03年度

目標

ヒト

目標・実績 H29年度 H30年度

「地域包括ケアシステム」のことやそのために自分が何をす
ればよいかを知っていると回答した人の割合（市民アンケー
ト）

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

実績 10.4 -

説明

実績

3

地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）の認知
度

その他 実績 - - 31

説明
地域福祉実態調査における「福祉関係団体・施設等を知っているか」の
問いに対し、「地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）」を
「知っている」と回答した人の割合

2

「セルフケア」や「支えあい・助け合う地域づくり」に係る行動を
行っている人の割合（市民アンケート）

ヒト 実績 18.2 - 17.9

説明

市民アンケート（無作為抽出3,000人）において、「地域包括ケアシステ
ムの構築に向けて自分が何をすればよいか分からない」と回答した人
のうち、「「セルフケア」や「支えあい・助け合う地域づくり」に係る行動を
行っている」と回答した人の割合
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化

所管

こども未来局

取組の方向性 　今後も、地域包括ケアシステムの構築に向けて、子ども施策の総合的な検討・調整を行うとともに、地域みまもり支援センターの体制や取組の更なる検
証を行いながら、より効果的・効率的に施策を推進できる執行体制の整備を進めます。

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

局の企画調整事務（こども未来局）

事務事業コード

81102540

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・地域みまもり支援センターの平成28（2016）、29（2017）年度の取組状況を整理し、設置による効果を振り返るとともに、子ども分野における各種計画・事
業の進捗を踏まえ、組織の今後の方向性について検討を行います。
【R01】
・平成30（2018）年度に実施した地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）の組織改正の効果を庁内で検証するとともに、引き続き効果的・効
率的な執行体制を検討します。
・児童家庭相談支援体制の強化に向けて、地域みまもり支援センターと児童相談所との連携や相談支援のあり方について庁内で検証するとともに、執行
体制を検討します。

説明 実績

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

No.・課題名

目標・実績

目標

現状
　地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築に向け、平成28（2016）年４月に各区地域みまもり支援センターを設置し、地域における多様な主体と
連携しながら、生活課題への対応や地域ネットワークの構築など、｢個別支援の強化｣や｢地域力の向上｣を図る体制を整備しました。
　また、これまでの地域みまもり支援センターの体制に関する検討を踏まえ、市民サービス向上の観点から、母子生活支援施設や入院助産制度に関する
申請受付から入所決定までの業務について、一つの部署で対応できるよう、平成30（2018）年４月に執行体制の見直しを行いました。

9 地域包括ケアシステムの構築に向けた執行体制の整備

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

534 624 664

説明
地域の支援ネットワークに関わる担当者による具体的な支援内容の確認など、個
別ケースに関わる協議を行う各区要保護児童対策地域協議会（個別支援会議）
の実施回数

その他の活動実績

【H30・R01】
・地域における多様な主体が「自助・互助・共助・公助」の役割分担を図り、地域課題の解決に向けて、適時・適切な取組が推進でき
るよう、地域みまもり支援センターに求められる「総合調整機能」、「専門的支援機能」、「地域支援機能」の３つの機能を果たすため、
主に下記のような取組を実施しました。
（総合調整機能関係）
①児童虐待について、「要保護児童対策地域協議会」のしくみを活用し、川崎市代表者会議や区・代表者部会において、地域の関係
機関等と児童虐待を取り巻く状況や取組、課題等を共有するとともに、ケース進行管理部会や個別支援会議では、個別ケースごとに
支援の状況や方針、役割分担などを確認しながら、ネットワークにおける支援を強化しました。
（専門的支援機能関係）
①高齢者や障害者、児童、ひとり親、生活困窮者・生活保護受給者など、保健・医療・福祉の専門的な支援を必要とする個別ニーズ
に対する、適切な支援を行いました。
②個別支援を行う中で、医療機関や学校、神奈川県警等と連携、情報共有等を行うことで、困難な課題を抱える子どもや子育て家庭
を地域全体で支える取組を推進しました。
③医療機関と連携し、妊婦・乳幼児健康診査の受診状況等から要支援家庭を抽出し、継続的な支援を実施しました。
（地域支援機能関係）
①各区保育総合支援担当と公立保育所が連携し、地域の子ども・子育て支援に取り組みました。また、地域における「保育」と「子育
て」の一体的な事業推進拠点として、まず初めに、川崎区に「保育・子育て総合支援センター」を整備しました。
②民生委員児童委員協議会等と連携し、児童虐待対策の普及啓発活動や地域の見守り支援を実施しました。
（その他組織整備等）
【H30】
・「地域みまもり支援センターのこれまでの取組状況と今後の方向性」を取りまとめました。
・保健福祉センター内の専門的支援機能と更なる連携の推進を目指し、保健福祉センターの名称を「地域みまもり支援センター（福祉
事務所・保健所支所）」に改めるとともに、効率的・効果的な執行体制として地域みまもり支援センター担当部長を廃止し、地域ケア推
進課長を配置するなどの体制整備を行いました。
【R01】
・平成31（2019）年４月に体制整備を図った地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）の状況について、庁内ヒアリング等
により確認しました。また、令和元年（2019）９月開所の川崎区保育・子育て総合支援センター設置に伴う執行体制変更や、児童家庭
相談支援体制の強化に向けた職員配置のほか、令和４（2022）年設置予定の子ども家庭総合支援拠点における執行体制の検討を
進めました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

1

各区要保護児童対策地域協議会（個別支援会議）の実施回数

4．状況の変化により目標を達成できなかった

実績
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

単位

1

地域で子どもを見守る体制づくりが進んでいると思う人の割
合

ヒト 実績 37.4 - 39 %

説明
要保護児童対策地域協議会（市代表者会議、区代表者部会、個別支援会議）関係
者アンケート調査において、子どもが安心して地域で暮らせるように、地域における
関係機関との連携が進んでいる（とても進んでいる＋進んでいる）と思う人の割合

- 31

単位

目標

説明 実績

%

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

△ モノ △ カネ

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 区分 目標・実績 H29年度

2

地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）の認
知度

その他 実績 -

説明
地域福祉実態調査における「福祉関係団体・施設等を知っているか」の
問いに対し、「地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）」を
「知っている」と回答した人の割合

△

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
・地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）の取組状況を注視し、地域
の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築に向け、必要な取組の見直しや充実
を図るとともに、より効率的かつ効果的な執行体制の検討・整備を進めていきま
す。

その他 ○

区分選択の理由

【ヒト・モノ・情報の効果】
（H30・R01）
・地域包括ケアシステムの構築に向け、効率・効果的な執行体制とし、日頃から市民と接する地域みまもり支援センターとして、市民の
セルフケアに対する意識醸成につなげ、各地域活動の支援やコーディネートを行う中で、相談支援機関と地域との関係が強化され、
住民主体のサロンや子育てサークルが立ち上がるなど、地域力の向上に向けた取組の効果が一定程度表れているものと考えられま
す。
・また、平成30(2018)年度組織改正により高齢、障害、児童などの対象分野別の相談支援機能を担う部署・関係機関等との連携が強
化されたことにより、個別支援の強化につながりました。
・また、小・中学校の校長・児童支援コーディネーター、保育所・幼稚園の園長、各区実務者会議構成員、市代表者部会構成員等の要
保護児童対策地域協議会の関係者に実施したアンケート調査において、子どもが安心して地域で暮らせるように、地域における関係
機関との連携が進んでいる（とても進んでいる＋進んでいる）と思う人の割合については、39％となり、前回調査時（H29年度）より上昇
したものの、目標値を２％下回りました。個別の機関の間では連携の取組が進められていますが、要体協全体での情報共有が十分で
はないこと、要対協の周知不足が考えられます。
※なお、同じ調査において、地域の関係機関がさらに連携強化を図るべきと考える機関として、区役所が前回より20％近くも上昇して
おり、地域の支援ネットワークの中心として、区役所の重要性が増していると考えられます。

【その他の効果】
（R01）
・「地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）」が個別支援、地域支援の取組を進めたことで、初期相談窓口としての役割
を持つ同センターの認知度が、前回調査時の平成28（2016）年度と比べて14ポイント上昇しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

・地域みまもり支援センターの効率・効果的な執行体制の整備も含め、地域
包括ケアシステム構築に向けて、様々な分野の相談や個別支援とともに、要
保護児童対策地域協議会等の地域のネットワークづくりを進めることで、「個
別支援の強化」「地域力の向上」等の推進に一定の効果がみられる一方で、
虐待対応件数の増加など、子どもや子育て家庭を取り巻く環境が複雑・多様
化する中、必要な体制の見直しを含めた取組の充実、関係機関等との連携
強化や役割分担を進めていく必要があるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － 情報
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

待機児童対策事業

事務事業コード

20102010

具体的な取組内容
（活動目標）

説明 実績

改革項目

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化

現状

　必要な地域への保育受入枠の確保や、区役所における利用者へのきめ細やかな相談・支援の充実等の待機児
童対策の推進により、平成29（2017）年４月の保育所等利用待機児童数は０人となりましたが、今後も高まる保育
需要に適切に対応するため、従来の取組を継続するとともに、更なる対策を検討していく必要があります。
　あわせて、保育従事者の増加に伴い、保育の質の維持・向上も課題となる中、これらに的確に対応した待機児童
対策を推進するため、より効果的・効率的な執行体制を検討する必要があります。

10 待機児童対策の推進に向けた効果的・効率的な執行体制の検討

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性
　「川崎市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、必要な地域への保育受入枠の確保や、区役所における利用者
へのきめ細やかな相談・支援の更なる充実、保育の質の維持・向上等の待機児童対策を推進するため、より効果
的・効率的な執行体制の検討を進めます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

【H30・R01】
・国の動向や保育ニーズを踏まえ、待機児童対策を効率的・効果的に推進するための執行体制について検証しま
す。
・横浜市との連携協定に基づき、市境地域における認可保育所の共同整備に向けた検討や既存保育施設の相互
利用等を促進します。
【H30】
・新たな公立保育所の取組として、各種連携会議や施設連携訪問事業等を通じた民間保育所への支援や、キャリ
アアップ研修や職員交流等の人材育成の取組などにより、保育の質の維持・向上を図ります。
【R01】
・保育従事者の急激な増加に伴い、課題となる保育の質の維持・確保を推進するため、公立保育所を拠点として、
各種連携会議等を通じた民間保育所への支援や、研修や職員交流等の人材育成の取組を進めます。

所管

こども未来局

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績

（H30・R01）
・待機児童対策の推進に伴う保育受入枠の拡大や幼児教育・保育の無償化などに対応した執行体制を検討し、そ
の強化を図りました。
・年間を通じて、本庁・区役所をメンバーとする、局長・課長・係長級の会議を開催し、既存の保育資源の活用や保
育ニーズを踏まえた効果的な待機児童対策について、検討しました。
・保育所入所相談やコーディネートなどのきめ細やかな相談・支援のため、各区において独自の取組を行うととも
に、好事例については共有し、横展開を図ることで、利用者支援のより一層の充実を図りました。
・横浜市との連携協定に基づき、川崎認定保育園と横浜保育室の相互利用を促進しました。
・新たな公立保育所がリーダーシップを取りながら、これまでに蓄積した専門的知識や技術を民間保育所と共有す
るなど、保育人材の育成に取り組みました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
・「川崎市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、保育受入枠を確保するほか、区
役所における利用者へのきめ細やかな相談・支援の更なる充実、保育の質の維
持・向上などの待機児童対策を推進するため、必要な取組の見直しや改善等を行
うとともに、より効率的・効果的な執行体制について検討を進めます。

その他 －

区分選択の理由

【モノ・カネの効果】
（H30・R01）
・成果指標である「保育所等利用待機児童数」について、平成30（2018）年４月１日時点の18人から、平成31（2019）年４月１日時点で
14人、令和２（2020）年４月１日時点で12人となりましたが、一部の地域における大規模集合住宅の開発に伴う子育て世代の転入の増
加等により、目標値である０人を達成することはできませんでした。
・保育所等利用申請前の事前説明会や、平日夜間・土曜日に相談窓口を開設するなどの入所保留者に対するアフターフォローを通じ
て、保護者一人ひとりの保育ニーズに応じた、多様な保育施設・サービスとのマッチングを丁寧に行い、川崎認定保育園や「年度限定
型」保育事業の利用等を促すなど、総合的な待機児童対策を講じることで、「保育所等利用待機児童数」の減少に寄与しました。
・保育受入枠の拡大など待機児童対策の推進にあたっては、既存の保育資源の積極的な活用のほか、国における待機児童対策の
補助制度等を最大限に活用することで、市の財政負担の抑制を図りました。
・横浜市との連携協定に基づき、横浜保育室を利用する川崎市民が、平成30（2018）年４月１日時点の23人から、平成31（2019）年４
月１日時点で27人、令和２（2020）年４月１日時点で24人となり、「保育所等利用待機児童数」の減少や横浜市との「ともに子育てしや
すいまち」の推進に寄与しました。また、川崎認定保育園と横浜保育室の相互利用を促進することで、市単独で対応する場合と比較し
て中長期的なコスト面でのメリットも見込まれます。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

・保護者一人ひとりの保育ニーズに応じて、保育サービス等をマッチングする
ことで、認可保育所等のほか、川崎認定保育園や年度限定型保育事業、横
浜市との連携協定に基づく横浜保育室などの利用につなげることにより、待
機児童の解消を図るとともに、既存の保育資源や、保育サービスに係る国の
補助メニューの活用により、市の財政負担を抑えることができたものの、成果
指標である「保育所等利用待機児童数」を０とする目標を達成することができ
なかったため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ ○

1

説明

人

説明

モノ

0 0

14 12

単位

実績 23 27 24

18

カネ ○ 情報

単位

人
取組年度の翌年度４月１日時点において、厚生労働省「保育所等利用
待機児童数調査要領」に基づき集計した数値

R03年度

目標保育所等利用待機児童数

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

モノ
横浜市との連携協定に基づく川崎認定保育園と横浜保育室の相互利
用（取組年度の翌年度４月１日時点の利用人数）

0 0

実績

横浜保育室を利用する川崎市民の人数

R03年度

1

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化

取組の方向性

所管

まちづくり局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

登戸土地区画整理事業

事務事業コード

40502040

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・補償業務における民間部門の体制を１班（２名）増やし強化することで、集団移転の進捗に伴い集中する補償業
務へ的確に対応し、着実に事業を推進します。
・令和元（2019）年度以降に道路等工事が集中し、事業量が増大することから、事業スケジュールに沿った着実な
進捗を図るため、効率的・効果的な執行体制について検討します。
【R01】
・引き続き民間部門を活用するなど、集団移転の進捗に伴い集中する補償業務へ的確に対応し、着実に事業を推
進します。
・増大する道路等工事に的確に対応するため、効果的な執行体制を整備し、道路等工事を着実に進めます。
・令和2（2020）年度以降の補償業務及び工事設計監督業務等、事業の進捗にあわせた事業全体の業務量の精査
を踏まえて、効率的・効果的な執行体制の構築に向けた見直しを検討します。

説明

単位

　登戸土地区画整理事業は平成３７年（2025）年度の事業完了をめざし、集団移転手法の活用により事業を推進し
ています。今後は、複数の集団移転を並行して実施することに伴い集中する補償業務への対応とあわせ、複雑な
権利関係により事業の手続が遅れているエリアの円滑な事業推進に向けた調整が必要となっています。

実績

11 登戸土地区画整理事業補償業務等執行体制の見直し

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　平成25（2013）年度から取り組んでいる補償業務における民間部門の活用については一定の成果を上げており、
今後も事業の進捗状況に応じ、引き続き民間部門を活用するなど、効率的・効果的な執行体制のもと、事業を推進
します。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30】
・補償業務における民間部門の体制を１班（２名）増やし、執行体制を強化したことで、既に集団移転を進めている８
地区に加え、新たに着手した３地区における建物調査や権利者交渉などの補償業務について、的確な対応が図ら
れ、事業が着実に推進しました。
・令和元（2019）年度以降の道路等工事の集中に対応するため、事業の進捗に合わせた執行体制を検討した結
果、令和元（2019）年度に１名増員し、体制を強化することとしました。
【R01】
・補償業務における民間部門と市職員との業務連携を継続し、集団移転の進捗に伴い集中する権利者交渉などの
補償業務に対応するとともに、新たに着手した５地区において建物調査や権利者交渉などで的確な対応を図ること
で、既に進めていた４地区の集団移転が完了するなど事業が着実に進捗しました。
・事業の進捗に伴い、道路工事が集中する中、市職員１名の増員による体制の強化を図ったことで、事業進捗に合
わせた円滑な設計・監督業務の遂行に繋がり、令和元年度に使用開始を予定していた宅地に面する区画道路の整
備を完了させるとともに、都市計画道路（登戸１号線、登戸２号線）の整備に着手するなど、道路工事等の着実な進
捗が図られました。また、今後も引き続き道路工事が集中することから、事業の進捗に合わせた執行体制を検討し
た結果、令和2（2020）年度に１名増員し、体制の強化を図ることとしました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

70 77以上

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・補償業務については、集団移転の進捗に伴い集中する補償業務の的確な対応を
図るため、引き続き、民間部門を含めた執行体制を確保し、着実に事業を推進しま
す。
・工事業務については、令和２（2020）年度の１名増員により、事業の加速化による
工事量の増に対応するとともに、都市計画道路や駅前広場など大規模な工事の
対応などを含め、引続き、効率的・効果的な執行体制の検討を行いながら、着実な
事業展開を図っていきます。

その他 ○

区分選択の理由

【その他の効果】
（H30）
・補償業務について、業務連携の取組を継続的に行うことで、民間部門と市職員との連携を更に強化するとともに、新たに、民間部門
自体の体制を強化（１班増）することで、的確かつ効果的な権利者対応を図ることができるようになり、新たに着手した３地区の集団移
転への対応も含め、着実に事業が推進しました。また、これにより、事業の進捗を示す一つの指標である宅地使用開始面積率につい
ても、平成30（2018）年度で60％となり、目標を上回ることができました。
（R01）
・補償業務について、民間部門と市職員との業務連携の取組を継続的に進め、新たに着手した５地区の集団移転への対応も含め、的
確かつ効果的に権利者対応を図ることができました。また、工事業務については、体制の強化を図ったことで、事業進捗に合わせた円
滑な設計・監督業務の遂行に繋がり、着実に事業が推進しました。これにより、事業の進捗を示す一つの指標である宅地使用開始面
積率についても、令和元（2019）年度で63％となり、目標を上回ることができました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・民間部門と市職員との連携による効率的な取組により、建物移転交渉が円
滑に進んだとともに、工事業務の体制の強化が工事の円滑な執行に繋がっ
たことから、宅地整備や道路工事が進み、宅地使用開始面積率が63％にな
るなど、事業が着実に進捗したため

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

単位

1 ％

説明

説明

その他

57 60

R01年度区分

実績

カネ － 情報

60 63

R02年度

目標

事業後の総宅地面積（約26ヘクタール）のうち、事業の施行により宅地
が整備され、権利者が土地を使用できる状態となった面積の割合

R03年度

目標宅地使用開始面積率

実績 56
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

救急活動事業
救急隊整備事業

事務事業コード

10601060
10601070

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・救急隊の適正配置の検討結果や、平成30（2018）年度の麻生消防署王禅寺出張所への増隊による王禅寺地区
及び周辺地区の現場到着時間等についての効果の検証結果に基づき、現場到着時間の維持・短縮に向けて、救
急隊増隊の検討も含め、取組を推進します。
・平成18（2006）年度から実施している救急車の適正利用に向けた取組を継続的に推進します。
・平成27（2015）年度から導入した「救急受診ガイド」について、救急フェアー等の各種イベントでのリーフレット配布
や、Jリーグ開催時の等々力陸上競技場オーロラビジョン等を活用した広報などを行い、利用促進を図ります。
【R01】
・人口動態や救急件数の急速な増加を考慮し、平成30（2018）年度に増隊した麻生消防署王禅寺救急隊の増隊効
果並びに王禅寺地区及び周辺地区の現場到着時間等についての効果の検証結果に基づき、救急隊の適正な配
置や運用方法を考察し、現場到着時間の維持・短縮を図ります。
・救急車の適正利用等の一層の推進のため、他関係機関と協力した多種媒体による広報活動を実施します。

説明 実績

改革項目

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化

現状

・救急隊28隊により市民サービスを提供しています。国の「消防力の整備指針」においては、地域の実情に即した適
切な消防体制を整備することが求められており、平成26（2014）年10月の指針改正を含め、救急出場件数、人口増
加、地理的条件、消防庁舎の活用状況、市域全体のバランス等を総合的に勘案した救急隊適正配置の検討を行っ
ています。
・救急車の適正利用に向けた軽症者への啓発については、平成18（2006）年度から、さまざまな取組を実施してい
ます（マスコミ・チラシ・公共機関等を活用した広報、コールセンター事業、不適切頻回利用者個別指導、老人福祉
施設等との情報連絡会の実施など）。
こうした取組について、効果を検証しつつ継続・拡大することで、平成18（2006）年と平成28（2016）年の比較におい
て、総救急件数が増加する中、救急車の軽症者利用割合は漸減しています。一方で、その件数は増加しており、更
なる取組が必要な状況となっています。
【総救急件数】58,862件→68,439件
【軽症者利用割合】59％→56％（ピークは平成20（2008）年度の61％）
【軽症者利用件数】31,125件→33,288件

12 救急隊の適正配置や救急車の適正利用に向けた取組の推進

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性

・高齢化の進展に伴う人口構造の変化、在宅介護や単身世帯割合の増加等の社会状況の変化により、救急件数
の急速な増加が予測される中、継続した救急隊の適正配置や運用の考察など、現場到着時間の維持・短縮に向け
た取組を推進します。
・救急車の適正利用等の救急需要対策を一層推進するとともに、国等の動向を注視しながら、新たな手法について
検討を進めます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

消防局

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績

【H30・R01】
・平成30（2018）年４月に麻生消防署王禅寺出張所へ救急隊を１隊増隊し、その周辺地区の現場到着時間等につ
いての効果の検証結果に基づき、現場到着時間の維持・短縮に向け、令和２（2020）年度に増隊される宿河原救急
隊の出場区域を新たに設定しました。
・救急車の適正利用に向けて、平成18（2006）年度から継続して実施している市民等に対する各種広報（かわさきＦ
Ｍ、アゼリア広報コーナー、アゼリアビジョンでの広報など）や、病院間転院搬送に係る改善、各種イベントでのリー
フレット配布やJリーグ開催時の等々力陸上競技場オーロラビジョン等を活用した広報による救急受診ガイドの利用
促進など、さまざまな取組を実施しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
　平成３０年度に増隊された王禅寺救急隊に続き、令和２（2020）年度に運用を開
始する宿河原救急隊増隊の効果検証を行い、救急隊の適正配置や救急車の適正
利用など、現場到着時間の短縮に向けた取り組みを継続します。

その他 －

区分選択の理由

【モノの効果】
・救急件数が平成30（2018）年の72,854件（２８隊）から令和元年（2019）年の75,513件（２８隊）へと2,659件増加した中で、「救急車の平
均現場到着時間」は8.6分となり成果指標である目標値を下回りましたが、平成30(2018)４月の王禅寺救急隊の増隊により、その周辺
地区における救急出場体制等が効率化され、現場到着時間は短縮し一定の効果を得られていることから、今後の宿河原救急隊の増
隊効果も含めて検討する必要があります。また、救急搬送された傷病者の軽症率は年々減少傾向にあることから、適正利用の広報
活動を継続していく必要があります。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C
　増隊した王禅寺救急隊周辺地区には効果が現れたものの、全市的には救
急件数の増加等により現場到着時間は延伸したことから、今後増隊される宿
河原救急隊を含めた効果検証が必要です。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ △

説明

％

説明

モノ

8.4以下 8.4以下

8.4 8.6

単位

実績 56 55 53

8.3

カネ － 情報

単位

各年中の全救急事案のうち、覚知（※）から救急現場到着までの平均
時間
（※）119番通報が指令センターに入電した時間

R03年度

目標救急車の平均現場到着時間

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

分

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

モノ
救急搬送された傷病者の初診医の判断

8.4以下 8.4以下

実績

救急搬送の軽症者の割合

R03年度

1

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化

取組の方向性

所管

消防局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

消防音楽隊等活動事業

事務事業コード

10104140

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・照会等による他都市における音楽隊活動事業の状況調査の実施
・少人数演奏などの効率的な運営についての検討・実施
・カラーガード隊単独派遣の推進
・演奏会開催時の広告収入等による経費確保策の検討・実施
【R01】
・音楽隊専任職員及びカラーガード隊員の組織体制を見直し、減員に向けて効率的な運営手法を検討します。
・今後のあり方を検討するため、所管課において他の普及啓発手法を調査して、効果を比較します。
・行事の内容や場所を考慮した少人数での演奏を行い、消防業務を兼ねる隊員の出演数を抑制して、時間外勤務
を縮減します。
・カラーガード隊単独演奏の演目を拡充して、多様な依頼に対応します。
・定期演奏会の来場者に配付するプログラムへの広告掲載等により収入を得ることで、経費を確保します。

説明

13 消防音楽隊及びカラーガード隊のあり方の検討

単位

千円

・音楽隊員については、専任の職員を２名及び非常勤嘱託員を１名配置するとともに、各消防署等に勤務する職員
が主に時間外勤務により練習・演奏を行っており、市が主催する行事等での演奏による広報活動などを通じて、防
火・防災の普及啓発を推進しています。
・カラーガード隊員については、非常勤嘱託員を17名配置し、音楽隊とともに活動を行っています。

実績

R02年度 R03年度

　防火・防災における他の普及啓発手法との効果の比較や、他都市の状況等を踏まえ、音楽隊及びカラーガード隊
の今後のあり方、効率的・効果的な組織体制及び運営手法について検討を進めます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度H29年度行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

活
動
指
標

その他の活動実績

【H30】
・他都市における音楽隊活動事業の状況について、聞き取りを行いました。
・若手隊員の育成を目的に経験５年未満の音楽隊員とカラーガード隊員による隊を編成し、５件の行事に派遣しま
した。また、カラーガード隊単独による編成を43件の行事に派遣しました。
・広告事業の推進による経費確保に向けて、定期演奏会の来場者に配布するプログラムの仕様見直しによる広告
掲載枠の拡大や、市ホームページにおける協賛企業の募集等を行いました。
【R01】
・業務内容と事務分掌を見直し、次年度に専任職員１名を減ずる体制を確立しました。
・所管課において啓発手法の比較を進めるとともに、効果を評価する際の課題を整理しました。
・少人数編成を５件、カラーガード単独編成を30件の行事に派遣しました。（その他、中止9件）

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

R03年度 単位

－

R01年度 R02年度

528

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・引き続き、カラーガード隊単独及び少人数編成による派遣を確実に実施するとと
もに、専任職員及びカラーガード隊員の減による執行体制の見直しと事業推進に
取り組みます。
・あわせて、効率的・効果的な組織体制の確立に向け、局内会議等により検討しま
す。

その他 －

区分選択の理由

【モノ・カネの効果】
（R01）
広告付き物品を提供する事業者を募集し、パレード用バナー（46万円相当）の提供について契約しました。

【カネの効果】
（H30）
・102件の依頼のうち43件をカラーガード隊単独で派遣し、音楽隊員の派遣に係る人件費を抑制しました。
・定期演奏会の来場者に配布するプログラムの仕様見直しによる広告掲載枠の拡大や、市ホームページにおける協賛企業の募集等
の広告事業の推進により、平成29（2017）年度54千円であった消防音楽隊広告収入が平成30（2018）年度は410千円に増額となりまし
た。
（R01）
・67件の依頼のうち30件をカラーガード隊単独で派遣し、音楽隊員の派遣に係る人件費を抑制しました。
・引き続き広告収入等による経費確保策の拡充に取り組み、528千円の収入を得ました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・カラーガード隊単独及び少人数編成による派遣体制を確立して音楽隊員の
派遣に係る人件費を抑制することができたとともに、広告事業の推進により、
消防音楽隊広告収入の増及び物品提供につながったため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ ○

単位

1

説明

千円

説明

R01年度区分

実績

カネ ○ 情報

R02年度

目標

目標・実績 H29年度 H30年度第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 R03年度

目標

実績

成
果
指
標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

実績 54 410

説明

消防音楽隊広告収入

消防音楽隊定期演奏会プログラムの広告掲載等
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

その他の活動実績

【H30】
・市民館分館（プラザ館）における窓口業務のうち、委託可能な業務内容及び仕様の検討を行い、安定的な施設運
営に向けた委託導入パターンを作成し、費用面も併せて検討したところ、費用対効果の面で課題があるため、次年
度の導入は行わないこととしました。
・検討を進める中で、分館の夜間開館時における利用者及び職員の安全面に課題があることが判明したことから、
夜間開館時間帯に有人警備委託を導入することとしました。
【R01】
・「今後の市民館のあり方」検討のため、庁内検討会議や市民館での既存会議等において市民館の現状及び課題
の把握に努め、「『今後の市民館・図書館のあり方』に関する基本的な考え方」をまとめました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

教育委員会事務局

No.・課題名

目標・実績

目標

現状
　教育文化会館・市民館等については、これまで、受付業務、施設管理業務、舞台管理業務において民間活力の
活用を図り、効率的な運営に努めてきましたが、より一層の市民サービス向上をめざし、民間活力の活用を含めた
新たな管理運営体制の検討・構築に向け、取組を進める必要があります。

14 教育文化会館・市民館等の管理運営体制の見直し

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性
　これまでの管理運営手法の検証を行い、民間活力の活用を含め、生涯学習や地域活動の推進にふさわしい体制
や効果的な管理運営手法の構築に向け、区役所のあり方検討会議における意見や、社会教育委員会議における
研究報告書を踏まえるとともに、国の動向にも注視しながら、取組を進めます。

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

生涯学習施設の環境整備事業

事務事業コード

20302030

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・市民サービスの向上及び施設運営の安定化を図るため、市民館(地区館)と同様に、市民館分館（プラザ館）にお
いても、民間活力の活用による窓口業務の委託化について検討を行うとともに、その結果に基づき取組を進めま
す。
【R01】
・市民館の事業及び施設の管理運営の方向性を明確にし、社会状況の変化や市民ニーズの多様化に的確に対応
できるよう、「（仮称）今後の市民館のあり方」を策定するため、市民館の現状・課題を把握し、市民館の役割等につ
いて検討を行います。

説明 実績

改革項目

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化

105



評　価　（Check）

改　善　（Action）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

実績

R03年度

目標

R03年度

目標

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

カネ － 情報

単位

説明

説明

単位

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・令和元(2019)年度にまとめた「『今後の市民館・図書館のあり方』に関する基本的
な考え方」をもとに市民からの意見聴取等を行いながら、令和２（2020）年度末に市
民館の事業及び施設の管理運営の方向性を示した「今後の市民館のあり方」の策
定を目指します。

その他 －

区分選択の理由

（H30）
・市民館分館（プラザ館）における窓口業務について、委託する業務内容等の検討を行いましたが、費用対効果の面で課題があること
がわかりました。
（R01）
・令和元（2019）年度に取りまとめた「『今後の市民館・図書館のあり方』に関する基本的な考え方」に基づき、令和２（2020）年度末を目
途に「今後の市民館のあり方」を策定した上で、取組を検討・実施します。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

Y ・社会状況の変化や市民ニーズの多様化に的確に対応するための「今後の
市民館のあり方」を検討している段階であるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化

取組の方向性

所管

教育委員会事務局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

生涯学習施設の環境整備事業

事務事業コード

20302030

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・市民サービスの向上及び施設運営の安定化を図るため、図書館（地区館）と同様に、図書館分館（プラザ館）にお
いても、民間活力の活用によるカウンター業務等の委託化について検討を行うとともに、その結果に基づき取組を
進めます。
【R01】
・図書館サービス及び施設の管理運営の方向性を明確にし、社会状況の変化や市民ニーズの多様化に的確に対
応できるよう、「（仮称）今後の図書館のあり方」を策定するため、図書館の現状・課題を把握し、図書館の目指すべ
き方向性等について検討を行います。

説明

単位

　貸出・返却カウンター業務、配架業務等への民間活力の活用を図りながら、職員は専門性を発揮し、相談業務等
に専念するなど、効率的・効果的な図書館運営に努めてきましたが、図書館への市民ニーズは多様化していること
から、より一層の市民サービス向上をめざし、民間活力の活用を含めた新たな管理運営体制の検討・構築に向け、
取組を進める必要があります。

実績

15 図書館等の管理運営体制の見直し

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　これまでの管理運営手法の検証を行い、民間活力の活用を含め、市民の読書活動の推進にふさわしい体制や効
果的な管理運営手法の構築に向け、社会教育委員会議における研究報告書を踏まえるとともに、国の動向にも注
視しながら、取組を進めます。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30】
・図書館分館（プラザ館）における図書館業務のうち、委託可能な業務内容及び仕様の検討を行い、安定的な図書
館サービス提供に向けた委託導入パターンを作成し、費用面も併せて検討したところ、費用対効果の面で課題があ
るため、次年度の導入は行わないこととしました。
【R01】
・「今後の図書館のあり方」検討にあたり、市立図書館利用者アンケートの実施、市民アンケートでの図書館に関す
る質問項目の設置、図書館アイデアミーティングの実施により、市民ニーズの把握等に努め、「『今後の市民館・図
書館のあり方』に関する基本的な考え方」をまとめました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・令和元(2019)年度にまとめた「『今後の市民館・図書館のあり方』に関する基本的
な考え方」をもとに更なる市民意見聴取等を行いながら、令和２（2020）年度末に図
書館サービス及び施設の管理運営の方向性を示した「今後の図書館のあり方」の
策定を目指します。

その他 －

区分選択の理由

（H30）
・図書館分館（プラザ館）における図書館業務について、委託する業務内容等の検討を行いましたが、費用対効果の面で課題があこ
るとがわかりました。
（R01）
・令和元(2019)年度に取りまとめた「『今後の市民館・図書館のあり方』に関する基本的な考え方」に基づき、令和2（2020）年度末を目
途に「今後の図書館のあり方」を策定した上で、取組を検討・実施します。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

Y ・社会状況の変化や市民ニーズの多様化に的確に対応するための「今後の
図書館のあり方」を検討している段階であるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

単位

説明

説明

R01年度区分

実績

カネ － 情報

R02年度

目標

R03年度

目標

実績
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化

取組の方向性

所管

教育委員会事務局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

学校業務マネジメント支援事業

事務事業コード

20204070

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・各々の支援体制における職の意義・役割について洗い出し、限りある予算の中で、引き続き、より効果的な配置に
向けて調査・検討を進めます。
【R01】
・会計年度任用職員制度の導入に併せ様々な職の必要性を検証し、学校運営等に関する指導及び支援体制の見
直しを検討します。

説明

単位

件

　教員や児童・生徒への指導及び支援については、これまで学校教育部や総合教育センターなどにおいて、非常勤
嘱託員、委託業者などを活用しながら、取組を進めてきましたが、目的に応じたさまざまな支援体制があることか
ら、それぞれの職の設置の意義や役割について検証を行い、重複がないよう引き続き見直しを図っていく必要があ
ります。

実績

16 学校運営・指導業務執行体制の見直し

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明 特別支援教育センターが受けた就学相談の件数

R02年度 R03年度

　「かわさき教育プラン」に基づき、児童・生徒の教育的ニーズに的確に対応するため、包括的な支援体制を構築し
ます。
　また、平成29（2017）年度に学級編制基準、教職員定数の決定等に関する権限が移譲されたことに伴い、学校運
営等に関する指導及び支援体制について再検証を行い、支援対象や目的の重複がないよう、非常勤嘱託員等の
活用を含めた効率的かつ効果的な体制の構築に向けて見直しを進めます。

H30年度 R01年度

単位

実績 647 663 548

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30】
・学校教育支援に係わる人的支援調査を実施し、支援対象や支援内容を一覧化し、重複等について確認したが、重
複等は見受けられませんでした。
・障害者の雇用創出のため、チャレンジ就業員の募集を停止し、発展的な職として、障害者就業員を10名配置しまし
た（令和元（2019）年度から）。
・法的事項や児童・生徒指導などへの対応のため、弁護士を非常勤職員として1名配置しました（令和元（2019）年度
から）。
・就学相談や教育相談、特別支援教育に関する学校支援体制の充実を図るため、非常勤職員の配置を見直しまし
た（令和元（2019）年度から）。
【R01】
・令和２（2020）年度から、小中学校支援業務を特別支援学校へ一部移管することにより、特別支援教育巡回指導
員の段階的な廃止を決定しました。
・弁護士資格を有する非常勤職員を１名配置しました。
・現在、各区に設置している学校支援センターを市内１箇所に集約して、機能強化（受付時間の延長や学校に紹介
する人材情報の充実）を図りました。
・心理臨床相談員及び就学相談専門員を２名増員し22名配置し、体制整備を行った。
・障害者就業員を9名配置（令和元（2019）年度当初）から５名増員し14名配置し、また障害者雇用支援員も１名増員
し５名配置しました

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

1

児童生徒の就学相談の件数
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
・引き続き学校運営等に関する指導及び支援体制について検証、検討を行いま
す。
また、現行の会計年度任用職員の効果を検証するとともに、限りある予算の中で
引き続きより効果的な配置に向けて取組を継続します。

その他 ○

区分選択の理由

【モノの効果】
（H30・R01）
・弁護士資格を有する非常勤職員を配置することにより、専門知識に基づいた上で対応を決定することで、保護者や児童生徒に対しよ
り客観性のある解決を図ることができるようになりました。
・心理臨床相談員及び就学相談専門員の増員等したものの、相談件数の増加（平成30（2018）年度）、合意形成困難ケースの増加に
より相談待ち日数の軽減の効果が見られませんでしたが、学校などの関係機関の訪問を増やすことにより児童生徒に対しより丁寧か
つ柔軟な相談などを行うことができるようになりました。

【カネの効果】
（R01）
・特別支援教育巡回指導員の配置の見直しにより、2,090千円の財政効果を、また、学校支援センターの再編により、市内１箇所に機
能を集約することで、1,275千円の財政効果を、令和２（2020）年度予算に反映しました。

【カネ・その他の効果】
（R01）
・弁護士資格を有する非常勤職員を配置することにより、従来の「川崎市立学校法律相談委託」による法律相談が減少し、令和元
（2019）年度当初の契約期間を「平成31年４月１日から令和２年３月31日」を「令和元年７月31日」に変更することで、委託料876千円を
減額するとともに、令和２（2020）年度予算については、「川崎市立学校法律相談委託」を廃止し、謝礼金で対応することで、978千円減
額し、財政効果を創出しました。また、学校に関連した事案の法律相談、面談、交渉などへの同席、訴訟への対応など、専門知識が必
要な業務について職員の業務負担の軽減につながりました。

【その他の効果】
（H30・R01）
・障害者の一般就労へのステップとして実施していたチャレンジ雇用について、チャレンジ就業員の募集を停止し段階的に廃止すると
ともに、発展的な職として、学校における障害者雇用の創出、障害特性に応じた雇用モデルの構築を目的とした、障害者就業員を新た
に配置したことにより、事務局内及び学校における業務補助の導入により事務局職員や学校教職員が通常業務、専門業務に専念で
きる環境を創出することができました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

・弁護士資格を有する非常勤職員の配置や学校支援センターの機能強化な
どにより、保護者や児童生徒によりきめ細かな指導や相談等ができるように
なったため。
・心理臨床相談員及び就学相談専門員の増員等の体制整備に努めたが、相
談件数の増加により相談待ち日数の軽減の効果が見られなかったため。
・特別支援教育巡回指導員の配置の見直しや学校支援センターの再編、弁
護士資格を有する非常勤職員の配置による財政効果を、令和２（2020）年度
予算に反映することができたため。
・障害者就業員の配置による業務補助の導入により事務局職員や学校教職
員が通常業務、専門業務に専念できる環境を創出することができたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ ○

単位

説明

説明

R01年度区分

実績

カネ ○ 情報

R02年度

目標

R03年度

目標

実績
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化

取組の方向性

所管

教育委員会事務局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

学校業務マネジメント支援事業

事務事業コード

20204070

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・雇用と年金を確実に接続するため、定年退職者のうち意欲と能力のある人材を再任用職員として配置しながら、
退職動向を踏まえた一部非常勤化を進めます。
・再任用を踏まえた退職動向等を勘案しながら、改めて学校用務員配置の今後のあり方について検討を進めます。
【R01】
・雇用と年金を確実に接続するため、定年退職者のうち意欲と能力のある人材を再任用職員として配置しながら、
退職動向や会計年度任用職員制度を踏まえた、取組の方向性に基づく配置を進めます。
・他都市の状況や学校現場のニーズの把握を行うとともに、これまでの取組効果や地域管理に関する課題など関
係課や関係団体等と調整しながら、学校用務業務のあり方について検討し、今後の方向性をまとめる。

説明

単位

人

　学校用務員の配置に当たっては、平成16（2004）年度から一部非常勤化を実施し、各校正規職員２名配置から各
校正規職員１名・非常勤嘱託員１名配置に順次移行しています。

実績

17 学校用務業務執行体制の見直し

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明 退職動向を踏まえて非常勤化した人数

R02年度 R03年度

　学校用務業務について、定年退職者のうち意欲と能力のある人材の再任用職員としての配置も行いながら、引き
続き、退職動向などにあわせた非常勤化等を進めます。
　また、効率的な業務執行体制の整備に向けて、今後の学校用務業務のあり方について検討を進めます。

H30年度 R01年度

単位

実績 4 8 1

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30】
・学校用務員の退職動向にあわせ、令和元（2019）年度から、5名を再任用職員として配置するとともに、8名を非常
勤化しました。
【R01】
・学校用務員の退職動向にあわせ、令和２（2020）年度から、16名を再任用職員として配置するとともに、定数1名を
再任用短時間勤務職員の配置としました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

1

非常勤化した人数
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

カネ

目標・実績 H29年度 H30年度

職員定数削減効果額

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

実績 25,720 51,648

説明

R03年度 単位

－

R01年度 R02年度

5,410

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
　学校用務員の配置について、雇用と年金を確実に接続するため、定年退職者の
うち意欲と能力のある人材を再任用職員として配置しながら、退職動向を踏まえた
一部再任用短時間職員等の配置を進めます。

その他 －

区分選択の理由

【カネの効果】
（H30）
・非常勤化に伴う８名の職員定数の削減により、51,648千円の財政効果を令和元（2019）年度予算に反映しました。
（R01）
・定数1名を再任用短時間勤務職員とすることにより、5,410千円の財政効果を令和２（2020）年度予算に反映しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B 　退職動向を踏まえて再任用短時間勤務職員の配置を行い、教職員定数の
削減による財政効果を確保できたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

単位

1

説明

千円

説明

R01年度

非常勤化による職員定数削減の財政効果額

区分

実績

カネ ○ 情報

R02年度

目標

R03年度

目標

実績
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

その他の活動実績

【H30】
・学校給食調理業務について、平成30（2018）年度は小学校３校を新たに委託化しました。
【R01】
・学校給食調理業務について、令和元（2019）年度は小学校３校を新たに委託化しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

校

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

1

学校給食調理業務を新たに委託化した学校数

4．状況の変化により目標を達成できなかった

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

教育委員会事務局

No.・課題名

目標・実績

目標

現状
　平成16（2004）年度からの段階的な民間事業者の活用により、平成29（2017）年度において、小学校51校、中学校
３校（ＰＦＩ方式により運営しているはるひ野小・中学校を除く。）、特別支援学校３校（分校含む。）で学校給食調理業
務の委託化を実施しています。

18 学校給食調理業務の委託化

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

2 3 3

説明 退職動向を踏まえて、当該年度に新たに学校給食調理業務を委託化した学校数

実績

取組の方向性
　学校給食調理業務について、より効率的な運営を図るため、現行の安全衛生の管理水準や給食の質を確保する
とともに、定年退職者のうち意欲と能力のある人材の再任用職員としての配置も行いながら、引き続き、学校給食
調理員の退職動向等にあわせた学校給食調理業務の委託化を実施します。

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

健康給食推進事業

事務事業コード

20201140

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・学校給食調理業務委託について、平成28（2016）年度から公契約化されたことを踏まえ、引き続き、業務の質を維
持しつつ、効率的な運営や安全衛生の管理水準の確保に努めます。
・雇用と年金を確実に接続するため、学校給食調理員の定年退職者のうち意欲と能力のある人材を再任用職員と
して配置しながら、退職動向等にあわせて委託化を実施します。
【R01】
・給食調理員の令和元年度退職者の動向を見据え、退職に伴う人員減数とそれに伴う令和2年度の新規委託学校
数を想定する。その後、減数確定後、関係団体等との調整を行い、委託導入学校を決定する。
・また、今後の調理業務のあり方について、委託化における効果や課題、配置基準、他都市の状況等を踏まえ、関
係各部局、関係団体等と協議をしながら検討し、方向性をまとめる。

説明 実績

改革項目

取組2-(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

カネ
委託化による職員定数削減の財政効果額

実績

職員定数削減効果額

R03年度

目標

R03年度

目標

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

カネ ○ 情報

単位

1

説明

千円

説明

単位

実績 1,057 17,129 6,580

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ ・現行の安全衛生の管理水準や給食の質の確保
・学校給食調理員の退職動向等にあわせた円滑な委託化の推進

その他 －

区分選択の理由

【カネの効果】
（H30・R01）
・学校給食調理業務委託料と学校給食運営に係る人件費との差額による17,129千円の財政効果を令和元（2019）年度予算に、6,580
千円の財政効果を令和２（2020）年度予算に、それぞれ反映しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B 学校給食調理員の退職動向等にあわせて委託化し、財政効果を予算に反映
したため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

現状

単位

実績 0 5 5

単位

件

　本市では、適切な民間活用を図り、安全で良質な公共サービスを提供するための指針として、平成20（2008）年度に「川崎市民間活用ガイドライン」を策
定し、これに基づく取組を推進してきました。
　一方、このガイドラインは、本市が公共サービスの提供において、民間活用を図る場合の基本的な考え方や標準的な手順を示すものであって、さまざま
な民間活用手法の中から最適な手法を決定するための考え方の整理がされていないという課題があり、その対応を図る必要があります。また、指定管理
者制度やＰＰＰ・ＰＦＩ事業などにより民間事業者等が提供するサービス水準等について、適正にモニタリングを実施する必要があります。

実績

その他の活動実績

【H30・R01】
・民間活用については、平成30（2018）年７月に「民間活用の推進に向けた取組の方向性について」を公表し、民間事業者との「対話」
によりパートナーシップを深めるための「窓口」と「ネットワーク」の機能強化などの具体的な取組を打ち出しました。また、市内民間事
業者約3000社を対象に民間活用に関するアンケート調査を実施し、現場レベルでの課題把握を行うとともに、先進自治体などにヒア
リング調査を行いました。
・平成30（2018）年度の調査検討を踏まえ、現行の法制度や昨今の民間活用の実態を踏まえた新たな民間活用の方針「民間活用（川
崎版ＰＰＰ）推進方針」を令和２（2020）年３月に策定・公表しました（方針の中ではモニタリングの考え方についても整理）。
・サウンディング型市場調査については、平成２９年度以前は本市において実績はありませんでしたが、庁内に実施を促すとともに、
個別案件ごとに積極的な支援を行った結果、平成３０年度、令和元年度ともに年間で５件の実績となりました。また、サウンディング
調査を実施した担当者へのアンケート結果等を踏まえ、調査の実施のプロセスを分かりやすく示した「サウンディング型市場調査実
施の手引き」を令和元（2019）年４月に作成し、今後調査の実施時に効率的に進められるよう環境を整えました。
・年度当初に、指定管理施設において平成29（2017）年４月から平成30（2018）年２月までの期間に市からの給付費等を不正に受領し
ていた事案が発覚し、当該施設の指定管理者へ改善勧告を発する事態が生じたことを受けて、改めて、各局区等へ、所管施設の指
定管理者のコンプライアンスの徹底等について指導を徹底するよう通知を発出しました。
・指定管理者の庁内向けの実務研修会については、従来は既存の手引きの内容に関する説明のみを行っていましたが、今年度は、
実務に関する知見をより深く習得させる見地から、外部講師及び関連部署の職員を講師として活用することで、従来の研修の内容を
大幅に改善し、より実務上の課題に対応した研修を実施しました。具体的には、（一社）指定管理者協会に、市と指定管理者とのコ
ミュニケーションの重要性について、総務企画局危機管理室に、災害時に指定管理施設に求められる役割について、監査事務局
に、監査の視点からの公の施設の管理について、それぞれ講義を実施していただきました。
・令和元年度には、民間活力の活用を推進するために、民間事業者の皆様との対話の場として、「川崎市ＰＰＰプラットフォーム」を立
ち上げ、ＰＰＰプラットフォームセミナー及び勉強会をそれぞれ２回開催しました。
・庁内研修として、ＰＦＩ・ＰＰＰ協会による講演の他、新たな民間活用の考え方についての説明会を実施しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

1

サウンディング型市場調査の実施件数

1 民間活用手法の効率的・効果的な導入に向けた取組

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明 各局区等で当該年度に実施したサウンディング型市場調査の合計件数

R02年度 R03年度

　民間活用手法の多様化と、それに伴う具体的な導入スキームの複雑化・高度化に対応するとともに、一層の市民サービスの向上等の効果の最大化を図
るため、平成30（2018）年度整備の民間活用を一元的に担う執行体制のもと、民間活用手法の整理を行いながら、その中から最適な手法を決定するため
の考え方について検討を行います。
　また、民間事業者等に対して適正にモニタリングを実施できるよう手法等の検討を行います。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

所管

総務企画局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

行政管理事務

事務事業コード

81103030

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
●他都市の先進的な民間活用手法の調査の実施
●民間事業者への本市が進める新たな民間活用手法に関する意向調査の実施
●民間事業者へのヒアリングの実施
●「（仮称）民間活用の推進に向けた取組の方向性について」の策定・公表
【R01】
●民間活用（川崎版ＰＰＰ）推進方針の策定・公表
●ＰＰＰプラットフォームの設立

説明

改革項目

取組2-(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用

取組の方向性

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

R03年度

目標全指定管理施設の年度評価における総合評価の平均点

実績

カネ 情報

単位

1 点

説明

説明

モノ

70.8 70.9

R01年度区分

実績

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
「民間活用（川崎版ＰＰＰ）推進方針」等に基づき、民間活用の推進を図るため、庁内研修を更に充実させ、民間
活用を担う庁内人材の育成を図ります。また、同方針に基づくモニタリングの考え方などを浸透させるとともに、
全庁的な情報蓄積に基づきモニタリングやレビューの方法、評価基準、問題発生時の対応等について助言を
行い、不断の改善を重ねながら民間活用を適正に推進します。

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（R01）
・民間活用（川崎版ＰＰＰ）推進方針に関する庁内説明会や指定管理者初任者研修、実務者研修を実施し、一定の効果が得られた。
　＞民間活用（川崎版ＰＰＰ）推進方針説明会における「参考になった」との回答：約８８％
　＞指定管理者実務者研修における「参考になった」との回答：約９６％（指定管理者制度に対する留意事項について）

【モノの効果】
（H30・R01（見込））
・成果指標である「全指定管理施設の年度評価における総合評価の平均点」については、平成29（2017）年度の70.6点から、平成30（2018）年度については
●●点、また、令和元（2019）年度については●●点（対象施設212施設中、令和２（2020）年8月時点で数値が確定している●●施設分の平均値）となり、
目標の70.8点を達成することはできませんでした。

【カネの効果】
（H30・R01）
・従来は各事業において民間活力の導入可能性を委託等で調査していましたが、平成30（2018）年度から新たにサウンディング型市場調査により実施した
ことで、業務委託費の一定の節減につながったものと考えられます。

【情報の効果】
（H30）
・民間事業者へのアンケート調査を実施することにより、民間事業者が抱えている課題や市に対する要望等、現場レベルの声を把握することができ、また、
アンケートで示した今後の本市の具体的な民間活用の取組に対して、一部の民間事業者から賛同の意見をいただくことができました。さらに、アンケートの
実施を通じて、本市の民間活用への積極的な取組姿勢を民間事業者に示すアナウンスメント効果がありました。
（R01）
・民間事業者に向けての「川崎市ＰＰＰプラットフォームセミナー」や、地元企業に向けての「川崎市ＰＰＰプラットフォーム勉強会」において「新たな民間活用
に関する方針」の考え方を説明し、本市の取組姿勢を民間事業者に発信しました。
・川崎市ＰＰＰプラットフォームセミナーにおいて、具体的な民間活用予定案件について対話を実施し、民間事業者の提案につながる情報発信を行いまし
た。
・メールニュースやＨＰなどを活用し、本市の民間活用に係るイベント等について情報発信し、ＰＰＰプラットフォームセミナー等への参加を促しました。（アン
ケート結果においては、半数以上の参加者が「川崎市からの電子メール又は川崎市ＨＰでの情報発信が参加のきっかけになった」と回答）

【その他の効果】
（H30）
・平成31（2019）年２月に、等々力緑地再編整備事業に対して、民間事業者からＰＦＩ法に基づく民間提案（国内でも数例しか実施例がなく、本市でも初めて
受け入れるもの）があり、本提案がサウンディング型市場調査の実施をきっかけに行われたことから、本市の民間活用の積極的な取組が、民間事業者側
の行動を促したものと考えられます。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

「サウンディング型市場調査実施の手引き」や「民間活用（川崎版ＰＰＰ）推進方針」等を策定し、民間活
用推進に向けた環境整備を行いました。
また、庁内職員向けの研修等を通じ、民間活用を担う庁内人材の育成を図りましたが、民間活用を推進
するためには、参加する職員数を増加させるとともに、研修内容の更なる充実が必要であると考えま
す。
「全指定管理施設の年度評価における総合評価の平均点」については、目標値に届いていないため、
今後、更にモニタリングの考え方等を職員に浸透させ、市民サービスの向上を図る必要があります。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト モノ

R03年度 単位

71.0 71.1以上

R01年度 R02年度

未

R02年度

70.6

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

70.1
（集計中）

目標

全指定管理施設の指定管理者制度活用事業評価シートによる年度評
価における総合評価の平均点
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

単位

その他の活動実績

【H30・R01】
・旧施設の解体工事を平成30（2018）年10月に完了し、平成31（2019）年１月から本施設の建築工事に着手し、令和
元（2019）年度については、本施設の建築工事が順調に進捗しました。
・南部リハビリテーションセンターの指定管理者を令和２（2020）年1月に指定するとともに、現行の障害者に対する
支援に加え、高齢者や障害児も含めた新たな地域リハビリテーション体制の構築やサービスの質の向上、関係機
関との連携強化に向けた取組を進めました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

所管

健康福祉局

No.・課題名

目標・実績

目標

現状

　障害者等の専門的かつ総合的な支援を行うため、平成20（2008）年度に北部地域リハビリテーションセンター（百
合丘障害者センター）を設置し、障害者等のライフスタイルに応じた相談・支援機能、日中活動を行う通所サービス
及び地域生活支援センターにおいて指定管理者制度を導入しました。
　また、平成28（2016）年度に、北部地域リハビリテーションセンターと同様の機能を有する中部地域リハビリテー
ションセンター（井田障害者センター）の事業運営を開始し、あわせて、障害者等の在宅生活を支援する機能等にお
いて指定管理者制度を導入しました。
　さらに、南部地域については、平成32（2020）年度に（仮称）南部地域リハビリテーションセンターが開設されるまで
の間においても身近な地域での障害者等に対する相談支援体制を構築するため、障害者更生相談所南部地域支
援室を開設しました。

2 地域リハビリテーションセンターの管理運営体制の構築

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

R03年度

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

福祉センター再編整備事業

事務事業コード

10401050

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・南部地域における障害者等に対する評価・判定・相談については、福祉センター跡地活用施設に（仮称）南部リハ
ビリテーションセンターが整備されるまでの間、南部地域支援室で対応します。
・包括的な相談支援体制の充実に向け、関係機関との連携強化に取り組みます。
【H30】
・福祉センター跡地活用施設の整備については、引き続き、旧施設の解体工事を実施するとともに、本施設の設計
業務を進めます。また、平成31（2019）年１月を目途に本施設の建築工事に着手します。
【R01】
・南部地域リハビリテーションセンターの指定管理者として、7月以降に募集・選定を行います。
・福祉センター跡地活用施設の整備については、引き続き建築工事を推進します。

説明 実績

改革項目

取組2-(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用

取組の方向性

　全市域であらゆる障害に対して専門的かつ総合的な支援体制を整備するため、北部地域リハビリテーションセン
ター及び中部地域リハビリテーションセンターの開設に続き、平成32（2020）年度に開設する（仮称）南部地域リハビ
リテーションセンターについて、指定管理者制度の導入に向けた取組を進めるとともに、公的支援サービスを担う専
門部門として障害者更生相談所と精神保健福祉センターの一体的な取組を進めます。

H30年度 R01年度 R02年度

説明

単位
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 R01年度 R02年度

目標

H29年度 H30年度

実績

R03年度

目標

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・引き続き、令和2（2020）年度末の施設開所を見据えて、効果的な地域リハビリ
テーションセンターの管理運営体制構築に向けた取組を推進していきます。
・また、障害者更生相談所や精神保健福祉センターと一体となった包括的な相談
支援体制の充実に向けた取組を着実に進めていきます。

その他 －

区分選択の理由

（H30・R01）
・平成30（2018）年10月に旧福祉センターの解体工事を完了するとともに、予定どおり平成31（2019）年１月から跡地活用施設の建築
工事に着手し、令和元（2019）年度については、建築工事が順調に進捗しました。
・令和２（2020）年１月に、南部リハビリテーションセンターの指定管理者を指定しました。
・包括的な相談支援体制の充実に向けて、新たな地域リハビリテーション体制構築への取組を進めました

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

Y
・令和２（2020）年度末に開設予定の南部リハビリテーションセンターにおける
指定管理者制度の導入や開設後の包括的な相談支援体制の充実に向けた
準備段階であるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ － カネ － －

説明

情報

R03年度 単位

単位

説明

説明

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

区分

実績

118



改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

介護サービスの基盤整備事業
障害福祉サービスの基盤整備事業

事務事業コード

10402020
10404010

特別養護老人ホームの民設民営化・民間移行施設数 0 0 8 8

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
■老人デイサービスセンター３施設（久末、さいわい、多摩）
　廃止に伴う現行利用者の民営施設への円滑な移行に向けた調整や条例の廃止・改正手続を行い、指定期間満了にあわせて事業を廃止します。
■わーくす川崎（障害者通所施設）
　現利用者の引き受け等を条件とする貸付先の募集・選定、貸付に伴う条例改正など、平成31（2019）年４月からの貸付による運営に向けた取組を行います。
■わーくす中原（障害者通所施設）
　現行利用者を適切な施設へ引き継いだ上で、事業廃止に係る条例改正手続を行います。
【R01】
■特別養護老人ホーム８施設（夢見ヶ崎、すみよし、こだなか、ひらまの里、陽だまりの園、しゅくがわら、長沢壮寿の里、多摩川の里）
■れいんぼう川崎（障害者支援施設）
■わーくす大師（障害者通所施設）
　指定管理者制度の総括評価、年度評価を実施し公表するとともに、既存の建物における不動産鑑定や譲渡・貸付先運営法人の募集・選定など、令和3年（2021）年4月からの民設化
に向けた取組を行います。

施設
説明

取組年度の翌年度４月１日時点における民設民営化又は民間移行した特別養護老人ホームの累
計数

1
実績

改革項目

取組2-(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用

取組の方向性

　「高齢者・障害児者福祉施設再編整備基本計画・第１次実施計画」に基づき、施設の老朽化への対応を図りながら、民間によって質の高いサービスが十分に提供されている分野にお
いては、施設運営法人による長期的な視点に立った施設運営や、利用者ニーズに応じたサービス内容の変更等を可能とし、より安定的、効果的にサービスを提供できるよう、譲渡・貸
付け・建替えによる民設民営化を進めるとともに、現行の利用者が他の事業所等で継続してサービスを利用できるよう対策を講じた上で、事業廃止による民間移行を進めます。
　一方、地域支援や他施設との調整機能を有するなど公設である必要性の高い施設や、給付費のみでは運営が困難である施設、措置費精算方式で収益が出ない仕組みである施設
など、民間によるサービス提供が進まない施設等については、引き続き指定管理者制度により運営を行っていきます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

所管

健康福祉局

No.・課題名

目標・実績

目標

現状

　公設の特別養護老人ホーム８施設、養護老人ホーム１施設、老人デイサービスセンター４施設、障害児・者入所施設４施設、障害者通所施設16施設、障害者地域生活支援センター２
施設、療育センター３施設、身体障害者福祉会館（会館機能）４施設、視覚・聴覚障害者情報文化センター２施設、その他障害者総合支援法で運営される２施設で指定管理者制度又は
直営による管理運営を行っています。これらの施設については、民設民営により運営されているものが多く存在していることから、平成29（2017）年３月に策定した「高齢者・障害児者福
祉施設再編整備基本方針」に基づき、管理運営手法のあり方について検討を進め、平成30（2018）年３月に「高齢者・障害児者福祉施設再編整備基本計画・第１次実施計画」を策定し
ました。

3 公設福祉施設の管理運営手法のあり方の検討

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

単位

施設
取組年度の翌年度４月１日時点における民設民営化又は民間移行した障害者通所施設の累計
数 2

6 6目標

実績 0

2

2

2

0 0 0

4．状況の変化により目標を達成できなかった

その他の活動実績

【H30】
■老人デイサービスセンター３施設（久末、さいわい、多摩）
・廃止に伴う現行利用者の民営施設への円滑な移行に向けた調整や条例の廃止・改正手続を行い、指定期間満了にあわせて事業を廃止しました。
■わーくす川崎（障害者通所施設）
・現利用者の引き受け等を条件とする貸付先の募集・選定、貸付に伴う条例改正など、平成31（2019）年４月からの貸付による運営に向けた取組を行いま
した。
■わーくす中原（障害者通所施設）
・現行利用者を適切な施設へ引き継いだ上で、事業廃止に係る条例改正手続を行いました。
【R01】
■特別養護老人ホーム８施設（夢見ヶ崎、すみよし、こだなか、ひらまの里、陽だまりの園、しゅくがわら、長沢壮寿の里、多摩川の里）
・現利用者の引き受け等を条件とする譲渡・貸付先の募集など、令和３（2021）年４月からの譲渡・貸付による運営に向けた取組を行いました。
■れいんぼう川崎（障害者支援施設）＆わーくす大師（障害者通所施設）
・現利用者の引き受け等を条件とする譲渡の募集・選定など、令和3（2021）年４月からの譲渡による運営に向けた取組を行いました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

4
障害者通所施設の民設民営化・民間移行施設数

2
老人デイサービスセンターの民設民営化・民間移行施設数 目標 3 3 4 4

施設
説明

取組年度の翌年度４月１日時点における民設民営化又は民間移行した老人デイサービスセン
ターの累計数 実績 0 3 3

3
障害者支援施設の民設民営化・民間移行施設数 目標 0 0 1 1

施設
説明

取組年度の翌年度４月１日時点における民設民営化又は民間移行した障害者支援施設の累計
数 実績 0 0 0

R02年度 R03年度 単位

説明
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・「川崎市高齢者・障害児者福祉施設再編整備基本計画・第１次実施計画」に基づ
く、指定管理施設の貸付・譲渡に向けた取組を推進します。
・老人デイサービスセンター（井田）：現行利用者・家族に対する説明会の開催、現
行利用者の民営施設への移行調整
・特別養護老人ホーム（８施設）の譲渡・貸付先の選定、契約締結、利用者引継ぎ
等
・養護老人ホーム：指定管理期間満了に伴う更新手続き
・障害者支援施設（れいんぼう川崎、わーくす大師）：譲渡契約の締結、利用者の
引継ぎ等
・障害者通所施設（くさぶえの家、かじがや障害者デイサービスセンター、御幸日中
活動センター）の貸付先運営法人募集・選定、貸付契約の締結、利用者の引継ぎ
等

その他 ○

区分選択の理由

【モノの効果】
（R01）
・平成30（2018）年度に廃止した多摩老人福祉センターデイサービスセンター跡地を改修することで、地域交流できる場を創出しまし
た。

【カネの効果】
（H30）
・わーくす中原の廃止に伴う職員人件費及び施設運営費の削減額による66,349千円の財政効果を令和元（2019）年度予算に反映しま
した。

【その他の効果】
（H30）
・久末デイサービスセンターを廃止することで、その跡地を老朽化している障害者通所施設の移転用地として活用することができるよう
になりました。
（R01)
・平成30（2018）年度に廃止した久末デイサービスセンターをかじがやデイサービスセンターの大規模改修に伴う仮移転先として活用
することで、大規模改修工事期間においても、かじがやデイサービスセンター利用者に対し、切れ目なく必要なサービスを提供するが
できました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・施設廃止後跡地を活用することにより、利用者への継続したサービス提供
に寄与するとともに、新たに地域交流を図る場を設置し、新たなサービスを提
供することが可能となったため。
・わーくす中原の廃止により、66,349千円の財政効果を令和元（2019）年度予
算に反映することができたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ ○

説明

単位R03年度

カネ ○ 情報

単位H29年度 H30年度 R03年度

目標

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度

目標

説明

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

実績
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

認可保育所整備事業
公立保育所運営事業

事務事業コード

20102020
20102040

公立保育所の民営化箇所・園数 52･56 55･59 60・65

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・平成31（2019）年４月の４か所・４園、令和２（2020）年４月の３か所・３園の民営化実施に向けた取組を推進しま
す。また、令和３（2021）年４月に民営化を予定している公立保育所について、民営化実施に向けて、関係各所との
調整を行います。
【R01】
・令和2（2020）年4月に民営化する3か所・3園について、着実に民営化が行えるよう、それぞれの手法（移築民営
化、建替え民営化及び貸付民営化）に応じた整備を推進します。
・また、令和03（2021）年度に民営化する5か所6園について、随時、関係機関等と調整を図り、滞りなく民営化を推
進するため、具体的な調整等を実施します。
・さらに、平成31（2019）年4月に民営化した4か所4園について、安定的な保育所運営が行えるようアフターフォロー
を実施します。

か所
・園

説明
取組年度の翌年度４月１日時点における民設民営に移行した公設公営の保育所
の累計数

1

実績

改革項目

取組2-(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用

現状

　平成17（2005）年度以降、指定管理者制度の導入や、建替えとあわせ施設の整備・運営を委ねる手法等により、
平成31（2019）年４月時点で、52か所・56園の公立保育所の民営化を実施し、延長保育の拡大などの市民サービス
の向上を図りました。
　今後も、限られた財源を効率的に活用し保育需要の増大化・多様化に対応するため、引き続き、民営化を推進す
る必要があります。

4 公立保育所の民営化

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性
　引き続き、増大化・多様化する保育需要に対応し、受入定員の増加や、一時保育事業、長時間延長保育の実施
による質の高いサービス提供を確保するため、民営化対象園8か所・9園についての民営化を推進し、令和3（2021）
年4月を目途に民営化を完了させることを目標とし、取組を進めます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

こども未来局

No.・課題名

目標・実績

48・52 52･56 55･59

その他の活動実績

【H30】
・令和３（2021）年４月に民営化を行う公立保育所５か所６園について、民営化手法を決定し、公表しました。
【R01】
・令和３（2021）年４月に民営化を行う公立保育所５か所６園について、運営法人の選定を行い、その後、選定事業
者と民営化に向けた調整を進めました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ ・令和３（2021）年４月の５か所６園の民営化実施に向けた取組を推進します。

その他 －

区分選択の理由

【モノの効果】
（H30・R01）
・公立保育所の民営化により、保育受入定員の増加（平成30（2018）年度：定員170名増、令和元（2019）年度：定員20名増）や、長時
間延長保育の実施など、利用者のニーズにあわせた保育充実のサービスが図られ、待機児童対策に貢献しました。

【カネの効果】
（H30・R01）
・民営化園の運営費総額（定員ベース）と公営で運営した場合の運営費総額（定員ベース）を比較し、その差により、197,530千円の財
政効果を令和元（2019）年度予算に、163,299千円の財政効果を令和２（2020）年度予算に、それぞれ反映しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B ・民営化により利用者への保育サービスの更なる拡充に寄与するとともに、
一定の財政効果を確保できたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ ○

説明

説明

単位

カネ ○ 情報

単位R03年度

目標

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

実績

R03年度

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

現状

単位

単位

・平成17（2005）年度から平成22（2010）年度にかけて、公立保育所14か所・15園に指定管理者制度を導入しまし
た。
・一方で、同制度を導入した公設民営保育所の運営費が国庫負担金の対象外となり、財政的な効果が希薄化した
こと、また、子どもが生活を行う場であるという保育所の特性上、より長期的な視点に立った運営が望ましい面もあ
ることから、民設民営化を検討してきました。
・平成26（2014）年９月に公設民営保育所の民設民設化の今後の方向性を決定し、「建物が単体施設の場合」は、
建物・工作物は有償譲渡、土地は無償貸付けとし、「建物が複合施設の場合」は、建物・工作物・土地の無償貸付
けを原則としました。
・平成29（2017）年４月までにおいて、建物が保育所単体施設の７か所・８園及び建物が複合施設の４か所・４園の
計11か所・12園について民設民営化を実施しました。

実績

その他の活動実績

【H30】
・平成31（2019）年４月の民設民営化に向けて、公設民営保育所３か所・３園の運営法人を決定しました。
【R01】
・民設民営化した保育所に対し、年間指導監査実施計画に基づく指導監査を実施しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

5 公設民営（指定管理者制度導入）保育所の民設民営化

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

11･12 14･15

R02年度 R03年度

　公設民営保育所の各保育所の指定期間の終了を目途として、引き続き民設民営化を進め、平成31（2019）年４月
の完了に向けて取組を進めます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

1

所管

こども未来局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

認可保育所整備事業
民間保育所運営事業

事務事業コード

20102020
20102030

公設民営保育所の民設民営化箇所・園数 14・15

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・対象施設のうち、残る３か所・３園の民設民営化を平成31（2019）年４月に実施し、指定管理者制度導入園14か
所・15園の民設民営化を完了します。
【R01】
・民設民営化した14か所・15園の保育所に対して指導監査を実施し、安定的な保育サービスの提供ができているか
確認を行います。

か所
・園

説明
取組年度の翌年度４月１日時点における民設民営に移行した公設民営の保育所
の累計数

改革項目

取組2-(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用

取組の方向性

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

R03年度

目標

実績

カネ ○ 情報

単位

説明

説明

R01年度区分

実績

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅰ
・平成31（2019）年４月に３か所３園の民設民営化を実施することにより、公設民営
（指定管理者制度導入）保育所14か所・15園の民設民営化を完了しました。
・また、引き続き、年間指導監査実施計画に基づく指導監査を実施していきます。

その他 －

区分選択の理由

【モノの効果】
（H30）
・指定管理者制度においては、指定期間が５年間であり、運営法人が変更となる可能性がありましたが、民設民営化後は、同一法人
による、保育需要の多様化に対応した、より安定した保育サービスを提供できることとなりました。
（R01）
・民設民営化した14か所・15園の保育所について、指導監査を行った結果、サービス提供に支障が生じる、あるいはサービス提供が
できなくなるような指摘事項がなかったことから、利用者に対し、安定的な保育サービスを提供できているものと考えられます。

【カネの効果】
（R01）
・民設民営化に伴う、子どものための教育・保育給付費国庫負担金及び県費負担金の歳入増により、268,545千円の財政効果を令和
元（2019）年度予算に反映しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・民設民営化により、同一法人による安定した保育サービスを利用者に提供
することが可能となるとともに、財政面においても約2.7億円／年度の財政効
果を確保することができたため。
・また、民設民営化した保育所に指導監査を行った結果、安定的な保育サー
ビスの提供ができていると判断できているため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ ○

R03年度 単位

－

R01年度 R02年度

R02年度目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

その他の活動実績

【H30】
・川崎市住宅供給公社による維持管理業務について、住宅政策審議会における議論を踏まえ、モニタリング・評価
の方法について検討しました。
・建替事業について、民間活力導入の検討対象となる集約再編候補団地の抽出のため、中原区、高津区、宮前区
の９団地を対象に基礎的な調査を実施しました。
【R01】
・維持管理業務について、評価の客観性を確保するため定量的な評価指標を導入するとともに、市の評価を第三
者の立場で確認する住宅政策審議会評価部会を新たに立ち上げました。
・建替事業について、民間活力導入の検討対象となる集約再編候補団地の抽出のため、川崎区、幸区、中原区の
17団地を対象に基礎的な調査を実施しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

まちづくり局

No.・課題名

目標・実績

目標

現状

　本市では、17,775戸（平成28（2016）年３月31日現在、特定公共賃貸住宅を含む。）の市営住宅等ストックを抱えて
おり、そのうち昭和50（1975）年以前に建設され、管理開始後40年超経過しているストックが全体の約43％を占める
など、老朽化が進行しています。
こうした中、市営住宅全体の維持管理については、平成17（2005）年８月の「川崎市住宅政策審議会」中間答申「新
たな市営住宅管理制度のあり方について」を踏まえ、平成18（2006）年４月より、川崎市住宅供給公社が公営住宅
法に基づく管理代行を行っています。これにより一定のサービス向上・コスト削減等が図られていますが、他の自治
体における管理代行や指定管理者制度による民間活用の状況などを踏まえ、維持管理業務の更なる効率化に向
けた検討を行う必要があります。
また、市営住宅の建替事業については、将来的な人口や世帯数の減少を見据えた団地の集約・再編の検討にあ
わせ、市が建設工事の発注を直接行う直接建設方式以外の整備手法の導入の検討が必要となっています。

6 市営住宅事業における効率的・効果的な民間活用手法の検討

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性

　維持管理業務について、管理代行のモニタリングや評価を適正に行うとともに、他都市の動向等を踏まえながら、
現行の管理代行期間終了後の平成34（2022）年度以降の管理業務の手法を検討します。
　また、建替事業については、将来的な人口や世帯数の減少等の社会経済環境の変化を見据えた団地の集約・再
編の検討を行うに当たり、他都市の導入実績等を参考にしながら、民間活力の導入の可能性を検討します。

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

市営住宅等ストック活用事業
市営住宅等管理事業

事務事業コード

10406070
10406080

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・維持管理業務について、住宅政策審議会からの意見を踏まえながら、現行の管理代行のモニタリング内容の見
直しやより適正な評価に向けた検討を進めます。
・建替事業について、民間活力導入の検討対象となる集約再編候補団地の抽出のための基礎的な調査を実施しま
す。
【R01】
・維持管理業務について、第三者による管理代行の評価機関を設置し、新たなモニタリングを実施します。
・建替事業について、川崎区、幸区の市南部の市営住宅を中心に、民間活力の導入可能性の検討対象となる集約
再編候補団地の抽出のための基礎的な調査を実施します。

説明 実績

改革項目

取組2-(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

実績

R03年度

目標

R03年度

目標

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

カネ － 情報

単位

説明

説明

単位

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・維持管理業務について、管理代行のモニタリングや評価を引続き行うとともに、他
都市の動向等を踏まえながら、現行の管理代行期間終了後の令和4（2022）年度
以降の管理業務の手法を検討します。
・建替事業について、平成29（2017）年度～令和元（2019）年度で実施した基礎的
な調査により得られた調査対象団地の建替え時期や建替え後の建設可能戸数を
踏まえ、民間活力の導入を見据えた市営住宅の集約再編の可能性について検討
します。

その他 －

区分選択の理由

（H30・R01）
・建替事業における民間活力の導入に関する詳細な検討のための基礎的な資料を作成しました。
（H30）
・維持管理業務について、モニタリング・評価の方法について検討しました。
（R01）
・維持管理業務について、評価の客観性を確保するための指標の導入や住宅政策審議会評価部会の立ち上げを行いました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

Y ・令和４（2022）年度以降の管理業務の手法や、建替事業における民間活力
の導入可能性の検討段階のため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

パークマネジメント推進事業

事務事業コード

30301040

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・身近な公園における民間活力の導入については、有効性などを精査し、箇所の選定等を行った上で、関係企業へ
の聞き取りや関係部署との協議を行うなど、公民連携に向けた取組を検討します。
・市民協働の拡充については、現在取り組んでいる公園におけるこどものボール遊びの取組をもとに、市民の方々
が公園の有効活用方法を話し合う手法を構築します。
【R01】
・身近な公園における民間活力導入については、サウンディング型市場調査等の実施により市場性の有無や実現
の可能性を把握します。その後、地域特性を考慮し、可能なものから民間活力の導入を推進します。
・市民協働の拡充については、公園におけるこどものボール遊びのガイドラインをもとに、必要に応じて、市民の
方々が公園の有効活用方法を話し合う場など、地域コミュニティを推進する機会を設定します。

説明 実績

改革項目

取組2-(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用

現状
　身近な公園である近隣・地区公園等について、市民の利便性向上に向け、地域の特性に配慮した管理運営体制
の構築を進める必要があります。

7 身近な公園緑地における市民の利便性向上に向けた取組の推進

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性
　公園の規模や地域特性を精査した上で、民間活力の導入及び市民協働の拡充の検討を踏まえ、地域特性に配
慮した管理運営体制を構築します。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

建設緑政局

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績

【H30】
・こすぎコアパークにおける管理運営手法を、民間など多様な主体との連携について検討を行いました。
・公園でのルール作りのガイドライン（ボール遊び）を平成30（2018）年6月に作成し、9月から運用を開始し、教育関
係者、公園関係者や各種団体に周知を図りました。
・ガイドラインを用いた活動の取組以外に、園名板（お願い板）の文言張替え修正や禁止看板の文言見直しを行い
ました。
【R01】
・公園緑地サウンディングの実施により、賑わいや憩いの創出、利用者の利便性向上など、公園のさらなる魅力向
上につながる民間事業の可能性を整理しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標

127



評　価　（Check）

改　善　（Action）

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・サウンディング調査結果を踏まえ、民間活力の導入により、現状の公園緑地が抱
える課題の解決につながるものや新たな魅力が創出できると判断されたものか
ら、順次、民間活力の導入を推進するとともに、地元調整を通じて利用者の利便性
向上に資する公園のルール作りを促してまいります。

その他 －

区分選択の理由

（H30）
・こすぎコアパークにおける民間活力導入について、候補企業との協議、地元の意向確認を進め公民連携の検討を進めました。
・ボール遊びについて9月からガイドラインを運用開始し、７区の公園緑地管理運営協議会（397団体）・公園緑地愛護会合同連絡協議
会（252団体）、ＰＴＡ連絡協議会理事会での周知説明、教育委員会関係者へ情報提供を行いました。
・園名板（お願い板）の文言張替え修正や禁止看板の文言見直しを行いました
（R01）
・公園緑地サウンディングの実施により、身近な公園緑地における賑わいや憩いの創出、利用者の利便性向上など、公園のさらなる
魅力向上につながる民間事業の可能性を整理できました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

Y

・サウンディング調査により、身近な公園緑地における民間の発想による市
民の利便性の向上に向けた取組の可能性を整理した段階であるため。
・公園でのルール作りガイドラインについては、未だ活用の申し出がされた公
園がなく、引き続き、市ホームページでの周知を図るとともに、各町会等に対
して必要に応じてガイドラインの活用を促す等、より一層、働きかけを行って
いく必要があるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

説明

説明

単位

カネ － 情報

単位R03年度

目標

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

実績

R03年度

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

富士見公園整備事業

事務事業コード

30302010

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・これまでの民間活力導入に向けた検討結果を踏まえ、関係部局による検討会議において調整を行いながら、令和
2（2020）年度からの次期指定管理業務の執行も含め、更なる民間活力導入に向けた新たな手法の検討を進めま
す。
【R01】
・平成30（2018）年度の検討の結果を踏まえ、富士見公園の再編整備に向けた民間活力導入に資する取り組みに
配慮した、指定管理者の募集を行います。

説明 実績

改革項目

取組2-(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用

現状
　川崎富士見球技場を含めた富士見公園南側区域の管理運営については、平成27（2015）年度から指定管理者制
度を導入しており、今後は公園全体の魅力向上に向け、更なる民間活力の導入の検討を進めていく必要がありま
す。

8 富士見公園の管理運営における更なる民間活力の導入

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性
　平成28（2016）年度末に設置した庁内検討会議のもと、北側区域におけるテニスコートなどの施設再整備の進捗
状況を踏まえながら、富士見公園北側・南側の一体的な管理運営における民間活力の導入について検討を進めま
す。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

建設緑政局

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績
【H30・R01】
・富士見公園への民間活力の導入に向けて、サウンディング型市場調査を実施するなど、民活導入に向けた検討
を行いました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ ・富士見公園の再編整備における民間活力導入に向けて、引き続き新たな手法の
検討を進めます。

その他 －

区分選択の理由

【H30・R01】
・富士見公園への民間活力の導入に向けて、サウンディング型市場調査を実施するなど、民活導入に向けた検討を行いました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

Y ・「富士見公園再編整備基本計画」の策定に向けて、更なる民間活力導入に
向けた新たな手法の検討を行っている段階であるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

説明

説明

単位

カネ － 情報

単位R03年度

目標

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

実績

R03年度

目標

130



改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

等々力緑地再編整備事業

事務事業コード

30302020

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・等々力緑地における施設整備や維持管理業務及び各施設の管理運営について、市民意見等との調整を図りな
がら、マーケットサウンディングを実施し、民間活力との効果的な連携に係る事業者提案を公募します。
【R01】
・平成30（2018）年度末に提出のあったPFI法に基づく民間提案内容について審査の上、当該審査結果やマーケット
サウンディング結果を踏まえた、等々力緑地再編整備計画に係るハード・ソフト面の見直しに着手するなど、緑地の
更なる魅力向上に向けた民間活力導入の検討を進めます。

説明 実績

改革項目

取組2-(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用

現状
　等々力緑地内の陸上競技場や広場、とどろきアリーナなどの各施設については、各部署にて管理運営を行ってい
ますが、今後は、スポーツ・レクリエーションの拠点としての更なる魅力向上に向けて、民間活力を活かした管理運
営を行っていく必要があります。

9 等々力緑地の管理運営体制の再構築

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性

　平成29（2017）年６月の都市公園法の一部改正により、都市公園において一層の官民連携が期待できる制度が
新たに創出されたことから、平成30（2018）年度に予定していたパークマネジメントの導入を延期しました。
　今後は、等々力緑地のめざすべき公園像の実現に向け、等々力緑地全体の魅力を更に高めるため、民間事業者
との効果的な連携を図る仕組みづくりなどの取組を進めます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

建設緑政局

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績

【H30】
・等々力緑地のパークマネジメント推進に向け、魅力向上や効率性の視点から、陸上競技場第２期整備や緑地内
施設の一体的な管理運営についての、民間事業者の柔軟な発想に基づく幅広い事業アイデア等を把握する必要
があることから、公募による「マーケットサウンディング」を実施しました。
【R01】
・社会環境の変化や自然災害のリスクが高まり、PFI法に基づく民間提案といった状況の変化に対応するため、
「等々力緑地再編整備事業の推進に向けた今後の取組方針」を策定し、防災・減災の視点からの緑地の役割の再
検討や民間活力の導入範囲や手法についての検証を含め、市附属機関である「等々力緑地再編整備計画推進委
員会」に諮りながら、令和３（2021）年６月を目途に「等々力緑地再編整備実施計画」の改定を行うこととしました。
・また、「等々力緑地再編整備事業の推進に向けた今後の取組方針」に基づき、民間提案内容の実現可能性を検
証するにあたり、提案者のノウハウや提案内容を公表及び活用することについて提案者の承諾を得る必要がある
ことから、東急（株)との取り決め（協定の締結）を行い、連携・協力を図ることとしました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・等々力緑地再編整備事業の今後の取組方針に基づき、既存の実施計画の改定
に向け、引き続き民間活力の導入範囲とその手法について検討を進めていきま
す。

その他 －

区分選択の理由

（H30）
・等々力緑地のパークマネジメント推進に向け、魅力向上や効率性の視点から、陸上競技場第２期整備や緑地内施設の一体的な管
理運営についての、民間事業者の柔軟な発想に基づく幅広い事業アイデア等を把握する必要があることから、公募による「マーケット
サウンディング」を実施しました。
（R01）
・社会環境の変化や自然災害のリスクが高まり、PFI法に基づく民間提案といった状況の変化に対応するため、「等々力緑地再編整備
事業の推進に向けた今後の取組方針」を策定し、防災・減災の視点からの緑地の役割の再検討や民間活力の導入範囲や手法につ
いての検証を含め、市附属機関である「等々力緑地再編整備計画推進委員会」に諮りながら、令和３（2021）年６月を目途に「等々力
緑地再編整備実施計画」の改定を行うこととしました。
・また、「等々力緑地再編整備事業の推進に向けた今後の取組方針」に基づき、民間提案内容の実現可能性を検証するにあたり、提
案者のノウハウや提案内容を公表及び活用することについて提案者の承諾を得る必要があることから、東急（株)との取り決め（協定
の締結）を行い、連携・協力を図ることとしました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

Y ・緑地の更なる魅力向上に向け、民間事業者との効果的な連携を図る仕組
みづくり等の検討段階であるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

説明

説明

単位

カネ － 情報

単位R03年度

目標

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

実績

R03年度

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用

取組の方向性

所管

建設緑政局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

多摩川プラン推進事業

事務事業コード

30305010

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・にぎわいの創出に寄与するため、多摩川の持つ特性を踏まえ、水辺のにぎわいの創出や地域の活性化に向け
て、民間活力の導入や、町内会、企業など地域との連携による取組を検討します。
・流域自治体との連携により、多摩川改修100周年事業や、渡し場復活事業等を実施します。
・指定管理制度の活用によるバーベキュー広場の適正な管理運営及びパークボール場の次期指定管理者の選
定・指定を行います。
・サイクリングコースの延伸による流域自治体等との連携を検討します。
【R01】
・水辺の賑わいの創出や地域の活性化に向けて、民間活力の導入や、まちづくり活動団体、企業など地域との連
携などによる取組の推進（水辺で乾杯in川崎など）
・流域自治体との連携や人的交流の取組の推進による六郷の渡し事業実施の検討
・アクセス向上に向けたサイクリングコースの延伸及びピクニック橋整備による流域自治体等との連携や活用の推
進
・民間活力の活用によるバーベキュー広場及びパークボール場の施設管理運営の推進及び河川敷の賑わい創出
に向けた事業の実施

説明

単位

　多摩川のポテンシャルを最大限に活用し、更なる価値の向上を図るため、地区ごとの特性に応じた民間活力の導
入や、地域との協働による水辺のにぎわいの創出に向けた取組を推進する必要があります。

実績

10 多摩川の利活用によるにぎわいの創出と地域活性化策の検討

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　多様な市民ニーズに対応するため、多摩川の持つ特性を踏まえ、水辺のにぎわいの創出や地域の活性化に向け
て、民間活力の導入や、町内会、企業など地域との連携、流域自治体等との連携などによる取組を検討します。
　また、野球場や広場などの施設の管理運営についても、指定管理者制度などさまざまな民間活力の効果的な活
用に向けて検討を進めます。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30・Ｒ0１】
・にぎわい創出に向けて、平成30（2018）年度には「水辺で乾杯in川崎」「SUP THE RIVER TAMAGAWA」「多摩川綱
引き大会」を開催しました。令和元（2019）年度には、「水辺で乾杯in川崎」の開催に加え、丸子橋周辺での民間活
力の導入による事業展開の検討・募集を行いました。
・流域自治体と連携し、平成30（2018）年度にはパネルリレー、丸子の渡し、二子の渡し等を実施しました。令和元
（2019）年度には、六郷の渡し事業実施に向けた検討・試走を行いました。
・指定管理者により、バーベキュー広場・パークボール場の適正な管理運営を行いました。平成30（2018）年度には
パークボール場については、次期指定管理者の選定・指定を行いました。
・令和元（2019）年度には、ピクニック橋を整備し、サイクリングコースが稲城市に接続されました。また、利用館環境
向上に向け、愛称募集を行い、「かわさき多摩川ふれあいロード」に決定しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

133



評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

0

41以上

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ

・多摩川の持つ特性を踏まえ、水辺のにぎわいの創出や地域の活性化に向けて、
指定管理者制度の活用や新たな民間活力の導入、町内会及び企業など地域との
連携による取組を検討します。
・流域自治体との連携により、渡し場復活事業等を実施します。
・多摩川の魅力やイベント等の情報について、関係部署や所管施設の管理者と連
携しながら、様々な広報媒体を活用して、効果的に周知します。
・アクセス向上に向けた、サイクリングコースの新たな延伸の検討を行います。

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30）
・成果指標である「渡し場イベントの参加者数（建設緑政局調べ）」は、晴天に恵まれたこともあり、平成30（2018）年度は2,750人とな
り、平成29（2017）年度と比べ、より多くの方々に参加いただくことができました。
（Ｒ0１）
・流域自治体との連携として、八王子市・日野市との協働で、「多摩川上流体験」を実施し、３市の子ども達が多摩川を通じた交流を行
うことができました。

【モノの効果】
（Ｈ30）
・まちづくり団体や企業との協働、流域自治体等との連携により、平成30（2018）年10月に「SUP THE RIVER TAMAGAWA」を開催し、
チームリレーなどのレースや体験会へ合計約500名の方々に参加をいただくなど、水辺を有効に活用することができました。
・平成30（2018）年5月に開催した「多摩川綱引き大会」では、世田谷区とも連携し、世田谷区側では綱引きを、川崎市側では食対決を
開催しました。約300名の参加をいただき、市長や区長の参加もあり、川崎と世田谷の綱引き大会・食対決共に、大いに盛り上がりを
見せ、にぎわいを創出することができました。
（Ｒ0１）
・「水辺で乾杯in川崎」の開催箇所を市内全域の7区に拡大することにより水辺の活用を促進し、更なるにぎわいを創出することができ
ました。
・市民アンケートにおいて、多摩川に魅力を感じ、利用したことのある割合が、前回（H29）に比べて減少しています。
・渡し場イベントが、令和元年東日本台風により中止となりました（参加者数０）。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

・平成30（2018）年度には、「丸子の渡し祭り」開催の際に、Ｅボート体験や走
り方教室等のイベントを同時開催することで、平成29（2017）年度の参加者数
を大きく上回る2,750名の参加があったとともに、「ＳＵＰ　ＴＨＥ　ＲＩＶＥＲ　ＴＡ
ＭＡＧＡＷＡ」や「多摩川綱引き大会」等も開催し、にぎわい創出に貢献するこ
とができました。令和元（2019）年度には、令和元年東日本台風の影響で、丸
子の渡し祭等が中止となるなど、多摩川の利用が制限されたこともあり、市民
アンケートの「多摩川に魅力を感じ、利用したことのある割合」が前回（H29）
から減少しました。一方で、これまでと違う連携先との事業展開や、民間活力
の導入に向けた公募の実施により、令和2（2020）年度以降の新たなにぎわ
い創出に繋げることができました。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ △

単位

1 ％

人

説明

説明

2

4,900以上

モノ

R01年度区分

実績 450 2,750

カネ － 情報

モノ

35.1

R02年度

目標 3,400 3,900 4,400

市民アンケート（無作為抽出3,000人）において、多摩川を「利用したこと
があり、魅力を感じる」と回答した人の割合

R03年度

目標

渡し場イベントの参加者数（建設緑政局調べ）

年度における渡し場イベントの参加者数の集計

多摩川に魅力を感じ、利用したことのある人の割合（市民ア
ンケート）

実績 38
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

生田緑地整備事業
公園緑地の適正管理

事務事業コード

30302030
30302140

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・アンケート結果を踏まえた来苑者に対するサービス向上に向けた取組の検討
・令和5（2023）年度以降における、ばら苑を含めた生田緑地全体の法改正等を踏まえた管理運営手法の検討
【Ｒ01】
・管理運営手法の検討や市民サービス向上のため、一般開放時に来苑者アンケートを実施します。
・ばら苑管理について企業へのヒアリングを実施し、民間ニーズを把握するとともに、アンケート調査結果を踏まえ、
庁内検討会議にて検討し、ばら苑を含めた生田緑地全体の管理運営手法の方向性（素案）を作成します。
・周辺整備状況や管理運営手法の方向性を踏まえつつ、施設のバリアフリー化などの来園者サービスの向上に向
けて、ばら苑整備の基本計画を策定します。

説明 実績

改革項目

取組2-(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用

現状

　生田緑地ばら苑は、周囲を多摩丘陵の樹林地に囲まれ、15,000㎡の敷地に533種4,700株のバラが植えられてお
り、これらのバラの育成管理については、多くの市民ボランティアによって支えられていますが、維持管理にかかる
経費は増加しています。
　生田緑地については、平成25（2013）年度から生田緑地全体の広報や緑地と各文化施設（岡本太郎美術館、日
本民家園、青少年科学館）の維持管理業務等を統合し、指定管理者制度による横断的な管理運営を行っています
が、今後は、ばら苑を含めた生田緑地全体の魅力向上の視点も踏まえた、より効率的・効果的な管理運営手法の
あり方を検討する必要があります。

11 生田緑地ばら苑の魅力の向上と管理運営手法のあり方の検討

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性

　生田緑地の指定期間が更新となる平成35（2023）年度に向け、一層の官民連携を可能とする平成29（2017）年５
月の都市公園法の改正やばら苑を含めた生田緑地全体の魅力向上の視点を踏まえた、効率的・効果的な管理運
営手法を検討します。
　また、ばら苑周辺地の整備状況を踏まえつつ、開苑日数の拡大や施設のバリアフリー化などの来苑者サービス
の向上に向けた検討を進めます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

建設緑政局

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績

【H30】
・アンケートを実施し、市民サービスの向上や管理手法の検討を図るための課題整理を行いました。
・庁内検討委員会を設置し、ばら苑を含めた生田緑地全体の現状の課題を関係課で共有し、魅力向上につながる
取組の方向性を整理しました。
【R01】
・ばら苑管理について、来苑者へのアンケートや企業へのヒアリングを実施するとともに民間管理のバラ園を視察
し、民間企業のばら苑管理の考え方を整理しました。ヒアリング結果については、庁内検討会議を経て、ばら苑への
民間活力を導入する上で検討すべき事項を整理し、生田緑地全体の管理運営手法の方向性（素案）を作成しまし
た。
・基本計画の策定については、地域との調整に時間をかける必要があり、生田緑地マネジメント会議にて、ばら苑
のあり方について議論を進めています。議論の中で、ばら苑再整備において車両のアクセス路を整備する方向性
が出てきたことから当該地の測量及び概略検討を行いました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 3

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
・ばら苑の効率的・効果的な管理運営管理に向けては、民間事業者へのヒアリン
グを踏まえ、ばら苑のあり方について市の考えを整理する必要性が明らかになっ
たことから、来年度、ばら苑のあり方、整備管理運営方針について、市の考え方を
整理し、民間活力導入手法の方針を決定します。

その他 －

区分選択の理由

（H30）
・来苑者に対してアンケートを実施し、市民サービスの向上や管理手法の検討を図るための課題を把握するとともに、庁内検討委員会
において、ばら苑を含めた生田緑地全体の現状の課題を関係課で共有し、魅力向上につながる取組の方向性を整理しました。
（R01）
・ばら苑管理についての企業へのヒアリングの実施により、民間事業者による民間のノウハウを活かした効率的・効果的な管理運営に
つなげる上で、事前に整理すべき必要な事項を整理できました。
・生田緑地マネジメント会議にて、計３回の議論を重ね、各地のばら苑のケーススタディや現地視察等によって課題が整理できました。
生田緑地ばら苑周辺概略検討業務委託により、現地測量と概略検討を行い、新たなアクセス路整備の方向性が整理できました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

Y
・ばら苑管理についての企業へのヒアリングを実施したことにより、民間事業
者の考え方は整理できましたが、民間活力を導入するにあたり、事前に整理
すべき課題も明らかになりました。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

説明

説明

モノ

100,000 100,000

86,867 80,856

単位

75,112

カネ － 情報

単位

年２回開苑しているばら苑の入場者数

R03年度

目標年間来苑者数

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

人

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

100,000以上

実績

R03年度

1

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

改革項目 No.・課題名 所管

取組2-(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用 12 川崎港コンテナターミナルの管理運営体制の見直し 港湾局

現状
　国際コンテナ港湾政策を一歩前進させるため、横浜市と川崎市が先行して設立した横浜川崎国際港湾㈱が、平
成28（2016）年３月に港湾運営会社に指定されました。また、横浜川崎国際港湾㈱と川崎臨港倉庫埠頭㈱の共同
事業体が、平成28（2016）年４月から指定管理者として川崎港コンテナターミナルの管理運営を開始しました。

取組の方向性

　国における国際戦略港湾施策の推進のため、平成30（2018）年４月の指定管理者制度における利用料金制の導
入や指定管理範囲・業務の拡大とともに、川崎臨港倉庫埠頭㈱の経営改革と人材育成を行うことによる、コンテナ
ターミナル管理運営における民間活力の更なる活用を推進します。
　あわせて、国際戦略港湾施策の動向を踏まえ、ポートセールスに関する官民の適切な役割分担と、連携の強化に
向けた取組を進めます。

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・コンテナターミナルの安定的な管理運営が行われるよう、横浜川崎国際港湾㈱及び川崎臨港倉庫埠頭㈱の経営
状況を正確に把握し適宜指導を行います。
・コンテナターミナルの管理運営状況について適切にモニタリングを行い、平成30（2018）年４月に導入した利用料
金納付金制や業務範囲拡充等も含め効果を検証します。
・ポートセールスについて幅広い知識・経験・人脈を有する横浜川崎国際港湾㈱、川崎臨港倉庫埠頭㈱と本市が連
携して取り組みを推進することにより、新規航路開設や取扱貨物量の増を目指します。
【R01】
・引き続き横浜川崎国際港湾㈱及び川崎臨港倉庫埠頭㈱の経営状況を正確に把握し適宜指導を行います。
・コンテナターミナルの管理運営状況について引き続き適切なモニタリングを行います。
・引き続き横浜川崎国際港湾㈱、川崎臨港倉庫埠頭㈱及び本市が連携し、積極的なポートセールスを実施します。
・現行の指定管理期間（～平成33年3月31日）終了後の管理運営体制のあり方について、調査委託を実施の上、取
扱貨物量の推移・目標、施設能力、収支構造等を総合的に勘案し、管理運営手法（指定管理方式、貸付方式等）を
検討します。

40402010 東扇島物流促進事業

関連する
事務事業

事務事業コード 事務事業名

R03年度 単位

目標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明 実績

説明

その他の活動実績

【H30、R01】
・横浜川崎国際港湾㈱及び川崎臨港倉庫埠頭㈱に対して、随時ヒアリングを実施するとともに本市コンテナ施策の
動向等について情報共有を行うことで、経営状況の正確な把握及び適切な指導を行いました。
・コンテナターミナルの管理運営状況について、本市及び指定管理者の間で毎月実施する関係者会議等を通じてモ
ニタリングを行い、港湾局指定管理者選定評価委員会において適切な評価を行いました。
・新規航路の開設等に向けて、横浜川崎国際港湾㈱、川崎臨港倉庫埠頭㈱と本市が連携してポートセールスを実
施しました。
・現行の指定管理期間（～令和３（2021）年3月31日）終了後の管理運営体制のあり方について、令和元（2019）年
度に調査委託を実施し、管理運営手法（指定管理方式、貸付方式等）の検討を行いました。

R01年度 R02年度 R03年度 単位

活
動
指
標
その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度

R02年度

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 区分 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

1

川崎港コンテナターミナルにおけるコンテナ取扱量

モノ

目標 15万以上

ＴＥＵ

説明
川崎港コンテナターミナルにおいて、取り扱われた輸出入、移出入コン
テナ貨物の量 実績 12万 13.5万 15.3万

目標

説明 実績

○ 情報

R02年度 R03年度 単位その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

－ その他

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・更なる民間活力の活用に向けた川崎臨港倉庫埠頭㈱の経営改革と人材育成
・港湾運営会社横浜川崎国際港湾㈱との連携方策の検討・実施
・令和元（2019）年度の検討結果を踏まえた、令和３（2021）年度以降の民間部門
を活用したコンテナターミナル管理運営手法の実施に向けた取組

－

区分選択の理由

【モノの効果】
（H30）
・成果指標である「川崎港コンテナターミナルにおけるコンテナ取扱量」が平成30（2018）年度は約13.5万ＴＥＵとなり、前年度を上回る
取扱量となりました。
・我が国最大級の集積を誇る東扇島の冷凍冷蔵倉庫群の利用者からニーズの多かったタイ航路や中国東南アジア航路などの３航路
が新規開設され、川崎港の利用者の利便性向上につながりました。
（R01）
・前年度開設されたタイ航路などについてポートセールスを積極的に行った結果、成果指標である「川崎港コンテナターミナルにおける
コンテナ取扱量」が令和元（2019）年度は約15.3万ＴＥＵとなり、前年度を上回る取扱量となりました。

【カネの効果】
（H30）
・川崎港コンテナターミナルにおけるコンテナ取扱量の増加に伴い、平成29（2017）年度の施設使用料259,902千円から、平成30
（2018）年度は利用料金が285,321千円となり施設収入が増加しました。
（平成30（2018）年４月の利用料金制の導入に伴い、本市が施設使用料を収納する方式から、指定管理者が利用料金を徴収する方式
に変更しています。）
（R01）
・川崎港コンテナターミナルにおけるコンテナ取扱量の増加に伴い、平成30（2018）年度の利用料金285,321千円から、令和元（2019）
年度は利用料金が310,636千円となり施設収入が増加しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・利用者からのニーズが多く、利便性向上に大きく資するタイ航路などについ
て、指定管理者が積極的なポートセールスを行ったことで、航路維持に貢献
するとともに、川崎港コンテナターミナルにおけるコンテナ貨物量が平成30
（2018）年度13.5万ＴＥＵ、令和元（2019）年度は約15.3万ＴＥＵと増加したこと
により、施設収入の増加につながったため。

○ カネ
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

改革項目 No.・課題名 所管

取組2-(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用 13 港湾緑地等の管理運営体制の見直し 港湾局

現状

　川崎港内の緑地等については、近年、港湾労働者等が休息に利用するだけでなく、広く市民が利用するように
なっており、利用の拡大が図られています。そのため、既存のものだけでなく、整備が予定されている緑地等を含
め、維持管理水準の向上に向けた取組が必要となっています。
　こうした中、平成28（2016）年９月に策定した「川崎港緑化基本計画」に基づき、各港湾緑地の特徴に応じた、より
効率的な管理方法等について施設ごとに検証を行っており、非常勤嘱託員を柔軟かつ機動的に活用することで、
除草作業の効率性等を高める効果も確認できました。

取組の方向性
　「川崎港緑化基本計画」に基づき、川崎港内全体の港湾緑地等について、指定管理者制度等の民間活力を活用
するとともに、非常勤嘱託員を柔軟かつ機動的に活用することで、それぞれの施設の特徴を活かした新たな管理運
営体制の整備を推進します。

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・東扇島中公園への指定管理者制度の導入に向けて、条例改正及び業者選定等の所要の手続を行います。
・非常勤嘱託員１名の増員と乗用草刈機の新規導入により、経費削減と除草作業の効率化を図り、非常勤嘱託員
３名体制による機動的な緑地の維持管理を行います。
【R01】
・指定管理者制度が導入された東扇島中公園の導入効果の検証と年度評価を実施します。
・非常勤嘱託員による除草作業の効率化を図り、機動的な緑地の維持管理を行うとともに、港内の美化対策として
公園・緑地以外の緊急性の高い港湾施設の除草作業にも対応していきます。

40403070 港湾緑地維持管理事業

関連する
事務事業

事務事業コード 事務事業名

R03年度 単位

目標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明 実績

説明

その他の活動実績

・平成30(2018)年度に条例改正及び業者選定等の所要の手続を行い、平成31（2019）年４月から東扇島中公園へ
指定管理者制度を導入しました。今後は東扇島中公園への導入効果を検証していきます。
・経費削減と除草作業の効率化を図るため、平成30(2018)年度に非常勤嘱託員を１名増員するとともに、新たに乗
用草刈機を導入し、これまで委託により実施していた除草作業の一部を非常勤嘱託員が機動的に実施できるよう
にしました。令和元（2019）年度はさらに委託面積を縮小して経費削減を図りました。

R01年度 R02年度 R03年度 単位

活
動
指
標
その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度

R02年度

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 区分 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

1

川崎市港湾振興会館（川崎マリエン）利用者数（港湾振興イ
ベント、スポーツ施設等の利用者を含む。）

モノ

目標 42万以上

人

説明
川崎マリエン展望台利用者数、港湾振興イベント、スポーツ施設等の
利用者を合算して算出 実績 40.7万 42.2万 17.0万

目標

説明 実績

○ 情報

R02年度 R03年度 単位

1

東扇島中公園の利用者数

モノ 実績 2.4万

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明
ＢＢＱ場利用者数、学校の昼食利用者数、イベント開催時の参加者数
等を合算して算出

－ その他

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ

・港湾振興会館（川崎マリエン）と東扇島中公園を一体とする指定管理者制度のも
とでの管理運営について、指定管理者による運営を支援しながら、川崎市港湾振
興会館（川崎マリエン）利用者数の増に向けた取組をより一層進めていくとともに、
東扇島中公園の活性化を図っていきます。
・会計年度任用職員による除草については、引き続き、乗用草刈機の活用による
経費削減を目指します。

－

区分選択の理由

【モノの効果】
（R01）
・平成31（2019）年４月からの東扇島中公園への指定管理者制度導入に伴い、東扇島中公園の利用者が川崎マリエンとの相乗効果
により増加することを期待していましたが、令和元(2019）年度については、酷暑の影響や台風による川崎みなと祭り（約25万人来場
（毎年度））の中止等の影響を差し引いても、利用者数が伸び悩みました。令和２(2020)年度以降、指定管理者とともに、利用者数の増
加に向けた取組を進めるとともに、ＢＢＱ場の利用者数や芝生広場等の利用者数も指標としながら、取組自体の効果についても検証
していきます。

【カネの効果】
・平成31（2019）年４月からの東扇島中公園への指定管理者制度導入による1,476千円の財政効果を令和元（2019）年度予算に反映し
ました。令和２（2020）年度以降も同等の財政的効果が見込まれます。
・非常勤嘱託員の増員と乗用草刈機の導入により、東扇島東公園緑地管理業務委託料が平成29（2017）年度の13,525千円から、平
成30（2018）年度は7,158千円となり、非常勤嘱託員の増員や乗用草刈機の導入による3,668千円のコスト増要素を差し引いて、2,699
千円の経費削減効果がありました。また、令和元（2019）年度についても、令和元（2019）年度東扇島東公園緑地管理業務委託料が
8,965千円（見込）となることから、非常勤嘱託員の増員や乗用草刈機の運用経費の2,942千円（見込）を差し引いて、取組前の平成29
（2017）年度比では1,618千円（見込）の経費削減効果がありました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

・指定管理者制度導入目的のひとつであった、港湾振興会館（川崎マリエン）
と東扇島中公園の窓口を安定的に一本化することができ、長期にわたり市民
サービスを低下させることなく、両施設の市民利用が可能となった一方で、成
果指標である利用者数が伸び悩み、課題もあるため。
・指定管理者の導入による1,476千円の財政効果を令和元（2019）年度予算
に反映するとともに、非常勤嘱託員の増員や乗用草刈機の導入による財政
効果を得ることができているため。

△ カネ
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

現状

単位

単位

　これまで、給料表の構成や昇給制度の見直しとともに、社会経済環境の変化にあわせた給与水準の引下げや、退職手当、特殊勤務手当等の諸手当の
見直し、市が実施する福利厚生事業における公費負担の見直しなどを実施してきました。
　今後も、より一層、職務・職責と勤務実績に基づく給与制度を確立するため、国、他都市、市内民間事業所の動向等を踏まえながら、継続した見直しに取
り組むとともに、公正化・適正化の観点から、福利厚生事業の見直しに取り組んでいく必要があります。

実績

その他の活動実績

【H30・R01】
・職員月報「れいんぼう」の配布方法について、紙媒体から、原則、ウェブ閲覧方式に見直うとともに、紙媒体による配布が数多く残る
環境局や教育委員会等について、業者から直接庶務担当課に配送するなどの見直しを行いました。
【H30】
・人事委員会勧告を踏まえ、公民較差を解消するため、期末・勤勉手当の年間支給月数を4.40月分から4.45月分に引き上げました。
・特殊勤務手当の見直しを行い、「保育園に勤務する保育士に対する手当」及び「本庁に勤務する保健師等に対する手当」を平成31
年（2019）年4月から廃止しました。
・退職手当について、国や他都市の動向を踏まえ、最高支給率を49.59月から47.709月に引き下げるとともに、退職理由別・勤続年数
別支給率の一部を見直しました。
・老朽化する職員寮について今後のあり方を検討するため、他都市への照会を行うとともに、今後予想される維持コストを概算で把
握することにより収支シミュレーションを行いました。今後の施設管理運営のあり方について長寿命化対策による運営に限定せず、
民間への譲渡など様々な選択肢を検討しました。
【R01】
・人事委員会勧告を踏まえ、公民較差を解消するため、月例給を0.09％引き上げました。また、期末・勤勉手当の年間支給月数を
4.45月分から4.50月分に引き上げました。
・高齢層職員の昇給・昇格制度の見直しについて、国や他都市の状況を踏まえ、令和３（2021）年４月から、55歳を超える職員につい
ては、標準の成績（昇給区分C）では昇給しないこととし、特に良好（昇給区分B）の場合には１号給、極めて良好（昇給区分A）の場合
には２号給の昇給としました。
・職員寮については、人事課、人事委員会等関係部署へのヒアリング、昨年度作成した収支シミュレーションなどをもとに検討した結
果、最短で令和３（2021）年度末での廃止の方向性を決定しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

1 給与制度・福利厚生事業の見直し

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　国や他都市の給与制度等の改正の動向、さらには行財政改革、公務員制度改革等の地方公務員給与に関する課題についての国の動向等を踏まえな
がら、引き続き、給与制度の見直しの検討を行うとともに、適正な給与水準の確保及び諸手当の見直しに取り組みます。
　また、福利厚生事業について、社会経済状況の変化等を踏まえながら、引き続き見直しに取り組みます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

所管

総務企画局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

労務事務
福利厚生事務

事務事業コード

81108030
81111010

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・人事委員会勧告の内容や国、他都市等の改正動向を踏まえ、必要な条例改正等を行い、適切な給与水準を確保します。
・福利厚生事業について、社会経済状況の変化、他都市の動向等を踏まえながら、引き続き見直しに取り組みます。特に、会計年度任用職員制度の導入
に伴い、職員厚生会の会員要件を検討するとともに、収支全体の見直しを行うことから、労働組合等と調整し、福利厚生事業の整理を行います。
【H30】
・職員寮について、今後のあり方を検討するため、他都市への照会を行うとともに、施設の劣化調査を行い、今後予想される維持コストを概算で把握するこ
とにより収支シミュレーションを行います。また、これに基づき、効果的かつ効率的な長寿命化対策を進めるとともに、今後の施設管理運営のあり方につい
て長寿命化対策による運営に限定せず、民間への譲渡も含めて検討していきます。
【R01】
・職員寮について、平成30（2018）年度の劣化調査及びシミュレーションをもとに優先して対応すべき長寿命化対策を進めるとともに、必要に応じてシミュ
レーションの見直しを行います。また、職員寮のあり方を検討するに当たり、職員寮以外の行政財産としての活用方法があるか検討するため、まずは総務
企画局内で関係部署にニーズなどを調査、調整を行い、その可能性を検討します。

説明

改革項目

取組2-(3)給与制度・福利厚生事業の見直し

取組の方向性

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

R03年度

目標

実績

カネ ○ 情報

単位

説明

説明

R01年度区分

実績

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ

・本市職員の給与制度について、人事委員会勧告や国、他都市等の改正動向を
踏まえ、必要な条例改正等を行い、適切な給与水準を確保するとともに、必要な見
直しを継続的に行っていきます。
・職員寮については、寮生等への説明を含め計画的に職員寮の廃止手続きを進
めるとともに、寮跡地の活用等について関係部署とのと協議を進めていきます。
・「職員月報」については、令和元年度中に行ったアンケート結果などをもとに、原
則Web媒体による配布においても変わらず愛読いただける福利厚生誌のあり方を
検討するとともに、新たな課題も見つかっていることから、さらなる改善に努めてい
きます。

その他 ○

区分選択の理由

【カネ・その他の効果】
（H30・R01）
・「職員月報」れいんぼうの配布方法の見直しを行い、対象者全員に紙媒体を配布していたものを原則ウェブ閲覧方式に見直した結
果、紙媒体印刷部数を13,100部から4,000部へと削減することができ、114千円の財政効果を令和元（2019）年度予算に反映することが
できました。また、紙媒体の印刷部数を減らすことにより、庶務担当課職員等の配布事務について、業務量を削減することができまし
た。さらに、紙媒体による配布が数多く残る環境局や教育委員会等について、業者から直接庶務担当課に配送するなどの見直しを行
い、さらなる配布事務の省力化に寄与しました。ただ、読者アンケートにおいて、ウェブ閲覧方式への見直しにより、「読むための手間
が増えた。」との声も寄せられており、新たな課題が生じました。
（H30）
・退職手当の最高支給率を最高支給率を49.59月から47.709月としたことで、１人当たり1.881月数分を削減するとともに、退職理由別・
勤続年数別支給率の一部を見直しました。

【カネの効果】
（H30）
・特殊勤務手当の見直しにより、「保育園に勤務する保育士に対する手当」や「本庁に勤務する保健師等に対する手当」について、そ
れぞれ、従事者×１日170円の削減となりました。

【その他の効果】
（H30・R01）
・人事委員会勧告に基づき、月例給の引き上げや勤勉手当の引き上げを実施したことにより、公民較差を解消し適切な給与水準を確
保することができました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

・適正な給与水準の確保により、国や市内企業との均衡を図るとともに、特殊
勤務手当や退職手当制度の見直しによる削減効果を得ることができたため。
・「職員月報」については、紙媒体による配布から原則Webによる配布へと見
直した結果、印刷費の削減、各局等庶務担当課の配布事務の低減につなが
る効果があった一方で、読者アンケートでは、Ｗｅｂ閲覧方式への見直しによ
り「読むための手間が増えた。」との意見も寄せられているため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

R03年度 単位

－

R01年度 R02年度

R02年度目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(4)ＩＣＴの更なる活用

取組の方向性

所管

総務企画局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

地域情報化推進事業
行政情報化推進事業
情報統括監理推進事業

事務事業コード

40205010
40205020
40205050

提供しているオープンデータのデータセット数 150 200 250 300以上

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・本庁舎建替に伴う新たなＩＣＴ環境の整備に向け、検討を進めます。
【H30】
・公衆無線ＬＡＮ環境の整備は、民間アクセスポイントを活用するなど、行政負担を抑え効率的に利用範囲の拡大を進めます。
・かわさきアプリによる防災・子育て・イベント等に関する情報発信及びかわさきアプリの利用者拡大に向けた取組を推進します。
・平成30（2018）年３月に実施したＡＩ（人工知能）を活用した問合せ対応サービスの実証実験の結果を分析し、ＡＩを活用した市民サービスの導入に向けた検討を進めます。
・官民データ活用推進基本法に基づき、オープンデータ化を更に進めるため、所管課に対して積極的なデータ登録を呼びかけ、本市ホームページ上で提供しているオープンデータの
データセット数が150以上となることを目指します。
・平成29（2017）年度に導入したモバイル端末やテレビ会議等のツールの活用や、モバイルワーク等の実施に向けた庁内環境の構築を行います。
・本庁舎建替に伴う新たなＩＣＴ環境の整備に向け、検討を進めます。
・本市情報システムの現状、課題を踏まえ、情報システムの最適化に向けた新たな方針を策定します。
【R01】
・川崎市官民データ活用推進計画に基づき、AI等の新たなICTを活用したデジタル自治体行政の推進を図るとともに、オープンデータ化を更に進めるため、本市ホームページ上で提供
しているオープンデータのデータセット数が200以上となることを目指します。
・かわさきアプリによる防災・子育て・イベント等に関する情報発信及びかわさきアプリの利用者拡大に向けた取組を推進します。
・公衆無線ＬＡＮ環境の整備は、民間アクセスポイントを活用するなど、行政負担を抑え効率的に利用範囲の拡大を進めます。
・既に導入済みであるモバイル端末やテレビ会議等のツールの利用拡大、モバイルワーク・テレワークの試行範囲の拡大、ＲＰＡにより効率化できる業務や部署の選定及びその効果に
ついての検討を行います。
・平成30年度に策定した「川崎市情報システムの最適化方針」に基づき、情報システムの最適化の取組を推進します。

件

説明 本市ホームページ上で提供しているオープンデータのデータセット数

単位

・本市では、オープンデータの普及拡大に向けた取組をはじめ、モバイル端末の普及実態にあわせ、インターネット利用環境を更に充実させるための公衆無線ＬＡＮ環境の整備や新た
な市民サービス提供の検討を進めています。
・本市が推進する働き方・仕事の進め方改革の方向性を踏まえながら、ＩＣＴの更なる活用の検討を進めています。
・行政サービスの向上や行政運営の効率化に向け、情報システムの最適化の取組を推進しています。

実績

1 ＩＣＴを活用した取組の推進

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

108 198 226

R02年度 R03年度

・市民のインターネット利用環境を充実させるなど、ＩＣＴを積極的に活用することにより、市民サービスの向上や行政運営の効率化、市民参加や協働の促進、地域の活性化など課題解
決を更に進めます。
・経年や制度の多様化、複雑化による高コスト構造等の課題解決を図りながら、機能的、効率的かつ安全なシステム導入及び再編成を推進します。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

1

その他の活動実績

【H30・R01】
・公衆無線ＬＡＮ環境について、平成30（2018）年度については、行政施設と民間アクセスポイントを含め1,666か所で利用可能に、また、令和元年度（2019）年度については、さらに増
え、1,741か所で利用可能になりました。
【H30】
・「かわさきアプリ」の安定運用や、イベント会場における利用拡大に向けた周知・啓発活動を実施しました。
・ＡＩを活用した問合せ対応サービスの実証実験については、結果報告書を取りまとめ、本サービスのニーズの高さについて確認することができた一方、ＡＩに投入するデータの質や量に
よって、回答精度が大きく変わることが明らかとなったため、今後の導入については、職員向けの先行導入を経てから市民向けに公開するなど、費用対効果等を見極めながら、段階的
な導入も含めて検討を進めていきます。
・官民データ活用推進基本法に基づき、本市におけるデータ活用の基本方針となる官民データ活用推進計画を平成31（2019）年3月に策定しました。また、オープンデータのデータセット
数についても198件となりました。
・モバイル端末やテレビ会議等のツールの活用やモバイルワーク等の実施に向けた庁内環境の構築について、既存のツールについては引き続き利用を促進し、モバイルワーク、無線
LANについては環境を構築し、移動時間短縮、手間の削減などの効果を生み出しました。
・本庁舎建替えに伴う新たなICT環境の整備に向けた検討について、各所管課と調整をしながら打ち合わせを重ね、市の主要課題への位置づけや課題に対する取組の強化に向けた
準備を行いました。
・情報システムの最適化について、平成31（2019）年3月に「川崎市情報システム全体最適化方針」を策定しました。
【R01】
・「かわさきアプリ」を安定的に運用するとともに、新たに川崎市LINE公式アカウントを開設し、市民の関心が高い情報を発信しました。
・、「かわさきアプリ」は、令和2年度で運用開始から5年目を迎え、この間、ＡＩなどの新たなＩＣＴの進歩や、市民ニーズも変化していることから、既存のポータルアプリ、防災アプリ、子育
てアプリをリニューアルするなど、かわさきアプリの再構築に向けて検討を行いました。
・川崎市官民データ活用推進計画に基づき、イベント情報をリアルタイムな形式(WebAPI)でオープンデータ化を図り、オープンデータのデータセット数が226件となりました。
・モバイル端末やテレビ会議等のツールの活用、モバイルワーク、無線LANについては引き続き試行を行いながら、移動時間短縮、手間の削減などの効果を生み出しました。
・RPAの活用については、新たな部署でのRPAの試行を実施し、効率化できる業務や部署の選定及びその効果についての検討を行いました。
・本庁舎建替えに伴う新たなICT環境の整備に向けた検討について、各所管課と調整をしながら打ち合わせを重ね、実施プラン（案）の作成を行いました。
・情報システム全体最適化方針に基づいた取組では、大型システム開発等に関して、各所管課主催の進捗会議や検討会議に参加しながら、進捗管理や支援を実施しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

その他

目標・実績 H29年度 H30年度

ペーパレス会議による紙の削減枚数

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

実績 - 207,871

説明

1

LINEの川崎市公式アカウントの登録者数

情報 実績 - -

説明 川崎市LINE公式アカウントに友だち登録した人数の合計

R03年度 単位

242,826

4,750 5,000以上

△

R01年度 R02年度

300,838

8,918 件

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ

・公衆無線ＬＡＮ環境の整備については、民間アクセスポイントを活用するなど、引き続き行政負
担を抑えながら効率的に利用範囲の拡大を進めます。
・「かわさきアプリ」は、ＡＩなどの新たなＩＣＴの進歩や、市民ニーズの変化等を踏まえ、既存の
ポータルアプリ、防災アプリ、子育てアプリをリニューアルするなど、かわさきアプリの再構築を
行い、本市LINE公式アカウントも活用しながら、市民がより使いやすい新たな「かわさきアプリ」
として提供していきます。
・オープンデータのダウンロード数については、より多くダウンロードされるよう、市民や企業の
ニーズを踏まえたオープンデータを提供するとともに、より一層、広報の充実を図っていきます。
・テレビ会議やペーパーレス会議については、対象の会議を拡大するなど、引き続き紙の削減
や職員の労力の削減を図っていきます。

その他 ○

区分選択の理由

【モノの効果】
（H30・R01）
・Ｗｉ－Ｆｉ接続アプリの活用等により、平成30（2018）年度については、市内1,666か所の無線ＬＡＮアクセスポイントを利用可能とし、さらに、令和元年（2019）
年度については、その数を1,741箇所に増やすことで、さらなる市民の利便性の向上に寄与しました。

【情報の効果】
（H30・R01）
・提供しているオープンデータのダウンロード数について、平成30（2018）年度については3,372件、令和元年度（2019）年度については3,942件となり、年度
ごとに数値を伸ばすことはできましたが、オープンデータに関する周知が市民や事業者に十分に届いていなかったため、各年度ともに、目標値（平成30
（2018）年度：4250件、令和元（2019）年度：4,500件）を達成することができませんでした。
・行政や民間の情報を取りまとめてタイムリーに情報を発信することができる「かわさきアプリ」について、ダウンロード数が、平成30（2018）年度について
183,173件に、また、令和元（2019）年度については242,826件となるなど、地域情報の効果的な発信に貢献することができました。
（R01）
・イベント情報をリアルタイムな形式(WebAPI)でオープンデータ化し、民間企業である４事業者が運営しているサイトやアプリで本市のイベント情報が掲載さ
れるなど、地域情報化の推進に寄与することができました。
・新たに開設した川崎市LINE公式アカウントの登録者数が、運用開始から約４か月で、8,918件となりました。

【その他の効果】
（H30・R01）
・テレビ会議の利用促進の取組により、平成30（2018）年度については計297回、令和元（2019）年度については、計294回のテレビ会議が実施され、会議の
準備に要する時間や出席に伴う移動時間等について、削減効果が得られました。
・モバイル端末を利用したペーパレス会議を実施したことにより、平成30（2018）年度については計207,871枚、令和元（2019）年度については計300,838枚
の紙を削減し、印刷や資料の帳合に要していた時間や労力を他の業務に振り向けられるようになりました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

・公衆無線ＬＡＮ環境の整備・拡充により、市民の利便性を向上させるとともに、「かわさき
アプリ」や新たに市LINE公式アカウントを開設することで、市民の関心が高い情報を発信
し、イベント情報をリアルタイムな形式でオープンデータ化し、様々な媒体でイベント情報
を発信するなど、効果的な情報発信に寄与した一方で、成果指標（オープンデータのダウ
ンロード数）については目標を達成することができず課題があるため。
・テレビ会議やペーパーレス会議を実施することで、紙の削減や、会議の準備、出席に要
する労力の削減につながったため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ ○

単位

1 件

2

件

説明

枚

説明

2

179,000以上

情報

4,250 4,500

R01年度

ペーパーレス会議の実施により、出力を削減した紙の枚数

区分

実績 112,671 183,173

カネ － 情報

情報

3,372 3,942

R02年度

目標 125,000 146,000 164,000

本市ホームページ上で提供しているオープンデータの月平均ダウン
ロード数

R03年度

目標

かわさきアプリのダウンロード数

iOS、Androidの各アプリストア上で提供しているかわさきアプリの累計
ダウンロード数

提供しているオープンデータのダウンロード数

実績 2,858
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(4)ＩＣＴの更なる活用

取組の方向性

所管

総務企画局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

行政情報化推進事業

事務事業コード

40205020

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・データ標準レイアウト改版等に適切に対応し、他の自治体等とのマイナンバーによる情報連携を引き続き安定か
つ円滑に行います。
・マイナンバーの独自利用に関する検討及び取組を引き続き行います。
【H30】
・マイナンバーカードやマイナポータル等の利活用の拡充に係る検討及び実施を行います。
【R01】
・マイナンバーカードを活用した消費活性化策として令和２（2020）年度に予定されているマイナポイント付与につい
て、関係課と調整を行い、対応方針や実施手法等について検討及び準備を進めます。
・マイナポータルの利活用拡充に向け、介護ワンストップサービス等への対応について、関係課と調整を行い、方針
や実施手法等について検討及び準備を進めます。

説明

単位

件

　マイナンバー制度の趣旨である、公正な給付と負担、市民の利便性向上、行政運営の効率化等の視点を踏まえ
ながら、制度の円滑な運用を図るとともに、国によるマイナンバーの利用範囲及び特定個人情報の提供範囲の拡
大並びにマイナンバーカードの利活用に関する取組等に的確に対応していく必要があります。

実績

2 社会保障・税番号制度の適正かつ効果的な運用に向けた取組の推進

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明 マイナポータルを用いた電子申請を可能とした手続の累計件数

R02年度 R03年度

　平成29（2017）年度から開始した情報提供ネットワークシステムによる情報連携を円滑に行うとともに、マイナン
バーカードの普及率など制度全体の運用状況やＩＣＴを巡る社会全体の動向等を踏まえながら、マイナンバーの独
自利用やマイナンバーカードの利活用を推進します。

H30年度 R01年度

単位

実績 - 1 1

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30】
・他の自治体等とのマイナンバーによる情報連携に関する共通規格（データ標準レイアウト）の改訂に合わせて、機
関間テスト及び副本データの再登録などを実施し、情報連携の安定的かつ円滑な運用を行いました。
・番号法の一部改正に伴い、本市番号条例及び同施行規則に進学準備給付金の支給に関する事務等を追加する
改正を行い、市民の利便性向上等につなげました。
・国のマイキープラットフォーム構想に基づく自治体ポイントの実証実験を平成29（2017）年度から継続実施したほ
か、平成30（2018）年6月にはマイナポータルを用いた「児童手当の現況届」手続の電子申請を試行的に実施し、マ
イナンバーカードの利便性を実感していただく取組を進めました。
【R01】
・データ標準レイアウトの改訂対応を実施し、情報連携の安定的かつ円滑な運用を行ったほか、日本年金機構との
情報連携も段階的に開始しました。
・国が令和２（2020）年度に予定している「マイナポイントを活用した消費活性化策」の実施に向け、各区役所・支所
において、市民による「マイナポイント予約」を支援する窓口を令和２（2020）年２月に設置しました。
・マイナポータルのぴったりサービス上で「児童手当の現況届」手続の電子申請を継続実施するとともに、介護や被
災者支援分野の手続を検索可能とするなど、マイナンバーカードの利便性を実感できる取組を進めました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

1

マイナポータルを用いた電子申請のメニュー数（累計）
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

モノ

目標・実績 H29年度 H30年度

他の自治体等とのマイナンバーによる情報連携

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

実績 18,876 47,205

説明

R03年度 単位

○

R01年度 R02年度

177,325

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・引き続き、情報連携を安定的に運用するとともに、国が示すスケジュールにあわ
せて対象手続の拡充を進めることで、市民の利便性向上に取り組みます。
・国の施策を踏まえながら、マイナンバーの利用範囲の拡大や、マイナンバーカー
ドの普及及び利活用の充実等を進めることで、市民の利便性の向上に向けた取組
を推進します。

その他 －

区分選択の理由

【モノの効果】
（H30）
・地方税や社会保障（児童手当、児童扶養手当、介護保険、障害者福祉、生活保護等）等に関する事務において、他の自治体等との
間でマイナンバーによるオンラインでの情報連携が始まり、その連携件数が、平成29（2017）年度の18,876件から平成30（2018）年度
は47,205件となり、申請等の手続の際にこれまで必要だった課税証明書等の一部添付書類の提出が不要となるケースが増え、市民
の利便性向上に寄与しました。
（R01）
・年金関係情報のオンライン連携が始まったことで、情報連携の件数が平成30（2018）年度の47,205件から令和元（2019）年度は
177,325件に大幅に増え、添付書類の省略による市民の利便性がさらに向上しました。

【モノ・情報の効果】
（H30）
・児童手当の事務における「現況の届出」の手続について、マイナポータルを用いた電子申請を試行的に実施したことで、市民にとっ
て手続が手軽に行えるようになったほか、庁内外における情報伝達の即時性が高まり、市民サービスの向上につながりました。
（R01）
・マイナポイント予約支援コーナーの開設に伴い、マイナポイント制度に関する情報をより丁寧に発信することができるようになったほ
か、マイキーID設定者数の着実な増加につながりました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・マイナンバーによる情報連携の拡充に伴い、省略可能な添付書類が増え、
市民の利便性向上に寄与したため。
・国の景気浮揚策であるマイナポイント制度について、市民への周知やマイ
キーID設定支援を着実に実施することで、本市周辺における利用者の拡大
に貢献したため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ ○

単位

1

説明

件

説明

R01年度

マイナンバー制度の情報連携の開始により、情報照会を行った件数（こ
れに相当する件数の添付書類の提出が不要となったもの）

区分

実績

カネ － 情報

R02年度

目標

R03年度

目標

実績
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

電子申請推進事業

事務事業コード

40205030

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・継続してＩＤＣ（インターネットデータセンター）の安定的な運用を実施します。
【H30】
・申請受付時の画面入力内容のチェック・補正機能の強化や、主要な手続のスマートフォン向け改修など、引き続き
利便性や安定性の向上等の取組を実施します。
【R01】
・電子申請における課題を抽出・整理するとともに、ファイルの添付を必要とする申請受付に際して、添付可能な
ファイルの容量を引き上げるなど、引き続き利便性や安定性の向上等の取組を実施します。

説明 実績

改革項目

取組2-(4)ＩＣＴの更なる活用

現状

　本市では平成29（2017）年８月時点で、粗大ごみの収集申込みや水道の開閉栓申込みなどの67手続について、Ｉ
Ｄ登録・市民カード・公的認証を用いて、電子申請システムから申込みすることができ、登録利用者は約62万人、年
間で14万件程度の申請を受け付けています。
　また、市民の利便性向上や内部事務の効率化を見込める申込みの多い手続を追加するなど、システムの稼動当
初に比べて対象手続数は増えていますが、一方で利用数が少なく効果の見込めない手続は廃止するなど、随時対
象手続の見直しにも取り組んでいます。

3 電子申請システム等の利用促進

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性

　市民の利便性向上及び内部事務の効率化を図るため、引き続き、電子申請手続の見直しや機能改善の取組を
推進します。
　また、平成33（2021）年度に電子申請機器のリース満了、平成34（2022）年度にＩＤＣ（インターネット・データ・セン
ター）委託の契約期間満了を迎えるため、これらに対する対応方針を検討します。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

総務企画局

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績

【H30】
・粗大ごみ収集申込み、水道系閉栓申込み手続きのスマートフォン向け画面改修作業等を実施しました。
【R01】
・ファイルの添付を必要とする申請受付に際して、添付可能なファイルの容量引き上げ等の改修作業等を実施しま
した。
・IDC（インターネット・データ・センター）については、事業を安定して継続できるよう、適切に運用しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・公的認証サービスの複数ブラウザ対応や入力におけるタイムアウト発生時に処
理継続を可能にする等、引き続き利便性や安定性の向上等の取組を実施します。
・令和３（2021）年度に現行の電子申請システム機器の賃借期間満了を迎えるた
め、次期システムの機能や機器構成等の検討を実施します。

その他 －

区分選択の理由

【モノの効果】
（H30）
・申請時入力画面の見直しや入力内容チェック機能の強化などにより、電子申請システムの利用件数は、平成29（2017）年度の
157,589件から増加し、平成30（2018）年度は178,930件に達し、市民や職員の利便性向上に寄与しました。
（R01）
・添付可能なファイルサイズの上限引き上げなどにより、電子申請システムの利用件数は、平成30（2018）年度の178,930件から増加
し、令和元（2019）年度は228,000件に達し、一層、市民や職員の利便性向上に寄与しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・成果指標である電子申請システムの利用件数について、平成30（2018）年
度、令和元（2019）年度、ともに目標を達成し、市民や職員の利便性の向上に
寄与したため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ ○

説明

説明

モノ

152,000 159,000

178,930 226,491

単位

157,589

カネ － 情報

単位

本市ホームページ上の電子申請システムで手続が行われた数の集計

R03年度

目標電子申請システムの利用件数

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

件

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

166,000 172,000以上

実績

R03年度

1

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

その他の活動実績

【H30・R01】
・初動強化体制のもと、初期未納対策として早期に催告を始動し、迅速に滞納処分に着手した結果、初動担当にお
ける電話催告件数は、平成30（2018）年度については169,721件、令和元（2019）年度については●●件と平成29
（2017）年度の159,956件を２年連続で上回って達成しました。
・市税収入率向上に向けて、債権・動産差押えや、インターネットを利用した公売を積極的に推進しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 1

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

財政局

No.・課題名

目標・実績

目標

現状

・平成26（2014）年度97.7％であった収入率を、平成29（2017）年度までの３年間で、本市における過去最高を更新
する98.6％にすることをめざし、現年度課税分の滞納整理を集中的に行う初動体制の強化に全力で取り組んだ結
果、目標を１年前倒して達成しました。
・依然として厳しい財政状況の中、歳入の根幹である市税収入を確保するため、「市税滞納整理方針」において目
標とする収入率を定め、その達成に向けて、引き続き徴収事務を効果的、効率的かつ積極的に進めることにより、
更なる市税収入率の向上をめざしています。

1 一層の市税収入確保に向けた取組強化

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性

・債権・動産差押えや、インターネットを利用した公売、初期未納対策として民間委託による「納税お知らせセン
ター」からの納期限経過のお知らせを行うとともに、滞納の累積化を未然に防止するため、滞納整理の早期化・集
中化に取り組むなど、より一層の市税収入の確保に向けたさまざまな徴収強化策を実施し、大きく伸びた市税収入
率の更なる向上を図り、政令指定都市第１位をめざして取り組みます。

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

市税収納事務

事務事業コード

81203050

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・「市税滞納整理方針」により目標収入率を99.3％として、「市税収入確保対策本部会議」を開催し、当該目標収入
率を確保するための具体的な施策を定め実施します。
【H30】
・平成30（2018）年度は、納税課内の連携強化による執行体制の強化を図るとともに、市外担当の業務の一部委託
化を実施し、滞納整理の早期化・集中化を進めます。
【R01】
・令和元（2019）年度は、滞納発生を未然に防止するため、各納期限に合わせて「納期のお知らせ」を送付し、納期
内納付の促進に取り組むとともに、市外担当の業務について臨時的任用職員を活用し、滞納整理の早期化・集中
化を進めます。

説明 実績

改革項目

取組2-(5)債権確保策の強化
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

％

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

実績

R03年度

1

目標

市税収入決算額／市税収入調定額×100(％)

R03年度

目標市税収入率

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

カネ ○ 情報

単位

説明

説明

カネ

98.9
99.0
以上

99.2
99.2
（見込）

単位

99.0

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・「市税滞納整理方針」により目標とする収入率を設定し、「市税収入確保対策本
部会議」を開催し、当該目標収入率を確保するための具体的な施策を定め実施し
ます。また、令和２（2020）年度は、催告を早期に開始するなど、初期未納対策の
取り組みをさらに強化し、滞納整理の早期化を図ります。

その他 －

区分選択の理由

【カネの効果】
（H30）
・「市税滞納整理方針」により平成30（2018）年度の目標とする収入率を98.9％（現年分99.4％、滞納繰越分48.0％）に設定した上で、
「市税収入確保対策本部会議」において、当該目標収入率を確保するための具体的な取組内容を定め、実施した結果、平成30
（2018）年度の市税収入率は、過去最高であった平成29（2017）年度を上回り、99.2％（現年分99.6％、滞納繰越分52.9％）となりまし
た。
・554,685千円の財政効果を令和元（2019）年度予算に反映しました。
（R01）
・「市税滞納整理方針」により令和元（2019）年度の目標とする収入率を99.3％（現年分99.5％、滞納繰越分53.5％）に設定した上で、
「市税収入確保対策本部会議」において、当該目標収入率を確保するための具体的な取組内容を定め、実施した結果、令和元
（2019）年度の市税収入率は、過去最高であった平成30（2018）年度の収入率を維持し、99.2％（現年分99.5％、滞納繰越分57.3％）に
なる見込みです。
・531,672千円の財政効果を令和２（2020）年度予算に反映しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

A
・令和元（2019）年度における市税収入率99.0％以上の達成をめざして、「市
税収入確保対策本部会議」を開催し、具体的な施策を定め、収入確保に取り
組んだ結果、目標を２年前倒して達成してきている中で、令和元（2019）年度
の市税収入率が、過去最高となった計画初年度の平成30（2018）年度の収入
率を維持する見込みであり、財政収入面で大きく貢献することができたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

150



改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

改革項目 No.・課題名 所管

取組2-(5)債権確保策の強化 2 市税以外の滞納債権徴収に向けた取組強化 財政局

現状

・全ての市の債権（市税を除く。）について、平成27（2015）年度末に150億円であった収入未済額を平成28（2016）
年度末までに140億円へ縮減する取組目標を設定し、「川崎市債権管理条例」に則った債権管理の適正化と滞納
債権対策を推進した結果、収入未済額は約142億円となり、８億円程度縮減することができました。
・今後も、更なる収入未済額の縮減に取り組むために債権対策を推進していく必要があります。

取組の方向性
・市民負担の公平性の確保と円滑な財政運営に資するために、「川崎市債権管理条例」等の全庁統一的なルール
に基づいた適正な債権管理と滞納整理を推進するとともに、「川崎市債権対策本部会議」をはじめとする債権対策
の推進体制による滞納債権対策の充実・強化を図ります。

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・滞納債権の徴収支援（滞納処分等に係る実務支援及び研修の実施）
・滞納債権の徴収強化に向けた検討及び検証を行う「債権対策本部会議」等の開催
・強制執行等裁判手続の活用による徴収強化
・徴収停止による回収見込みのない債権の整理推進
・徴収不能債権の放棄（適正な債権管理）

81203070 債権対策推進事務

関連する
事務事業

事務事業コード 事務事業名

単位

目標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明 実績

説明

その他の活動実績

【H30・Ｒ01】
・滞納債権の徴収支援として、滞納処分等に係る実務支援や、各局区所管課の職員に対して関係する法律の改正
内容等を踏まえた研修を行いました。
・滞納債権の徴収強化に向けた検討及び検証（主に非強制徴収債権の徴収強化）のため、「債権対策本部会議」
等の会議を開催しました。
・強制執行等裁判手続の活用について、適切な指導や助言等を行うことにより徴収強化を図りました。
・徴収停止による回収見込みのない債権について、適切な指導や助言等を行うことにより整理を進めました。
・徴収不能債権の放棄について、適切な指導や助言等を行い、適正な債権管理を行えるよう支援しました。

R01年度 R02年度 R03年度 単位

活
動
指
標
その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度

R02年度 R03年度

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 区分 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

1

全ての市の債権（市税を除く。）の収入未済額

カネ

目標 125以下 118以下 111以下 106以下

億円

説明
全ての市の債権（市税を除く。）について、調定額から収入額及び不納
欠損額を差し引いた収入未済額 実績 約136 約129

約108
(見込)

目標

R02年度 R03年度 単位

億円

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ

1

強化12債権の収入未済額

カネ 実績 約96 約91
約87
（見込）

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明 実績

説明
強化12債権について、調定額から収入額及び不納欠損額を差し引い
た収入未済額

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・市民負担の公平性の確保と円滑な財政運営に資するために、「川崎市債権管理
条例」等の全庁統一的なルールに基づいた適正な債権管理と滞納整理を推進す
るとともに、債権対策の推進体制である「川崎市債権対策本部会議」等において、
他都市で実施している先進事例についての調査や検証を進め、各債権の特性に
応じた、更なる滞納債権対策の充実・強化を図ります。

－

区分選択の理由

【カネの効果】
（H30・R01）
■「全ての市の債権（市税を除く。）の収入未済額」について
・平成29（2017）年度の約136億円を平成30（2018）年度は約129億円に、さらに、令和元(2019)年度は約108億円（見込）まで縮減しま
した。
・498,590千円の財政効果を令和元（2019）年度予算に、483,201千円の財政効果を令和２(2020)年度予算に、それぞれ反映しました。

・強化12債権（※）の取組状況については、次のとおりでした
　　現年度分収入率：(H30)96.84％（対前年度＋0.42％（向上））、(R1見込)96.93％（対前年度＋0.09％（向上））、
　　滞納繰越分収入率：(H30)22.89％（対前年度＋2.64％（向上））、(R1見込)22.87％（対前年度▲0.02％（低下））
　　合計収入率：(H30)89.56％（対前年度＋1.23％（向上））、(R1見込)89.82％（対前年度＋0.26％（向上））
　　収入未済額：(H30)9,088,019千円（対前年度▲535,864千円（向上））、(R1見込)8,740,010千円（対前年度▲348,009千円（向上））
※国民健康保険料、後期高齢者医療保険料、介護保険料、保育所運営費負担金、ごみ処理手数料、国民健康保険被保険者返納
金、生活保護費返還金、住宅使用料、生活資金貸付金、高齢者住宅整備資金貸付金、母子父子寡婦福祉資金貸付金、入院・外来自
己負担金

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B

・成果指標である「全ての市の債権（市税除く。）の収入未済額」について、平
成３０（2018）年度は目標に約４億円届かなかったが、令和元（2019）年度に
ついては、不納欠損額が大幅に計上されたこと等から収入未済額の縮減が
進み、目標を達成する見込みです。
・また、498,590千円の財政効果を令和元(2019)年度予算に、483,201千円の
財政効果を令和２(2020)年度予算に、それぞれ反映することができました。

－ カネ ○ 情報 － その他
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

その他の活動実績

【H30・R01】
・収納担当課長・係長会議や収入率向上対策委員会を通じ、収入率向上に向けた手法や情報の共有化を図りまし
た。
・３保険料を一体とした効率的かつ効果的な収納対策を実施しました。
・民間委託事業者と連携し、訪問（介護を除く）・架電による催告を行うとともに、口座振替の勧奨等の初期未納対
策を行いました。
・滞納繰越分保険料について、年間滞納整理計画に基づき、滞納整理指導員・推進員と連携した各区・支所に対す
る支援のもと、差押を中心とした滞納整理を推進した結果、平成30（2018）年度は6,955件、令和元（2019）年度は
7,606件と年々件数を向上させることができました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

1

滞納処分（差押え）の実施件数

4．状況の変化により目標を達成できなかった

説明 当該年度に実施した滞納処分（差押え）の件数

単位

件

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4,942 6,955 7,606

所管

健康福祉局

No.・課題名

目標・実績

目標

現状

　平成28（2016）年度から、健康福祉局収納管理課に収納指導担当課長、各区役所保険年金課に収納担当課長を
新たに配置し、国民健康保険料の収入確保に取り組んだ結果、同年度における現年度分収入率は、94.12％に改
善した。あわせて、これまでの国民健康保険料の収納対策の成果とノウハウを活用し、後期高齢者医療保険料及
び介護保険料の収納対策を強化するため、各区役所保険年金課収納係に３保険料を一体的に扱う体制を整備し、
収入率向上の取組を進めていく。
　また、円滑なシステム運用と効率的かつ効果的な収納対策の推進に向けて、平成30（2018）年１月から３保険料
の滞納整理システムを一元化した。

3 一層の国民健康保険料・後期高齢者医療保険料・介護保険料の収入確保に向けた取組強化

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

実績

取組の方向性

　平成30（2018）年度から、県が国民健康保険における財政運営の責任主体となることとあわせ、更なる滞納債権
の収入確保の強化、不納欠損額の縮減に取り組み、一般会計から国民健康保険会計への繰入を抑制することに
より、財政の健全化を着実に進める。
また、一元化した滞納整理システムを円滑に運用することで、引き続き３保険料の効率的かつ効果的な収納対策を
推進する。

H30年度 R01年度

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

国民健康保険料等収納業務
後期高齢者医療事業
介護保険事業

事務事業コード

10501020
10501030
10402040

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・収納担当課長・係長会議や収入率向上対策委員会を通じ、収入率向上に向けた手法や情報の共有化を図りま
す。
・民間委託事業者と連携し、訪問（介護を除く）・架電による催告を行うとともに、口座振替の勧奨等の初期未納対
策を行います。
・滞納繰越分保険料について、年間滞納整理計画に基づき、滞納整理指導員・推進員と連携した各区・支所に対す
る支援のもと、差押を中心とした滞納整理を推進します。
【H30】
・平成30（2018）年１月に３保険料の滞納整理システムを一元化したことを踏まえ、３保険料を一体とした効率的か
つ効果的な収納対策を実施します。
【R01】
・平成31（2019）年４月より３保険料の収納対策所管課を収納管理課に集約し、３保険料のより一体的な収納対策
を実施します。

説明 実績

改革項目

取組2-(5)債権確保策の強化

R02年度 R03年度
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

3

介護保険料の現年度分収入率

カネ

目標

％

説明 収入率＝収入金額／調定金額×100(％) 実績 98.91 99.29
99.32
（見込）

94.16

成
果
指
標

99.47

H29年度 H30年度

％

％

説明

1

単位

収入率＝収入金額／調定金額×100(％)

R03年度

目標

後期高齢者医療保険料の現年度分収入率

収入率＝収入金額／調定金額×100(％)

国民健康保険料の現年度分収入率

目標・実績 R01年度区分

実績 99.43 99.57
99.45
（見込）

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 R02年度

目標 99.45 99.46

単位

2

99.48以上

カネ

94.66 94.77 94.88 95.00以上

実績

98.95 99.00以上

R02年度 R03年度

カネ

94.66
94.12
（見込）

－

説明

説明

カネ ○ 情報

98.85 98.9

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ

・更なる滞納債権に係る収入確保の強化と不納欠損額の縮減を進めるとともに、
一部、収入率が悪化してしまった保険料への収納対策を強化することで、各特別
会計への繰入金を抑制し、財政の健全化を着実に進めます。
・一元化した滞納整理システムを円滑に運用することで、引続き３保険料の効率的
かつ効果的な収納対策を推進します。
・滞納整理のスキル向上とノウハウ継承を図るための研修等を通じた人材育成の
強化を図ります。
・民間活用の推進による初期未納対策を強化し、保険証の交付状況に応じた滞納
者の現状把握を進め、適正な納付指導等が行える環境を整備します。

その他 －

区分選択の理由

【カネの効果】（H30・R01（Ｒ01は見込値））
＜国民健康保険料＞
・現年度分収入率：（H30）94.66％（対前年度＋0.50％（改善））、（R01）94.12％（対前年度▲0.54％（悪化））
・滞納繰越分収入率：（H30）37.50％（対前年度＋5.35％（改善））、（R01）40.63％（対前年度＋3.13％（改善））
・収入未済額：（H30）3,468,404千円（対前年度▲496,837千円（改善））、（R01）3,365,472千円（対前年度▲102,932千円（改善））
・295,550千円の財政効果を令和元（2019）年度予算に、219,963千円の財政効果を令和２（2020）年度予算に、それぞれ反映しました。

＜後期高齢者医療保険料＞
・現年度分収入率：（Ｈ30）99.57％（対前年度＋0.14％（改善））、（R01）99.45％（対前年度▲0.12％（悪化））
・滞納繰越分収入率：（Ｈ30）55.00％（対前年度＋7.92％（改善））、（R01）54.58％（対前年度▲0.42％（悪化））
・収入未済額：（Ｈ30）90,510千円（対前年度▲10,416千円（改善））、（R01）103,614千円（対前年度+13,104千円（悪化））
・▲6,887千円の財政効果を令和元（2019）年度予算に、▲6,578千円の財政効果を令和２（2020）年度予算に、それぞれ反映しました。

＜介護保険料＞
・現年度分収入率：（Ｈ30）99.29％（対前年度+0.38％（改善））、（R01）99.32％（対前年度＋0.03％（改善））
・滞納繰越分収入率：（Ｈ30）35.99％（対前年度＋20.57％（改善））、（R01）36.77％（対前年度+0.78％（改善））
・収入未済額：（Ｈ30）336,947千円（対前年度▲132,628千円（改善））、（R01）297,012千円（対前年度▲39,935千円（改善））
・49,363千円の財政効果を令和元（2019）年度予算に、47,106千円の財政効果を令和２（2020）年度予算に、それぞれ反映しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C
・新型コロナウイルスの影響で３月以降、滞納処分、一斉催告、訪問徴収の
実施が充分にできず国民健康保険料・後期高齢者医療保険料については目
標に届かず課題もあったが、国民健康保険料、介護保険料では収入未済額
を縮減し、一般会計からの繰入金を抑制できた。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

98 114 件

説明 保育料滞納者に対して行った年度ごとの滞納処分（差押え）の件数

活
動
指
標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

保育料対策事業

事務事業コード

20102080

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・Ｒ01】
・保育料徴収指導員の電話催告等による早期納付指導や、滞納整理指導員の助言のもとでの効果的な給与調査
や滞納処分による滞納整理を実施し、保育料収納対策の強化を図ります。

％

説明 実績

改革項目

取組2-(5)債権確保策の強化

所管

こども未来局

No.・課題名

目標・実績

目標

現状

・保育料の収納対策として、電話催告や納付面談、さらには債権差押えを中心とする滞納処分を行っています。
・平成27（2015）年度に税務経験のある市ＯＢ職員１名（非常勤）を配置し、そのノウハウを保育料の収納対策に活
用したことなどにより、平成28（2016）年度の保育料収納率は、現年度分99.58％、過年度分34.71％、あわせて
98.52％となりました。
・保育サービス利用についての負担の公平性の観点から、収納対策の取組を強化し、高い収入率の維持が必要で
す。

4 一層の保育料収入確保に向けた取組強化

H29年度行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

説明 保育料滞納者に対して行った年度ごとの電話催告の件数

実績

取組の方向性
　平成30（2018）～33（2021）年度の計画期間中の保育料目標収納率99.18％以上の達成に向けて、滞納長期化を
防止するため、督促や催告にあわせた電話による納付指導を実施するとともに、長期滞納者に対する滞納処分を
実施します。

その他の活動実績

【H30】
・現年度分の保育料滞納抑制のため、滞納発生状況を適時に把握し、初動対応の強化に努め、次年度以降に滞
納債権等を持ち越さないよう滞納の発生都度、保護者に電話等による催促を行いました。また、滞納整理について
は、効果的に滞納処分を実施しました。
【R01】
・累積滞納者に対しては文書催告・電話催告を継続的に取り組み、最終催告を実施した上で、差押可能財産を調査
しました。差押可能財産を発見した場合には差押えを実施し、滞納処分を進めました（平成30（2018）年度98件、令
和元（2019）年度114件）。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

件

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

1

電話催告件数

4．状況の変化により目標を達成できなかった

2

滞納処分（差押え）件数

実績 38

4,016 2,780 2,143
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

－

説明

説明

説明

カネ

98.8 98.96

98.87

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
・今後も引き続き、早期納付指導については電話催告等を、また、滞納整理につい
ても効果的に滞納処分を実施していくとともに、これまでになかった理由により滞納
となってしまうケースに対する必要な対策も講じながら、令和３年（2021）年度まで
の目標である保育料収入率99.18％の達成に向け、保育料の収納を着実に推奨し
ていきます。

その他 －

区分選択の理由

【カネの効果】（H30・R01（R01は見込値））
・現年度分収入率:（H30）99.59％（対前年度＋0.05％（改善））、（R01）99.56％（対前年度▲0.03％（悪化））
・滞納繰越分収入率:（H30）34.95％（対前年度＋4.00％（改善））、（R01）36.52％(対前年度＋1.57％（改善））
・収入未済額:（H30）107,351千円（対前年度▲12,297千円（改善））、（R01）91,774千円（対前年度▲15,577千円（改善））
・5,814千円の財政効果を令和元（2019）年度予算に、4,434千円の財政効果を令和２（2020）年度予算に、それぞれ反映しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C
・保育料収納対策の強化により、滞納繰越分の収入率については改善でき
たものの、幼児教育・保育の無償化対象ではないにも関わらず、納入義務者
が無償化対象と誤認してしまい、納付いただけないケースなど、これまでにな
い理由での滞納が生じるケースもあったことにより、全体の収入率について
は、成果指標の目標値を達成することができなかったため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ － カネ △

単位

98.65

％

R03年度

情報

単位R03年度

目標保育料収入率

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

99.18以上

98.8
（見込）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

99.08

実績

1

目標

収入率＝徴収額／調定額×100（％）
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(5)債権確保策の強化

取組の方向性

所管

まちづくり局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

市営住宅等管理事業

事務事業コード

10406080

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・住宅供給公社と連携して滞納期間が３か月未満の初期滞納者に対する催告を強化し、生活状況や滞納原因等の実態把握を通じて
滞納の発生と長期化を抑制します。また、生活保護受給世帯の滞納を抑制するため、各区福祉部門と連携して代理納付制度の活用
を推進します。
・滞納３か月以上の長期滞納者に対する納付指導を強化し、滞納の解消が見込めない滞納者に対する法的措置を推進します。特に
分割納付不履行者や即決和解不履行者に対する納付指導を強化します。
・退去滞納者に対する所在調査を行い、退去後３年以内の滞納者、高額所得者、収入超過者に対する訪問及び電話による催告を強
化し債権回収に取り組みます。また、回収困難な滞納債権については、弁護士に委託して債権回収を進めます。
【R01】
・住宅供給公社と連携して滞納期間が3か月未満の初期滞納者への催告を強化し、生活状況や収支状況、滞納原因や滞納の解消
見込を把握して、滞納の長期化を抑制し、収入未済額を縮減します。
・生活保護受給世帯の滞納を抑制するため、各区福祉部局と連携し、代理納付制度の活用を推進します。
・滞納３か月以上の長期滞納者への納付指導を強化し、分割納付や即決和解による滞納の解消を推進します。また、滞納の解消が
見込めない滞納者への法的措置による建物明渡を推進します。
・分割納付不履行者や即決和解不履行者への納付指導を強化し、滞納の解消が見込めない場合は強制執行による建物明渡に取り
組みます。
・弁護士による債権回収と退去滞納者への催告の強化で、退去後3年以内の滞納債権の回収を推進します。
・承継や廃止手続が未了となっている使用者に対し、納付指導や退去指導を行い、不適切な状態を解消します。

説明

単位

件

・市営住宅使用料の現年度分収入率は、平成21（2009）年度の96.2％から平成28（2016）年度の99.18％まで改善しています。また、
収入未済額は約11億600万円から約５億8,300万円まで圧縮しています。
・長期滞納者に対しては、法的措置を見据えた折衝・指導を行い、必要に応じて明渡請求や即決和解等を実施しており、平成28
（2016）年度は明渡請求51件、即決和解６件を行いました。なお、訴訟は難度の高い事例が増加しているため、弁護士への相談等を
行いながら執行しています。

実績

5 市営住宅使用料の収入率向上と効率的・効果的な執行体制の検討

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　長期滞納者に対しては、法的措置を含めた対応を継続的かつ着実に行うとともに、初期未納者に対しては、滞納債権の管理を適
切に行い初動対応を強化することで、現年度分の収入率向上を図ります。
　また、民間活用等の手法により、退去滞納者に対する更なる対策の推進を図り、滞納繰越分の収入率の改善、収入未済額の削減
に取り組みます。

H30年度

実績 16,021 18,998
19,022
（見込）

催告の件数

カネ
滞納者に対する文書、電話、訪問による催告件数の合計

4．状況の変化により目標を達成できなかった

その他の活動実績

【H30・R01】
・H30に初期滞納者に対する納付指導方法を見直し、住宅供給公社と連携して、滞納者の生活実態や収支をふま
えた一元的な滞納整理を行いました。また、催告回数を大幅に増やし、H29対比約3,000件増となるなど、滞納者と
の接点を増やして当月分や支払計画等に基づく分割納付分の履行監視を強化することで、滞納の発生と長期化を
抑制しました。生活保護受給者に対する代理納付制度を積極的に活用し、生活保護受給世帯の代理納付率を7%、
収納率を約2.4%改善し、収納を強化しました。
・長期滞納者や即決和解不履行者等に対する納付指導を強化し、改善が見込めない滞納者に対する明渡訴訟等
の法的措置を実施しました。
・弁護士による債権回収委託と退去滞納者等に対する催告を強化し、長期滞納債権の回収に積極的に取り組みま
した。R1に弁護士による債権回収委託の内容を見直し、弁護士が退去滞納者に対する支払督促等の法的措置の
実施を助言する内容を追加しました。
・未手続者180件に対する退去指導を強化し、納付指導を併せて行い、自主退去111件（R01対比37件増）につい
て、市営住宅の不適正利用を是正しました。また、滞納の発生と長期化の抑制に取り組みました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

現状

単位

1

R01年度 R02年度 R03年度
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

98.85収入率＝収入額／調定額×100（％）

R03年度 単位

99.34
99.40
以上

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・現年度分の収入率を改善するため、住宅供給公社と連携して催告を強化し、滞
納者の実態把握等を適切かつ迅速に行い、初期滞納の解消を図ります。
・分割納付の不履行先に対する納付指導を強化します。明渡訴訟等の法的措置を
継続的かつ着実に行い、長期滞納債権の縮減を図ります。
・滞納繰越分の収入率を改善するため、訪問催告による分割納付の交渉を継続し
ます。分割納付先の履行状況を監視し、不履行先に対する催告と納付指導を強化
します。履行状況が著しく悪い債務者については、支払督促等の活用による法的
措置を実施します。
・債権管理を適切に行い、不納欠損処分を実施し、滞納債権の縮減に取り組みま
す。

その他 －

区分選択の理由

【カネの効果】（H30・R01（R01は見込値））
・現年度分収入率：（H30）99.17％（対前年度＋0.32％（改善））、（R01）99.33％（対前年度比＋0.16％（改善））
・滞納繰越分収入率：（H30）10.19％（対前年度＋0.79％（改善））、（R01）9.27％（対前年度比▲0.92％（悪化））
・合計収入率：（H30）90.95％（対前年度＋1.36％（改善））、（R01）91.40％（対前年度比＋0.45％（改善））
・収入未済額：（H30）488,727千円（対前年度▲26,323千円（改善））、（R01）477,051千円（対前年度比▲11,676千円（改善））
・26,598千円の財政効果を令和元（2019）年度予算に、57,875千円の財政効果を令和２（2020）年度予算に、それぞれ反映しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B

・滞納繰越分の収納率は前年度実績を上回ることはできませんでしたが、現
年度分及び合計の収入率は前年度実績を上回って改善し、現年度分の収入
率は目標を達成（見込み）しました。
・収入未済額11,676千円（見込み）の縮減に成功しました。
・令和２（2020）年度予算に57,875千円の財政効果を反映することができまし
た。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

単位

1 ％

説明

説明

カネ

99.20 99.27

R01年度区分

実績

カネ ○ 情報

R03年度

目標市営住宅使用料の現年度分収入率

実績 99.17
99.33
（見込）

R02年度

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(6)戦略的な資産マネジメント

取組の方向性

所管

総務企画局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

施策・事業の企画調整業務

事務事業コード

81102030

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・関係局による公園及び公共施設の効果的・効率的な整備に向けた総合調整を進め、富士見周辺地区整備計画
の一部改定に向けた検討を進めます。
【R01】
・昨年度策定した「富士見周辺地区整備推進計画（骨子）」に基づき、関係局による公園整備及び公共施設の効果
的・効率的な整備に向けた総合調整を進め、改定計画となる「富士見周辺地区整備推進計画」を策定します。

説明

単位

　富士見周辺地区では、平成20（2008）年３月に策定した「整備基本計画」、平成23（2011）年３月に策定した「整備
実施計画」等に基づき計画的に事業を推進してきました。こうした中、効果的・効率的な公園整備に向けた取組を推
進する一方で、「市民館・区役所整備」については、中長期を見据えた施設の効率的な維持管理や保有量の最適
化を図る「資産マネジメント」等の取組と整合を図る必要があります。
　現在、市民館機能・区役所機能ともに、事業を取り巻く状況変化を踏まえ、今後のあり方について、関係局区が連
携し、再検討を行っているところです。

実績

1 富士見周辺地区における公共施設再編の再検討

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　これまでの関係局区の検討状況を踏まえ、教育文化会館敷地の活用方法等を含めた今後のあり方について検討
を進めます。
　また、公園については、民間活力の導入を視野に入れた整備・管理手法等の検討を進めます。
　現在の富士見周辺地区整備計画については、これらの取組を踏まえ、一部改定に向けた検討を進めます。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30】
・関係局区との調整を進め、富士見周辺地区整備計画の改定計画の骨子となる、「富士見周辺地区整備推進計画
（骨子）」を平成31（2019）年２月にとりまとめました。
【R01】
・関係局区との調整を進め、富士見周辺地区整備計画の改定計画となる、「富士見周辺地区整備推進計画」を令
和２（2020）年２月にとりまとめました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・「富士見周辺地区整備推進計画」に基づき、今後関係局で策定を行う「富士見公
園再編整備基本計画」等の検討や各局区の取組と連携を図りながら、富士見周辺
地区における公共施設の再編を進めます。

その他 －

区分選択の理由

（H30・R01）
・関係局区との調整を進め、富士見周辺地区整備計画の改定計画となる「富士見周辺地区整備推進計画」を令和2（2020）年２月にと
りまとめました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

Y ・令和２（2020）年２月に「富士見周辺地区整備推進計画」を策定し、当該計
画に基づき、具体的な取組を推進し始めた段階であるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

単位

説明

説明

R01年度区分

実績

カネ － 情報

R02年度

目標

R03年度

目標

実績
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

現状

単位

単位

・公共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視点による施設の更新、統廃合、長寿命化などを計画的に推進す
る公共施設等総合管理計画である「かわさき資産マネジメントカルテ（第２期取組期間の実施方針）」（平成26
（2014）年３月策定）に基づき、施設の長寿命化を推進しています。
・市営住宅、学校施設、道路、橋りょう等について、個別長寿命化計画に基づき長寿命化を推進しています。
・庁舎等建築物（市営住宅、学校施設等を除く建築物）について、資産マネジメントシステムによる施設の劣化状況
の一元管理を行い、法定・日常点検に基づく施設の劣化状況等に応じた工事優先度判定により長寿命化を推進し
ています。

実績

その他の活動実績

【H30・R01】
・「資産マネジメントの第３期実施方針」の策定に向け、新たな実施方針における「施設の長寿命化」の位置づけや
考え方について整理を進めました。
【H30】
・市営住宅については、下平間住宅・新作住宅等（14住宅48棟）において、外壁・屋上防水等の改善工事、また、高
山住宅（１棟）において、長寿命化改善工事を実施しました。
・学校施設については、校舎12校、体育館11校において、改修による再生整備と予防保全を実施しました。
・庁舎等建築物については、男女共同参画センター、平和館等において、長寿命化工事等を実施しました。
【R01】
・市営住宅については、久末表Ｂ住宅・南平第２住宅等（17住宅46棟）において、外壁・屋上防水等の改善工事、ま
た、高山住宅等（３住宅４棟）において、長寿命化改善工事を実施しました。
・学校施設については、校舎21校、体育館10校において、改修による再生整備と予防保全を実施しました。
・庁舎等建築物については、麻生スポーツセンター、総合教育センター等において、長寿命化工事等を実施しまし
た。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

2 施設の長寿命化

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

・各局区等と連携しながら、施設の種類・特性に応じ、定期的な施設点検等の適切な管理を行い、利用の安全性を
確保するとともに、施設を構成する部位等の劣化を予測し、機能停止などを未然に防ぐ予防保全を行うことによる
施設の長寿命化を推進します。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

所管

財政局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

資産マネジメント推進事業

事務事業コード

81104085

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・個別長寿命化計画に基づく、市営住宅、学校施設、道路、橋りょう等の長寿命化を推進します。
・庁舎等建築物（市営住宅、学校施設等を除く建築物）の効率的・効果的な取組手法による長寿命化を推進しま
す。
・「資産マネジメントの第3期取組期間の実施方針」の策定に向けた、長寿命化の取組を検討します。

説明

改革項目

取組2-(6)戦略的な資産マネジメント

取組の方向性

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

R03年度

目標

実績

カネ － 情報

単位

説明

説明

R01年度区分

実績

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・市営住宅については、中野島多摩川住宅等（21住宅66棟）において、外壁・屋上
防水等の改善工事、また、高山住宅等（８住宅17棟）において、長寿命化改善工事
を実施します（令和２（2020）年度）。
・学校施設については、校舎15校、体育館４校において、改修による再生整備を実
施します（令和２（2020）年度）。
・幸市民館・図書館、麻生市民館・図書館等において、長寿命化工事を実施します
（令和２（2020）年度）。
・「資産マネジメントの第３期取組期間の実施方針」の策定に向けて、「施設の長寿
命化」の位置づけや目的、工事種目などについて明確にしていきます。

その他 ○

区分選択の理由

【モノ・その他の効果】
（H30・R01）
・平成30（2018）年度から令和元（2019）年度にかけて、市営住宅（25住宅82棟）、学校施設（校舎33校、体育館21校）、その他の庁舎
等建築物（男女共同参画センター、平和館、麻生スポーツセンター、総合教育センター等）について、長寿命化工事等を実施したこと
で、漏水による構造躯体の劣化や室内の仕上げ材及び設備機器の損傷の発生を防止できたこと、また、通信・情報や空調の設備の
機能を維持できたことにより、より安心・安全に利用することができるようになるとともに、廃棄物の削減等による環境負荷の低減に寄
与しました。

（H30・R01）
・具体的な効果創出には長期を要しますが、全ての公共建築物について長寿命化に配慮し取組を進めることで、令和15（2033）年度ま
でにおいて、長寿命化に取り組まなかった場合と比べて、平均168億円／年度の財政負担縮減効果が見込まれます。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・市営住宅、学校施設、その他の庁舎等建築物について、長寿命化工事等を
実施したことで、漏水による構造躯体の劣化や室内の仕上げ材及び設備機
器の損傷の発生を防止できたこと、また、通信・情報や空調の設備の機能を
維持できたことにより、より安心・安全に利用することができるようになるととも
に、廃棄物の削減等による環境負荷の低減に寄与したため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ ○

R03年度 単位

－

R01年度 R02年度

R02年度目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート 

関連する
事務事業

事務事業名

資産マネジメント推進事業

事務事業コード

81104085

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・公設保育園の民設民営手法等の導入を推進します。
・市営住宅の更新時における福祉施設等の整備を推進します。
・児童生徒数に対応した教育環境整備を推進します。
【H30】
・「資産マネジメントの第３期取組期間の実施方針」の策定に向けて、資産保有の最適化の取組手法を検討します。
【R01】
・令和２（2020）年度の「資産マネジメントの第３期取組期間の実施方針」及び個別施設計画の策定に向けて、施設分
類別の方向性を整理し、資産保有の最適化に向けた方針等の検討を進めます。

説明 実績

改革項目

取組2-(6)戦略的な資産マネジメント

現状

・「かわさき資産マネジメントカルテ（第２期取組期間の実施方針）」（平成26（2014）年３月策定）に基づき、資産保有
の最適化を推進しています。
・将来の財政状況等を見据えた建築物総量の管理を行いながら資産保有の最適化を推進しています。最適化につい
ては、引き続き見込まれる人口増加への対応を図りながらも、将来の人口減少への転換を見据えた検討を着実に進
めていく必要があります。
・現在、公共施設のあり方の検討を進めるため、ＰＲＥ戦略推進委員会の見直しの検討を進めています。

3 資産保有の最適化

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性

・ＰＲＥ戦略推進委員会の機能の見直しを図り、将来における公共施設の活用や利用者のニーズを踏まえながら、公
共施設のあり方の方向性を精査していきます。
・稼働状況等の使用価値と土地価格等の市場価値といった施設個別の観点や、市民ニーズの分布や利便性等を勘
案した施設配置等の広域的な観点からの資産保有の最適化を推進します。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

財政局

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績

【H30】
・公立保育所について、平成30（2018）年４月に４箇所所・４園を民営化しました。
・市営住宅について、末長住宅の建替において、住宅用地の一部を保育所用地として活用し、平成30（2018）年４月
に保育所を開設しました。
・児童生徒急増対策として、小杉小学校の新設及び周辺小学校の学区調整、井田小学校、下小田中小学校、塚越中
学校の校舎増築が完成しました。
・令和２（2020）年度末に予定する「資産マネジメントの第３期取組期間の実施方針」の策定に向けて、「施設の多目的
化及び複合化の検討」や、「施設配置の考え方の再検討」などの資産保有の最適化に関する今後の検討の考え方を
示した「「資産マネジメントの第３期取組期間の実施方針」の策定に向けた考え方について」を平成31（2019）年２月に
公表しました。
・平成30（2018）年11月に「カワサキ公共施設のミライを考えるアイデアワークショップ」を実施し、30年後のミライを想
像して、市民の誰もが利用したくなる公共施設のプロトタイプ（企画の原案）づくりを行いました。
【R01】
・公立保育所について、平成31（2019）年４月に４箇所・４園を民営化しました。
・市営住宅について、有馬第２住宅の建替において、住宅用地の一部を保育園用地として創出しました。
・児童生徒急増対策として、東住吉小学校の校舎増築工事に着手しました。
・資産マネジメントの取組を全庁横断的かつ円滑に推進するため、副市長を委員長とする川崎版ＰＲＥ戦略推進委員
会を廃止し、市長を本部長とする川崎市資産マネジメント推進本部へ発展的に改組しました。
・「資産マネジメントの第３期実施方針」の策定に向けて、新たな実施方針における「資産保有の最適化」の位置づけ
や考え方を整理するとともに、モデルケースととらえている「田島支所・大師支所の再編」等について、施設や機能を
最適化した上での再編などの実施に向け、検討を進めました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

○

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・公設保育所の民設民営手法等の導入を推進します。
・市営住宅の更新時における福祉施設等の整備を推進します。
・児童生徒数に対応した教育環境整備を推進します。
・「資産マネジメントの第３期取組期間の実施方針」の策定に向けて、公共建築物を
施設分類別に分けた上で、現状と課題、更に今後の方向性を整理していくとともに、
「資産保有の最適化」の位置づけや取組手法を明確にしていきます。

その他 －

区分選択の理由

【モノの効果】
（H30・R01）
・児童生徒急増対策として、小杉小学校の新設及び周辺小学校の学区調整、井田小学校、下小田中小学校、塚越中学校、東住吉小学
校の校舎増築の完了により、周辺地区の児童生徒数の増加に的確に対応するとともに、地域防災拠点機能の強化を図ることができまし
た。

【カネの効果】
（H30・R01）
・公立保育所の民営化により、将来的な整備・維持管理コストを含めた財政負担の縮減に寄与しました。

【情報の効果】
（H30）
・平成30（2018）年11月に実施した「カワサキ公共施設のミライを考えるアイデアワークショップ」において、参加者からのミライの公共施
設に対する意見として、「地域の人がつどいたくなる、つながりたくなる機能が凝縮されている施設」、「仕事、技術、人がシームレスにつ
ながる施設」、「常に新たな発見や学びがあり、自分の時間を過ごせる施設」といった意見が得られ、今後の公共施設全体のあり方を検
討する上での、的確な市民ニーズの把握につながりました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・将来の人口動態を的確に捉え、必要な行政サービスを着実に提供するため
の施設整備とともに、民間活力の導入により、施設の将来的な整備・維持管理
コストの削減を図るなど、資産保有の最適化を推進することができたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ ○

説明

説明

単位

カネ ○ 情報

単位R03年度

目標

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

実績

R03年度

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(6)戦略的な資産マネジメント

取組の方向性

所管

財政局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

市有財産有効活用処分事業

事務事業コード

81104090

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・「有効活用カタログ」を活用した財産有効活用の取組拡大を推進します。
・公共空間を有効活用していくための取組を推進します。
【H30】
・庁舎・公の施設駐車場の適正利用を推進します。
・庁舎等余剰地や余剰床の貸付事業を推進します。
・広告事業を推進します。
・ネーミングライツ（命名権）の取組を推進します。
【R01】
・庁舎・公の施設駐車場の適正利用（有料化）については、有料化に向けた取組を検討している財産所管課と個別
に協議し、有料化に向けた課題を整理します。
・自動販売機設置場所貸付けについて、令和２年度の新規案件の導入に向け入札業務に取り組みます。
・広告事業については、広告業務に携わる職員向け研修のテキストを作成し、eラーニングによる研修を実施しま
す。
・ネーミングライツについては、導入を検討している施設について、財産所管課と課題等を整理します。
・令和２年度の「資産マネジメントの第3期取組期間の実施方針」の策定に向けて、財産の有効活用の取組の検討を
進めます。

説明

単位

・「かわさき資産マネジメントカルテ（第２期取組期間の実施方針）」（平成26（2014）年３月策定）に基づき、財産の有
効活用を推進しています。
・活用事例を取りまとめた「有効活用カタログ」（平成30（2018）年２月改訂）を活用し、多様な効果創出に向けた財産
の有効活用の取組拡大を推進しています。

実績

4 財産の有効活用

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

・財政効果のみならず、本市のさまざまな施策推進や課題解決に寄与することを踏まえた多様な効果の創出に向
け、財産活用の手法や対象の拡大を図ります。
・庁舎等駐車場については、有料化による適正利用等に取り組みます。
・庁舎等余剰地や余剰床の貸付事業については、貸付け等による歳入確保に取り組みます。
・広告事業については、事業者と連携した広告事業の展開による歳入確保等に取り組みます。
・ネーミングライツ（命名権）については、導入施設の拡大に取り組みます。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30・Ｒ01】
・「有効活用カタログ」を活用し、貸付事業・広告事業・公共空間の有効活用の取組を推進しました。
【H30】
・長沢浄水場の余剰地について、学校法人へグラウンド用地として貸付を行いました。
・歩道橋等（２橋）、川崎駅西口第１駅前広場等の施設、動物愛護センター諸室へネーミングライツ（命名権）を導入
しました。
・印刷物への広告として、消防局2019年カレンダーや、戸籍関係証明書等の郵送請求の御案内への広告掲載を導
入しました。
・川崎駅北口自由通路への広告事業や、中原区役所へ広告付き表示板を導入しました。
【R01】
・川崎病院の駐車場を民間事業者へ貸付しました。
・多摩川の地域活性化等のため、二ヶ領せせらぎ館において、オリジナルラッピングを施した支援型自動販売機設
置場所の貸付を行いました。
・川崎駅東口駅前広場への広告塔設置に係る社会実験を行い、川崎区役所へ広告付き表示板を導入しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

6.2以上 6.2以上

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・「有効活用カタログ」を活用した財産有効活用の取組拡大を推進します。
・庁舎・公の施設駐車場の適正利用を推進します。
・庁舎等余剰地や余剰床の貸付事業を推進します。
・広告事業を推進します。
・ネーミングライツ（命名権）の取組を推進します。
・公共空間を有効活用していくための取組を推進します。

その他 －

区分選択の理由

【ヒト・モノの効果】
（H30・R01)
・公共空間を有効活用していただくための取組を推進することで、市と市民、まちづくり団体、企業等の多様な主体との連携・協働によ
り、川崎駅東口駅前広場の公共空間を活用したオープンカフェ事業や多摩川の水辺を活用した多様なイベントが実施されるなど、公共
空間を活用した賑わいの創出につながりました。
・eラーニングによる広告事業の研修を実施し、約1,200人の職員が受講したことで、広告事業の周知及び推進につながりました。

【カネの効果】
（H30・R01)
・市有財産の余剰スペース等の貸付けや広告事業の推進などの市有財産の有効活用により、平成30（2018）年度においては、平成29
（2017）年度の約7.1億円を上回る802,437千円の歳入を確保することができ、838,102千円の財政効果を令和元（2019）年度予算に反映
しました。また、令和元（2019）年度においては、864,310千円（見込）の歳入を確保することができ、907,847千円の財政効果を令和２
（2020）年度予算に反映しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B

・市と市民等の多様な主体との連携・協働により、川崎駅東口駅前広場の公
共空間を活用したオープンカフェ事業や多摩川の水辺を活用した多様なイベ
ントが実施されるなど、公共空間を活用した賑わいの創出を行うことができた
ため。
・令和元（2019）年度における864,310千円(見込)の歳入確保とともに、令和
2(2020)年度において907,847千円の財政効果を反映することができたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ ○

単位

1 億円

説明

説明

カネ

6.2以上 6.2以上

R01年度区分

実績

カネ ○ 情報

8.0
8.6
(見込)

R02年度

目標

一般会計、特別会計、企業会計の貸付事業・広告事業により得られる
歳入額

R03年度

目標財産有効活用の歳入額

実績 7.1
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(6)戦略的な資産マネジメント

取組の方向性

所管

健康福祉局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

いこいの家・いきいきセンターの運営

事務事業コード

10403040

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・いこいの家において、こども文化センターとの連携を中心とした、地域のさまざまな機関との連携による多世代交
流・地域交流事業を拡大実施します。また、次期指定期間に向けては、多世代交流・地域交流がより促進されるよ
う、仕様書作成等の手続を進めます。あわせて、老人福祉センターも含め、いこいの家の今後の方向性について、
取りまとめを行います。
・令和元（2019）年度から開始する新たな指定管理期間について、老人いこいの家及び老人福祉センターの指定管
理業務として多世代をはじめとした地域交流に関する取組を仕様に位置付けるとともに、平成31（2019）年３月に
「いこいの家・老人福祉センター活性化計画」を策定します。
【R01】
・令和元（2019）年度は既存の老人いこいの家及び老人福祉センターの機能の充実・強化を図りながら、関係機関
との協働による多世代交流を通じた地域づくりを推進していきます。

説明

説明
こども文化センターとの交流に限られない幅広い様々な施設との地域交流事業を
実施したいきいきセンターといこいの家の数

R02年度 R03年度

　高齢者に限定せず、障害者や子ども、子育て中の親など全ての地域住民を対象とした地域包括ケアシステムの
構築に向けて、既存の「いこいの家」の機能の充実・強化を図りながら、「こども文化センター」との連携により、多世
代が交流する多目的な活動の場となるよう取組を進めます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

実績

5 いこいの家における多世代交流の推進に向けた取組の検討

H29年度行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

実績 13 48 55

4．状況の変化により目標を達成できなかった

館

回

説明
いきいきセンターといこいの家で実施した、こども文化センターとの交流に限られ
ない幅広い様々な対象との地域交流事業の当該年度の実施回数（総数）

その他の活動実績

【H30】
・こども文化センターとの交流を中心とした、多世代交流・地域交流などの連携モデル事業について、平成30（2018）
年度については、すべてのいこいの家（48箇所）で実施しました。
・いこいの家と老人福祉センター両施設の令和元（2019）年度からの新たな指定管理期間に向けて、仕様書に「多
世代交流をはじめとした地域交流事業に関する取組」の実施を位置づけ、様々な施設との幅広い地域交流の推進
を図りました。
・両施設の今後の方向性や更なる活用を目指した「いこいの家・老人福祉センター活性化計画」を策定し、今後の施
設運営の方向性について整理を行いました。
【R01】
・令和元（2019）年度からの指定管理業務仕様書に基づき、各施設（いきいきセンター7か所、いこいの家48か所）に
おいて多世代交流を含む地域交流事業を合計●●回実施しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

現状

単位活
動
指
標

2

いきいきセンター及びいこいの家における多世代交流・地域交流などの、地域連携事業実施
回数

実績
R02年6
月頃確定

1

いきいきセンター及びいこいの家における多世代交流・地域交流などの、地域連携事業実施
館数

単位

　高齢者のいきがい・健康づくり、介護予防等を行う利用施設として概ね各中学校区１か所に「いこいの家」を整備し
てきました。
　更なる地域づくりの促進のため、施設の重要性が増している中で、高齢者に限定しない多目的な活動の場が求め
られていることから、今後の施設機能を検討していく必要があります。
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

モノ

目標・実績 H29年度 H30年度

多世代交流・地域交流などの各種地域連携事業の参加者数

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

実績

説明

R03年度 単位

－

R01年度 R02年度

R02年6
月頃確定

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
・参加者アンケート等で得られた課題等に対応しながら、「顔の見える関係づくり」・
「地域社会全体で見守り、支えるしくみづくり」の推進や新たな担い手の創出、更な
る「施設利用の多目的化」の推進等に向け、引き続き各施設において地域交流事
業を実施していきます。
・いこいの家及びいきいきセンターについて、既存の施設以外の機能展開の推進

その他 －

区分選択の理由

【ヒト・モノの効果】
（R01）
・いこいの家・いきいきセンターで多世代交流を含む地域交流事業を実施し、いこいの家・いきいきセンターで多世代交流を含む地域
交流事業を実施することで、全市で●●●人（うち高齢者●●人）に参加いただき、地域における「顔の見える関係づくり」・「地域社会
全体で見守り、支えるしくみづくり」やその担い手の創出、「施設利用の多目的化」等に寄与しました。
・参加者から「やってよかった。」、「「地域社会全体で見守り、支えるしくみ」の構築については、この取組が効果的である。」といった意
見があった一方で、「地域で支え合う仕組みづくりに当たっては、イベント的なものに限らず、日常的な交流が必要である。」や「事業参
加者は施設の既存利用者が中心となっており、新たな利用者の参加につながっていない。」といった意見もあったことから、「顔の見え
る関係づくり」・「地域社会全体で見守り、支えるしくみづくり」の更なる推進や地域における新たな担い手の創出に向けて、更なる取組
の工夫等が必要であることが分かりました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C

・いこいの家及びいきいきセンターで地域交流事業を実施することで、●●●
人の参加者が得られ、地域における「顔の見える関係づくり」・「地域社会全
体で見守り、支えるしくみづくり」や「施設利用の多目的化」等に寄与した一方
で、更なる「顔の見える関係づくり」・「地域社会全体で見守り、支えるしくみづ
くり」の推進や新たな担い手の創出等に向けては、更なる取組の工夫等が必
要であるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ ○

単位

1

説明

人

説明

R01年度

各施設で実施している地域交流事業への参加者の総数

区分

実績

カネ － 情報

R03年度

目標

実績

R02年度

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

その他の活動実績

【H30】
・地域包括ケアシステムの構築を推進する中、いこいの家との連携モデル事業を全てのこども文化センター（57箇
所）で実施したことにより、交流イベント等を通じて高齢者と子どもが交わり、双方の理解を深めることができました。
・こども文化センターの令和元(2019)年度からの新たな指定期間に向けて、仕様書に「多世代交流をはじめとした地
域交流の促進に関すること」の実施を位置づけ、多世代交流の更なる推進を図ることとました。
【R01】
・こども文化センターの令和元(2019)年度からの新たな指定期間において、仕様書に「多世代交流をはじめとした地
域交流の促進に関すること」の実施を位置づけ、各こども文化センター（全57箇所）において、乳幼児・高齢者を含
めた交流イベントや施設間交流などの地域交流事業を合計905回実施しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

回

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

こども文化センター運営事業

事務事業コード

20103040

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・「こども文化センター」、「いこいの家」両施設でのモデル事業での実施による検証・検討結果に基づき、多世代交
流にの更なる更新に向けた仕組みづくりを検討します。
【R01】
・第４期指定管理仕様書に基づき、「こども文化センター」と「いこいの家」との交流事業など、多様な世代との体験
活動やイベント・行事等を実施し、多世代交流の更なる推進に向けて取り組みます。

説明

改革項目

取組2-(6)戦略的な資産マネジメント

所管

こども未来局

No.・課題名

目標・実績

目標

現状

　児童の健全な育成を図るため、地域での遊びの拠点として概ね各中学校区１か所に「こども文化センター」を整備
してきました。
　市民ニーズや子どもをとりまく環境を踏まえて、更なる地域づくりの促進のため、施設の重要性が増している中
で、多くの世代が利用しやすい多目的な活動の場が求められていることから、今後の施設機能を検討していく必要
があります。

6 こども文化センターにおける多世代交流の推進に向けた取組の検討

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

-

説明
こども文化センターにおける多世代交流・地域交流などの地域連携事業の実施回
数（総数）

取組の方向性
　子どもから高齢者まで全ての地域住民を対象とした地域包括ケアシステムの構築に向けて、既存の「こども文化
センター」、「いこいの家」について、両施設の連携により、多世代が交流する多目的な活動の場となるよう取組を進
めます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

実績

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

2

多世代交流・地域交流などの地域連携事業の実施回数（総数）

4．状況の変化により目標を達成できなかった

1

多世代交流・地域交流などの地域連携事業実施センター数

- 館

説明
こども文化センターにおける多世代交流・地域交流などの、地域連携事業実施セ
ンター数

実績

実績

57

905

57
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

－

説明

情報

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度

1

説明

人

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
・参加者アンケート等で得られた課題等に対応しながら、「地域の大人と子どもたち
の顔の見える関係づくり」・「地域社会全体で見守り、支えるしくみづくり」の推進や
新たな担い手となる子どもたちの育成、更なる「施設利用の多目的化」の推進等に
向け、引き続き各施設における地域交流事業などを通し、多世代が交流する多目
的な場となるよう、取り組んでい行きます。

その他 －

区分選択の理由

【ヒト・モノの効果】
（R01）
・こども文化センターで多世代交流・地域交流を伴う地域交流事業を多数企画・実施することで、全市で141,210人（うち高齢者2,530
人、18歳以上（高齢者を除く）38,325人、高校生1,075人、中学生4,250人、小学生67,671人、乳幼児27,359人）に参加いただくとともに、
子どもが乳幼児親子や高齢者などの世代の異なる方と触れ合う機会を通して、「地域の大人と子どもたちとの顔の見える関係づくり」・
「地域社会全体で見守り、支えるしくみづくり」やその担い手となる子どもの育成、「施設利用の多目的化」等に寄与しました。
・参加者から「日頃はあまり接することが少ない祖父母世代とのふれあいができた」、「身近に自分たちのことを見守ってくれている大
人の存在を知ることができました」といった意見があった一方で、「多性代が共通して楽しめる内容を見つけるのが難しい」や「大人が
多く参加することで子どもの参加姿勢が受動的になる」といった意見もあったことから、「地域の大人と子どもたちとの顔の見える関係
づくり」・「地域社会全体で見守り、支えるしくみづくり」の更なる推進や地域における新たな担い手となる子どもたちの育成に向けて、
更なる取組の工夫等が必要であることが分かりました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C
・こども文化センターで地域交流事業を実施することで、141,210人の参加者
が得られ、「地域の大人と子どもたちとの顔の見える関係づくり・「地域社会全
体で見守り、支えるしくみづくり」や「施設利用の多目的化」等に寄与した一方
で、更なる推進や新たな担い手となる子どもたちの育成等に向けては、更な
る取組の工夫などが必要であるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ ○ カネ －

単位

実績 141,210

単位

目標

目標

R03年度

R03年度目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

R02年度

モノ
各施設で実施している地域交流事業への参加者の総数

実績

多世代交流・地域交流などの各種地域連携事業の参加者数
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(6)戦略的な資産マネジメント

取組の方向性

所管

まちづくり局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

川崎駅周辺総合整備事業
小杉駅周辺地区整備事業
新百合ヶ丘駅周辺地区まちづくり推進事業

事務事業コード

40501010
40501040
40501050

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・川崎駅周辺において、オープンカフェや広告事業等の公共空間を有効に活用する取組を実施するためには、道路
法や屋外広告物条例等のさまざまな法令の規制緩和を図る必要があることから、条例改正等に向けた手続を段階
的に進めるとともに、川崎駅東口駅前広場を中心に社会実験を行いながら、その効果を検証します
【R01】
・川崎駅周辺における公共空間の有効活用において、広告事業等の実施にあたり、道路法や屋外広告物条例等の
様々な法令による規制の緩和を図る必要があることから、川崎駅東口駅前広場を中心に広告塔の設置等の広告
事業に関する社会実験を実施し、その効果・検証を行います。

説明

単位

　国や地方公共団体等が保有する公共空間（道路、広場、公園・緑地、河川敷、港湾、公開空地、公共施設などの
不特定多数の人が利用できる屋外及び屋内の空間）は、行政のルールに縛られて十分に活かしきれていない場合
があることから、地域コミュニティと連携した民間主体等が、地域の活性化やまちの魅力向上など、新たな価値を創
造する場として公共空間を活用する仕組みづくりが求められています。
　近年では、公共空間の有効活用の観点から、一部の施設においてネーミングライツの導入等を行っていますが、
本市の広域拠点（都市拠点）においては、公共空間の持つポテンシャルを活かした更なる有効活用の必要性が高
まっています。

実績

7 広域拠点（都市拠点）における公共空間の総合的な有効活用

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　広域拠点の拠点駅（川崎駅・武蔵小杉駅・新百合ヶ丘駅）は、本市の中でも非常に利用者の多い駅であり、駅周
辺の更なる魅力向上とともに、公共空間における環境美化の維持・向上を図るため、公共空間の有効活用による
新たな財源確保や、効率的な維持管理方法などの検討を行い、にぎわいのある持続可能なまちづくりを推進しま
す。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30・R01】
・川崎駅東口駅前広場の公共空間を活用したオープンカフェ事業においては、市民等と連携・協働した実証実験「カ
ワサキよりみちサーカス」を２年連続で実施するとともに、令和元（2019）年９月には約１か月間に渡り「社会実験
フェス」を開催しました。社会実験の効果・検証については、利用者アンケート調査や通行量調査を実施しました。
・広告事業においては、屋外広告物条例の改正を行い、社会実験の実施事業者を平成31（2019）年3月に決定し、
令和元（2019）年９月より、川崎駅東口駅前広場を中心に広告塔の設置等の広告事業に関する社会実験を開始し
ました。さらに、社会実験がもたらす効果や影響については、利用者アンケートによる検証や事業者による実験結
果の報告に基づく検証などを行い、川崎市都市景観審議会へ報告しました。
・広告事業で得た財源を活用し、駅前広場での環境美化の取組や賑わいの創出に係る経費に再投資しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・川崎駅周辺総合整備計画に基づき、引き続き事業を推進してまいります。
・社会実験の結果を踏まえ、イベントを継続実施していくための管理運営スキーム
やインフラ整備等について検討してまいります。

その他 －

区分選択の理由

【ヒト・モノの効果】
（H30）
・川崎駅東口前広場の公共空間を活用した実証実験として、オープンカフェ事業「カワサキよりみちサーカス」を実施し、市民や周辺事
業者等に検討の段階から実施まで参加していただくなど、地域コミュニティと協働・連携した取組とすることで、駅周辺の更なる商業活
性や市民を巻き込んだまちのにぎわい創出につながりました。
（R01）
・平成30（2018）年度に開催した「カワサキよりみちサーカス」を継続実施した上、９月には約1カ月間に渡り「社会実験フェス」を開催
し、当該広場の平日や夜間の利用に関するニーズの把握を行いました。「カワサキよりみちサーカス」には約57,000人（前年度比で
2,000人（3.6％）増加）が訪れ、まちのにぎわいの創出につながりました。

【ヒトの効果】
（R01）
・１年目に出店者であった方が、２年目の「カワサキよりみちサーカス」では実行委員として運営に参加するなど、主体的に活動する市
民が増えました。

【モノ・カネの効果】
（H30）
・北口通路西側デッキのネーミングライツにより5,000千円（税抜）、北口通路の広告事業により6,000千円（税抜）の歳入を確保すること
ができました。また、その財源を活用し、駅前広場での警備業務を実施することで、まちに還元・再投資することができました。
(R01)
・昨年度に引き続き、北口通路西側デッキのネーミングライツにより5,000千円（税抜）、北口通路の広告事業により6,000千円（税抜）の
歳入を確保するとともに、川崎駅東口駅前広場を中心に広告塔の設置等の広告事業に関する社会実験を実施により、10,532千円（税
抜）の歳入を確保することが出来ました。また、その財源を活用し、駅前広場での警備業務やイベント実施支援等を実施することで、ま
ちに還元・再投資することができました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B

・公共空間の有効活用については、「カワサキよりみちサーカス」等のイベント
実施については、多くの関係者の参加を促して検討を行い、更にその関係者
を主体として検討内容を踏まえた実証実験を実施した結果、約６万人の集客
を達成しました。また、公共空間を活用した広告事業により歳入を確保するこ
とにより、その財源を活用し、駅前広場での警備業務を実施することで、まち
に還元・再投資することができました。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ ○

単位

説明

説明

R01年度区分

実績

カネ ○ 情報

R02年度

目標

R03年度

目標

実績
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(6)戦略的な資産マネジメント

取組の方向性

所管

まちづくり局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

庁舎等建築物の長寿命化対策事業

事務事業コード

40601080

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・庁舎等建築物（大規模施設179棟・小規模施設222棟（平成31（2019）年４月１日時点））の劣化状況一元管理、詳
細調査、工事等優先度判定を実施します。
・庁舎等建築物の長寿命化設計・工事等について、民間活力を活用しながら効率的に実施します。
・大規模施設の施設調査・診断に基づく中長期保全計画の策定を進めます。

説明

単位

件

・「かわさき資産マネジメントカルテ（第２期取組期間の実施方針）」（平成26（2014）年３月策定）に基づき、施設の長
寿命化を推進しています。
・一層効率的・効果的に施設の長寿命化を推進するため、平成29（2017）年度から庁舎等建築物（市営住宅、学校
施設等を除く建築物）を対象として、劣化状況の管理、詳細調査、工事優先度判定業務をまちづくり局において一
元的に行う執行体制を整備しました。

実績

8 庁舎等建築物の長寿命化

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明 庁舎等建築物における長寿命化設計・工事等の実施件数

R02年度 R03年度

　平成30（2018）年度からは、庁舎等建築物の劣化状況の管理、詳細調査、工事優先度判定業務に加え、長寿命
化に関する工事等予算についても一元化し、まちづくり局において取り組むことで、施設管理者とまちづくり局双方
の業務効率化を図ります。
　また、工事優先度判定については、公共建築設計・工事を専門に扱う部門の強みを活かし、より専門的な見地か
ら実施します。
　なお、設計・工事執行に当たっては、民間活力の活用について検討し、より効率的・効果的に庁舎等建築物の長
寿命化を推進します。

H30年度 R01年度

単位

実績 - 256 168

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30】
・庁舎等建築物の劣化状況一元管理、詳細調査、工事等優先度判定を実施しました。
・庁舎等建築物の長寿命化設計・工事等について、年度当初予定の210件に対して256件を、民間活力を活用しな
がら実施しました。
・大規模施設の中長期保全計画を14棟策定しました。

【R01】
・庁舎等建築物の劣化状況一元管理、詳細調査、工事等優先度判定を実施しました。
・庁舎等建築物の長寿命化設計・工事等について、年度当初予定の133件に対して168件を、民間活力を活用しな
がら実施しました。
・大規模施設の中長期保全計画を9棟策定しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

1

庁舎等建築物における長寿命化設計・工事等の実施
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・庁舎等建築物（大規模施設179棟・小規模施設222棟（見込））の劣化状況一元管
理、詳細調査、工事等優先度判定を実施します。
・庁舎等建築物の長寿命化設計・工事等について、民間活力を活用しながら効率
的に実施します。
・大規模施設の施設調査・診断に基づく中長期保全計画の策定を進めます。

その他 ○

区分選択の理由

【モノ・その他の効果】
（H30・R01）
・平成30（2018）年度から令和元（2019）年度にかけて、庁舎等建築物（男女共同参画センター、平和館、麻生スポーツセンター、総合
教育センター等）について、長寿命化工事等を実施したことで、漏水による構造躯体の劣化や室内の仕上げ材及び設備機器の損傷
の発生を防止できたこと、また、通信・情報や空調の設備の機能を維持できたことにより、より安心・安全に利用することができるように
なるとともに、廃棄物の削減等による環境負荷の低減に寄与しました。

（H30・R01）
・全ての公共建築物について長寿命化に配慮し取組を進めることで、令和15（2033）年度までにおいて、長寿命化に取り組まなかった
場合と比べて、平均168億円／年度の財政負担縮減効果が見込まれていることから、本取組の対象である庁舎等建築物の長寿命化
についても、具体的な効果創出には長期を要するものの、将来負担抑制の効果が見込まれます。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B

・全ての公共建築物について長寿命化に配慮し取組を進めることで、令和15
（2033）年度までにおいて、長寿命化に取り組まなかった場合と比べて、平均
168億円／年度の財政負担縮減効果が見込まれていることから、本取組の
対象である庁舎等建築物の長寿命化についても、具体的な効果創出には長
期を要するものの、将来負担抑制の効果が見込まれます。
・平成30（2018）年度から令和元（2019）年度にかけて、庁舎等建築物（男女
共同参画センター、平和館、麻生スポーツセンター、総合教育センター等）に
ついて、長寿命化工事等を実施したことで、漏水による構造躯体の劣化や室
内の仕上げ材及び設備機器の損傷の発生を防止できたこと、また、通信・情
報や空調の設備の機能を維持できたことにより、より安心・安全に利用するこ
とができるようになるとともに、廃棄物の削減等による環境負荷の低減に寄
与しました。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ ○

単位

説明

説明

R01年度区分

実績

カネ － 情報

R02年度

目標

R03年度

目標

実績
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

占用業務管理

事務事業コード

10204090

道路予定地等の有効活用（入札型占用）数 10以上

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・道路予定地においては、３箇所での入札型占用制度の実施を予定しており、占用入札指針を策定の上、占用希
望者を募集します。
・公園緑地において、民間の発想を活かしたにぎわい創出に資するイベントを実施します。
【R01】
・入札型占用制度活用見込みのある道路予定地において、占用入札指針を策定の上、占用希望者を募集します。
・公園緑地において、民間の発想を活かしたにぎわい創出に資するイベントを実施します。また、市内全域の公園
緑地を対象としたサウンディング調査を実施し、公園緑地のにぎわい創出手法の可能性を取り纏めます。

か所

説明 道路予定地等のうち有効活用（入札型占用）が図られている累計箇所数

1

実績

改革項目

取組2-(6)戦略的な資産マネジメント

現状

　都市計画道路予定地においては、にぎわいの創出等の観点から、道路占用許可の見直しなどによる財産の有効
活用の取組を推進しており、平成28（2016）年度から入札型占用制度の運用を開始しました。
　また、道路・公園緑地についても、にぎわいの創出に向けた取組が求められており、他都市の事例を踏まえなが
ら、占用許可基準の緩和など、更なる有効活用の手法を検討する必要があります。

9 道路・公園等を活用したにぎわいの創出

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性
　道路予定地においては、にぎわいの創出等に向けて、入札型占用制度による有効活用を推進します。
　また、公共空間を活用した魅力とにぎわいのある都市拠点の形成や、緑豊かで魅力的なまちづくりの推進に向
け、道路や公園緑地の効果的な利活用の検討を進めます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

建設緑政局

No.・課題名

目標・実績

4 6 10

その他の活動実績

【H30・Ｒ0１】
・市内６箇所（平成30（2018）年度：２箇所、令和元（2019）年度：４箇所）の道路予定地において、入札占用指針に基
づく入札を実施し、駐車場や駐輪場として道路整備までの一定期間の占用を開始しております。
・王禅寺ふるさと公園及び大師公園にて、地域の店舗や企業と連携した公園におけるにぎわいの創出に資するイベ
ントを実施しました（H30）。
・市内公園緑地を対象にサウンディング型市場調査を実施し、36団体・43件の事業提案を受け、結果を取りまとめ
るとともに、事業化に向けて公園緑地における民間活力導入の進め方を取りまとめました（R01）。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

○

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・道路予定地においては、にぎわい創出等に向けて、入札型占用制度による有効
活用を推進するため、保有している道路予定地のうち、事業実施の見込みなどを
勘案して対象地を選定し、占用者を公募するための手続きを進めていきます。
・また、公園緑地においては、民間事業者へのサウンディング結果を踏まえて取り
まとめた内容を元に、民間活力導入を進める上での具体的な方針・ガイドラインを
作成して、引き続き民間の発想を活かした賑わいの創出の取組を推進してまいり
ます。

その他 －

区分選択の理由

【モノの効果】
（H30・Ｒ01）
・違法駐車や放置自転車への対応が課題となっている地域において、入札占用指針に基づき、予定地を駐車場や駐輪場として活用
することにより、渋滞対策・駐車対策に加え防犯対策など地域が抱える課題の解決に寄与しました。
・H30年度については、王禅寺ふるさと公園のイベントで、これまでの市主催の移動動物園に加え、地域の店舗等と連携して飲食提供
のイベントを開催し、アンケート回答者の９割以上（100人）から以前より満足したとの回答を得ており、市民満足度の向上が図られまし
た。また、令和元（2019）年度は、昨年度に引き続き地域の店舗等と連携して飲食提供のイベントを開催し、来場者数は平成30（2018）
年度を上回り約2,000人にも上り、 アンケート回答者の９割以上から満足できるイベントだったとの回答を得ており、更に市民満足度の
向上が図られました。
・令和元（2019）年度に公園緑地サウンディング型市場調査を実施し、賑わいや憩いの創出、利用者の利便性向上など、公園のさらな
る魅力向上につながる民間事業の可能性を整理できました。

【カネの効果】
（H30・Ｒ01）
・一律の占用料による許可ではなく、占用入札制度を活用した取組によって、歳入の増加を図り、財政効果（9,480千円（平成30（2018）
年度決算）、25,657千円（令和元（2019）年度決算見込み））がありました。
・35,945千円の財政効果を令和２（2020）年度予算に反映しました。

【情報の効果】
（R01）
・道路予定地の活用においては、本来の目的である早期の供用を目指すため、予定地であることを示す看板などを占用者が設置する
ことにより、地域の方々へ道路事業についての周知や理解の醸成が図られています。今後も、整備着手に併せた占用期間の設定な
ど、柔軟な運用を図って参ります。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B

・これまで活用されていなかった道路予定地について、国の制度創設に伴
い、本市においても有効活用を図るための制度を構築しました。これにより、
地域課題の解決や歳入の増加といった効果を生み出すことができたため。
 また、公園における民間の発想を活かした賑わいの創出については、王禅
寺ふるさと公園のイベントでは、昨年度を上回る地域の方々が参加し、高い
満足度を得るとともに、サウンディング調査により、民間の発想によるさらなる
賑わい創出の可能性が整理できたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ ○

説明

説明

単位

カネ ○ 情報

単位R03年度

目標

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

実績

R03年度

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(6)戦略的な資産マネジメント

取組の方向性

所管

教育委員会事務局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

生涯学習施設の環境整備事業

事務事業コード

20302030

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・教育文化会館の市民館機能を労働会館内（１階～３階）に移転する方針を平成30（2018）年３月に決定したところ
であり、平成30（2018）年度は、川崎区における市民館が、市民の学習の場となり、利用者が使いやすく、また、利
用者間の交流が生まれるような施設となるよう、市民参加の意見交換会（ワークショップ）を開催し、いただいた御意
見などを参考にしながら、「川崎市教育文化会館及び川崎市立労働会館の再編整備に関する基本構想」を策定し
ます。
【R01】
・平成31(2019)年3月に策定した「川崎市教育文化会館及び川崎市立労働会館の再編整備に関する基本構想」に
基づき、基本計画策定に向けた取組を行います。

説明

単位

　平成20（2008）年３月に策定した「富士見周辺地区整備基本計画」において、教育文化会館の市民館機能は庁舎
狭隘など課題のある川崎区役所と複合化するものとしています。
　しかしながら、同計画の策定から10年が経過し、教育文化会館の建物・設備の老朽化、「川崎市スポーツ・文化総
合センター」の新設に伴う教育文化会館の大ホールの閉鎖、市税部門のかわさき市税事務所への移転に伴う区役
所狭隘問題の一定の解消など状況が変化する中、川崎区における市民館機能の再編整備の方向性について見直
しを行い、その新たな方向性のもと取組を進める必要があります。

実績

10 川崎区における市民館機能の再編整備

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　市民館機能を教育文化会館周辺に位置する労働会館内に移転することで、教育文化会館の改築に比べ経費が
削減できるとともに、継続的な市民利用が可能となることから、この手法による市民館機能の再編整備に向けた取
組を進めます。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30】
・「川崎市教育文化会館及び川崎市立労働会館の再編整備に関する基本構想」を策定しました。
【R01】
・令和元(2019)年５月に全市的に特定天井の改修を進めていくことが決定され、労働会館については施設改修と併
せた対策を進めるため、整備スケジュールを変更し、令和２(2020)年度までに基本計画を策定することとしました。
令和元(2019)年度は基本計画の策定に向け、調査・検討を行いました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 4

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ ・基本計画を策定します（令和２(2020)年度）。
・実施設計を開始します（令和３(2021)年度）。

その他 －

区分選択の理由

（H30）
・意見交換会（ワークショップ）や市民向けイベントでの意見聴取などでいただいた、市民や利用者の意見を参考にしながら、平成31
（2019）年３月に「川崎市教育文化会館及び川崎市立労働会館の再編整備に関する基本構想」を策定しました。
（R01）
・令和２(2020)年度に予定している基本計画の策定に向け、関係各局及び事業者とともに特定天井対策の検討や躯体の調査を進め
ました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

Y 「川崎市教育文化会館及び川崎市立労働会館の再編整備に関する基本構
想」を策定し、基本計画の策定に向けた取組を進めている段階であるため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

単位

説明

説明

R01年度区分

実績

カネ － 情報

R02年度

目標

R03年度

目標

実績
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

現状

単位

単位

・平成26（2014）年６月の公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）の改正や平成28（2016）年４月の「川
崎市中小企業活性化のための成長戦略に関する条例」の施行により、公共工事の担い手の中長期的な育成や確
保の促進、市内中小企業の受注機会の増大が求められています。

実績

その他の活動実績

【H30】
・工事発注において、市域を北部と南部に分け履行場所がある地区に本社がある市内業者に入札参加者を限定す
る「南北入札」の本格実施により地域性に配慮した入札の取組を実施しました。
・発注業種の専門事業者に入札参加資格を限定した「専門工事事業者育成型入札」の試行を実施しました。
・総合評価落札方式における入札では、女性技術者を配置した際の加点項目を追加しました。
・軽易工事契約事務制度の見直しや災害時の協力体制等の事業者の地域貢献取組への評価について検討しまし
た。
【R01】
・主観評価項目制度の評価項目において災害時の協力体制や男女共同参画の評価項目を追加しました。
・総合評価落札方式におけるダンピング対策として評価方法の見直しを実施しました。
・軽易工事契約事務における対象範囲や事務手続きの見直しを実施しました。
・補助金等交付事業における市内中小企業者への優先発注に向けた見直しを行い、制度構築を行いました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

1 入札契約制度・発注等の課題への対応

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

・これまで総合評価一般競争入札において社会貢献度等を評価項目として追加するなどインセンティブ発注を充実
させてきましたが、今後も引き続き社会情勢に応じた多様な入札契約制度を検討し、実施します。
・さらに、ダンピング受注の防止や総合評価一般競争入札の効果的な運用、適切な分離分割発注などを行うことに
より、地元企業が受注しやすい環境づくりに取り組みます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

所管

財政局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

入札契約制度改革事業

事務事業コード

81104110

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・透明性・競争性・公平性に配慮したインセンティブ発注の充実やダンピング受注の防止、中小企業の受注機会の
確保や地域性に配慮した一般競争入札の取組、総合評価一般競争入札の効果的な運用等について、社会経済情
勢の変化等を見据えながら引き続き検討します。
・入札契約制度全般について、国等の制度改正に対して的確かつ迅速に対応します。
【R01】
・社会経済情勢の変化等を見据え、透明性・競争性・公平性に配慮した上での市内中小企業者の受注機会の確保
や、インセンティブ発注の充実、ダンピング受注の防止、総合評価一般競争入札の効果的な運用、補助金等交付
事業における市内中小企業者の一層の受注機会の確保、主観評価項目制度の運用等について、引き続き見直し
を検討します。
・入札契約制度全般について、国等の制度改正に対して的確かつ迅速に対応します。

説明

改革項目

取組2-(7)入札・契約制度改革

取組の方向性

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

R03年度

目標

実績

カネ 情報

単位

1

説明

説明

R01年度

本市発注案件（工事・委託・物品において、市内中小企業者が受注した
案件の件巣ベースの割合

区分

実績

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・引き続き、社会情勢や、法令改正、国・他都市の動向、事業者等の意見を踏まえ
ながら、入札契約制度改革に取り組みます。
　さらに、総合評価一般競争入札の効果的な運用、適切な分離分割発注を行うこ
とにより、市内中小企業者が受注しやすい環境づくりに取り組みます。

その他

区分選択の理由

【その他の効果】
（H30）
・主観評価項目を利用した入札のうち、より事業者の社会的貢献を評価する、主観評価点30点以上を参加資格とする入札件数は、平
成29（2017）年度の17件から、平成30（2018）年度は24件と対象案件を拡大して実施したほか、新たに再犯防止法や再犯防止推進計
画を受けて「協力雇用主」を主観評価項目に追加し次年度からの業者登録に採用したことや、令和元年度から災害時の協力体制や
男女共同参画の項目の評価項目を増やしたこと等により、市内中小企業者の技術力等の向上及び社会的貢献への意欲の向上に寄
与しました。
・平成30（2018）年度における市内中小企業者の受注割合は、本市の入札全体の件数では82.6％（前年度比3.5ポイント増）、うち工事
請負では90.1％（前年度0.5ポイント増）、物品調達では85％（前年度比4.2ポイント増）、業務委託では51.7％（前年度比1.2ポイント減）
となりました。
（R01）
・主観評価項目を利用した入札のうち、主観評価点30点以上を参加資格とする入札件数は、平成30（2018）年度の24件から、令和元
（2019）年度は●件実施したほか、より積極的事業者の取組を評価するため、主観評価点40点以上を参加資格とする入札を●件実施
しました。
・令和元（2019）年度における市内中小企業者の受注割合は、本市の入札全体の件数では●％（前年度比●ポイント増・減）、うち工
事請負では●％（前年度●ポイント増・減）、物品調達では●％（前年度比●ポイント増・減）、業務委託では●7％（前年度比●ポイン
ト増・減）となりました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・入札契約制度改革においては、主観評価項目制度の積極的に活用し、競
争性や公平性に配慮しつつ、インセンティブ発注を充実させたほか、軽易工
事の適正実施のための制度見直しや、補助金等交付事業における市内中小
企業者への優先発注に向けた制度を構築し、市内中小企業者の受注機会の
確保に向けた取組を行うことができたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト モノ

R03年度 単位R01年度 R02年度

R02年度

その他

目標・実績 H29年度 H30年度

本市発注の契約案件（工事・委託・物品）における市内中小
企業者の受注件数の割合（％）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

実績 79.1% 82.6%

説明

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

入札契約制度改革事業

事務事業コード

81104110

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・公共工事設計労務単価や最低賃金等の動向を踏まえ、適切かつ的確に公契約制度を運用します。
・労働者の適正な労働環境の整備を図るための効果的な手法等について検討します。
【R01】
・最低賃金や公共工事設計労務単価等の動向や、社会経済情勢の変化を踏まえ、適切な作業報酬下限額を設定
することで、適正に公契約制度を運用します。
・労働者の適正な労働環境の整備を図るために、作業報酬審議会における審議を踏まえながら、より効果的な公
契約制度の構築・運用等について検討します。

説明 実績

改革項目

取組2-(7)入札・契約制度改革

現状
・技能労働者の適切な賃金水準確保を目的とした公共工事設計労務単価の引上げや、一億総活躍社会の実現に
向けた取組としての最低賃金の引上げの方向性が示されるなど、労働者の労働環境の整備が求められています。

2 公契約制度の的確な運用

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性
・公共工事設計労務単価や最低賃金の動向を踏まえ、引き続き公契約制度の適切な運用を行うことにより、本市の
事業に従事する労働者の労働環境の整備を推進します。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

財政局

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績

【H30】
・公契約制度においては、最低賃金の動向や作業報酬審議会の意見を踏まえ、令和元（2019）年度の作業報酬下
限額の引き上げを行いました。
・特定業務委託契約について、使用者、労働者へのアンケートをとおして、制度内容の周知方法や理解度などにつ
いて、実態把握を行いました。
【R01】
・公契約制度においては、最低賃金の動向や作業報酬審議会の意見を踏まえ、令和２（2020）年度の作業報酬下
限額の引き上げを行いました。
・特定業務委託契約について、使用者、労働者へのアンケート結果に基づき、事業者や庁内に対して再度制度の
周知徹底を図りました。
・工事請負契約における公契約制度の実施状況について、他都市の状況や運用について調査を行いました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

　引き続き、最低賃金や公共工事設計労務単価等の必要な情報に注視し、作業報
酬審議会の意見を聞きながら、適切な作業報酬下限額の設定に取り組んでいくと
ともに、アンケート等で把握した制度の運用状況等を踏まえ、適正な制度運営に取
り組むほか、他都市における制度の実施状況等についても調査し、本市の運用の
参考とすることで、本市の事業に従事する労働者の労働環境整備とともに公共事
業の品質を確保します。

その他 ○

区分選択の理由

【その他の効果】
（H30・R01）
・業務委託契約においてアンケートを実施し、制度の理解や実施状況について調査した結果、受注者から労働者への制度の説明につ
いて、一部書面ではなく口頭で行っている事例が見られたほか、申出制度や自らの下限額等について認識していない労働者が一部い
ました。こうしたことから、受注者や庁内所管課に対して、制度の説明をしっかりと相手方に行った上で書面による周知を徹底するよう
依頼したほか、周知用チラシのひな型を配布し、周知方法の改善を図り、制度を適正に運用することで、本市の事業に従事する労働
者の労働環境の整備とともに、公共事業の品質確保に寄与しました。
・最低賃金の動向や作業報酬審議会の意見を踏まえた適正な作業報酬下限額の設定を行いました。
（H30）
・前年度に集計した特定工事請負契約アンケート結果において、自らの下限額を把握していない労働者が一部いたことから、労働者
向けの制度周知用チラシを改善しわかり易くしたほか、労働者が制度の説明を受注者から受けたことを確認する書面を提出するよう
受注者に求めることとしたこと等により、周知方法の改善を図りました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
最低賃金及び公共工事設計労務単価の動向や作業報酬審議会の意見を踏
まえた適正な作業報酬下限額の設定や、アンケート結果に基づく制度運用の
適正化を図ることで、本市の事業に従事する労働者の労働環境の整備ととも
に公共事業の品質確保に寄与することができたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

説明

説明

単位

カネ － 情報

単位R03年度

目標

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

実績

R03年度

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

その他の活動実績

【H30・R01】
・戦略的資金管理推進検討委員会の提言を踏まえ設置した外部識者で構成する「ファイナンスに関するリスク管理
検討会」の開催や、市場関係者等で構成する「アドバイザリー・コミッティ」や「投資家懇談会」を開催し、市債発行・
基金運用などに対する助言をいただきながら、「市債管理運営会議」、「資金管理会議」において、安定性・確実性・
効率性を追求した市債発行・資金運用計画等を策定し、実施しました。また、個人向け集合ＩＲや機関投資家に対す
る個別訪問ＩＲなどを実施し、安定的な資金調達を実現しました
【Ｈ30】
・運用益拡大を目的として、基金運用において、財投機関債購入可能年限を10年から15年へ延長しました。
【Ｒ0１】
・投資家層の拡大などを目的として、これまで検討を続けていた外貨建て国内債を発行しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

財政局

No.・課題名

目標・実績

目標

現状

・市債の約90％を民間から満期一括償還債で調達しており、それに伴い減債基金 残高も増加していることから、安
定的な民間資金の調達と、効率的かつ効果的な運用面での取組が重要な課題となっています。
・学識経験者や市場関係者等を構成員とする「起債運営アドバイザリー・コミッティ」において、起債運営や資金運用
の実務面に関して、直接かつ継続的に意見聴取等を行っています。
・庁内会議として「市債管理運営会議」及び「資金管理会議」を設置し、安定性、確実性を前提とした効率的な資金
調達・資金運用に努めています。
・平成25（2013）年度に「戦略的資金管理推進検討委員会」からの報告を受け、リスク管理検討会を設置し、その中
で、銀行等引受債の活用等による資金調達の多様化・効率化、及び資産負債管理（ＡＬＭ）を踏まえた運用の視点
からの一層の資金運用の効率化等に向けた取組の推進について検討を行い、現在、継続的な銀行等引受債の活
用による資金調達の多様化・安定化、財投機関債等の運用による運用益の拡大を図っています。

1 戦略的な資金調達と資金運用の推進

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性

　多様な資金調達手法について、効率性の観点から検討を進め、資金調達の安定性、効率性の向上、金融市場動
向への的確な対応に努めます。
　また、資金の運用については、資産と負債を総合的に管理し、金融市場動向に的確に対応することで、現下の厳
しい市場環境においても運用の確実性・効率性の向上に努めます。

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

資金管理事務
公債管理事務
総合的金融対策事務

事務事業コード

81104030
81104040
81104050

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・戦略的資金管理推進検討委員会の提言を踏まえた取組を継続的に実施します。
・起債運営アドバイザリーコミッティ及び投資家懇談会の開催により金融市場関係者等との情報交換を継続的に実
施するとともに、機関投資家向け、市民向け、投資家個別訪問等による総合的なＩＲに取り組みます。
・市場の状況を把握しながら基金運用計画、起債運営方針を策定し、適切な資金調達・運用を実施します。
・借入・償還等の公債管理事務を適正に執行します。

説明 実績

改革項目

取組2-(8)資金の調達と運用の安定化・効率化
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

カネ
資金の運用により得られる収益額

実績

資金運用による収益額

R03年度

目標

R03年度

目標

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

カネ ○ 情報

単位

1

説明

億円

説明

単位

実績 約18.6 約16.7
約15.6
（見込）

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・戦略的資金管理推進検討委員会の提言を踏まえた取組を継続的に実施します。
・起債運営アドバイザリーコミッティ及び投資家懇談会の開催により金融市場関係者等
との情報交換を継続的に実施するとともに、機関投資家や市民向けのIRに取り組みま
す。
・市場の状況を把握しながら基金運用計画、起債運営方針を策定し、適切な資金調達・
運用を実施します。

その他 ○

区分選択の理由

【カネの効果】
（H30）
・効果的な資金運用となるよう対象銘柄の選定を行い、約16.7億円の運用収益を確保することができました。
（R01）
・令和元年度は、歴史的な低金利水準であったことから債券取得は見送り、約15.6億円（見込）の運用収益となりました。

【その他】
（R01）
・これまで検討を続けていた外貨建て国内債を発行したことにより、投資家層の拡大などに寄与できました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
　金利動向を踏まえた適切な資金運用を実施できたとともに、その結果とし
て、Ｈ30年度（約16.7億円）、R01年度（約15.6億円（見込））の運用収益の確
保につながったため。
　また、検討を継続していた外貨建て国内債を発行し、投資家層の拡大など
に寄与できたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(8)資金の調達と運用の安定化・効率化

取組の方向性

所管

会計室

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

公金の運用事務

事務事業コード

81104180

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・支払日についての関係部署等との調整
・担保金の合同運用及び資金管理の最適化に向けた会計間の連携及び関係局との調整
・支払日調整による繰替運用の縮減及び歳計現金等の効果的な運用の実施
【H30】
・資金計画入力対象外（１千万円未満）の支出の支払日調整の実施に向けた各局区等への周知
【R01】
・財務会計システムのお知らせ画面を利用した支払期日（支払日）の設定のお知らせの実施

説明

単位

・歳計現金等は、資金計画に基づき、支払いに支障のない範囲で、定期預金等により運用を行っていますが、収支
を適切に管理することができれば、より効果的な運用が可能となります。
・各会計ごとに資金管理を行う中、指定金融機関等からの担保金については、平成27（2015）年度から企業会計と
合同で運用を行っています。
　今後も、将来の金利上昇局面に備えて、市全体で、より効果的な資金運用等が行えるよう、資金管理の更なる最
適化に取り組む必要があります。

実績

2 歳計現金等の効果的な運用の推進

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

・支出命令で支払日を指定する必要性の乏しい支出は、資金計画を踏まえて支払日を調整し、日々の資金収支を
平準化することで、歳計現金等の効果的な運用を行います。なお、この取組により、日々の資金不足を補う基金か
らの借入額（繰替運用額）は縮減し、基金での効果的な運用も可能となります。
・引き続き、企業会計との担保金の合同運用を行うとともに、資金状況や金融状況を勘案しながら、歳計現金等に
ついても合同運用を行うなど、資金管理の最適化に取り組みます。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30・R01】
・各所属が入力した資金計画を踏まえ、当該入力を行った所属との調整を経て、支出日を早期に特定させるととも
に、毎月、資金不足が予想される場合には、予め支払日の調整について財務会計システム上のポップアップに掲
示し、各所属へ周知することで、資金計画入力対象外の支出についても支払日の調整を行ってもらうなど、日々の
資金収支の平準化に取り組みました。
・上記の取組を行うことで、歳計現金等について、平成30（2018）年度については、平均残高443億円、令和元
（2019）年度については、平均残高143億円を効果的に運用するとともに、基金からの繰替運用額の縮減に努めま
した。
・指定金融機関からの担保金について、企業会計と合同で運用することとし、平成30（2018）年度、令和元（2019）年
度ともに1.85億円を運用しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

185



評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・支出命令で支払日を指定する必要性の乏しい支出については、資金計画を踏ま
えて支払日を調整し、日々の資金収支を平準化することで、歳計現金等の効果的
な運用を行います。
・また、上記の取組により、日々の資金不足を補う基金からの借入額（繰替運用
額）を縮減し、基金での効果的な運用につなげます。
・引き続き、企業会計との担保金の合同運用を行うとともに、資金状況や金融状況
を勘案しながら、歳計現金等についても合同運用を行うなど、より一層、資金管理
の最適化に取り組みます。

その他 －

区分選択の理由

【カネの効果】
（H30・R01)
・基金からの繰替運用額の縮減に努めたことで、基金の効果的な運用に貢献することができました。
・資金状況の平準化により、歳計現金等の効果的な運用を行うことで、平成30（2018）年度は1,162,168円の運用益を、令和元（2019）
年度は562,076円の運用益を、それぞれ確保しました。
・指定金融機関からの担保金について、企業会計と合同で運用することにより、全会計で、平成30（2018）年度・令和元（2019）年度
は、それぞれ3,850円の運用益を確保しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B

・基金からの繰替運用額の縮減に努めたことで、基金での効果的な運用に貢
献することができたため。
・資金状況の平準化により、歳計現金等の効果的な運用を行い一定の運用
益を確保できたため。
・指定金融機関からの担保金について、企業会計分も含め、合同運用を行う
ことで、一定の運用益を確保することができたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ －

単位

説明

説明

R01年度区分

実績

カネ ○ 情報

R02年度

目標

R03年度

目標

実績
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

競輪場整備事業
競輪等開催・運営事業

事務事業コード

40902040
40902050

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・包括的な業務委託による柔軟かつ効果的・効率的な事業を運営するとともに、競輪初心者教室やガールズ競輪、観戦ツアー等の開催による新規ファン
獲得に向けた取組を推進します。
・特別競輪の誘致活動、収益向上を目指した企画レースや協賛レース、ミッドナイト競輪等の開催による活性化策を推進します。
・こども向けイベントや自転車イベント等の開催を通じた、市民に親しまれる競輪場に向けた取組を推進します。
・入場門棟改築工事及び外構整備工事、バンク内広場整備工事を実施します。
・メインスタンド３階内装改修基本設計及び実施設計を実施します。
・老朽化設備の更新工事及び維持修繕工事を実施します。
【R01】
・包括的な業務委託の導入による柔軟かつ効果的・効率的な事業を運営するとともに、新規ファンの獲得に向けた取組の推進します。
・旅行事業者等との連携による訪日外国人旅行者の誘客施策の取組を検討します。
・令和２（2020）年度に予定している特別競・GⅠ全日本選抜競輪の開催準備を実施するとともに、引き続き特別競輪の誘致活動を展開します。
・収益向上を目指した企画レースや協賛レース、ミッドナイトケイリン等の活性化策や市民に親しまれる競輪場に向けた各種の取組を推進します。
・競輪場施設・設備の耐用年数に応じた整備・改修を実施します。

説明 実績

改革項目

取組2-(9)特別会計の健全化

現状

　娯楽の多様化やファンの高齢化等により、競輪事業を取り巻く環境は厳しく、全国的に車券売上は減少傾向にあります。
　このような状況の中、川崎競輪場では、「富士見公園との一体感を感じられる空間づくり」と「持続可能な事業運営の確立に向けた施設づくり」をコンセプ
トとして、施設の再整備を実施しています。
また、平成29（2017）年度から包括的な業務委託を導入しており、今後も、効率的・効果的な事業運営による車券売上の向上、経費節減等に取り組み、利
益の一部を一般会計へ繰り出していく必要があります。

1 競輪事業特別会計の健全化に向けた取組の推進

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

取組の方向性
　施設の再整備とあわせて、包括的な業務委託による事業の効率的・効果的な運営を行うとともに、新たなファン獲得をめざした取組や企画レース、協賛
レース等の活性化策の継続、特別競輪の誘致活動の推進などにより、車券売上の向上を図り、事業の収益性を高め、一般会計への更なる繰出金の確保
に向けた取組を進めます。

H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

所管

経済労働局

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績

【H30】
・包括的な業務委託により事業の効率化や各種サービス面での充実を図り、効果的・効率的な運営を行いました。
・ガールズ競輪、競輪女子会、外国人向け観戦ツアーの開催などにより、競輪場のPR及び新規ファン獲得につなげることができました。
・令和２（2020）年度の特別競輪開催に向け、開催申請資料の提出及び競輪関係団体に対するPR活動を行った結果、特別競輪の開催が決定しました。
・平成29（2017）年度に引き続き、ＧⅢﾅｲﾀｰを２回開催するとともに、本場開催時の企業・個人協賛レースやミッドナイト競輪の開催、枠外開催の誘致など
により、新規顧客の獲得及び収益の向上につなげることができました。
・市民祭りでのおもしろ自転車広場や多摩川マラソン大会での競輪ブースの出展、アマチュア愛好家のバンク利用、富士通スタジアムと連携したサイクル
イベントの実施など、市民に親しまれる競輪場に向けた取組を行いました。
・入場門棟改築工事及び外構整備工事を行い競輪場のコンパクト化を図り、一部敷地を公園に返還しました。また、バンク内広場整備工事を実施するとと
もに、メインスタンド３階内装工事の設計を行いました。
・老朽化設備の更新工事及び維持修繕工事を実施しました。
【R01】
・平成30（2018）年度に引き続き、包括的な業務委託により、効果的・効率的な運営を行いました。
・訪日外国人旅行者の誘客施策等については、経済労働局産業振興部観光プロモーション推進課、阪急交通社、トータリゼータエンジニアリング株式会社
川崎事業所、一般社団法人日本競輪選手会神奈川支部と協議を行い、新規顧客の取り込みイベント等について検討を行いました。
・令和２（2020）年度に予定している日本選抜競輪の開催に向け、過去に同競輪を開催した開催市から資料を取り寄せ、ヒアリングを行い準備を進めまし
た。また、令和３（2021）年度の特別競輪開催に向け誘致活動を行いました。
・収益向上のため、２回のＧⅢ競輪やミッドナイト競輪等を開催しました。
・市民に親しまれる競輪場を目指し、全国餃子祭の開催や親子で競輪場に親しんでもらえるように、移動動物園、面白自転車、プール広場等各種イベント
を実施しました。
・新規ファン獲得のため、競馬場にブースを設置し競馬ファンと交流を図り、市民祭では、プロ競輪選手による模擬レースを行い競輪をＰＲしました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・包括的な業務委託や会計年度任用職員の業務体制など、競輪事業の業務体制
の効率化について更なる精査を行いながら、引き続き、事業の効率化や売上向上
のための各種施策の改善を行い、「持続可能な事業運営の確立」、「市民に親しま
れる競輪場づくり」を推進し、一般会計への更なる繰出金の確保に取り組みます。
・「川崎競輪場再整備基本計画」のコンセプトの実現に向け、時代の変化に対応し
ながら、引き続き、基金の範囲内で、効果的・効率的な施設となるよう、関係局や
関係者と調整を図ります。

その他 －

区分選択の理由

【モノの効果】
（H30・R01）
・平成30（2018）年度に競輪場のコンパクト化を図ったことにより、富士見公園との調和のとれた市民に親しまれる競輪場づくりを推進
することができました。

【カネの効果】
（H30）
・平成29（2017）年度から導入した包括的な業務委託による効果的・効率的な事業運営の実施、ミッドナイト競輪やＧⅢナイターの開
催、枠外開催の誘致などの取組により、また経費削減を図った結果、一般会計へ2.8億円を繰り出しました。
（R01）
・平成29（2017）年度から導入した包括的な業務委託による効果的・効率的な事業運営の実施、ミッドナイト競輪やＧⅢナイターのほ
か、他の競輪施行者による借上げ開催などの取組により、また経費削減を図った結果、一般会計へ3.1億円（見込）を繰り出しました。
（H30・R01）
・来場者数は減少傾向にあるものの、ミッドナイト競輪等の開催や収益向上を目指した企画レース等の取組により、インターネット投票
による車券売上金額が約12億円増加（平成30年度3,994,138,300円、令和元年度5,194,534,600円）しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・昭和24（1949）年の開設以来、平成30（2018）年度までに累計1,285億円超を
一般会計へ繰り出しており、令和元（2019）年度につても、前年度を超える3.1
億円（見込み）を一般会計へ繰り出す予定であり、本市の貴重な財源として
貢献しているため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ ○

説明

説明

カネ

2.5以上 2.5以上

2.8
3.1
（見込）

単位

2.5

カネ ○ 情報

単位

競輪事業の実施による収益から施設の整備等に必要な積立金を控除
した額

R03年度

目標一般会計への繰出額

目標・実績 R01年度区分

実績

R02年度H29年度 H30年度

億円

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度

2.5以上 2.5以上

実績

R03年度

1

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

改革項目 No.・課題名 所管

取組2-(9)特別会計の健全化 2 卸売市場事業特別会計の健全化に向けた取組の推進 経済労働局

現状

　卸売市場については、流通構造の変化などにより全国的に厳しい状況にあり、中央・地方とも取扱金額等が減少傾向にあります。また、本市２市場とも
に施設の老朽化が進んでいることから、市場機能の維持に必要なインフラ、基幹施設の更新が課題となっています。
　このような課題に対応し、概ね10年間における市場運営のあり方を明らかにするため、平成28（2016）年２月に「卸売市場経営プラン」を策定し、国の動向
も踏まえながら、市場の機能強化に向けた取組を推進しています。
　北部市場においては、施設の老朽化にも対応しながら、より効率的で持続可能な管理運営体制の見直しを進めるとともに、平成26（2014）年度から指定
管理者制度を導入した南部市場においては、民間活力による効率的・効果的な管理運営を進めています。

取組の方向性
・国の動向を踏まえた「卸売市場経営プラン」に基づく市場機能強化や老朽化対策を実施します。
・新地方公会計制度に基づく財務状況の適正な把握により、会計の透明性を確保するなど健全化を図ります。
・国の動向を注視するとともに、市場関係者と連携を図りながら、北部市場における効率的かつ持続可能な管理運営体制の見直しを進めます。
 ・平成26（2014）年度から指定管理者制度を導入した南部市場の制度導入効果を検証します。

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・市場施設の長寿命化に向けた老朽化施設の補修・改修等を実施するとともに、卸売市場法の改正を見据えながら、市場機能及び施設整備を検討しま
す。
・会計の透明性を確保するため、引き続き、新地方公会計制度に基づく財務諸表を作成・公表します。
・北部市場の効率的な管理運営、業務の簡素化・削減に向けた検討を行います。
・南部市場指定管理者の年度評価等を活用した制度導入効果の検証とともに、卸売市場法の改正を見据えた対応の検討を行います。
【R01】
・平成31（2019）年3月に取りまとめた「川崎市卸売市場経営プラン改訂版（素案）」について、市民意見を反映させながら、完成させます。
・場内事業者と合意形成を図りながら、本市市場の新たな取引ルール等を定めた業務条例・規則を改正します。
・国又は神奈川県に、中央及び地方卸売市場の認定申請を行います。
・「川崎市卸売市場経営プラン改訂版」に基づき、全体的な機能更新に向けた施設整備の手法について検討を行います。
・会計の透明性を確保するため、引き続き、新地方公会計制度に基づく財務諸表を作成・公表します。
・「川崎市卸売市場経営プラン改訂版」に基づく施設の計画的な老朽化対策やソフト施策については、引き続き実施可能な施策から取組を進めます。
・南部市場については、これまでの年度評価等、制度導入効果を検証し、新たな仕様等への反映を行いながら、新たな指定管理者の指定に向けて必要な
調整・手続き等を進めます。

40102060
40102070

卸売市場の管理運営事業
卸売市場施設整備事業

関連する
事務事業

事務事業コード 事務事業名

単位

目標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明 実績

説明

その他の活動実績

【H30】
・市場施設については、青果棟屋上防水改修工事など、老朽化施設の補修・改修を実施するとともに、改正卸売市場法の趣旨を踏まえ、市場機能や施設
整備の方向性等を明らかにした「川崎市卸売市場経営プラン改訂版」の素案を平成31（2019）年３月に取りまとめました。
・会計の透明性の確保については、新地方公会計制度に基づく財務諸表の作成・公表を引き続き行いました。
・市場の効率的な管理運営等については、市場業務管理システムに、新たに地図機能を導入するとともに歳入機能の拡充を図るなど、業務の効率化に資
するシステムの再構築を行いました。
・南部市場への指定管理者制度の導入効果については、総括評価の中で、市会計や職員数、取扱量等を比較検討し、その効果等を明らかにしました。ま
た、卸売市場法改正に伴い、年度内では新制度下での業務仕様を確定できないことから、現行の指定管理者の指定期間を１年間延長しました。
【R01】
・平成31（2019）年3月に取りまとめた「川崎市卸売市場経営プラン改訂版（素案）」について、市民意見を反映させながら、令和元（2019）年6月に策定を行
いました。
・場内事業者、他市場、庁内等での調整を重ね、選ばれる市場を目指すべく取引ルール等を定めた本市市場の業務条例の改正を令和２（2020）年3月に
行いました。当初は、令和元（2019）年秋頃の条例改正を目指していましたが、今般の条例改正は、国における改正卸売市場法の改正に伴い、法の施行
期日（2020年6月）までに、全国の市場が本市同様に必要な条例改正等を行うものであることから、他市場の状況を見極めながら慎重な対応をせざるを得
ず、当初のスケジュールを変更し、規則改正及び国・県への認定申請は、令和2（2020）年6月までに行うことにしました。
・全体的な機能更新に向けた施設整備の手法の検討については、卸売市場機能検討委員会を3回開催したほか、デベロッパーやゼネコン等を対象にの
べ30回以上の民間事業者との協議を実施するなど、方向性の絞り込みを行いました。
・会計の透明性の確保については、新地方公会計制度に基づく財務諸表の作成・公表を引き続き行いました。
・施設の計画的な老朽化対策については、青果棟屋上凍結対策工事等を実施しました。また、活性化に向けたソフト施策については、市場開放のあり方
を整理し、関連部門の市民開放を行うとともに、その周知や市場PRを図るため、事業者と連携し、横断幕の掲出を行いました。
・南部市場については、他市場の状況を見極め本市業務条例の改正を慎重に行う必要から、庁内外の調整・手続き等を進め、現行指定期間の1年間の再
延長を行いました。新たな本市業務条例のもと更新を行うため、当初スケジュールを変更することになりましたが、次年度での更新を見据え、これまでの導
入効果検証結果等を踏まえ、仕様書案の作成を行いました。

R01年度 R02年度 R03年度 単位

活
動
指
標
その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度

R02年度 R03年度

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 区分 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

1

北部市場の年間卸売取扱量

モノ

目標
141,175
以上

141,175
以上

141,175
以上

141,175
以上

ﾄﾝ

説明 北部市場における青果及び水産物の年間取扱量 実績 124,224 121,700 121,834

2

南部市場の年間卸売取扱量

モノ

目標
10,258
以上

10,258
以上

10,258
以上

10,258
以上

R02年度 R03年度 単位

千円

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ

1

南・北市場の市場使用料の決算額

カネ 実績 905,335 896,546
905,003
(見込み)

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度

ﾄﾝ

説明 南部市場における青果及び水産物の年間取扱量 実績 11,399 12,561 14,727

説明 南・北市場における市場使用料の決算額

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ

・「川崎市卸売市場経営プラン改訂版」に基づき、ハード施策については、施設の
機能更新に向けた取組や老朽化施設の補修・改修等を実施するとともに、ソフト施
策については、実施可能な施策から順次取組を進めます。
・業務条例施行規則の改正及び国又は神奈川県への中央及び地方卸売市場の
認定申請については、令和2年6月までに行います。
・会計の透明性を確保するため、引き続き、新地方公会計制度に基づく財務諸表
を作成・公表します。
・南部市場については、令和３年度からの新たな指定管理者の指定に向けて募
集・選定等の更新作業を行います。

－

区分選択の理由

【モノの効果】
（H30）
・成果指標である「北部市場の年間卸売取扱量」については、天候不順による全国的な生産量の減少や漁獲量の減少等により、
121,700トンとなり目標を達成することができませんでした。
・「南部市場の年間卸売取扱量」については、青果及び水産物ともに取扱量を順調に伸ばし、12,561トンとなり目標を達成することがで
きました。
（R01）
・成果指標である「北部市場の年間卸売取扱量」については、121,834トンとなり目標を達成することができませんでしたが、台風被害
等の天候不良の影響がある中で、前年と比べ134トン前年を上回りました。
・「南部市場の年間卸売取扱量」については、引き続き、青果及び水産物ともに取扱量を順調に伸ばし、14,727トンとなり目標を4,468ト
ン上回って達成することができました。

【カネの効果】
（H30）
・その他の成果指標である「南・北市場における市場使用料の決算額」について、北部市場では、取扱高の減少及び仲卸業者や関連
事業者の撤退、廃業が増加したこと等により、売上高使用料及び施設使用料ともに減少（前年比計12,778千円減）しましたが、南部市
場では、取扱高の増加及び新規事業者入場等による施設利用の増加により売上高使用料及び施設使用料ともに増加（前年比計
3,989千円増）しました。
（R01）
・その他の成果指標である「南・北市場における市場使用料の決算額」について、北部市場では、取扱量の減少に伴い売上高使用料
が減少しましたが、新規事業者入場等による施設利用の増加により施設使用料が増加し、前年比計1,785千円（見込み）増加しまし
た。南部市場では、引き続き、取扱高の増加及び新規事業者入場等による施設利用の増加により売上高使用料及び施設使用料とも
に増加（前年比計6,672千円増）しました

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C
・各種目標としている指標については概ね達成しており、市場の役割を果たし
ていますが、卸売市場法の改正への実務的な対応、南部市場の次期指定管
理期間に向けた公募手続きなどには、引き続く検討すべき課題もあるため。

△ カネ △ 情報 － その他
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

改革項目 No.・課題名 所管

取組2-(9)特別会計の健全化 3 港湾整備事業特別会計における東扇島堀込部土地造成事業の財政負担の軽減に向けた取組 港湾局

現状

　川崎港において増加するコンテナ貨物や完成自動車の用地を確保するため、平成26（2014）年11月改訂の「川崎
港港湾計画」において、建設発生土等を有効活用した東扇島堀込部の埋立てによる土地造成計画を位置付けてい
ます。
　本事業の実施にかかる資金の調達については、財政状況、事業効果等のバランスを勘案しながら、一般財源に
負担をかけずに早期に土地造成を完了させる新たな資金計画スキームを検討する必要があります。

取組の方向性

　超電導リニアによる中央新幹線事業に着手しているＪＲ東海からの本市梶ヶ谷非常口から搬出する建設発生土
の土地造成事業への受入れについての要請と、これにより締結した覚書等に基づき、建設発生土の受入れに必要
となる護岸築造工事、埋立管理等の費用（概算額200億円）をＪＲ東海の負担とするなど、市の財政負担の軽減に
向けた取組を推進します。

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・土地造成に向けて、ＪＲ東海からの負担金により、護岸築造工事や埋立設備の設計等を実施します。
・令和２（2020）年度より実施する予定の建設発生土の受入に向けて、土砂の品質等を定める受入基準を検討しま
す。
【R01】
・土地造成に向けて、ＪＲ東海からの負担金により、護岸築造工事等を実施します。
・建設発生土の受入に向けて、埋立実施方法の検討や受入土砂の品質等を定める受入基準（案）を策定します。

40402070 東扇島堀込部土地造成事業

関連する
事務事業

事務事業コード 事務事業名

R03年度 単位

目標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明 実績

説明

その他の活動実績

【H30】
・土地造成に向けて、地盤改良工事、護岸築造工事、ケーソン製作工事、埋立設備基本設計等を実施しました。
・建設発生土の受入に向けて、土砂の品質等を定める受入基準を検討しました。
【R01】
・土地造成に向けて、護岸築造工事、ケーソン製作工事等を実施しました。
・建設発生土の受入に向けて、埋立実施方法の検討や土砂の品質等を定める受入基準（案）を検討しました。

R01年度 R02年度 R03年度 単位

活
動
指
標
その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度

R02年度

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

4．状況の変化により目標を達成できなかった
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 区分 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 単位

目標

説明 実績

目標

説明 実績

○ 情報

R02年度 R03年度 単位その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

－ その他

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・土地造成に向けて、JR東海からの負担金により、護岸築造工事を実施します。ま
た、リニア中央新幹線事業の建設発生土を円滑に受け入れるため、関係部署等と
調整を進め、建設発生土の受入基準（案）の策定に向け、引き続き検討を進めま
す。

－

区分選択の理由

【カネの効果】
（H30・R01）
・ＪＲ東海から、平成30（2018）年度は約126億円の負担金歳入を、また、令和元（2019）年度は約18億円の負担金歳入を確保し、当該
歳入を活用して、護岸築造工事や埋立設備基本設計等を実施したことで、本市の財政負担を抑えながら施策を推進することができま
した。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B
・ＪＲ東海からの負担金（平成30（2018）年度は約126億円、令和元（2019）年
度は約18億円）を活用し、土地造成に必要な護岸築造工事や埋立実施方法
の検討等を実施し、本市の財政負担を抑えながら施策を推進することができ
たため。

－ カネ
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R02年度 R03年度

活
動
指
標

説明

その他の活動実績

【H30】
・送・配水管の布設工事の受注者に対し、準コア業務である不断水凍結連絡工法による配管作業等について、一
部請負化を推進するとともに（実績397件）、請負化の範囲拡大に向けて、新たな工法の導入の検討を行いました。
・配管技能及び配管技術に係る指導を行う配管指導方式について、より効果的な検証ができるよう、発注工事（一
般布設工事、連絡工事、撤去工事等）の施工内容を考慮した試行を12件実施しました。
【R01】
・不断水凍結連絡工法での現場作業の請負化を拡大し（実績462件）、検証結果を踏まえ配管指導方式の対象とし
てこれまで対象としなかった施工事例が少ない工事（仮配管採用工事等）を選定に加えるとともに、配管指導方式
に多くの職員が携われるように、同方式未経験者を中心に15件実施しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

4．状況の変化により目標を達成できなかった

単位その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

単位

説明 実績

目標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標 目標・実績 H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度

取組の方向性

　試行による配管指導を継続的に実施するとともに、平成34（2022）年度を目途としている準コア業務の請負化の実
施時期や、その後の配管工事員の執行体制等について、中大口径基幹管路の更新等に伴う業務量の増加、危機
管理体制のあり方、年金支給年齢の引上げ等の社会状況の変化、民間事業者の育成状況等を踏まえ検討を行い
ます。

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・平成28（2016）年度及び平成29（2017）年度における配管指導の試行結果を踏まえ、より効果的な試行ができるよ
う試行の方法、対象について見直しを行い、引き続き試行を継続実施します。
・準コア業務である不断水凍結連絡工法による配管作業等について、業務の一部請負化を実施するとともに、範囲
の拡大を検討します。
【R01】
・各配水工事事務所で発注工事の３割程度について、配管指導未経験者を中心に各事務所５～７名程度で試行を
行う。対象工事については、従来のとおり工事の難易度、地域性及び施工条件を考慮することとするが、これまで
対象としない工事における試行及び発注工事の中の一部工区での試行を行う。

10301020
10301030
10301080
84107010
84109160

送・配水管の更新・耐震化事業
給水管の更新事業
水道・工業用水道事業における経営基盤の充実・強化事業
管路施設等の維持管理業務
給水装置工事関係事務

関連する
事務事業

事務事業コード 事務事業名

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

改革項目 No.・課題名 所管

取組2-(10)公営企業の経営改善 1 給・配水工事部門の現場作業の請負化 上下水道局

現状

　これまで職員で対応していた給・配水工事部門の現場作業について、緊急時における即応体制の確保や、技術・
技能の継承の観点から、引き続き職員で行うべき業務（コア業務）と、それ以外の請負化等により効率化が可能な
業務（準コア業務）とに仕分けを行い、コア業務とした配管指導について、平成28（2016）年度から配水工事事務所
において試行に着手しました。
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅲ
 ・配管の効果的な受注者への指導を実施するため、手法についてこれまでの試行
を踏まえた改善に取り組みながら、継続して行います。
・また、民間事業者の育成状況や災害時の対応など、中大口径機関管路の更新な
どの業務量の増加、年金支給年齢の引き上げなどの社会状況の変化なども考慮
し検討を行います。

その他 ○

区分選択の理由

【その他の効果】
（H30・R01）
・準コア業務である不断水凍結連絡工法について、これまで職員しか担うことができなかった現場での配管作業を民間事業者による
請負工事に転換（H30：397件、R01：462件）することで、これまでの現場での配管作業を行っていた職員が、民間事業者の指導・育成
に注力できるようになりました。

（H30・R01）
・コア業務である配管指導方式について、平成30（2018）年度は各工事事務所ごとに試行を行う工事本数を増やしながら実施し、令和
元（2019）年度は試行の検証結果を踏まえ試行する工事の選定条件を決定するとともに、同方式未経験者を優先して従事させました
が、配管指導方式の本格実施に向けて、職員が長年培ってきた配管技術のノウハウを請負業者へ継承するには、試行を実施する中
で引き続き効果的な指導方法を検討する必要があります。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

C
・不断水凍結連絡工法での現場作業の請負化の割合を拡大し、民間事業者
の指導・育成を進めることができました。
・配管指導方式については、試行段階であり、「ヒト」の習熟度をあげる効果
が一定程度あったものの、引き続き効果的な指導方法を検討する必要があ
るため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ － カネ － 情報 －

説明

R01年度 R02年度 R03年度 単位

説明 実績

単位

目標

説明 実績

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標 区分 目標・実績 H29年度 H30年度

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度

目標

H30年度

R01年度 R02年度 R03年度
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(10)公営企業の経営改善

取組の方向性

所管

上下水道局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

水道・工業用水道事業における経営基盤の充実・強化事業
浄水施設等の維持管理業務

事務事業コード

10301080
84107020

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30・R01】
・運転監視業務の委託化を段階的に進め、生田浄水場等の執行体制の効率化を図ります。

説明

単位

　平成18（2006）年度に策定した水道事業及び工業用水道事業の「再構築計画」に基づき、将来の的確な水需要予
測等を踏まえた給水能力の見直しと、これに伴う施設規模の縮小、執行体制の適正化・効率化を進めてきました。
　具体的には、平成24（2012）年度に潮見台浄水場の廃止、長沢・生田浄水場の交替勤務体制の見直し、谷ヶ原取
水所の無人化、平成25（2013）年度に平間配水所の無人化、平成28（2016）年度に生田浄水場の水道事業の機能
の廃止による工業用水道専用の浄水場としての再構築を実施しました。

実績

2 工業用水道専用施設における効率的・効果的な運転管理体制の整備

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　生田浄水場を中心とした生田系工業用水道施設については、技術職員の高齢化や、熟練職員の退職動向等を
踏まえた、将来にわたる安定給水の確保を前提に、平成30（2018）年度から運転監視・保守点検業務の委託化と、
モニタリング体制の構築による執行体制の効率化を段階的に進めます。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30】
・平成30（2018）年度から生田浄水場を中心とした生田系工業用水道施設の運転監視・保守点検業務の段階的委
託を開始するとともに、モニタリングを実施し、委託業務の安定的な遂行による執行体制の効率化を図りました。
・令和元（2019）年度以降の運転監視業務の委託拡大に向けた取組を行いました。
【R01】
・令和２（2020）年度に段階的に進めてきた運転監視業務の委託化が完了しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ
・平成30（2018）年度から段階的に進めてきた生田浄水場の運転監視業務の委託
化が完了し、執行体制の効率化を図りました。
・今後も委託化の検証を行いながら、契約の更新時に合わせ組織体制及び運転
管理体制の検討を進めます。

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
・生田浄水場等における平成30（2018）年度から実施している委託業務のモニタリング等を踏まえた運転監視業務の委託拡大により、
平成30(2018)年度に６名、令和元（2019）年度に５名、令和2(2020)年度から６名の職員を減員したことで、生田浄水場等の効率的・効
果的な執行体制の構築に寄与しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B ・適正なモニタリングの実施と運転監視業務の委託拡大により、効率的・効果
的な執行体制の構築に寄与したため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ －

単位

説明

説明

R01年度区分

実績

カネ － 情報

R02年度

目標

R03年度

目標

実績
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

下水道の管きょ・施設の老朽化対策及び未普及解消事業
下水道事業における経営基盤の充実・強化事業
下水道計画業務

事務事業コード

10302050
10302090
84102110

具体的な取組内容
（活動目標）

説明 実績

改革項目

取組2-(10)公営企業の経営改善

取組の方向性

現状

　これまでの施設運転点検業務の委託化の検証結果を踏まえた上で、緊急時の即応体制に加え、職員の技術力
の確保や経営の視点を踏まえた職員の資質向上も考慮しながら、平成28（2016）年度から加瀬水処理センター・ポ
ンプ場の一体的な運転点検業務の委託化を段階的に進めています。
　あわせて、老朽化が進む施設の状態を診断・予測しながら、長寿命化対策に加え、財政見通しやリスク評価など
も踏まえて建設投資の平準化等を図るアセットマネジメント手法の本格的な導入に向け、平成28（2016）年度から執
行体制の整備を段階的に進めています。

3 持続可能な下水道に向けた執行体制の再構築

H29年度

【H30】
・加瀬水処理センター・ポンプ場の一体的な運転点検業務の委託拡大と、アセットマネジメント手法の本格的な導入
に向けた執行体制の整備を進めます。
【R01】
・アセットマネジメント体制の整備により増員した職員を中心に試行的に施設の点検・調査を行い、得られる維持管
理情報を蓄積・管理する仕組みを整備する。

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 単位

説明

　加瀬水処理センター・ポンプ場の一体的な運転点検業務の段階的な委託化とあわせ、それにより生み出した人員
を活用することによる、アセットマネジメント手法の本格的な導入に向けた検討や取り組みを推進します。

H30年度 R01年度 R01年度 R03年度 単位

所管

上下水道局

No.・課題名

目標・実績

その他の活動実績

【H30・R01】
・加瀬水処理センター・ポンプ場の一体的な運転点検業務の委託拡大と、それにより生み出した人員を活用するこ
とでアセットマネジメント手法の本格的な導入に向けた執行体制の整備を進めました。
・運転点検業務の委託拡大で生み出した職員を中心に施設の状態把握等を目的とした点検・調査を行うとともに、
点検・調査結果を蓄積、管理する情報システム等を整備しました。

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った

H29年度 H30年度 R01年度 R01年度 R03年度

4．状況の変化により目標を達成できなかった

目標
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

－

説明

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅰ

・加瀬水処理センター・ポンプ場の運転点検業務の段階的な委託化と、これにより
生み出した人員の活用による、アセットマネジメント手法の本格的な導入に向けた
段階的な執行体制の整備を、平成31（2019）年４月に完了しました。
・整備した体制の下で維持管理情報を蓄積、管理するとともに、当該情報を活用し
た改築・修繕計画に基づき下水道施設の老朽化対策を継続的に取り組んでいきま
す。

その他 －

区分選択の理由

【ヒトの効果】
（H30）
・加瀬水処理センター・ポンプ場における運転点検業務の委託を拡大し、令和元（2019）年度から６名の職員を減員するとともに、これ
により生み出した２名の職員を活用することで、アセットマネジメント執行体制の整備が完了し、下水道施設全体としての効率的・効果
的な執行体制の構築に寄与しました。

【モノの効果】
（R01）
・これまでの段階的な業務委託化で生み出した職員を中心に、施設の点検・調査を行うとともに点検・調査結果を蓄積、管理する情報
システム等を整備することで、施設の劣化状況をこれまで以上に把握でき、ライフサイクルコストを最小化するための施設管理と更新
によって、より効率的かつ効果的な下水道施設の老朽化対策ができるようになりました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B

・加瀬水処理センター・ポンプ場の運転点検業務の委託拡大と、アセットマネ
ジメント執行体制の整備により、今後、本格化する下水道施設の老朽化対策
に向けた体制が構築できたため。
・執行体制の再構築により増員できた職員を中心に、施設の点検・調査を行
い、得られた維持管理情報の蓄積・管理する仕組みを構築したことで、より効
率的かつ効果的な下水道施設の老朽化対策が可能となり、持続可能な下水
道サービスの提供に寄与することができたため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト ○ モノ ○

説明

説明

単位

カネ － 情報

単位R03年度

目標

目標・実績 R01年度区分

実績

R01年度H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度 R01年度 R01年度

実績

R03年度

目標
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改革課題

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目

取組2-(10)公営企業の経営改善

取組の方向性

所管

上下水道局

No.・課題名

目標・実績

目標

平成３０・令和元年度　各局区等改革の取組評価シート

関連する
事務事業

事務事業名

水道・工業用水道事業における経営基盤の充実・強化事業
固定資産に関する総括事務

事務事業コード

10301080
84104520

具体的な取組内容
（活動目標）

【H30】
・上下水道局用地における自動販売機設置スペースの貸付けについて、入札資料の作成、各事業所との調整等を行い、入札を実施します。
・生田浄水場用地の有効活用について、「生田浄水場用地の有効利用に関する整備計画」の見直しや、スポーツ広場等を整備する民間事業者の再公募
に向けた取組を行います。
・平間配水所用地について、障害者通所事業所用地としての貸付けを開始します。
・長沢浄水場用地について、グラウンドとしての貸付けを開始します。
【R01】
・生田浄水場用地について、プロポーザル方式によりスポーツ広場の整備等を行う民間事業者を決定します（上半期）。民間事業者と連携を図りながら、
都市計画の変更等に向けた取組など、用地の貸付けのための取組を進めます（下半期）。
・末吉配水所用地について、民間事業者へのヒアリング等を行い、有効活用の方針を整理します。
・上下水道局用地における自動販売機設置スペースの貸付けや、駐車場用地等としての貸付けのための取組を進めます。

説明

単位

・上下水道局所管の財産について、自動販売機設置スペースの貸付けや、駐車場用地としての貸付け、宮前区内保育園用地、障害者通所事業所用地等
としての使用許可などの有効活用を積極的に行っています。
・生田浄水場用地について、ふれあい広場・多目的広場等の詳細設計を行ったほか、スポーツ広場の整備等を行う民間事業者の公募を平成28（2016）年
度に実施しましたが入札不調となったため、条件の整理など再公募に向けた取組を進めています。
・上平間管理公舎用地について、川崎市中部学校給食センター及び動物愛護センター用地として貸付けを行いました。また、平間配水所用地について、
障害者通所事業所用地としての貸付けに向けた取組を進めるとともに、災害時に一時避難場所にも活用できる「市民が利用可能な緑地」のための整備運
営を行う事業者を決定し、同事業者により、平成30（2018）年１月から「ＦＵＳＯグリーンガーデン」として市民開放を開始しました。
・長沢浄水場用地について、再構築計画の完了により生み出された敷地の一部を平成30（2018）年７月から貸し付けるため、平成29（2017）年11月に一般
競争入札を実施して借受事業者を決定しました。
・入江崎水処理センター旧汚泥工場用地について、用地が位置する塩浜３丁目を含む地区において、「塩浜３丁目周辺地区土地利用計画」が策定され、
地区全体を活性化するために隣接する公園機能と一体的利用を図ることが位置付けられたことから、関係局との協議・調整を行っています。

実績

4 水道事業、工業用水道事業及び下水道事業用地の有効活用

H29年度

活
動
指
標

行財政改革第２期プログラムにおける活動（アウトプット）指標

その他の活動（アウトプット）指標 実績 H29年度 H30年度 R01年度

説明

R02年度 R03年度

　所管財産で低利用、未利用の状態にある資産の有効活用を図るため、民間事業者への土地の有償貸付けなど継続的な事業収益の確保に向けた取組
を推進します。

H30年度 R01年度

単位

4．状況の変化により目標を達成できなかった

現状

R02年度 R03年度

その他の活動実績

【H30・R01】
【生田浄水場用地】
・平成31(2019)年3月に「生田浄水場用地の有効利用に関する整備計画」の見直しを行うとともに、事業者ヒアリングを踏まえて整理した公募条件により再
公募を開始しました。
・再公募の結果、令和元(2019)年10月に有効利用を図る事業者を決定しました。
【末吉配水所用地】
・民間事業者におけるニーズを調査するため、複数の事業者にヒアリングを行いました。
【平間配水所用地】
・平成30（2018）年11月から障害者通所事業所用地としての貸付けを開始しました。
【長沢浄水場用地】
・平成30（2018）年7月からグラウンドとしての貸付けを開始しました。
【その他】
・上下水道局用地における自動販売機設置スペースの貸付けについて、平成30年(2018)年に2物件（15台）の貸付けを開始しました。なお、すべて環境配
慮型の自動販売機とするとともに、15台のうち5台については災害対応型の機器を導入しました。また、令和2年(2020)年1月に自動販売機設置1件(4台中2
台は災害対応機設置)、駐車場用地1件(11ヵ所)及び野立て看板設置1件(3ヵ所)の貸付に向けた入札を実施し、令和2(2020)年4月から貸付けを開始しま
す。
・平成30(2018)年度の使用許可について、608件（有償429件、無償179件）の許可を実施しました。また、令和元(2019)年度の使用許可について、609件（有
償428件、無償181件）の許可を実施しました

具体的な取組内容
（活動目標）に対する達成度 2

 1．目標を上回った
 2．ほぼ目標どおり
 3．目標を下回った
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評　価　（Check）

改　善　（Action）

目標・実績 H29年度 H30年度

成
果
指
標

第２期実施計画又は行財政改革第２期プログラムにおける成果（アウトカム）指標

その他の成果（アウトカム）指標 区分 実績 H29年度 H30年度

説明

R03年度 単位

6.7以上 6.7以上

－

R01年度 R02年度

実施結果（Ｄｏ）
や評価（Ｃｈｅｃｋ）
を踏まえた
今後の取組の
方向性

方向性区分 方向性の具体的内容

Ⅰ．計画期間中の目標を達成
Ⅱ．現状のまま取組を継続
Ⅲ．目標の見直し又は取組の改善
　　を行い、取組を継続
Ⅳ．状況の変化により取組を中止

Ⅱ

・上下水道局用地における自動販売機設置、駐車場用地及び野立て看板設置ス
ペースの貸付けについて、入札資料の作成、各事業所との調整等を行い、入札を
実施します。
・生田浄水場用地の有効活用について、令和3(2021)年度からの貸付けに向けて、
都市計画の変更等に向けた取組などを進めます。
・平間調圧塔用地について、保育園用地としての貸付けに向けて、調圧塔の撤去
工事等を行います。

その他 －

区分選択の理由

【モノの効果】
（H30・R01）
・災害対応型の自動販売機を増設したことにより、災害発生時の飲料水確保につながりました。
（平成29（2017）年度76台設置中17台災害対応機、平成30（2018）年度76台設置中21台災害対応機、令和元（2019）年度72台設置中21台災害
対応機）

【カネの効果】
（H30・R01）
・貸付けや使用許可等を行うことにより、成果指標である「資産有効活用の収益額」について、平成29（2017）年度が7.2億円だったもの
が、平成30（2018）年度は7.9億円（水道事業：6.9億円、工業用水道事業：0.1億円、下水道事業：0.9億円）、令和元年度は8.3億円（水
道事業：7.3億円、工業用水道事業：0.1億円、下水道事業：0.9億円）（見込）となり、年々、その額を上昇させることができました。
・832,147千円（水道事業：734,147千円、工業用水道事業：10,773千円、下水道事業：87,227千円）の財政効果を令和元年（2019）年度
に、832,140千円（水道事業：733,598千円、工業用水道事業：10,633千円、下水道事業：87,909千円）の財政効果を令和２（2020）年度
予算に、それぞれ反映しました。

事務事業
等への
貢献度

区分 区分選択の理由

A．大きく貢献した
B．貢献した
C．貢献できたが課題もあった
D．課題があった
X．測定できない
Y．その他（未だ効果は発現していない）

B ・貸付けや使用許可等を行うことにより、水道事業、工業用水道事業及び下
水道事業の収益確保に貢献したため。

取組の
総体的
効果

区分

ヒト － モノ ○

単位

1 億円

説明

説明

カネ

6.7以上 6.7以上

R01年度区分

実績

カネ ○ 情報

7.9
8.3
（見込）

R02年度

目標

固定資産使用許可や資産の一時貸付けにより得られる収益額

R03年度

目標資産有効活用の収益額

実績 7.2

200


